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[ 改 正 ] [ 現 行 ] 

（目次） 

 第１章～第２章 （略） 

 第３章 Ｘｉ契約 

   第１節 （略） 

   第２節 一般契約 

      第７条～第 12 条 （略） 

      第 12 条の２ 一般契約に係る電話番号保管 

      第 13 条～第 16 条 （略） 

   第３節 定期契約 

      第 17 条～第 20 条 （略） 

      第 20 条の２ 定期契約に係る電話番号保管 

      第 21 条 （略） 

 第４章～第 14 章 （略） 

 料金表 （略） 

 別表 （略） 

 附則 （略） 

 

 

  第１章 総則 

 

 第１条～第２条 （略） 

 

  （用語の定義） 

 第３条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

 

 

     第２章 （略） 

 

     第３章 Ｘｉ契約 

       第１節 （略） 

 

       第２節  一般契約 

 第７条 （略） 

 

  （一般契約申込の方法） 

用  語 用  語  の  意  味 

１～３ （略） （略） 

４ Ｘｉサービス モバイルマルチメディア通信網を使用して行う電気通信サービスであって、ＦＯＭＡサービ

ス（ＦＯＭＡサービス契約約款に規定するものをいいます。以下同じとします。）、卸Ｆ

ＯＭＡサービス及び卸Ｘｉサービス（卸携帯電話サービス契約約款に規定するものをい

います。以下同じとします。）以外のもの 

 

 

 

５～36 （略） （略） 

（目次） 

 第１章～第２章 （略） 

 第３章 Ｘｉ契約 

   第１節 （略） 

   第２節 一般契約 

      第７条～第 12 条 （略） 

      第 12 条の２ Ｘｉの電話番号保管 

      第 13 条～第 16 条 （略） 

   第３節 定期契約 

      第 17 条～第 20 条 （略） 

 

      第 21 条 （略） 

 第４章～第 14 章 （略） 

 料金表 （略） 

 別表 （略） 

 附則 （略） 

 

 

   第１章 総則 

 

 第１条～第２条 （略） 

 

  （用語の定義） 

 第３条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

 

 

     第２章 （略） 

 

     第３章 Ｘｉ契約 

       第１節 （略） 

 

       第２節  一般契約 

 第７条 （略） 

 

  （一般契約申込の方法） 

用  語 用  語  の  意  味 

１～３ （略） （略） 

４ Ｘｉサービス モバイルマルチメディア通信網を使用して行う電気通信サービスであって、ＦＯＭＡサービ

ス（ＦＯＭＡサービス契約約款に規定するものをいいます。以下同じとします。）、ＪＷ

ＳＩＭサービス（Ｊａｐａｎ Ｗｅｌｃｏｍｅ ＳＩＭサービス契約約款に規定する

ものをいいます。以下同じとします。）、ＪＷＳＩＭ－０サービス（Ｊａｐａｎ Ｗｅ

ｌｃｏｍｅ ＳＩＭ－０サービス契約約款に規定するものをいいます。以下同じとしま

す。）、卸ＦＯＭＡサービス及び卸Ｘｉサービス（卸携帯電話サービス契約約款に規

定するものをいいます。以下同じとします。）以外のもの 

５～36 （略） （略） 



 第８条 一般契約の申込みをするときは、当社所定の契約申込書等を契約事務を行うＸｉサービス取扱所に提出していただきます。 

 ２ （略） 

 ３ 一般契約の申込みをする場合であって、その申込みをする者が、料金表第１表（料金）第１（基本使用料）に規定するデータ専

用プランを選択するときは、次の(1)から(5)の条件を満たす１のＸｉ（以下「指定先Ｘｉ」といいます。）を指定し、当社に申し出て

いただきます。 

   (1)（略） 

   (2) 基本利用料の料金種別が、料金表第１表（料金）第１（基本使用料）の１（適用）の(1)に規定するギガホ２若しくはギ

ガライト２又は附則に規定するギガホ若しくはギガライトであること。 

   (3)（略） 

   (4) 第 12 条の２（Ｘｉの電話番号保管）又は第 20 条の２（定期契約に係る電話番号保管）に規定する電話番号保管を行

っていないこと。 

   (5)（略） 

 

 第９条～第 11 条 (略) 

 

  （Ｘｉの利用の一時中断） 

 第 12 条 当社は、一般契約者から請求があったときは、Ｘｉの利用の一時中断（その契約者識別番号を他に転用することなく一時的

に利用できないようにすることをいい、第 12 条の２（Ｘｉの電話番号保管）及び第 20 条の２（定期契約に係る電話番号保管）

に規定する電話番号保管を除きます。以下同じとします。）を行います。 

 

(一般契約に係る電話番号保管) 

第 12 条の２ 当社は、一般契約者から請求があったときは、総合利用プランに係るＸｉの電話番号保管（その契約者識別番号を他

に転用することなく、請求があった日から一定期間、そのＸｉを一時的に利用できないようにすることをいいます。以下同じとします。）を

行います。 ただし、当該一般契約が第８条（一般契約申込の方法）に規定する指定先Ｘｉであるときは、電話番号保管を請求

することができません。 

２～４ (略) 

５ 一般契約者は、電話番号保管期間は、電話番号保管を取りやめる請求又は契約の解除に限り行うことができます。 

 

 第 13 条～第 16 条 （略） 

 

       第３節 定期契約 

 

 第 17 条~第 18 条 (略) 

 

  （定期契約の満了） 

 第 19 条 定期契約は、当社がその定期契約に基づき契約者回線の提供を開始した日の属する暦月の翌暦月の初日（契約者回線の

提供を開始した日が暦月の初日となる場合はその日とします。以下この条において「起算日」といいます。）から起算して２年が経過す

ることとなる日をもって満了となります。 

 ２～４ （略） 

 ５ 定期契約のＸｉについて、電話番号保管（第 20 条の２（定期契約に係る電話番号保管）に規定するものをいいます。以下この

条において同じとします。）があったときは、その電話番号保管があった日の属する暦月の翌暦月の初日（電話番号保管があった日が

暦月の初日となる場合はその日とします。）を起算日として、前４項の規定を適用します。 

 ６ 前項の規定によるほか、定期契約のＸｉについて、電話番号保管を取りやめる請求があったときは、その請求があった日の属する暦

月の翌暦月の初日（請求があった日が暦月の初日となる場合はその日とします。）を起算日として、第１項から第４項の規定を適用

します。 

 ７ 当社は、第１項から第４項に規定する定期契約の満了について、電話番号保管期間である場合を除き、当該定期契約の満了日

の属する暦月において、当社が定める方法により、当該定期契約者（当社が定める者を除きます。）に通知します。 

  

 第 20 条 （略） 

 

  （定期契約に係る電話番号保管） 

 第 20 条の２ 当社は、定期契約者から請求があったときは、総合利用プランに係るＸｉの電話番号保管を行います。 

 第８条 一般契約の申込みをするときは、当社所定の契約申込書等を契約事務を行うＸｉサービス取扱所に提出していただきます。 

 ２ （略） 

 ３ 一般契約の申込みをする場合であって、その申込みをする者が、料金表第１表（料金）第１（基本使用料）に規定するデータ専

用プランを選択するときは、次の(1)から(5)の条件を満たす１のＸｉ（以下「指定先Ｘｉ」といいます。）を指定し、当社に申し出て

いただきます。 

   (1)（略） 

   (2) 基本利用料の料金種別が、料金表第１表（料金）第１（基本使用料）の１（適用）の(1)に規定するギガホ又はギガライ

トであること。 

   (3)（略） 

   (4) 第 12 条の２（Ｘｉの電話番号保管）に規定する電話番号保管を行っていないこと。 

 

   (5)（略） 

 

 第９条～第 11 条 （略） 

 

  （Ｘｉの利用の一時中断） 

 第 12 条 当社は、一般契約者から請求があったときは、Ｘｉの利用の一時中断（その契約者識別番号を他に転用することなく一時的

に利用できないようにすることをいい、第 12 条の２（Ｘｉの電話番号保管）に規定する電話番号保管を除きます。以下同じとしま

す。）を行います。 

 

(Ｘｉの電話番号保管) 

第 12 条の２ 当社は、一般契約者から請求があったときは、総合利用プランに係るＸｉの電話番号保管（その契約者識別番号を他

に転用することなく、請求があった日から一定期間、そのＸｉを一時的に利用できないようにすることをいいます。以下同じとします。）を

行います。 ただし、当該一般契約が第８条（一般契約申込の方法）に規定する指定先Ｘｉであるときは、電話番号保管を請求

することができません。 

２～４ (略) 

 

 

 第 13 条～第 16 条 （略） 

 

       第３節 定期契約 

 

 第 17 条~第 18 条 (略) 

 

  （定期契約の満了） 

 第 19 条 定期契約は、当社がその定期契約に基づき契約者回線の提供を開始した日の属する暦月の翌暦月の初日（契約者回線の

提供を開始した日が暦月の初日となる場合はその日とします。以下この条において「起算日」といいます。）から起算して２年が経過す

ることとなる日をもって満了となります。 

 ２～４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 ５ 当社は、前４項に規定する定期契約の満了について、当該定期契約の満了日の属する暦月において、当社が定める方法により、

当該定期契約者（当社が定める者を除きます。）に通知します。 

 

 第 20 条 （略） 

 

 

 



    ただし、当該定期契約が第８条（一般契約申込の方法）に規定する指定先Ｘｉであるときは、電話番号保管を請求することがで

きません。 

 ２ 電話番号保管期間が３年を経過したときは、電話番号保管期間が３年を経過した日においてそのＸｉ契約は解除されたものとしま

す。この場合において、当社は、電話番号保管期間が３年を経過する前にあらかじめそのことを定期契約者に通知します。 

 ３ 前項に規定する電話番号保管期間は、電話番号保管の請求があった日を含む暦月の翌暦月の初日から起算します。 

 ４ 電話番号保管を取りやめる請求があったときの基本使用料の料金種別の変更その他の提供条件は、当社が別に定めるところによりま

す。 

５ 定期契約者は、電話番号保管期間は、電話番号保管を取りやめる請求又は契約の解除に限り行うことができます。 

 

 第 21 条～第 21 条の７の６ （略） 

 

      第４章～第４章の２ （略） 

 

      第５章 付加機能 

 

   （付加機能の提供） 

 第 28 条 当社は、Ｘｉ契約者から請求があったときは、別表２（付加機能）に規定する付加機能を提供します。 

 ２～10 （略） 

 （注１）（略） 

 （注２）本条第５項に規定する当社が別に定めるものは、別表２（付加機能）に規定する遠隔管理機能及び sp モード機能（別

表２に規定する sp モード電子メールアドレス保管を行っている場合に限ります。）とします。 

 

 

     第６章～第８章 （略） 

 

   第９章 通信 

 

       第１節 通信の種類等 

 

  （通信の種類等） 

 第 42 条 通信には、次の種類があります。 

    ただし、Ｘｉユビキタスに係る通信の種類は、データ通信モード及びショートメッセージ通信モードに、Ｘｉ特定接続に係る通信の種

類はデータ通信モード（128k 通信モードを除きます。）に限ります。 

  表（略） 

 ２～３ （略） 

 ４ 前項に規定する災害等の情報は、第 12 条（Ｘｉの利用の一時中断) 、第 12 条の２（Ｘｉの電話番号保管）、第 20 条の

２（定期契約に係る電話番号保管）、第 21 条（その他の提供条件）、第 21 条の７（その他の提供条件）、第 21 条の７の

６（その他の提供条件）若しくは第 41 条（利用停止）の規定にかかわらず、利用の一時中断をしている場合又は利用停止されて

いる場合であっても受信することができます。 

 ５ （略） 

 （注１）～（注２）（略） 

 

 第 42 条～第 44 条 （略） 

 

       第２節 通信利用の制限 

 

  （通信利用の制限） 

 第 45 条 Ｘｉサービス、ＦＯＭＡサービス、回線卸Ｘｉ及び回線卸ＦＯＭＡ（卸携帯電話サービス契約約款に規定するものをいい

ます。以下同じとします。）に係る通信が著しくふくそうしたときは、通信の全部を接続することができないことがあります。この場合におい

て、当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合の災害の予防若しくは救援、交通、通信若しく

は電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信及び公共の利益のため緊急を要する事項を内容とする

通信を優先的に取り扱うため、別表５（通信の優先的取扱いに係る機関名）に掲げる機関に提供しているＸｉサービス（当社がそ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 21 条～第 21 条の７の６ （略） 

 

    第４章～第４章の２ （略） 

 

     第５章 付加機能 

 

  （付加機能の提供） 

 第 28 条 当社は、Ｘｉ契約者から請求があったときは、別表２（付加機能）に規定する付加機能を提供します。 

 ２～10 （略） 

 （注１）（略） 

 （注２）本条第５項に規定する当社が別に定めるものは、別表２（付加機能）に規定するｉモード機能（別表２に規定するｉモー

ド電子メールのメールアドレス保管を行っている場合であって、基本機能及びアクセス制限に係るものに限ります。）、遠隔管理機能

及び sp モード機能（別表２に規定する sp モード電子メールのメールアドレス保管を行っている場合に限ります。）とします。 

 

     第６章～第８章 （略） 

 

     第９章 通信 

 

       第１節 通信の種類等 

 

  （通信の種類等） 

 第 42 条 通信には、次の種類があります。 

    ただし、Ｘｉユビキタスに係る通信の種類は、データ通信モード及びショートメッセージ通信モードに、Ｘｉ特定接続に係る通信の種

類はデータ通信モード（128k 通信モードを除きます。）に限ります。 

  表（略） 

 ２～３ （略） 

 ４ 前項に規定する災害等の情報は、第 12 条（Ｘｉの利用の一時中断) 、第 12 条の２（Ｘｉの電話番号保管）、第 21 条（そ

の他の提供条件）、第 21 条の７（その他の提供条件）、第 21 条の７の６（その他の提供条件）若しくは第 41 条（利用停

止）の規定にかかわらず、利用の一時中断をしている場合又は利用停止されている場合であっても受信することができます。 

 

 ５ （略） 

 （注１）～（注２）（略） 

 

 第 42 条～第 44 条 （略） 

 

       第２節 通信利用の制限 

 

  （通信利用の制限） 

 第 45 条 Ｘｉサービス、ＦＯＭＡサービス、ＪＷＳＩＭサービス、ＪＷＳＩＭ－０サービス及び回線卸Ｘｉ及び回線卸ＦＯＭＡ

（卸携帯電話サービス契約約款に規定するものをいいます。以下同じとします。）に係る通信が著しくふくそうしたときは、通信の全部を

接続することができないことがあります。この場合において、当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある

場合の災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信及び

公共の利益のため緊急を要する事項を内容とする通信を優先的に取り扱うため、別表５（通信の優先的取扱いに係る機関名）に



れらの機関との協議により定めたものに限ります。）以外のものによる通信の利用を中止する措置（特定の地域の契約者回線等への

通信を中止する措置を含みます。）をとることがあります。 

 ２～８ （略） 

 （注１）～（注２）（略） 

 

 第 46 条～第 46 条の２ （略） 

 

第３節～第４節 （略） 

 

第 10 章～第 12 章 （略） 

 

   第 13 章 雑則 

 

 第 65 条～第 69 条 （略） 

 

  （利用に係る契約者の義務） 

 第 70 条 契約者は、次のことを守っていただきます。  

  (1)～(12)（略） 

  (13) 電子メール（別表２（付加機能）に定めるものをいい、ｉモード電子メール（附則に規定するものをいいます。以下同じとしま

す。）及び別表２に規定する sp モード電子メールを含みます。以下この条において同じとします。）の送信は当社が別に定める方

法により行うこと。 

  (14)～(16)（略）  

 ２～6 （略） 

 （注１）～（注２）（略） 

 

 第 71 条～第 78 条 （略） 

 

  （ケータイお探しサービス） 

 第 78 条の２ Ｘｉ契約者は、ｉモード機能（附則に規定するものをいいます。以下同じとします。）又は別表２（付加機能）に規定

する sp モード機能の提供を受けているときは、次項に規定するケータイお探しサービス（契約者からの申出により、そのＸｉ契約者に係

る契約者回線に接続された端末設備（当社が別に定めるものに限ります。）の所在に係る緯度及び経度等の情報（以下この条にお

いて「位置情報」といいます。）を、当社が通知するサービスをいいます。以下同じとします。）を利用することができます。 

 ２ ケータイお探しサービスには、次の種類があります。 

種   類 内               容 

ケータイお探しサービス（基本） (1) （略） 

(2) 当社は、Ｘｉ契約者の申出に基づく位置情報の取得に先立ち、位置情

報を取得する旨をｉモード電子メール又は当社が別に定める方法により制

御信号を利用して契約者回線へ通知します。 

ただし、電波状況その他の理由により、通知ができない場合があります。 

 

(3) （略） 

（略） （略） 

 ３～６ （略） 

 （注）（略） 

 

 第 78 条の３～第 80 条 （略） 

 

      第 14 章 その他のサービス 

掲げる機関に提供しているＸｉサービス（当社がそれらの機関との協議により定めたものに限ります。）以外のものによる通信の利用を

中止する措置（特定の地域の契約者回線等への通信を中止する措置を含みます。）をとることがあります。 

 ２～８ （略） 

 （注１）～（注２）（略） 

 

 第 46 条～第 46 条の２ （略） 

 

      第３節～第４節 （略） 

 

第 10 章～第 12 章 （略） 

 

  第 13 章 雑則 

 

 第 65 条～第 69 条 （略） 

 

  （利用に係る契約者の義務） 

 第 70 条 契約者は、次のことを守っていただきます。  

  (1)～(12)（略） 

  (13) 電子メール（別表２（付加機能）に定めるものをいい、sp モード電子メール及びｉモード電子メールを含みます。以下この条に

おいて同じとします。）の送信は当社が別に定める方法により行うこと。 

 

  (14)～(16)（略）  

 ２～6 （略） 

 （注１）～（注２）（略） 

 

 第 71 条～第 78 条 （略） 

 

  （ケータイお探しサービス） 

 第 78 条の２ Ｘｉ契約者は、別表２（付加機能）に規定する sp モード機能又はｉモード機能の提供を受けているときは、次項に規

定するケータイお探しサービス（契約者からの申出により、そのＸｉ契約者に係る契約者回線に接続された端末設備（当社が別に定

めるものに限ります。）の所在に係る緯度及び経度等の情報（以下この条において「位置情報」といいます。）を、当社が通知するサー

ビスをいいます。以下同じとします。）を利用することができます。 

 ２ ケータイお探しサービスには、次の種類があります。 

種   類 内               容 

ケータイお探しサービス（基本） (1) （略） 

(2) 当社は、Ｘｉ契約者の申出に基づく位置情報の取得に先立ち、位置情

報を取得する旨をｉモード電子メール（別表２に規定するものをいいま

す。）又は当社が別に定める方法により制御信号を利用して契約者回線へ

通知します。 

ただし、電波状況その他の理由により、通知ができない場合があります。 

(3) （略） 

（略） （略） 

 ３～６ （略） 

 （注）（略） 

 

 第 78 条の３～第 80 条 （略） 

 

      第 14 章 その他のサービス 



 

 第 81 条 （略） 

 

   （ⅰモード通信履歴の閲覧） 

 第 81 条の２ 当社は、ⅰモード機能を利用しているＸｉ契約者からⅰモード通信履歴（ⅰモード機能の利用に係る通信の履歴であっ

て、i モードセンタにおいて記録された接続先ＵＲＬ、送受信先メールアドレス及び通信の接続時刻等をいいます。以下この条において

同じとします。）の閲覧の請求があった場合は、当社のインターネットホームページにおいて閲覧に供します。 

 

 ２～６ （略） 

 （注）（略） 

 

 第 82 条～第 84 条 （略） 

 

  （ケータイ払い） 

 第 85 条 Ｘｉ契約者（ⅰモード機能又は別表２（付加機能）に規定する sp モード機能の提供を受けている者に限ります。以下この

条において同じとします。）は、当社が別に定めるところにより、ケータイ払い（商品若しくは権利の購入をする場合又は役務提供等を

受ける場合において、Ｘｉサービスを利用してその商品等を販売又は提供する者（以下「商品提供者」といいます。）との間の代金の

決済を行うことができるサービスをいいます。以下同じとします。）を利用することができます。 

 ２～11 （略） 

 （注）（略） 

 

 第 86 条～第 93 条 （略） 

 

 

料金表 

 

 通則  

 １～11 （略） 

 12 当社は、１のＸｉにおいて、ｉモード機能又は別表２（付加機能）に規定する moperaU 機能、ビジネス mopera インターネット

機能若しくは sp モード機能の提供を受けていること及び料金等の支払方法が口座振替又はクレジット払いであることを確認したとき

（当社が定めるときを除きます。）は、当社がそのことを確認した日において、そのＸｉについて契約者から前項に規定する請求があっ

たものとみなして取り扱います。 

    ただし、次のいずれかに該当する場合はこの限りでありません。  

   (1)～(3)（略） 

(4) そのＸｉについて、当社が電話番号保管を行っているとき（別表２（付加機能）に規定する sp モード電子メールアドレス保管を

行っているときを除きます。）。 

 13～24 （略） 

 

  (割引額又は割引予定額の開示) 

25 当社は、当社が別に定める方法により料金その他の債務を一括して請求（以下この項において「一括請求」といいます。）している

２以上の電気通信サービスにより構成される回線群（以下この項において「一括請求グループ」といいます。）に属するＸｉ又はＦＯ

ＭＡに係る契約者又はその一括請求グループを指定して一括請求を選択する申出をすることができる者（以下この項において「Ｘｉ

契約者等といいます。」）に対し、そのＸｉ契約者等が料金表第１表第１（基本使用料）の(7)に規定するｄカードお支払割の

適用を受けることとなるときのその割引額又は割引予定額を確認することを目的として、その一括請求グループに関する料金その他の

債務の一括請求先となるＸｉ、Ｘｉユビキタス、ＦＯＭＡ、ＦＯＭＡユビキタス、ＦＯＭＡ位置情報又はワイドスター通信サービス

に係る契約に関する事項を開示することがあります。 

（注１）～（注２）（略） 

 

 

 

 第１表 料金（国際アウトローミング利用料、無線ＩＰアクセス定額料及びその他のサービスの料金を除きます。） 

   第１ 基本使用料 

 

 第 81 条 （略） 

 

   （ⅰモード通信履歴の閲覧） 

 第 81 条の２ 当社は、別表２（付加機能）に規定するⅰモード機能を利用しているＸｉ契約者からⅰモード通信履歴（ⅰモード機

能の利用に係る通信の履歴であって、i モードセンタにおいて記録された接続先ＵＲＬ、送受信先メールアドレス及び通信の接続時刻

等をいいます。以下この条において同じとします。）の閲覧の請求があった場合は、当社のインターネットホームページにおいて閲覧に供し

ます。 

 ２～６ （略） 

 （注）（略） 

 

 第 82 条～第 84 条 （略） 

 

  （ケータイ払い） 

 第 85 条 Ｘｉ契約者（別表２（付加機能）に規定する sp モード機能又はⅰモード機能の提供を受けている者に限ります。以下この

条において同じとします。）は、当社が別に定めるところにより、ケータイ払い（商品若しくは権利の購入をする場合又は役務提供等を

受ける場合において、Ｘｉサービスを利用してその商品等を販売又は提供する者（以下「商品提供者」といいます。）との間の代金の

決済を行うことができるサービスをいいます。以下同じとします。）を利用することができます。 

 ２～11 （略） 

 （注）（略） 

 

 第 86 条～第 93 条 （略） 

 

 

料金表 

 

 通則 

 １～11 （略） 

 12 当社は、１のＸｉにおいて、別表２（付加機能）に規定する moperaU 機能、ビジネス mopera インターネット機能、sp モード

機能若しくはｉモード機能の提供を受けていること及び料金等の支払方法が口座振替又はクレジット払いであることを確認したとき

（当社が定めるときを除きます。）は、当社がそのことを確認した日において、そのＸｉについて契約者から前項に規定する請求があっ

たものとみなして取り扱います。 

    ただし、次のいずれかに該当する場合はこの限りでありません。  

   (1)～(3)（略） 

(4) そのＸｉについて、当社が電話番号保管を行っているとき（別表２（付加機能）に規定するメールアドレス保管を行っているとき

を除きます。）。 

 13～24 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）～（注２）（略） 

 

 

 

 第１表 料金（国際アウトローミング利用料、無線ＩＰアクセス定額料及びその他のサービスの料金を除きます。） 

   第１ 基本使用料 



    １ 適用 

基 本 使 用 料 の 適 用 

(1) Ｘｉの基本使用料の適用 
ア Ｘｉの基本使用料には、次の料金種別があります。 

 (ア) 一般契約に係るもの 

 (イ) 定期契約に係るもの 

 

 

イ Ｘｉ契約者は、アのいずれかの基本使用料の料金種別を選択していただきます。 

 ただし、次のいずれかに該当する場合は、その基本使用料の料金種別を選択することがで

きません。 

 (ア) そのＸｉが、総合利用プランを選択する場合であって、ｉモード機能の提供を受けて

いるとき。 

(イ) そのＸｉが、データ専用プランを選択する場合であって、ｉモード機能又は別表２に

規定する通信中着信機能、留守番電話及び不在案内機能、自動着信転送機能、

着信短縮ダイヤル機能若しくは通話録音機能の提供を受けているとき。 

 (ウ) そのＸｉが、ケータイプラン 2 を選択する場合であって、当社が別に定める端末設備

を利用していないと当社が認めたとき。  

ウ～オ （略） 

カ ギガライト 2 に係る基本使用料は、１の暦月における累計の課金対象デ－タ量（以下

「累計課金対象データ量」といいます。）に応じて２（料金額）の２－１に規定するス

テップ（以下「データ量ステップ」といいます。）に係る額を適用します。 

キ ギガライト 2 に係る基本使用料について、第３（通信料）１（適用）の(7)の規定に

より、定額上限データ量へ繰越データ量の加算があったときは、２（料金額）の２－１

に規定するデータ量ステップについて、同表中「１GB」を「１GB に繰越データ量を加算し

たデータ量」に、「３GB」を「３GB に繰越データ量を加算したデータ量」に、「５GB」を「５

GB に繰越データ量を加算したデータ量」に、「７GB」を「７GB に繰越データ量を加算し

たデータ量」に、それぞれ読み替えて適用します。 

ク （略） 

ケ データ専用プラン若しくはケータイプラン 2 からギガホ 2 若しくはギガライト 2 へ基本使用

料の料金種別を変更又はデータ専用プラン若しくはケータイプラン 2 に係るＸｉ契約の解

除と同時に新たにギガホ 2 若しくはギガライト 2 に係るＸｉ契約を締結したときは、その基

本使用料の料金種別の変更又はＸｉ契約の締結のあった日を含む暦月の基本使用料

について、継続してギガホ 2 又はギガライト 2 の選択があったものとみなして、２（料金

額）に規定する額を適用します。 

区  分 基本使用料の料金種別 

Ｘｉ 総合利用プラン 
ギガホ２ 

ギガライト２ 

ケータイプラン２ 

データ専用プラン データプラス２ 

区  分 基本使用料の料金種別 

Ｘｉ 総合利用プラン ギガホ２ 

ギガライト２ 

ケータイプラン２ 

    １ 適用 

基 本 使 用 料 の 適 用 

(1) Ｘｉの基本使用料の適用 
ア Ｘｉの基本使用料には、次の料金種別があります。 

 (ア) 一般契約に係るもの 

 (イ) 定期契約に係るもの 

イ Ｘｉ契約者は、アのいずれかの基本使用料の料金種別を選択していただきます。 

 ただし、次のいずれかに該当する場合は、その基本使用料の料金種別を選択することがで

きません。 

 (ア) そのＸｉが、総合利用プランを選択する場合であって、別表２（付加機能）に規

定するｉモード機能の提供を受けているとき。 

(イ)そのＸｉが、データ専用プランを選択する場合であって、別表２に規定する通信中着

信機能、留守番電話及び不在案内機能、ｉモード機能、自動着信転送機能、着信

短縮ダイヤル機能又は通話録音機能の提供を受けているとき。  

 (ウ) そのＸｉが、ケータイプランを選択する場合であって、当社が別に定める端末設備を

利用していないと当社が認めたとき。  

ウ～オ （略） 

カ ギガライトに係る基本使用料は、１の暦月における累計の課金対象デ－タ量（以下

「累計課金対象データ量」といいます。）に応じて２（料金額）の２－１に規定するス

テップ（以下「データ量ステップ」といいます。）に係る額を適用します。 

キ ギガライトに係る基本使用料について、第３（通信料）１（適用）の(7)の規定によ

り、定額上限データ量へ繰越データ量の加算があったときは、２（料金額）の２－１に

規定するデータ量ステップについて、同表中「１GB」を「１GB に繰越データ量を加算した

データ量」に、「３GB」を「３GB に繰越データ量を加算したデータ量」に、「５GB」を「５

GB に繰越データ量を加算したデータ量」に、「７GB」を「７GB に繰越データ量を加算し

たデータ量」に、それぞれ読み替えて適用します。 

ク （略） 

ケ データ専用プラン若しくはケータイプランからギガホ若しくはギガライトへ基本使用料の料

金種別を変更又はデータ専用プラン若しくはケータイプランに係るＸｉ契約の解除と同時

に新たにギガホ若しくはギガライトに係るＸｉ契約を締結したときは、その基本使用料の料

金種別の変更又はＸｉ契約の締結のあった日を含む暦月の基本使用料について、継続

してギガホ又はギガライトの選択があったものとみなして、２（料金額）に規定する額を適

用します。 

区  分 基本使用料の料金種別 

Ｘｉ 総合利用プラン 
ギガホ 

ギガライト 

ケータイプラン 

データ専用プラン データプラス 

区  分 基本使用料の料金種別 

Ｘｉ 総合利用プラン ギガホ 

ギガライト 

ケータイプラン 

データ専用プラン データプラス 



コ (略) 

サ １のＸｉにおいて、Ｘｉ契約の締結又は基本使用料の料金種別の変更により、同一

暦月内においてギガホ 2 若しくはギガライト 2 及びデータ専用プランの両方の選択があった

ことを当社が最初に確認したときは、その確認をした日を含む暦月におけるギガホ 2 又はギ

ガライト 2 に係る基本使用料の支払いを要しません。 

シ 当社は、指定元Ｘｉについて、その指定元Ｘｉに係る指定先Ｘｉが次のいずれかに

該当することが判明したときは、当社がそのことを確認した日において、その指定元Ｘｉに

係る基本使用料の料金種別をデータ専用プランからギガライト 2 へ変更します。 

 (ア)（略） 

 (イ) 基本使用料の料金種別がギガホ 2 若しくはギガライト２又は附則に規定するギガホ

若しくはギガライト以外となったとき。 

 (ウ)（略） 

ス 当社は、Ｘｉ契約者から、基本使用料の料金種別の変更又はＸｉ契約の締結によ

る総合利用プラン又はデータ専用プランの選択と同時に、その料金の適用に係る申出があ

ったとき（そのＸｉ契約者からの最初の申出であると当社が認める場合に限ります。）

は、その申出のあった日を含む暦月及びその前暦月（以下この欄において「当該暦月」と

いいます。）におけるデータ通信モードに係る通信（当社が別に定める通信を除きます。

以下この欄において同じとします。）について、当社が定める方法により、その総合利用プ

ラン（データ専用プランを選択したときはギガライト 2 とします。）の選択があったものとみな

して料金を算定します。この場合において、その前暦月におけるその通信に係る料金額が

その算定額を超える場合は、その料金額と算定額の差額の支払いを要しないものとし、そ

の額を返還します。 

セ スの規定によるほか、当社は、ＦＯＭＡ契約の解除と同時に新たにＸｉ契約を締結し

たＸｉ契約者から、そのＸｉ契約の締結及び総合利用プラン若しくはデータ専用プランの

選択と同時に、その料金の適用に係る申出があったとき（その契約者からの最初の申出

であると当社が認める場合に限ります。）は、当該暦月におけるデータ通信モード及びパ

ケット通信モード（ＦＯＭＡサービス契約約款に規定するものをいいます。以下この欄に

おいて同じとします。）に係る通信について、当社が定める方法により、その総合利用プラ

ン（データ専用プランを選択したときはギガライト 2 とします。）の選択があったものとみなし

て料金を算定します。この場合において、その前暦月におけるその通信に係る料金額がそ

の算定額を超える場合は、その料金額と算定額の差額の支払いを要しないものとし、その

額を返還します。  

ソ （略） 

タ Ｘｉ契約者は、一般契約の解除と同時に新たに定期契約を締結、定期契約の解除と

同時に新たに一般契約を締結又は基本使用料の料金種別を変更する場合であって、

当該月におけるＸｉ契約の締結及び料金種別の変更の合計回数が当社が別に定める

回数を超えるときは、第５（手続きに関する料金）に規定する手続きに関する料金の支

払いを要します。 

 

 

チ～ツ （略） 

（注１）～（注２） 

(略) (略) 

(2) 身体障がい者等割引（ハー

ティ割引）の適用 

ア 身体障がい者等割引（以下この欄において「本割引」といいます。）とは、身体障が

い者等（身体障がい者（身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条

第４項の規定により、身体障害者手帳の交付を受けている者をいいます。以下同じと

します。）、知的障がい者（療育手帳制度について（昭和48年厚生省発児第156

号厚生事務次官通知）により定められた療育手帳制度要綱に規定する療育手帳の

交付を受けている者をいいます。以下同じとします。）、精神障がい者（精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条第２項の規定

により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者をいいます。以下同じとしま

コ (略) 

サ １のＸｉにおいて、Ｘｉ契約の締結又は基本使用料の料金種別の変更により、同一

暦月内においてギガホ若しくはギガライト及びデータ専用プランの両方の選択があったことを

当社が最初に確認したときは、その確認をした日を含む暦月におけるギガホ又はギガライト

に係る基本使用料の支払いを要しません。 

シ 当社は、指定元Ｘｉについて、その指定元Ｘｉに係る指定先Ｘｉが次のいずれかに

該当することが判明したときは、当社がそのことを確認した日において、その指定元Ｘｉに

係る基本使用料の料金種別をデータ専用プランからギガライトへ変更します。 

 (ア)（略） 

 (イ) 基本使用料の料金種別がギガホ又はギガライト以外となったとき。 

 

 (ウ)（略） 

ス 当社は、Ｘｉ契約者から、基本使用料の料金種別の変更又はＸｉ契約の締結によ

る総合利用プラン又はデータ専用プランの選択と同時に、その料金の適用に係る申出があ

ったとき（そのＸｉ契約者からの最初の申出であると当社が認める場合に限ります。）

は、その申出のあった日を含む暦月及びその前暦月（以下この欄において「当該暦月」と

いいます。）におけるデータ通信モードに係る通信（当社が別に定める通信を除きます。

以下この欄において同じとします。）について、当社が定める方法により、その総合利用プ

ラン（データ専用プランを選択したときはギガライトとします。）の選択があったものとみなし

て料金を算定します。この場合において、その前暦月におけるその通信に係る料金額がそ

の算定額を超える場合は、その料金額と算定額の差額の支払いを要しないものとし、その

額を返還します。 

セ スの規定によるほか、当社は、ＦＯＭＡ契約の解除と同時に新たにＸｉ契約を締結し

たＸｉ契約者から、そのＸｉ契約の締結及び総合利用プラン若しくはデータ専用プランの

選択と同時に、その料金の適用に係る申出があったとき（その契約者からの最初の申出

であると当社が認める場合に限ります。）は、当該暦月におけるデータ通信モード及びパ

ケット通信モード（ＦＯＭＡサービス契約約款に規定するものをいいます。以下この欄に

おいて同じとします。）に係る通信について、当社が定める方法により、その総合利用プラ

ン（データ専用プランを選択したときはギガライトとします。）の選択があったものとみなして

料金を算定します。この場合において、その前暦月におけるその通信に係る料金額がその

算定額を超える場合は、その料金額と算定額の差額の支払いを要しないものとし、その額

を返還します。  

ソ （略） 

タ Ｘｉ契約者は、一般契約の解除と同時に新たに定期契約を締結、定期契約の解除と

同時に新たに一般契約を締結、総合利用プランに係る定期契約の解除と同時に新たに

データ専用プランに係る定期契約を締結、データ専用プランに係る定期契約の解除と同

時に新たに総合利用プランに係る定期契約を締結又は基本使用料の料金種別を変更

する場合であって、当該月におけるＸｉ契約の締結及び料金種別の変更の合計回数が

当社が別に定める回数を超えるときは、第５（手続きに関する料金）に規定する手続き

に関する料金の支払いを要します。 

チ～ツ （略） 

（注１）～（注２） 

(略) (略) 

(2) 身体障がい者等割引（ハー

ティ割引）の適用 

ア 身体障がい者等割引（以下この欄において「本割引」といいます。）とは、身体障が

い者等（身体障がい者（身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条

第４項の規定により、身体障害者手帳の交付を受けている者をいいます。以下同じと

します。）、知的障がい者（療育手帳制度について（昭和48年厚生省発児第156

号厚生事務次官通知）により定められた療育手帳制度要綱に規定する療育手帳の

交付を受けている者をいいます。以下同じとします。）、精神障がい者（精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条第２項の規定

により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者をいいます。以下同じとしま



す。）、特定疾患患者（特定疾患治療研究事業について（昭和48年厚生省衛発

242号）に規定される対象の疾患であることについて各都道府県から証明書（以下

特定疾患患者証明書といいます。）の交付を受けている者をいいます。以下同じとしま

す。）又は指定難病患者（難病の患者に対する医療等に関する法律（平成26年

法律第50号）第７条第４項の規定により各都道府県から医療受給者証の交付を

受けている者をいいます。以下同じとします。）をいいます。以下同じとします。）が当社

と締結している一般契約のＸｉ又は身体障がい者等を登録利用者として利用者登録

が行われている一般契約のＸｉの基本使用料について、契約者からの選択により次表

に規定する額の割引を行うことをいいます。 

(ア) (イ)以外のもの 

基本使用料の割引額 （月額） 

190 円 (税込額 209 円) 

(イ) データ専用プランに係るもの 

基本使用料の割引額 （月額） 

20 円 (税込額 22 円) 

イ～ケ（略） 

(3)～(4)（略） （略） 

(5) 複数回線複合割引等の適

用を受けているＸｉに係る基本

使 用 料 割 引 （ み ん な ド コモ

割）の適用 

ア 当社は、基本使用料の料金種別がギガホ2又はギガライト2のＸｉ（以下この欄及

び(6)において「ギガホ2等Ｘｉといいます。」）が、複数回線複合割引（第３（通信

料）の(13)に規定するものをいいます。）の適用を受けている場合であって、そのＸｉ

が属する割引回線群（第３の(13)に規定するものをいいます。以下この欄において同

じとします。）を構成する割引選択回線（第３の(13)に規定するものをいい、当社が

別に定める基本使用料の料金種別を選択しているＸｉ又はＦＯＭＡであって、当該

暦月において基本使用料の適用を受けているものに限ります。以下この欄において同じ

とします。）の数が２以上あることを確認したときは、当社がそのことを確認した日を含む

暦月におけるそのギガホ2等Ｘｉの基本使用料について、その割引選択回線の数に応

じて、次表に規定する割引を適用します。 

 表（略） 

イ 当社は、ギガホ2等Ｘｉが、定期契約に係る通信料月極割引（第３（通信料）の

(15)に規定するものをいいます。）の適用を受けている場合であって、そのＸｉが属する

指定割引回線群（第３の(15)に規定するものをいいます。以下この欄において同じと

します。）を構成するＸｉ等（第３の(15)に規定するものをいい、当社が別に定める

基本使用料の料金種別を選択しているＸｉ又はＦＯＭＡであって、当該暦月におい

て基本使用料の適用を受けているものに限ります。以下この欄において同じとします。）

の数が２以上あることを確認したときは、当社がそのことを確認した日を含む暦月におけ

るそのギガホ等Ｘｉの基本使用料について、そのＸｉ等に応じて、アに規定する割引を

適用します。この場合において、当社は、アの表中「割引回線群に係る割引選択回線

の数」を「指定割引回線群に係るＸｉ等の数」と読み替えて適用します。 

ウ （略） 

（注）（略） 

(６) 特定Ｘｉ等のＸｉに係る

基本使用料割引（光セット

割）の適用 

ア 当社は、ギガホ 2 等Ｘｉが、特定Ｘｉ等（ＩＰ通信網サービス契約約款に規定する

ものをいいます。以下この欄において同じとします。）である場合又はそのＸｉが属する複

数回線複合割引（第３（通信料）の(13)に規定するものをいいます。）に係る割引

回線群（第３の(13)に規定するものをいいます。以下この欄において同じとします。）を

構成する割引選択回線（第３の(13)に規定するものをいいます。）に特定Ｘｉ等

（ＩＰ通信網サービス契約約款に規定するものをいいます。以下この欄において同じとし

ます。）がある場合であって、その特定Ｘｉ等に係るＩＰ通信網契約（契約者回線の

す。）、特定疾患患者（特定疾患治療研究事業について（昭和48年厚生省衛発

242号）に規定される対象の疾患であることについて各都道府県から証明書（以下

特定疾患患者証明書といいます。）の交付を受けている者をいいます。以下同じとしま

す。）又は指定難病患者（難病の患者に対する医療等に関する法律（平成26年

法律第50号）第７条第４項の規定により各都道府県から医療受給者証の交付を

受けている者をいいます。以下同じとします。）をいいます。以下同じとします。）が当社

と締結している一般契約のＸｉ又は身体障がい者等を登録利用者として利用者登録

が行われている一般契約のＸｉの基本使用料について、契約者からの選択により次表

に規定する額の割引を行うことをいいます。 

 

基本使用料の割引額 （月額） 

1,520 円 (税込額 1,641.6 円) 

 

 

 

 

 

イ～ケ（略） 

(3)～(4)（略） （略） 

(5) 複数回線複合割引等の適

用を受けているＸｉに係る基本

使 用 料 割 引 （ み ん な ド コモ

割）の適用 

ア 当社は、基本使用料の料金種別がギガホ又はギガライトのＸｉ（以下この欄及び

(6)において「ギガホ等Ｘｉといいます。」）が、複数回線複合割引（第３（通信料）

の(13)に規定するものをいいます。）の適用を受けている場合であって、そのＸｉが属

する割引回線群（第３の(13)に規定するものをいいます。以下この欄において同じとし

ます。）を構成する割引選択回線（第３の(13)に規定するものをいい、当社が別に定

める基本使用料の料金種別を選択しているＸｉ又はＦＯＭＡであって、当該暦月に

おいて基本使用料の適用を受けているものに限ります。以下この欄において同じとしま

す。）の数が２以上あることを確認したときは、当社がそのことを確認した日を含む暦月

におけるそのギガホ等Ｘｉの基本使用料について、その割引選択回線の数に応じて、次

表に規定する割引を適用します。 

 表（略） 

イ 当社は、ギガホ等Ｘｉが、定期契約に係る通信料月極割引（第３（通信料）の

(15)に規定するものをいいます。）の適用を受けている場合であって、そのＸｉが属する

指定割引回線群（第３の(15)に規定するものをいいます。以下この欄において同じと

します。）を構成するＸｉ等（第３の(15)に規定するものをいい、当社が別に定める

基本使用料の料金種別を選択しているＸｉ又はＦＯＭＡであって、当該暦月におい

て基本使用料の適用を受けているものに限ります。以下この欄において同じとします。）

の数が２以上あることを確認したときは、当社がそのことを確認した日を含む暦月におけ

るそのギガホ等Ｘｉの基本使用料について、そのＸｉ等に応じて、アに規定する割引を

適用します。この場合において、当社は、アの表中「割引回線群に係る割引選択回線

の数」を「指定割引回線群に係るＸｉ等の数」と読み替えて適用します。 

ウ （略） 

（注）（略） 

(６) 特定Ｘｉ等のＸｉに係る

基本使用料割引（光セット

割）の適用 

ア 当社は、ギガホ等Ｘｉが、特定Ｘｉ等（ＩＰ通信網サービス契約約款に規定するも

のをいいます。以下この欄において同じとします。）である場合又はそのＸｉが属する複数

回線複合割引（第３（通信料）の(13)に規定するものをいいます。）に係る割引回

線群（第３の(13)に規定するものをいいます。以下この欄において同じとします。）を構

成する割引選択回線（第３の(13)に規定するものをいいます。）に特定Ｘｉ等（Ｉ

Ｐ通信網サービス契約約款に規定するものをいいます。以下この欄において同じとしま

す。）がある場合であって、その特定Ｘｉ等に係るＩＰ通信網契約（契約者回線の提



提供を受けているものであって、ＩＰ通信網サービス契約約款に規定する移転等を行っ

ているものを除きます。以下この欄において「対象ＩＰ通信網契約」といいます。）に関す

る基本使用料の料金種別がドコモ光ミニタイプ（ＩＰ通信網サービス契約約款に規定す

るものをいいます。以下この欄において同じとします。）以外であるときは、当社がそのことを

確認した日を含む暦月におけるそのギガホ 2 等Ｘｉの基本使用料について、次表に規

定する割引を適用します。この場合において、基本利用料の料金種別がギガライト 2 で

あるときは、２（料金額）の２－１に規定するデータ量ステップに応じて、次表に規定す

る割引を適用します。 

1 契約ごとに 

基本使用料の料金種別 

基本使用料の割引額（月額） 
 

データ量ステップ 

ギガライト２ 
ステップ１ ― 

ステップ２ 500 円 

ステップ３ 1,000 円 

ステップ４ 1,000 円 

ギガホ２ 
― 1,000 円 

イ 当社は、基本使用料の料金種別がギガホ 2 等Ｘｉが属する定期契約に係る通信料

月極割引（第３（通信料）の(15)に規定するものをいいます。）に係る指定割引回

線群（第３の(15)に規定するものをいいます。以下この欄において同じとします。）を構

成するＸｉ等（第３の(15)に規定するものをいいます。）に特定Ｘｉ等がある場合で

あって、その特定Ｘｉ等に係る対象ＩＰ通信網契約に関する基本使用料の料金種別

がドコモ光ミニタイプ以外であるときは、当社がそのことを確認した日を含む暦月におけるそ

のギガホ 2 等Ｘｉの基本使用料について、アの規定により各々のギガホ 2 等Ｘｉ及び

ギガホ等Ｘｉ（附則に規定するギガホ等（ギガホ及びギガライトに限ります。）に係るも

のをいいます。以下この欄において同じとします。）ごとに算定した割引額（以下この欄に

おいて「Ｘｉ割引額」といいます。）を合算して得た額（以下この欄において「Ｘｉ割引

総額」といいます。）をその指定割引回線群を構成するギガホ２等Ｘｉ及びギガホ等Ｘ

ｉの数で除して得た額を割引して適用します。 

ウ 指定割引回線群を構成するギガホ 2 等Ｘｉ及びギガホ等Ｘｉの数が 21 以上となる

ときは、アの規定により算定したＸｉ割引額が高くなる順に 20 のギガホ 2 等Ｘｉ及びギ

ガホ等Ｘｉを選定し、そのギガホ 2 等Ｘｉ及びギガホ等Ｘｉに係るＸｉ割引額を合算

して得た額をＸｉ割引総額とし、イの規定を適用します。 

エ 当社は、ギガホ 2 等Ｘｉが特定Ｘｉ等である場合であって、その特定Ｘｉ等に係る対

象ＩＰ通信網契約に関する基本使用料の料金種別がドコモ光ミニタイプであるときは、

当社がそのことを確認した日を含む暦月におけるそのギガホ 2 等Ｘｉの基本使用料につ

いて、次表に規定する割引を適用します。この場合において、基本利用料の料金種別が

ギガライト 2 であるときは、２（料金額）の２－１に規定するデータ量ステップに応じて、

次表に規定する割引を適用します。 

1 契約ごとに 

基本使用料の料金種別 

基本使用料の割引額（月額） 
 データ量ステップ 

ギガライト２ ステップ１ ― 

ステップ２ 200 円 

供を受けているものであって、ＩＰ通信網サービス契約約款に規定する移転等を行ってい

るものを除きます。以下この欄において「対象ＩＰ通信網契約」といいます。）に関する基

本使用料の料金種別がドコモ光ミニタイプ（ＩＰ通信網サービス契約約款に規定するも

のをいいます。以下この欄において同じとします。）以外であるときは、当社がそのことを確

認した日を含む暦月におけるそのギガホ等Ｘｉの基本使用料について、次表に規定する

割引を適用します。この場合において、基本利用料の料金種別がギガライトであるときは、

２（料金額）の２－１に規定するデータ量ステップに応じて、次表に規定する割引を適

用します。 

1 契約ごとに 

基本使用料の料金種別 

基本使用料の割引額（月額） 
 

データ量ステップ 

ギガライト 
ステップ１ ― 

ステップ２ 500 円 

ステップ３ 1,000 円 

ステップ４ 1,000 円 

ギガホ 
― 1,000 円 

イ 当社は、基本使用料の料金種別がギガホ等Ｘｉが属する定期契約に係る通信料月

極割引（第３（通信料）の(15)に規定するものをいいます。）に係る指定割引回線

群（第３の(15)に規定するものをいいます。以下この欄において同じとします。）を構成

するＸｉ等（第３の(15)に規定するものをいいます。）に特定Ｘｉ等がある場合であっ

て、その特定Ｘｉ等に係る対象ＩＰ通信網契約に関する基本使用料の料金種別がド

コモ光ミニタイプ以外であるときは、当社がそのことを確認した日を含む暦月におけるそのギ

ガホ等Ｘｉの基本使用料について、(6)のアの規定により各々のギガホ等Ｘｉごとに算定

した割引額（以下この欄において「Ｘｉ割引額」といいます。）を合算して得た額（以下

この欄において「Ｘｉ割引総額」といいます。）をその指定割引回線群を構成するギガホ

等Ｘｉの数で除して得た額を割引して適用します。 

 

ウ 指定割引回線群を構成するギガホＸｉ等の数が 21 以上となるときは、(6)のアの規

定により算定したＸｉ割引額が高くなる順に 20 のギガホＸｉ等を選定し、そのギガホＸ

ｉ等に係るＸｉ割引額を合算して得た額をＸｉ割引総額とし、イの規定を適用します。 

 

 

エ 当社は、ギガホ等Ｘｉが特定Ｘｉ等である場合であって、その特定Ｘｉ等に係る対象

ＩＰ通信網契約に関する基本使用料の料金種別がドコモ光ミニタイプであるときは、当

社がそのことを確認した日を含む暦月におけるそのギガホＸｉ等の基本使用料について、

次表に規定する割引を適用します。この場合において、基本利用料の料金種別がギガラ

イトであるときは、２（料金額）の２－１に規定するデータ量ステップに応じて、次表に

規定する割引を適用します。 

1 契約ごとに 

基本使用料の料金種別 

基本使用料の割引額（月額） 

 データ量ステップ 

ギガライト ステップ１ ― 

ステップ２ 200 円 



ステップ３ 500 円 

ステップ４ 500 円 

ギガホ２ ― 500 円 

オ～カ （略） 

(7) d カードお支払割の適用 ア 当社は、基本使用料の料金種別が総合利用プランのＸｉ（一般契約に係るものに限

ります。）に係る料金等（分割送付の請求書に係る料金を除きます。以下この欄におい

て同じとします。）の支払方法がクレジット払い（クレジットカードの種類が、当社が発行

する d カード（ｄカード利用規約（会員規約）に規定するものをいいます。）であるもの

に限ります。以下この欄において同じとします。）であることを確認したときは、当社がそのこ

とを確認した日を含む暦月におけるそのＸｉの基本使用料について、170 円（税込額

187 円）を減額して適用します。 

  ただし、そのＸｉに係る料金等が、他のＸｉ、Ｘｉユビキタス、ＦＯＭＡ、ＦＯＭＡユ

ビキタス、ＦＯＭＡ位置情報又はワイドスター通信サービスに係る料金等と一括して請求

（以下この欄において「一括請求」といいます。）されているときは、この規定を適用しませ

ん。 

イ アの規定によるほか、基本使用料の料金種別が総合利用プランのＸｉ（一般契約に

係るものに限ります。）に係る料金等が、他のＸｉ、Ｘｉユビキタス、ＦＯＭＡ、ＦＯＭ

Ａユビキタス、ＦＯＭＡ位置情報又はワイドスター通信サービスに係る料金等と一括して

請求されている場合であって、一括請求先となるＸｉ、Ｘｉユビキタス、ＦＯＭＡ、ＦＯ

ＭＡユビキタス、ＦＯＭＡ位置情報又はワイドスター通信サービスに係る料金等の支払

方法がクレジット払いであることを確認したときは、当社がそのことを確認した日を含む暦月

におけるそのＸｉの基本使用料について、アに規定する額を減額して適用します。 

ウ 基本使用料を日割りするときは、ア及びイに規定する額を日割りして適用します。 

エ ア及びイの規定にかかわらず、(2) に規定する身体障がい者等割引の適用を受けてい

る場合には、本割引を適用しません。 

   

 

    ２ 料金額 

     ２－１  Ｘｉに係るもの 

１契約ごとに 

区       分 料 金 額（月額） 

    データ量ステップ 次の税抜額（かっこ内は税込額） 

Ｘｉ 一般契約

に係るもの 

総合利用

プラン 

ギガホ２ － 6,850 円 (7,535 円) 

 ギガライト２ ステップ１ １GBまで 2,850 円 (3,135 円) 

   ステップ２ １GB超え３

GBまで 
3,850 円 (4,235 円) 

    ステップ３ ３GB超え５

GBまで 
4,850 円 (5,335 円) 

    ステップ４ ５GB超え７

GBまで 
5,850 円 (6,435 円) 

   ケータイプラン２ － 1,070 円 (1,177 円) 

ステップ３ 500 円 

ステップ４ 500 円 

ギガホ ― 500 円 

オ～カ （略） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ２ 料金額 

     ２－１  Ｘｉに係るもの 

１契約ごとに 

区       分 料 金 額（月額） 

    データ量ステップ 次の税抜額（かっこ内は税込額） 

Ｘｉ 一般契約

に係るもの 

総合利用

プラン 

ギガホ － 8,180 円 (8,834.4 円) 

 ギガライト ステップ１ １GBまで 4,180 円 (4,514.4 円) 

   ステップ２ １GB超え３

GBまで 
5,180 円 (5,594.4 円) 

    ステップ３ ３GB超え５

GBまで 
6,180 円 (6,674.4 円) 

    ステップ４ ５GB超え７

GBまで 
7,180 円 (7,754.4 円) 

   ケータイプラン － 2,400 円 (  2,592 円) 



  デ ー タ 専

用プラン 
データプラス２ － 700 円 (  770 円) 

 定期契約

に係るもの 

総合利用

プラン 

ギガホ２ － 6,680 円 (7,348 円) 

 ギガライト２ 
ステップ１ １GBまで 2,680 円 (2,948 円) 

   
ステップ２ 

１GB超え３

GBまで 
3,680 円 (4,048 円) 

    
ステップ３ 

３GB超え５

GBまで 
4,680 円 (5,148 円) 

    
ステップ４ 

５GB超え７

GBまで 
5,680 円 (6,248 円) 

   ケータイプラン２ － 900 円 (  990 円) 

 

 

 

     ２－２ （略） 

  

   第２ 付加機能使用料 

    １ 適用 

付 加 機 能 使 用 料 の 適 用 

(1) 付加機能使用料の減額適

用 

ア １のＸｉユビキタスについて、i モード機能並びに別表２（付加機能）に規定する

moperaU 機能（スタンダードプランに係るものに限ります。）、ビジネス mopera インタ

ーネット機能及び sp モード機能に係る付加機能使用料（基本機能に係るものに限りま

す。）のうち、２以上の付加機能使用料の適用を同時に受けているときは、(2)に規定す

る適用を受ける場合を除き、２（料金額）及び附則に規定する付加機能使用料の額

からそれぞれ 150 円（月額）を減額して適用します。 

イ～ウ （略） 

(2)～(4)（略） (略) 

(5) ｉモード電子メール等音声

文字変換機能に係る付加機能

使用料の減額適用 

ア～イ （略） 

ウ Ｘｉ契約者が、定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結したとき又は一般契

約の解除と同時に新たに定期契約を締結したときは、その契約の解除があったＸｉ契約

を締結した日（そのＸｉ契約を継続して締結していると当社が認める場合は、そのＸｉ

契約を締結した日と当社がみなす日）から継続してＸｉ契約を締結しているものとみなし

て、アの規定を適用します。 

 

 

 

(6)（略） （略） 

(7) 付加機能使用料の 31 日間

減額適用 

ア～ウ （略） 

エ Ｘｉ契約者が、定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結したとき又は一般契

約の解除と同時に新たに定期契約を締結したときは、その契約の解除があったＸｉ契約

を締結した日（そのＸｉ契約を継続して締結していると当社が認める場合は、そのＸｉ

  デ ー タ 専

用プラン 
データプラス － 2,200 円 (  2,376 円) 

 定期契約

に係るもの 

総合利用

プラン 

ギガホ － 6,680 円 (7,214.4 円) 

 ギガライト 
ステップ１ １GBまで 2,680 円 (2,894.4 円) 

   
ステップ２ 

１GB超え３

GBまで 
3,680 円 (3,974.4 円) 

    
ステップ３ 

３GB超え５

GBまで 
4,680 円 (5,054.4 円) 

    
ステップ４ 

５GB超え７

GBまで 
5,680 円 (6,134.4 円) 

   ケータイプラン － 900 円 (    972 円) 

  デ ー タ 専

用プラン 
データプラス － 700 円 (    756 円) 

 

     ２－２ （略） 

  

   第２ 付加機能使用料 

    １ 適用 

付 加 機 能 使 用 料 の 適 用 

(1) 付加機能使用料の減額適

用 

ア １のＸｉユビキタスについて、別表２（付加機能）に規定する moperaU 機能（スタ

ンダードプランに係るものに限ります。）、ビジネス mopera インターネット機能、sp モード

機能及び i モード機能に係る付加機能使用料（基本機能に係るものに限ります。）の

うち、２以上の付加機能使用料の適用を同時に受けているときは、(2)に規定する適用

を受ける場合を除き、２（料金額）に規定する付加機能使用料の額からそれぞれ 150

円（月額）を減額して適用します。 

イ～ウ （略） 

(2)～(4)（略） (略) 

(5) ｉモード電子メール等音声

文字変換機能に係る付加機能

使用料の減額適用 

ア～イ （略） 

ウ 次の場合には、契約の解除があったＸｉ契約を締結した日（そのＸｉ契約を継続して

締結していると当社が認める場合は、そのＸｉ契約を締結した日と当社がみなす日）か

ら継続してＸｉ契約を締結しているものとみなして、アの規定を適用します。 

 (ア) そのＸｉ契約者が、定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結したとき又は

一般契約の解除と同時に新たに定期契約を締結したとき。 

 (イ) そのＸｉ契約者が、総合利用プランに係る定期契約の解除と同時に新たにデータ

専用プランに係る定期契約を締結したとき又はデータ専用プランに係る定期契約の解

除と同時に新たに総合利用プランに係る定期契約を締結したとき。 

(6)（略） （略） 

(7) 付加機能使用料の 31 日間

減額適用 

ア～ウ （略） 

エ 次の場合には、契約の解除があったＸｉ契約を締結した日（そのＸｉ契約を継続して

締結していると当社が認める場合は、そのＸｉ契約を締結した日と当社がみなす日）か

ら継続してＸｉ契約を締結しているものとみなして、アの(ア)から(ク)の規定を適用しま



 

     ２ 料金額 

区分 単位 

料金額（月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

（略） （略） （略） 

 

ｉモード電子メール転送機能（メアド変えても転

送サービス） 
1 契約ごとに （略） 

ｉモード電子メール等音声文字変換機能（音声

入力メール） 
１契約ごとに （略） 

（略） （略） （略） 

 

 

   第３ 通信料 

    １ 適用 

通  信  料  の  適  用 

(1) 通信の条件 ア～オ （略） 

カ 当社は、Ｘｉ又はＸｉユビキタスの契約者回線との間のデータ通信モードによる通信の

１料金月における累計の課金対象デ－タ量（以下「累計課金対象データ量」といいま

す。）が、次表に規定する定額上限データ量（(7)の規定により、当該料金月における定

額上限データ量に増加データ量及び繰越データ量の加算があったときは、その増加データ

量及び繰越データ量を加算した後のデータ量とします。以下この欄において同じとしま

す。）を超えたときは、当社がそのことを確認した時刻から当該料金月の翌料金月の初日

の当社が定める時刻までの間において、そのＸｉ又はＸｉユビキタスの契約者回線との間

のデータ通信モードによる通信について、そのＸｉ又はＸｉユビキタスの基本使用料の料

金種別に応じて、次表のとおり、１M 通信モードによる通信とする取扱い（以下この欄に

おいて「１M 通信」といいます。）又は 128k 通信モードによる通信とする取扱い（以下こ

の欄において「128k 通信」といいます。）を適用します。この場合において、この取扱い

（以下「速度制限」といいます。）の適用を受けているＸｉ又はＸｉユビキタスから行った

データ通信モードによる通信に係る課金対象データについては、第 47 条（通信時間等の

測定等）の規定にかかわらず、課金対象データ量の測定から除きます。 

基本使用料の料金種別 定額上限 

データ量 

定額上限デー

タ量超過後の 

取扱い 

Ｘｉ ギガホ２ 30GB １M 通信 

契約を締結した日と当社がみなす日）から継続してＸｉ契約を締結しているものとみなし

て、アの(ア)から(ク)の規定を適用します。 

  

 

 

 

(8)～(11)（略） （略） 

 

    ２ 料金額 

区分 単位 

料金額（月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

（略） （略） （略） 

ｉモード機能 基本機能 基本額（１契約ごとに） 300 円 ( 324 円) 

追 

加 

機 

能 

ｉモード電子メール転送

機能（メアド変えても転

送サービス） 

加算額（１契約ごとに） 

（略） 

ｉモード電子メール等音

声文字変換機能（音

声入力メール） 

加算額（１契約ごとに） 

（略） 

（略） （略） （略） 

 

 

   第３ 通信料 

    １ 適用 

通  信  料  の  適  用 

(1) 通信の条件 ア～オ （略） 

カ 当社は、Ｘｉ又はＸｉユビキタスの契約者回線との間のデータ通信モードによる通信の

１料金月における累計の課金対象デ－タ量（以下「累計課金対象データ量」といいま

す。）が、次表に規定する定額上限データ量（(7)の規定により、当該料金月における定

額上限データ量に増加データ量及び繰越データ量の加算があったときは、その増加データ

量及び繰越データ量を加算した後のデータ量とします。以下この欄において同じとしま

す。）を超えたときは、当社がそのことを確認した時刻から当該料金月の翌料金月の初日

の当社が定める時刻までの間において、そのＸｉ又はＸｉユビキタスの契約者回線との間

のデータ通信モードによる通信について、そのＸｉ又はＸｉユビキタスの基本使用料の料

金種別に応じて、次表のとおり、１M 通信モードによる通信とする取扱い（以下この欄に

おいて「１M 通信」といいます。）又は 128k 通信モードによる通信とする取扱い（以下こ

の欄において「128k 通信」といいます。）を適用します。この場合において、この取扱い

（以下「速度制限」といいます。）の適用を受けているＸｉ又はＸｉユビキタスから行った

データ通信モードによる通信に係る課金対象データについては、第 47 条（通信時間等の

測定等）の規定にかかわらず、課金対象データ量の測定から除きます。 

基本使用料の料金種別 定額上限 

データ量 

定額上限デー

タ量超過後の 

取扱い 

Ｘｉ ギガホ 30GB １M 通信 

す。 

 (ア) そのＸｉ契約者が、定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結したとき又は

一般契約の解除と同時に新たに定期契約を締結したとき。 

 (イ) そのＸｉ契約者が、総合利用プランに係る定期契約の解除と同時に新たにデータ

専用プランに係る定期契約を締結したとき又はデータ専用プランに係る定期契約の解

除と同時に新たに総合利用プランに係る定期契約を締結したとき。 

(8)～(11)（略） （略） 



キ～ク （略）  

ケ データ専用プラン若しくはケータイプラン２からギガホ２若しくはギガライト２へ基本使用

料の料金種別を変更又はデータ専用プラン若しくはケータイプラン２に係るＸｉ契約の解

除と同時に新たにギガホ２若しくはギガライト２に係るＸｉ契約を締結したときは、その基

本使用料の料金種別の変更又はＸｉ契約の締結のあった日を含む料金月のそのＸｉの

契約者回線との間のデータ通信モードによる通信について、継続してギガホ２又はギガライ

ト２の選択があったものとみなして、カ及びキの規定を適用します。この場合において、その

基本使用料の料金種別の変更又はＸｉ契約の締結があった日を含む料金月においてデ

ータ専用プランを選択していた間におけるその指定元Ｘｉの契約者回線との間のデータ通

信モードによる通信については、キの規定にかかわらず、その指定元Ｘｉに係る指定先Ｘ

ｉに関する課金対象データ量の測定から除外します。 

コ １のＸｉにおいて、Ｘｉ契約の締結又は基本使用料の料金種別の変更により、同一

料金内においてギガホ２若しくはギガライト２及びデータ専用プランの両方の選択があった

ことを当社が最初に確認したときは、その確認をした日を含む料金月においてギガホ２又は

ギガライト２を選択していた間におけるそのＸｉの契約者回線との間のデータ通信モードに

よる通信に係る課金対象データについて、第 47 条の規定にかかわらず、課金対象データ

量の測定から除きます。 

サ～ネ （略） 

（注）（略） 

ギガライト２ ７GB 128k 通信 

ケータイプラン２ 100MB 128k 通信 

（略） 

(2)～(5)（略） （略） 

(6) 通話モード又は 64kb/s デジ

タル通信モードに係る通信料の

適用 

ア （略） 

イ ケータイプラン２からギガホ２若しくはギガライト２へ基本使用料の料金種別を変更又

はケータイプラン２に係るＸｉ契約の解除と同時に新たにギガホ２若しくはギガライト２に

係るＸｉ契約を締結したときは、その基本使用料の料金種別の変更又はＸｉ契約の締

結のあった日を含む料金月の通話モード及び 64kb/s デジタル通信モードによる通信につ

いて、継続してギガホ２又はギガライト２の選択があったものとみなして、アの規定を適用し

ます。 

ウ （略） 

エ 総合利用プランであるＸｉが、第１（基本使用料）の１（適用）の(2)に規定する

身体障がい者等割引の適用を受けているときは、そのＸｉの契約者回線からの 64kb/s

デジタル通信モードによる通信（3G-324M の通信プロトコルにより映像等の伝送交換

を行うための通信であって、当該料金月の末日までに終了したものに限ります。）に関する

料金（他社相互接続通信に係る料金等通信料に合算して請求するものであって、当社

が別に定めるものを含みます。）については、２（料金額）の２－１の規定により算定し

た額を適用します。 

(6)の２ 通話モード又は64kb/s 

デジタル通信モードに係る定額

通信料の適用 

ア～カ （略）  

キ ケータイプラン２からギガホ２若しくはギガライト２へ基本使用料の料金種別を変更又

はケータイプラン２に係るＸｉ契約の解除と同時に新たにギガホ２若しくはギガライト２

に係るＸｉ契約を締結した場合であって、その基本使用料の料金種別の変更又はＸ

ｉ契約の締結と同時に通信定額を選択したときは、その通信定額を選択するまでの間

のその料金月の通話モード及び 64kb/s デジタル通信モードによる通信について、継続

して通信定額の選択があったものとみなして、アの規定を適用します。 

ク（略） 

（注）（略） 

キ～ク （略） 

ケ データ専用プラン若しくはケータイプランからギガホ若しくはギガライトへ基本使用料の料

金種別を変更又はデータ専用プラン若しくはケータイプランに係るＸｉ契約の解除と同時

に新たにギガホ若しくはギガライトに係るＸｉ契約を締結したときは、その基本使用料の料

金種別の変更又はＸｉ契約の締結のあった日を含む料金月のそのＸｉの契約者回線と

の間のデータ通信モードによる通信について、継続してギガホ又はギガライトの選択があった

ものとみなして、カ及びキの規定を適用します。この場合において、その基本使用料の料金

種別の変更又はＸｉ契約の締結があった日を含む料金月においてデータ専用プランを選

択していた間におけるその指定元Ｘｉの契約者回線との間のデータ通信モードによる通信

については、キの規定にかかわらず、その指定元Ｘｉに係る指定先Ｘｉに関する課金対

象データ量の測定から除外します。 

コ １のＸｉにおいて、Ｘｉ契約の締結又は基本使用料の料金種別の変更により、同一

料金内においてギガホ若しくはギガライト及びデータ専用プランの両方の選択があったことを

当社が最初に確認したときは、その確認をした日を含む料金月においてギガホ又はギガライ

トを選択していた間におけるそのＸｉの契約者回線との間のデータ通信モードによる通信に

係る課金対象データについて、第 47 条の規定にかかわらず、課金対象データ量の測定か 

ら除きます。 

サ～ネ （略） 

（注）（略） 

ギガライト ７GB 128k 通信 

ケータイプラン 100MB 128k 通信 

（略） 

(2)～(5)（略） （略） 

(6) 通話モード又は 64kb/s デジ

タル通信モードに係る通信料の

適用 

ア （略） 

イ ケータイプランからギガホ若しくはギガライトへ基本使用料の料金種別を変更又はケータ

イプランに係るＸｉ契約の解除と同時に新たにギガホ若しくはギガライトに係るＸｉ契約を

締結したときは、その基本使用料の料金種別の変更又はＸｉ契約の締結のあった日を

含む料金月の通話モード及び 64kb/s デジタル通信モードによる通信について、継続して

ギガホ又はギガライトの選択があったものとみなして、アの規定を適用します。 

 

ウ （略） 

(6)の２ 通話モード又は64kb/s 

デジタル通信モードに係る定額

通信料の適用 

ア～カ （略）  

キ ケータイプランからギガホ若しくはギガライトへ基本使用料の料金種別を変更又はケー

タイプランに係るＸｉ契約の解除と同時に新たにギガホ若しくはギガライトに係るＸｉ契

約を締結した場合であって、その基本使用料の料金種別の変更又はＸｉ契約の締結

と同時に通信定額を選択したときは、その通信定額を選択するまでの間のその料金月の

通話モード及び 64kb/s デジタル通信モードによる通信について、継続して通信定額の

選択があったものとみなして、アの規定を適用します。 

ク（略） 

（注）（略） 



(7) データ通信モードによる通信

の料金の適用 

ア～キ（略） 

ク 第１（基本使用料）の(1)のサに該当することを当社が確認したときから基本使用料

の料金種別をデータ専用プランからギガライト２へ変更するまでの間におけるそのＸｉサー

ビスの契約者回線との間のデータ通信モードによる通信の料金は、その期間における累計

課金対象データ量に応じて、２（料金額）の２－３の規定により算定した額を適用しま

す。  

(8)～(23)（略） （略） 

(24) 通信料の減免等 ア 次の通信については、第 50 条（通信料の支払義務）及び第 54 条（相互接続通

信に係る料金の取扱い）の規定にかかわらず、その料金の支払いを要しません。 

(ア)～(イ) (略) 

(ウ) ⅰモード機能又は別表２（付加機能）に規定する sp モード機能に係る災害用

伝言板サービスの利用において情報の登録等に関する通信 

(エ) ⅰモード機能又は別表２に規定する sp モード機能に係る災害用音声お届けサー

ビスの利用において音声ファイルの送受信に関する通信 

(オ)～(キ) (略) 

イ～エ （略） 

 

    ２ （略） 

  

  第４ 定期契約等に係る解約金 

    １ 適用 

定 期 契 約 等 に 係 る 解 約 金 

(1)（略） 

(2) 定期契約に係る解約金の適

用除外 

ア Ｘｉ契約者は、次のいずれかに該当するときは、２（料金額）の規定にかかわらずその

定期契約に係る解約金の支払いを要しません。 

 (ア) 更新期間（定期契約の更新日を含む暦月のその前暦月の初日から定期契約の

更新日を含む暦月の翌暦月の末日までの間をいいます。以下同じとします。）におい

て、その定期契約の解除に係る申出又は電話番号保管の請求があったとき。 

 (イ) 定期契約の解除と同時に新たにＸｉユビキタス定期契約（基本利用料の料金種

別がトランシーバプラン等に係るものを除きます。以下この欄において同じとします。）又

はＦＯＭＡサービス契約約款に規定する定期契約等を締結するとき。 

 (ウ) 定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結し、第１（基本使用料）の(2)

に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

 (エ) 定期契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡに係る一般契約又はＦＯＭＡユビキタ

ス一般契約を締結する場合であって、ＦＯＭＡサービス契約約款に規定する身体障

がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

 

 

 

 

 

 (オ) Ｘｉ契約者又は登録利用者等（第 74 条の２（利用者登録）に規定する登録

利用者及び当社が定める基準によりその契約に係るＸｉサービスを主に利用する者と

認められる者をいいます。以下この欄において同じとします。）の死亡に関する届出が

あった場合であって、その死亡日から当社が定める期間内にその契約の解除があったと

き。 

イ アの規定によるほか、当社は、次のいずれかに該当するとき(アの(ア)の規定に該当すると

きを除きます。)は、２（料金額）の規定にかかわらず、その定期契約に係る解約金の支

払いを留保し、留保解約金として登録します。 

(7) データ通信モードによる通信

の料金の適用 

ア～キ（略） 

ク 第１（基本使用料）の(1)のサに該当することを当社が確認したときから基本使用料

の料金種別をデータ専用プランからギガライトへ変更するまでの間におけるそのＸｉサービ

スの契約者回線との間のデータ通信モードによる通信の料金は、その期間における累計課

金対象データ量に応じて、２（料金額）の２－３の規定により算定した額を適用しま

す。  

(8)～(23) （略） （略） 

(24) 通信料の減免等 ア 次の通信については、第 50 条（通信料の支払義務）及び第 54 条（相互接続通

信に係る料金の取扱い）の規定にかかわらず、その料金の支払いを要しません。 

(ア)～(イ) (略) 

(ウ) 別表２（付加機能）に規定するⅰモード機能又は sp モード機能に係る災害用

伝言板サービスの利用において情報の登録等に関する通信 

(エ) 別表２に規定するⅰモード機能又は sp モード機能に係る災害用音声お届けサー

ビスの利用において音声ファイルの送受信に関する通信 

(オ)～(キ) (略) 

イ～エ （略） 

 

    ２ （略） 

     

  第４ 定期契約等に係る解約金 

    １ 適用 

定 期 契 約 等 に 係 る 解 約 金 

(1)（略） 

(2) 定期契約等に係る解約金の

適用除外 

ア Ｘｉ契約者は、次の場合には２（料金額）の規定にかかわらずその定期契約等に係

る解約金の支払いを要しません。 

 (ア) 更新期間（定期契約の更新日を含む暦月のその前暦月の初日から定期契約の

更新日を含む暦月の翌暦月の末日までの間をいいます。以下同じとします。）におい

て、その定期契約等の解除に係る申出があったとき。 

 

 

 

 (イ) 定期契約等の解除と同時に新たに一般契約を締結し、第１（基本使用料）の

(2)に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

 

 

 

 (ウ) 定期契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡサービス契約約款に規定する２年定期

契約又はＦＯＭＡユビキタス定期契約を締結するとき。 

 (エ) Ｘｉユビキタス定期契約（トランシーバプラン等を除きます。）の解除と同時に新た

に定期契約又はＦＯＭＡサービス契約約款に規定する２年定期契約若しくはＦＯ

ＭＡユビキタス定期契約を締結するとき。 

 (オ) 契約者又は登録利用者等（第 74 条の２（利用者登録）に規定する登録利用

者及び当社が定める基準によりその契約に係るＸｉサービスを主に利用する者と認め

られる者をいいます。以下この欄において同じとします。）の死亡に関する届出があった

場合であって、その死亡日から当社が定める期間内にその契約の解除があったとき。 

 

イ アの規定によるほか、当社は、定期契約又はＸｉユビキタス定期契約（トランシーバプ

ラン等を除きます。）を締結している者が、その契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡサー

ビス契約約款に規定するタイプ 2in1 又はデータ専用プランに係る一般契約を締結すると



 (ア) 定期契約の解除と同時に新たに一般契約又はＦＯＭＡサービス契約約款に規定

するデータ専用プラン（定額データプランを除きます。以下この欄及び次欄において同

じとします。）又は限定利用プランに係る一般契約を締結するとき。 

 (イ) 電話番号保管の請求があったとき。 

 

 

 

 

 

 

 

ウ イの場合において、当社は、次のいずれかに該当するときは、留保解約金の登録を削除

します。 

 (ア) その留保解約金に係る定期契約の満了日（定期契約のＸｉにおいて電話番号

保管を行っているときは、電話番号保管を請求する前におけるその定期契約に係る満

了日とします。以下この欄において同じとします。）を含む暦月の前暦月の末日を経

過したとき。 

 (イ) そのＸｉ契約又はＦＯＭＡ契約の解除と同時に新たに定期契約、Ｘｉユビキタス

定期契約又はＦＯＭＡサービス契約約款に規定する定期契約等を締結するとき。 

 

 

 

 (ウ) その一般契約に係るＸｉにおいて、身体障がい者等割引の適用を受けることとなる

とき、又はそのＸｉ契約の解除と同時に新たに一般契約若しくはＦＯＭＡサービス

契約約款に規定する一般契約若しくはＦＯＭＡユビキタス一般契約を締結する場

合であって、この約款若しくはＦＯＭＡサービス契約約款に規定する身体障がい者等

割引の適用を受けることとなるとき。 

 (エ) その一般契約に係るＦＯＭＡにおいて、ＦＯＭＡサービス契約約款に規定する身

体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき又はそのＦＯＭＡ契約の解除と同

時に新たに一般契約若しくはＦＯＭＡサービス契約約款に規定するＦＯＭＡユビキ

タス一般契約を締結する場合であって、この約款若しくはＦＯＭＡサービス契約約款

に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

(オ) そのＸｉ契約者若しくはＦＯＭＡ契約者又はそのＸｉ契約若しくはＦＯＭＡ契

約に係る登録利用者等の死亡に関する届出があった場合であって、その死亡日から

当社が定める期間内にそのＸｉ契約又はＦＯＭＡ契約の解除があったとき。 

 (カ) 定期契約のＸｉにおいて、電話番号保管を取りやめる請求があった場合であって、

第 19 条（定期契約の満了）第 6 項の適用を受けることとなるとき。  

エ イの場合において、Ｘｉ契約者又はＦＯＭＡ契約者は、留保解約金に係る定期契

約の満了日を含む暦月の前暦月の末日までの間に、次の(ア)又は(イ)に該当するとき

は、アからウのいずれかに該当する場合を除き、留保解約金の支払いを要します。この場

合において、２以上の留保解約金及び解約金がある場合は、当該留保解約金及び解

約金のうち最も高額となる留保解約金又は解約金の支払いを要します。 

 （ア）そのＸｉ契約において契約の解除があったとき（そのＸｉ契約の解除と同時に

新たにＦＯＭＡサービス契約約款に規定するデータ専用プラン又は限定利用プ

ランに係る一般契約を締結するときを除きます。）。 

 （イ）そのＦＯＭＡ契約において契約の解除があったとき（そのＦＯＭＡ契約の解

除と同時に新たに一般契約を締結するときを除きます。）又は基本使用料の料

金種別の変更があったとき（基本使用料の料金種別を定額データプランへ変更

するときに限ります。）。 

オ Ｘｉ契約者は、Ｘｉ契約を解除した後もイからエの規定の適用を受けるものとしま

す。 

きは、２（料金額）の規定にかかわらず、その定期契約に係る解約金の支払いを保留

し、フラット型保留解約金として登録します。 

 

 

ウ イの場合におけるフラット型保留解約金の取り扱いについては、ＦＯＭＡサービス契約

約款に定めるところによります。 

エ アからウの規定によるほか、当社は、総合利用プランに係る定期契約を締結している者

が、その契約の解除と同時に新たに総合利用プランに係る一般契約を締結する場合であ

って、その一般契約の締結と同時に電話番号保管を請求するときは、２（料金額）の

規定にかかわらず、その定期契約に係る解約金の支払いを保留し、フラット型保留解約

金として登録します。 

オ エの場合において、当社は、次のいずれかに該当するときは、フラット型保留解約金の登

録を削除します。 

 (ア) そのフラット型保留解約金に係る定期契約の満了日（定期契約のＸｉにおいて電

話番号保管を行っているときは、電話番号保管を請求する前におけるその定期契約

に係る満了日とします。以下この欄において同じとします。）を含む暦月の前暦月の末

日を経過したとき。 

 (イ) その一般契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡサービスに係る定期契約を締結する

とき。 

 (ウ) その一般契約を締結した者又はその一般契約に係る登録利用者等の死亡に関す

る届出があった場合であって、その死亡日から当社が定める期間内にその一般契約の

解除があったとき。 

 (エ) その一般契約に係るＸｉにおいて、身体障がい者等割引の適用を受けることとなる

とき。 

 

 

 

 (オ) その一般契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡに係る一般契約又はＦＯＭＡユビ

キタス一般契約を締結する場合であって、ＦＯＭＡサービス契約約款に規定する身

体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

 

 

 

 

 

 

 

カ オの場合において、契約者は、フラット型保留解約金に係る定期契約の満了日までの

間に、Ｘｉ契約を解除した場合又は電話番号保管を廃止した場合は、オの(ア)から(オ)

のいずれかに該当する場合を除き、フラット型保留解約金を支払っていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ カの場合において、当社は、その一般契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡサービス契

約約款に規定するタイプ 2in1 又はデータ専用プランに係る一般契約を締結するときは、カ

の規定にかかわらず、フラット型保留解約金の支払を保留し、継続してフラット型保留解



 

 

(3) Ｘｉユビキタス定期契約に

係る解約金の適用除外 

ア Ｘｉユビキタス定期契約者は、次のいずれかに該当するときは、２（料金額）の規定

にかかわらずそのＸｉユビキタス定期契約に係る解約金の支払いを要しません。 

 (ア) 更新期間において、そのＸｉユビキタス定期契約の解除に係る申出があったとき。 

 (イ) Ｘｉユビキタス定期契約（基本利用料の料金種別がトランシーバプラン等に係るも

のを除きます。）の解除と同時に新たにＦＯＭＡサービス契約約款に規定する定期

契約等を締結するとき。 

 (ウ) Ｘｉユビキタス定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結し、第１（基本

使用料）の(2)に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

 (エ)  Ｘｉユビキタス定期契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡに係る一般契約又はＦ

ＯＭＡユビキタス一般契約を締結する場合であって、ＦＯＭＡサービス契約約款に

規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

 (オ) Ｘｉユビキタス定期契約者又は登録利用者等（第 74 条の２（利用者登録）

に規定する登録利用者及び当社が定める基準によりその契約に係るＸｉサービスを

主に利用する者と認められる者をいいます。以下この欄において同じとします。）の死

亡に関する届出があった場合であって、その死亡日から当社が定める期間内にその契

約の解除があったとき。 

イ アの規定によるほか、当社は、次のいずれかに該当するとき(アの(ア)の規定に該当すると

きを除きます。)は、２（料金額）の規定にかかわらず、そのＸｉユビキタス定期契約に係

る解約金の支払いを留保し、留保解約金として登録します。 

 (ア) Ｘｉユビキタス定期契約の解除と同時に新たに一般契約又はＦＯＭＡサービス契

約約款に規定するデータ専用プラン又は限定利用プランに係る一般契約を締結すると

き。 

 (イ) Ｘｉユビキタス定期契約（基本利用料の料金種別がトランシーバプラン等に係るも

のを除きます。）の解除と同時に新たに定期契約を締結するとき。 

ウ イの場合において、当社は、その留保解約金に係るＸｉユビキタス定期契約の満了日

を含む暦月の前暦月の末日を経過したときは、留保解約金の登録を削除します。 

エ イの場合において、当社は、次のいずれかに該当するときは、Ｘｉユビキタス定期契約

（基本利用料の料金種別がトランシーバプラン等に係るものを除きます。）に係る留保解

約金の登録を削除します。 

(ア) そのＸｉ契約又はＦＯＭＡ契約の解除と同時に新たにＸｉユビキタス定期契約

（基本利用料の料金種別がトランシーバプラン等に係るものを除きます。）又はＦＯ

ＭＡサービス契約約款に規定する定期契約等を締結するとき。 

 (イ) その一般契約に係るＸｉにおいて、身体障がい者等割引の適用を受けることとなる

とき、又はそのＸｉ契約の解除と同時に新たに一般契約若しくはＦＯＭＡサービス

契約約款に規定する一般契約若しくはＦＯＭＡユビキタス一般契約を締結する場

合であって、この約款若しくはＦＯＭＡサービス契約約款に規定する身体障がい者等

割引の適用を受けることとなるとき。 

 (ウ)  その一般契約に係るＦＯＭＡにおいて、ＦＯＭＡサービス契約約款に規定する

身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき又はそのＦＯＭＡ契約の解除と

同時に新たに一般契約若しくはＦＯＭＡサービス契約約款に規定するＦＯＭＡユ

ビキタス一般契約を締結する場合であって、この約款若しくはＦＯＭＡサービス契約

約款に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

 (エ) そのＸｉ契約者若しくはＦＯＭＡ契約者又はそのＸｉ契約若しくはＦＯＭＡ契

約に係る登録利用者等の死亡に関する届出があった場合であって、その死亡日から

当社が定める期間内にそのＸｉ契約又はＦＯＭＡ契約の解除があったとき。 

オ イの場合において、Ｘｉ契約者又はＦＯＭＡ契約者は、留保解約金に係るＸｉユビ

キタス定期契約の満了日を含む暦月の前暦月の末日までの間に、次の(ア)又は(イ)に該

当するときは、アからエのいずれかに該当する場合を除き、留保解約金の支払いを要しま

す。この場合において、２以上の留保解約金及び解約金がある場合は、当該留保解約

金及び解約金のうち最も高額となる留保解約金又は解約金の支払いを要します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約金として登録します。この場合におけるフラット型保留解約金の取扱いについては、ＦＯ

ＭＡサービス契約約款に定めるところによります。 



 

    ２ 料金額 

１契約ごとに 

区       分 

解約金の額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

定期契約等に係る解約金 下記以外のもの 1,000 円 ( 1,100 円) 

 ＩｏＴプラン又はＩｏＴプランＨＳに係るもの （略） 

 ＬＴＥトランシーバプラン又はＬＴＥトランシーバプラ

ンダブルに係るもの 

9,500 円 ( 10,450 円) 

 

 

   第５ 手続きに関する料金 

    １ 適用 

手 続 き に 関 す る 料 金 の 適 用 

(1)手続きに関する料金の種別 手続きに難する料金は、次のとおりとします。 

料金種別 内容 

ア～オ (略) (略) 

カ 保管手数料 第 12 条の２（一般契約に係る電話番号保管）又は第

20 条の 2（定期契約に係る電話番号保管）に規定する電

話番号保管又は別表２（付加機能）に規定する sp モード

電子メールアドレス保管（以下「電話番号保管等」といいま

す。）を行っている期間において支払いを要する料金 

キ～ケ (略) (略) 
 

(2)～(3) (略) (略) 

(4) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポー

タビリティ手数料の適用除外 

（略） 

 

 

 

 

（ア）そのＸｉ契約において契約の解除があったとき（その定期契約の解除と同時に

新たに一般契約若しくはその一般契約の解除と同時に新たに定期契約を締結する

とき又はそのＸｉ契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡサービス契約約款に規定す

るデータ専用プラン若しくは限定利用プランに係る一般契約を締結するときを除きま

す。）。 

 (イ）そのＦＯＭＡ契約において契約の解除があったとき又は基本使用料の料金種別

の変更があったとき（基本使用料の料金種別をＦＯＭＡサービス契約約款に規

定する定額データプランへ変更するときに限ります。）。 

オ Ｘｉユビキタス契約者は、Ｘｉユビキタス契約を解除した後もイからエの規定の適用を

受けるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

    ２ 料金額 

１契約ごとに 

区       分 

解約金の額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

定期契約等に係る解約金 下記以外のもの 9,500 円 ( 10,260 円) 

 ＩｏＴプラン又はＩｏＴプランＨＳ （略） 

 

 

 

 

 

   第５ 手続きに関する料金 

    １ 適用 

手 続 き に 関 す る 料 金 の 適 用 

(1)手続きに関する料金の種別 手続きに難する料金は、次のとおりとします。 

料金種別 内容 

ア～オ (略) (略) 

カ 保管手数料 第 12 条の２（Ｘｉの電話番号保管）に規定する電話番

号保管又は別表２（付加機能）に規定するメールアドレス

保管（以下「電話番号保管等」といいます。）を行っている期

間において支払いを要する料金 

 

キ～ケ (略) (略) 
 

(2)～(3) (略) (略) 

(4) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポー

タビリティ手数料の適用除外 

ア（略） 

イ  Ｘｉ契約（その契約の締結と同時に契約者が端末設備を購入したことを当社が確

認できなかったものに限ります。）について、その契約を締結した日又はその契約を締結

したと当社が認める日から起算して 90 日以内に携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ

が行われた場合の携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ手数料は、２（料金額）の規

定にかかわらず、１の契約ごとに税抜額 5,000 円(税込額 5,400 円)とします。 



(5)～(8)（略） （略） 

 

    ２ 料金額 

     ２－１  ２－２及び２－３以外のもの 

料 金 種 別 単  位 

料 金 額 

次の税抜額（かっこ内は税込

額） 

(1)～(4)（略） （略） （略） 

(5) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ手数料 １契約ごとに 3,000 円 (3,300 円) 

(6)～(7)（略） （略） （略） 

 

      ２－２ 保管手数料に係るもの 

料 金 種 別 単  位 

料 金 額 

次の税抜額（かっこ内は税込

額） 

保管手数料 （略） （略） （略） 

sp モード電子メールアドレス保管に係

るもの 
（略） （略） 

 

２－３ （略） 

 

   第６ （略） 

 

 第７ 請求書等の発行に関する料金 

    １ 適用  

請 求 書 等 の 発 行 手 数 料 の 適 用 

請求書等の発行手数料の適

用除外 

次のいずれかに該当するときは、そのＸｉについて、２（料金額）の規定にかかわらず、請

求書等の発行に関する料金の支払いを要しません。 

ア～イ （略） 

ウ ｉモード機能又は別表２（付加機能）に規定する moperaU 機能、ビジネス

mopera インターネット機能若しくは sp モード機能の提供を受けていないとき。 

エ～カ （略） 

 

    ２ （略） 

 

 第２表（略） 

 

 

 

 

 

 

 

(5)～(8)（略） （略） 

 

    ２ 料金額 

     ２－１  ２－２及び２－３以外のもの 

料 金 種 別 単  位 

料 金 額 

次の税抜額（かっこ内は税込

額） 

(1)～(4)（略） （略） （略） 

(5) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ手数料 １契約ごとに 2,000 円 (2,160 円) 

(6)～(7)（略） （略） （略） 

 

     ２－２ 保管手数料に係るもの 

料 金 種 別 単  位 

料 金 額 

次の税抜額（かっこ内は税込

額） 

保管手数料 （略） （略） （略） 

メールアドレス保管に係るもの （略） （略） 

 

２－３ （略） 

 

   第６ （略） 

 

 第７ 請求書等の発行に関する料金 

    １ 適用  

請 求 書 等 の 発 行 手 数 料 の 適 用 

請求書等の発行手数料の適

用除外 

次のいずれかに該当するときは、そのＸｉについて、２（料金額）の規定にかかわらず、請

求書等の発行に関する料金の支払いを要しません。 

ア～イ （略） 

ウ 別表２（付加機能）に規定する moperaU 機能、ビジネス mopera インターネット

機能、sp モード機能又はｉモード機能の提供を受けていないとき。 

エ～カ （略） 

 

    ２ （略） 

 

 第２表 （略） 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

第３表 国際アウトローミング利用料 

   １ 適用  

国 際 ア ウ ト ロ ー ミ ン グ 利 用 料 の 適 用 

(1)～(4)（略） （略） 

(5) 国際アウトローミング利用

料の減免 

ア （略） 

イ データ通信モードによる国際アウトローミングを利用して、ⅰモード機能又は別表２（付

加機能）に規定する sp モード機能に係る災害用音声お届けサービスの利用における音

声ファイルの受信に関する通信（当社が定めるものに限ります。）の国際アウトローミング

利用料については、(2)の規定にかかわらず、その支払いを要しません。 

(6)～(7)（略） （略） 

 

    ２ （略） 

 

第４表 （略） 

 

 第５表 その他のサービスに関する料金等 

   第１～第３ （略） 

 

   第４ 情報料 

    １ 適用  

情  報  料  の  適  用 

(1)～(2)（略） （略） 

(3) 情報料の減額適用 ア Ｘｉ契約締結後、そのＸｉにおいて最初に i Bodymo 及びｉモード機能の提供を同

時に受けることとなったとき（別表２（付加機能）に規定する sp モード機能の提供を受

けている場合を除きます。）は、そのｉBodymo に係る情報料について、その日から起算

して 31 日間は支払いを要しないものとし、２（料金額）に規定する額から減額して適用

します。 

  ただし、sp モード機能の提供を受けることとなった場合又はｉBodymo 若しくはｉモー

ド機能の提供を廃止することとなった場合は、この限りでありません。 

イ～オ （略） 

 

    ２ （略） 

 

   第５ （略） 

 

第６表 （略） 

 

 別表１(略) 

 

 

別表２ 付加機能 

種 類 提供条件 

１ (略) (略) 

 

 

 

第３表 国際アウトローミング利用料 

   １ 適用  

国 際 ア ウ ト ロ ー ミ ン グ 利 用 料 の 適 用 

(1)～(4)（略） （略） 

(5) 国際アウトローミング利用

料の減免 

ア （略） 

イ データ通信モードによる国際アウトローミングを利用して、別表２（付加機能）に規定

するⅰモード機能又は sp モード機能に係る災害用音声お届けサービスの利用における音

声ファイルの受信に関する通信（当社が定めるものに限ります。）の国際アウトローミング

利用料については、(2)の規定にかかわらず、その支払いを要しません。 

(6)～(7)（略） （略） 

 

    ２ （略） 

 

第４表 （略） 

 

 第５表 その他のサービスに関する料金等 

   第１～第３ （略） 

 

   第４ 情報料 

    １ 適用  

情  報  料  の  適  用 

(1)～(2)（略） （略） 

(3) 情報料の減額適用 ア Ｘｉ契約締結後、そのＸｉにおいて最初に i Bodymo 及び別表２（付加機能）に

規定するｉモード機能の提供を同時に受けることとなったとき（別表２（付加機能）に

規定する sp モード機能の提供を受けている場合を除きます。）は、そのｉBodymo に

係る情報料について、その日から起算して 31 日間は支払いを要しないものとし、２（料

金額）に規定する額から減額して適用します。 

  ただし、sp モード機能の提供を受けることとなった場合又はｉBodymo 若しくはｉモー

ド機能の提供を廃止することとなった場合は、この限りでありません。 

イ～オ （略） 

 

    ２ （略） 

 

   第５ （略） 

 

第６表 （略） 

 

 別表１(略) 

 

 

別表２ 付加機能 

種 類 提供条件 

１ (略) (略) 



２ moperaU 機能 

 (1)～(5)（略） 

(1)～(9)（略） 

(10) 災害用音声お届けサービスによる音声ファイルの蓄積は、

Ｘｉ（総合利用プランに係るものであって、moperaU 機

能、８欄に規定する sp モード機能又はｉモード機能の提

供を受けているものに限ります。）の契約者回線若しくはＦ

ＯＭＡ（ＦＯＭＡサービス契約約款に規定する通話モー

ドによる通信を行うことができるものであって、ＦＯＭＡサービ

ス契約約款に規定するｉモード機能、moperaU 機能又

は sp モードの提供を受けているものに限ります。）の契約

者回線又は当社が定める協定事業者が提供する電気通

信サービスの契約者回線からの音声ファイルの送信に限り、

行うことができます。 

(11)～(30)（略） 

(31) 契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を含む

暦月におけるこの機能、４欄に規定するビジネス mopera

インターネット機能及び８欄に規定する sp モード機能の利

用に係る請求を行った回数の累計（当社が定める方法によ

り累計します。以下「sp モード機能等累計請求回数」といい

ます。）が当社が定める回数を超えるときは、この機能の利

用に係る請求を行うことができない場合があります。 

 

(32)（略） 

（注１）～（注２）（略） 

３ （略） （略） 

４ ビジネス mopera インターネット機能 

  (1)～(2) 

(1)～(8)（略） 

(9) 契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を含む暦

月におけるspモード機能等累計請求回数が当社が定める回

数を超えるときは、この機能の利用に係る請求を行うことがで

きない場合があります。 

(10)（略） 

（注１）～（注２）（略） 

５～７ （略） （略） 

８ sp モード機能 

 (1)～(9)（略） 

(1)～(5)（略） 

(6) メールアドレスの変更は、当社が別に定める場合に限り行

うことができます。 ただし、１の暦月における sp モード電子

メールアドレスの変更を行った回数及びｉモード電子メールア

ドレスの変更を行った回数の累計（当社が定める方法によ

り累計します。以下「メールアドレス累計変更回数」といいま

す。）が、当社が定める回数を超えるときは、sp モード電子

メールアドレスの変更を行うことができない場合があります。 

(7)～(23)（略） 

(24) 災害用音声お届けサービスによる音声ファイルの蓄積は、

Ｘｉ（総合利用プランに係るものであって、sp モード機能、

２欄に規定する moperaU 機能又はｉモード機能の提供

を受けているものに限ります。）の契約者回線若しくはＦＯ

ＭＡ（ＦＯＭＡサービス契約約款に規定する通話モード

による通信を行うことができるものであって、ＦＯＭＡサービ

ス契約約款に規定するｉモード機能、moperaU 機能又

は sp モードの提供を受けているものに限ります。）の契約

者回線又は当社が定める協定事業者が提供する電気通

２ moperaU 機能 

 (1)～(5)（略） 

(1)～(9)（略） 

(10) 災害用音声お届けサービスによる音声ファイルの蓄積は、

Ｘｉ（総合利用プランに係るものであって、moperaU 機

能、８欄に規定する sp モード機能又は 14 欄に規定する

ｉモード機能の提供を受けているものに限ります。）の契約

者回線若しくはＦＯＭＡ（ＦＯＭＡサービス契約約款に

規定する総合利用プランに係るものであって、ＦＯＭＡサー

ビス契約約款に規定するｉモード機能、moperaU 機能又

は sp モードの提供を受けているものに限ります。）の契約

者回線又は当社が定める協定事業者が提供する電気通

信サービスの契約者回線からの音声ファイルの送信に限り、

行うことができます。 

(11)～(30)（略） 

(31) 契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を含む

暦月におけるこの機能、４欄に規定するビジネス mopera

インターネット機能、８欄に規定する sp モード機能及び 14

欄に規定するｉモード機能の利用に係る請求を行った回数

の累計（当社が定める方法により累計します。以下「ｉモー

ド機能等累計請求回数」といいます。）が当社が定める回

数を超えるときは、この機能の利用に係る請求を行うことがで

きない場合があります。 

(32)（略） 

（注１）～（注２）（略） 

３ （略） （略） 

４ ビジネス mopera インターネット機能 

  (1)～(2) 

(1)～(8)（略） 

(9) 契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を含む暦

月におけるｉモード機能等累計請求回数が当社が定める回

数を超えるときは、この機能の利用に係る請求を行うことがで

きない場合があります。 

(10)（略） 

（注１）～（注２）（略） 

５～７ （略） （略） 

８ sp モード機能 

 (1)～(9)（略） 

(1)～(5)（略） 

(6) メールアドレスの変更は、当社が別に定める場合に限り行

うことができます。 ただし、１の暦月における sp モード電子

メールアドレスの変更を行った回数及び 14 欄に規定するｉ

モード電子メールアドレスの変更を行った回数の累計（当社

が定める方法により累計します。以下「メールアドレス累計変

更回数」といいます。）が、当社が定める回数を超えるとき

は、sp モード電子メールアドレスの変更を行うことができない

場合があります。 

(7)～(23)（略） 

(24) 災害用音声お届けサービスによる音声ファイルの蓄積は、

Ｘｉ（総合利用プランに係るものであって、sp モード機能、

２欄に規定する moperaU 機能又は 14 欄に規定するｉ

モード機能の提供を受けているものに限ります。）の契約者

回線若しくはＦＯＭＡ（ＦＯＭＡサービス契約約款に規

定する総合利用プランに係るものであって、ＦＯＭＡサービ

ス契約約款に規定するｉモード機能、moperaU 機能又

は sp モードの提供を受けているものに限ります。）の契約



信サービスの契約者回線からの音声ファイルの送信に限り、

行うことができます。 

(25)～(40)（略） 

(41) 当社は、契約者から第 12 条の２（Ｘｉの電話番号

保管）又は第 20 条の２（定期契約に係る電話番号保

管）に規定する電話番号保管の請求と同時に請求があっ

た場合に限り、sp モード電子メールアドレス保管（そのメー

ルアドレスを、他に転用することなく、請求があった日から一定

期間、この機能を利用できないようにすることをいいます。以

下この欄において同じとします。）を行います。 

(42) 当社は、電話番号保管の請求と同時に sp モード電子

メールアドレス保管の請求がなかったときは、この機能を廃止

します。 

(43)～(44)（略） 

(45) 契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を含む

暦月における sp モード機能等累計請求回数が当社が定め

る回数を超えるときは、この機能の利用に係る請求を行うこ

とができない場合があります。 

(46)～(54)（略） 

（注１）～（注３）（略） 

９～13 （略） （略） 

14 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

者回線又は当社が定める協定事業者が提供する電気通

信サービスの契約者回線からの音声ファイルの送信に限り、

行うことができます。 

(25)～(40)（略） 

(41) 当社は、契約者から第 12 条の２（Ｘｉの電話番号

保管）に規定する電話番号保管の請求と同時に請求があ

った場合に限り、sp モード電子メールのメールアドレス保管

（そのメールアドレスを、他に転用することなく、請求があった

日から一定期間、この機能を利用できないようにすることをい

います。以下この欄において同じとします。）を行います。 

(42) 当社は、電話番号保管の請求と同時に sp モード電子

メールのメールアドレス保管の請求がなかったときは、この機

能を廃止します。 

(43)～(44)（略） 

(45) 契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を含む

暦月におけるｉモード機能等累計請求回数が当社が定め

る回数を超えるときは、この機能の利用に係る請求を行うこ

とができない場合があります。 

(46)～(54)（略） 

（注１）～（注３）（略） 

９～13 （略） （略） 

14 ｉモード機能 

 (1) 端末設備のボタン操作により、あらかじめ指定した情報又

は選択した情報をｉモードセンタを経由して受信（パケット

通信モード又は 64kb/s デジタル通信モードによるものに限

ります。）することができるようにする機能（基本機能）をい

います。 

 (2) この機能を利用しているＸｉ契約者は、当社が別に定め

るところにより、インターネットサービスをデータ通信モードにより

利用することができます。 

 (3) この機能を利用しているＸｉ契約者は、ｉモード電子メー

ル（ｉモード機能用に当社が割り当てたメールアドレス及び

当社が別に定めるメール・プロトコルを使用して当社が設置す

るメール蓄積装置によりメールの蓄積、受信又は転送等を行

うことができるサービスをいいます。以下同じとします。）をデー

タ通信モードにより利用することができます。 

 (4) この機能を利用しているＸｉ契約者は、災害用伝言板サ

ービスを利用することができます。 

 (5) この機能を利用しているＸｉ契約者は、音声文字変換

機能（当社が定める機能を有する端末設備を利用して、デ

ータ通信モードにより、音声（当社が定める言語等に限りま

す。以下この欄において同じとします。）に係る情報を送信

し、その情報を文字、数字及び記号等（以下この欄におい

て「音声文字列」といいます。）に変換して受信する機能を

いいます。以下同じとします。）を利用することができます。 

 (6) この機能を利用しているＸｉ契約者は、災害用音声お届

けサービスを利用することができます。 

 (7) この機能を利用しているＸｉ契約者は、次の①から③に

定める機能を追加機能として利用することができます。 

 ① ｉモード電子メール転送機能 

   ｉモード電子メールのメールアドレスを変更した場合におい

(1) Ｘｉ（当社が別に定めるものに限ります。）に限り提供し

ます。 

(2) この機能により受けられる情報は、当社が別に定める者に

より作成されます。 

(3) 当社は、ｉモード電子メールを利用するためのメールアドレ

スを当社が別に定めるところにより契約者識別番号１番号

ごとに割り当てます。 

(4) メールアドレスの変更は、当社が別に定める場合に限り行

うことができます。 

   ただし、１の暦月におけるメールアドレス累計変更回数が、

当社が定める回数を超えるときは、ｉモード電子メールアドレ

スの変更を行うことができない場合があります。 

(5) 蓄積できるｉモード電子メール（ⅰモード電子メールに添

付された画像等の情報を含みます。以下この欄において同じ

とします。）の情報量又は数等は、当社が別に定めるところ

によります。 

(6) 契約者回線から送信できるｉモード電子メールの数は、当

社が別に定める数以内とします。 

(7) 蓄積したｉモード電子メールは、当社が別に定める時間が

経過したとき又は当社が別に定める回数の受信があったとき

は、消去されます。 

(8) (7)の規定によるほか、この機能の利用の中止があったとき

は、既に蓄積されているｉモード電子メールが消去されること

があります。この場合、消去されたメールの復元はできませ

ん。 

(9) 当社が別に定める方法により指定した電子メールの蓄積を

行わないようにすることができます。 

(10) (9)の規定によるほか、１の契約者回線から当社が別に

定める数を超えるｉモード電子メールの送信があった場合

に、その数を超える部分のｉモード電子メールの蓄積を行わ



  て、変更前のメールアドレスへ送信されたｉモード電子メール

を変更後のメールアドレスへ転送できるようにする機能をいい

ます。 

 ② ｉモード電子メール等音声文字変換機能 

   ｉモード電子メール及びショートメッセージ通信モードに係る

文字メッセージの作成において、当社が定める機能を有する

端末設備を利用して、データ通信モードにより、音声に係る

情報を送信し、その情報を音声文字列に変換して受信する

機能をいいます。 

 (8) この機能を利用しているＸｉ契約者は、特定送信元拒

否設定機能（ｉモード電子メールの利用において、特定のＩ

Ｐアドレスから送信された電子メールを蓄積しない機能をいいま

す。）を利用する意思表示があったものとして取り扱います。 

ないようにすることができます。 

(11) この機能を利用して、契約者回線（当社が定める外国

の電気通信事業者が提供する国際アウトローミングに係る

電気通信回線を含みます。）に接続されている移動無線

装置の所在に係る情報から特定された区域に関する情報

を、当社が別に定める方法により送出することができます。 

(12) 当社は、この機能の利用に関して相互接続点を介して

接続している電気通信設備に係る通信の品質を保証しま

せん。 

(13) 電波状態等により、この機能を利用して送受信された情

報等が破損又は滅失することがあります。この場合において、

当社は一切の責任を負わないものとします。 

(14) この機能を利用している契約者は、当社が指定する方

法に限り情報（当社が別に定めるものに限ります。）を受

信できるようにすること、又は当社が指定する方法により分

類された区分の属性を有する文字及び記号等を含む情報

であると当社が認定したもの (以下「指定属性情報」といい

ます。）を受信できないようにすること、並びに当社が別に定

める時間帯において情報を受信することができないようにする

こと（以下この欄において「アクセス制限」といいます。）がで

きます。 

(15) アクセス制限（当社が別に定めるものに限ります。）を

利用している契約者は、当社が別に定める方法により、受

信できる情報、受信できない情報又は受信できない時間帯

を、その契約者が指定すること（以下この欄において「アクセ

ス制限カスタマイズ」といいます。）ができます。 

(16) 当社は、この機能を利用している契約者（青少年が利

用すると申告した者に限ります。）がそのＸｉにおいてアクセ

ス制限を利用しない場合は、その青少年の親権者又は後

見人から、当社所定の書面によりその旨を申出ていただきま

す。 

(17) Ｘｉ契約者（未成年者である場合に限ります。）がア

クセス制限の廃止又はアクセス制限カスタマイズの利用に関

する請求を行うときは、その契約者の親権者又は後見人の

同意を得ていただきます。 

(18) 災害用伝言板サービスは、当社が定める期間に限り利

用することができます。 

(19) 災害用伝言板サービスを利用して登録された情報につい

ては、当社が定める時間が経過した後、消去します。 

(20) 災害用伝言板サービスを利用して登録できる情報の件

数等については、当社が別に定めるところによります。 

(21) 当社は、他の契約者回線から災害用伝言板サービスに

係る情報の登録の希望があった旨をｉモード電子メールを

利用して送信します。 

(22) 当社は、災害用伝言板サービスを利用して登録された

情報について、その情報を登録した契約者回線に係る指定

割引回線群（料金表第１表第３（通信料）に規定する

ものをいいます。）を構成する他の契約者回線及び(21)に

規定する情報の登録の希望があった契約者回線へｉモード

電子メールを利用して送信します。 

   ただし、情報を登録した者が送信を希望しない場合はこの

限りでありません。 



  (23) 当社は、音声文字変換機能を利用して行う音声文字

列への変換の精度について、保証しません。 

(24) 災害用音声お届けサービスは、当社が定める期間に限り

利用することができます。 

(25) 災害用音声お届けサービスによる音声ファイルの蓄積は、

Ｘｉ（総合利用プランに係るものであって、ｉモード機能、

２欄に規定する moperaU 機能又は８欄に規定する sp

モード機能の提供を受けているものに限ります。）の契約者

回線若しくはＦＯＭＡ（ＦＯＭＡサービス契約約款に規

定する総合利用プランに係るものであって、ＦＯＭＡサービ

ス契約約款に規定するｉモード機能、moperaU 機能又

は sp モードの提供を受けているものに限ります。）の契約

者回線又は当社が定める協定事業者が提供する電気通

信サービスの契約者回線からの音声ファイルの送信に限り、

行うことができます。 

(26) 災害用音声お届けサービスにより蓄積できる音声ファイル

の情報量及び数は、当社が定める数以内とします。 

(27) (26)に規定する数を超えて音声ファイルを蓄積しようとす

るときは、蓄積されている音声ファイルのうち、最初に蓄積し

たものから順に消去して蓄積します。 

(28) (27)の規定によるほか、災害用音声お届けサービスを利

用して蓄積された音声ファイルについては、当社が定める時

間が経過した後、消去します。 

(29) 当社は、災害用音声お届けサービスにより音声ファイルが

蓄積されたときは、ショートメッセージ通信モードにより、その契

約者回線へその旨を通知します。 

(30) 当社は、災害用音声お届けサービスにより蓄積された音

声ファイルを受信したときは、ショートメッセージ通信モードによ

り、音声ファイルの送信元となる契約者回線へその旨を通知

します。 

(31) Ｘｉ契約者は、ｉモード電子メール転送機能を利用す

るときは、当社が定める方法により、その機能の利用に係る

請求をしていただきます。 

(32) 当社は、(31)に規定する請求があったときは、その請求

を当社が承諾した日から起算して 60 日間（以下この欄に

おいて「転送期間」といいます。）に限り、ｉモード電子メー

ル転送機能を提供します。 

(33) ｉモード電子メール転送機能は、転送期間が経過した

場合又は契約者識別番号の変更があった場合、廃止され

ます。 

(34) Ｘｉ契約者は、ｉモード電子メール等音声文字変換機

能を利用する場合は、あらかじめ当社に申し出ていただきま

す。 

(35) 当社は、ｉモード電子メール等音声文字変換機能を利

用して行う音声文字列への変換の精度について、保証しま

せん。 

(36) 当社が一定時間内に大量又は多数の通信があったと認

めた場合には、この機能の一部又は全部の利用を中止する

ことがあります。 

(37) この機能を利用している契約者は、国際ローミング機能

の提供を受けている場合において、データ通信モードによる国

際アウトローミングを利用して外国からこの機能を利用するこ



  

  

15～20 （略） (略) 

とができます。 

    ただし、一部の情報の受信又は送出ができない等、利用

できる機能が制限されることがあります。 

(38) この機能を利用している契約者は、64kb/s デジタル通

信モードにより mopera 機能を利用して特定された情報を

受信するための番号の通知を受けることができます。 

(39) 一般契約又は定期契約に係る名義変更（新たにその

契約者になろうとする者と名義変更前の契約者との関係が

親子その他当社が別に定める基準に適合する場合の名義

変更又は法人の合併若しくは分割に伴う名義変更を除きま

す。）があったとき又はＸｉパケ・ホーダイｆｏｒｉＰｈｏ

ｎｅの選択があったときは、この機能は廃止されます。 

(40) Ｘｉ契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を

含む暦月におけるｉモード機能等累計請求回数が当社が

定める回数を超えるときは、この機能の利用に係る請求を行

うことができない場合があります。 

(41) 当社は、Ｘｉ契約者から第 12 条の２（Ｘｉの電話

番号保管）に規定する電話番号保管の請求と同時に請

求があった場合に限り、ｉモード電子メールのメールアドレス

保管（そのメールアドレスを、他に転用することなく、請求が

あった日から一定期間、この機能を利用できないようにするこ

とをいいます。以下この欄において同じとします。）を行いま

す。 

(42) 当社は、電話番号保管の請求と同時にｉモード電子メ

ールのメールアドレス保管の請求がなかったときは、この機能

を廃止します。 

(43) 電話番号保管期間が３年を経過したときは、電話番号

保管期間が３年を経過した日においてこの機能は廃止され

たものとします。この場合において、当社は、電話番号保管

期間が３年を経過する前にあらかじめそのことを契約者に通

知します。 

(44) 当社は、契約者がインターネットサービスを利用する場合

において、児童ポルノ情報を受信できないようにすることがあ

ります。 

(45) この機能の利用中止その他の提供条件については、当

社が別に定めるところによります。 

(46) Ｘｉ契約者は、当社が別に定める方法により、特定送

信元拒否設定機能を利用できないようにすることができま

す。 

（注１）(14)に規定する当社が別に定めるもの、(15)に規

定する当社が別に定めるもの並びに当社が別に定める方

法及び(45)に規定する当社が別に定めるところは、「ｉモ

ードご利用規則」に定めるところによります。 

（注２）(46)に規定する当社が別に定める方法は、当社のイ

ンターネットホームページに定めるところによります。 

  

15～20 （略） (略) 



21 ｉモード電子メール転送機能 

   ｉモード電子メールのメールアドレスを変更した場合におい

て、変更前のメールアドレスへ送信されたｉモード電子メールを

変更後のメールアドレスへ転送できるようにする機能をいいま

す。 

(1) ｉモード機能の提供を受けているＸｉに限り提供します。 

(2) Ｘｉ契約者は、ｉモード電子メール転送機能を利用する

ときは、当社が定める方法により、その機能の利用に係る請求

をしていただきます。 

(3) 当社は、(2)に規定する請求があったときは、その請求を当

社が承諾した日から起算して 60 日間（以下この欄において

「転送期間」といいます。）に限り、ｉモード電子メール転送

機能を提供します。 

(4) ｉモード電子メール転送機能は、転送期間が経過した場

合又は契約者識別番号の変更があった場合、廃止されま

す。 

(5) この機能の利用中止その他の提供条件については、当社

が別に定めるところによります。 

（注） (5)に規定する当社が別に定めるところは、「ｉモードご

利用規則」に定めるところによります。 

22 ｉモード電子メール等音声文字変換機能 

   ｉモード電子メール及びショートメッセージ通信モードに係る

文字メッセージの作成において、当社が定める機能を有する端

末設備を利用して、データ通信モードにより、音声に係る情報

を送信し、その情報を音声文字列に変換して受信する機能を

いいます。 

(1) ｉモード機能の提供を受けているＸｉに限り提供します。 

(2) Ｘｉ契約者は、ｉモード電子メール等音声文字変換機

能を利用する場合は、あらかじめ当社に申し出ていただきま

す。 

(3) 当社は、ｉモード電子メール等音声文字変換機能を利

用して行う音声文字列への変換の精度について、保証しませ

ん。 

(4) この機能の利用中止その他の提供条件については、当社

が別に定めるところによります。 

（注） (4)に規定する当社が別に定めるところは、「ｉモードご

利用規則」に定めるところによります。 

23～29 （略）  （略） 

30 遠隔管理機能（あんしんマネージャー） 

(1)～(9)（略） 

 

 

 

(1)（略） 

(2) 遠隔管理機能には、タイプＡ（i モード機能の提供を受け

ているものに限ります。）に接続されている当社が定める端末

設備（特定端末設備を除きます。）に限り利用することがで

きます。）とタイプＢ（spモード機能（８欄に規定するものを

いいます。以下、この欄において同じとします。）の提供を受け

ているものに限ります。）、moperaU 機能（２欄に規定す

るものをいいます。以下、この欄において同じとします。）の提

供を受けているものに限ります。）又は（ビジネス mopera イ

ンターネット機能（４欄に規定するものをいいます。以下、こ

の欄において同じとします。）の提供を受けているものに限りま

す。）に接続されている特定端末設備に限り利用することが

できます。）、タイプＣ（ｉモード機能、sp モード機能、

moperaU 機能又はビジネス mopera インターネット機能の

提供を受けているものに限ります。）に接続されている端末設

備（当社が定めるもの（タイプＡ又はタイプＢに係るものを除

きます。）に限り利用することができます。）及びタイプＤ

（sp モード機能の提供を受けているものに限ります。）に接

続されている端末設備（当社が定めるもの（タイプＡ、タイプ

Ｂ又はタイプＣに係るものを除きます。）に限り利用すること

ができます。）があります。 

 

(3)～(20)（略） 

（注）（略） 

21 削除 

 

 

22 削除  

23～29 （略）  （略） 

30 遠隔管理機能（あんしんマネージャー） 

(1)～(9)（略） 

 

 

 

(1)（略） 

(2) 遠隔管理機能には、タイプＡ（i モード機能（14 欄に規

定するものをいいます。以下、この欄において同じとします。）

の提供を受けているものに限ります。）に接続されている当社

が定める端末設備（特定端末設備を除きます。）に限り利

用することができます。）とタイプＢ（sp モード機能（８欄に

規定するものをいいます。以下、この欄において同じとしま

す。）の提供を受けているものに限ります。）、moperaU 機

能（２欄に規定するものをいいます。以下、この欄において同

じとします。）の提供を受けているものに限ります。）又は（ビ

ジネスmoperaインターネット機能（４欄に規定するものをい

います。以下、この欄において同じとします。）の提供を受けて

いるものに限ります。）に接続されている特定端末設備に限り

利用することができます。）、タイプＣ（ｉモード機能、sp モ

ード機能、moperaU 機能又はビジネス mopera インターネ

ット機能の提供を受けているものに限ります。）に接続されて

いる端末設備（当社が定めるもの（タイプＡ又はタイプＢに

係るものを除きます。）に限り利用することができます。）及び

タイプＤ（sp モード機能の提供を受けているものに限りま

す。）に接続されている端末設備（当社が定めるもの（タイ

プＡ、タイプＢ又はタイプＣに係るものを除きます。）に限り利

用することができます。）があります。 

(3)～(20)（略） 

（注）（略） 



31 (略) (略) 

32 ワンナンバー機能 

 １の契約者回線に２の端末設備（当社が定めるものに限りま

す。以下この欄において同じとします。）を接続して通信（通話

モード、データ通信モード又はショートメッセージ通信モードに限りま

す。以下この欄において同じとします。）を行うことができるようにす

る機能をいいます。 

(1) 次のアからイに該当するＸｉに限り提供します。 

ア 基本使用料の料金種別が料金表第１表第１（基本使

用料）に規定するギガホ２又はギガライト２を選択してい

ること。 

イ～ウ (略) 

(2)～(8) (略) 

33 (略) (略) 

 

別表３～別表 7 （略） 

 

別表 8 国際アウトローミングに係る外国の電気通信事業者 

１ ２以外のもの 

地域 事業者名  

 

（略） 

通話モード 
64kb/s デジタル

通信モード 
データ通信モード 

ショートメッセージ通信

モード 

南
・
北
ア
メ
リ
カ
地
方 

（略） 

ア
ジ
ア
地
方 

（略） 

大韓民国 

（略） （略） 

LG Uplus Corp △１ － 

△Ａ 

△● 

△☆ 

△ 

（略） 

31 (略) (略) 

32 ワンナンバー機能 

 １の契約者回線に２の端末設備（当社が定めるものに限りま

す。以下この欄において同じとします。）を接続して通信（通話

モード、データ通信モード又はショートメッセージ通信モードに限りま

す。以下この欄において同じとします。）を行うことができるようにす

る機能をいいます。 

(1) 次のアからイに該当するＸｉに限り提供します。 

ア 基本使用料の料金種別が料金表第１表第１（基本使

用料）に規定するギガホ又はギガライトを選択しているこ

と。 

イ～ウ (略) 

(2)～(8) (略) 

33 (略) (略) 

 

別表３～別表 7 （略） 

 

別表 8 国際アウトローミングに係る外国の電気通信事業者 

１ ２以外のもの 

地域 事業者名  

 

（略） 

通話モード 
64kb/s デジタル

通信モード 
データ通信モード 

ショートメッセージ通信

モード 

南
・
北
ア
メ
リ
カ
地
方 

（略） 

ア
ジ
ア
地
方 

（略） 

大韓民国 

（略） （略） 

     

（略） 



オ
セ
ア
ニ
ア
地
方 

（略） 

キリバス共和国 

Amalgamated 

Telecom Holdings 

Kiribati Limited 

５ － Ａ 〇 

（略） 

ソロモン諸島 

Solomon Telekom 

Company Ltd 
（略） （略） 

Ａ 

● 

★ 

（略） 

（略） （略） 

（略） 

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
地
方 

（略） 

ベラルーシ共和国 

Unitary enterprise A1 （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） 

（略） 

オ
セ
ア
ニ
ア
地
方 

（略） 

キリバス共和国 

Amalgamated 

Telecom Holdings 

Kiribati Limited 

△５ － △Ａ △ 

（略） 

ソロモン諸島 

Solomon Telekom 

Company Ltd 
（略） （略） 

△Ａ 

△● 

△★ 

（略） 

（略） （略） 

（略） 

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
地
方 

（略） 

ベラルーシ共和国 

Unitary enterprise 

velcom 
（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） 

（略） 



マケドニア旧ユーゴ

スラビア共和国 

Company for 

communication 

services A1 

Makedonija DOOEL 

Skopje 

（略） （略） （略） （略） 

（略） 

ア
フ
リ
カ
地
方 

（略） 

（略） 

（注）通信の種類のうち△印が付されているものについては、令和元年 11 月 30 日までの間において提供開始予定であり、それぞれ 

提供が開始されたときにはインターネット等を利用してそのことを掲示します。 

２ （略） 

別表 9 通話モード又は 64kb/s デジタル通信モードにより国際アウトローミングに係る電気通信回線へ着信する通信に係る取扱地域 

 

１ 通話モードに係るもの 

  区  分 取   扱   地   域 

南・北アメリカ地方 （略） 

アジア地方 （略） 

オセアニア地方 オーストラリア連邦（７）、キリバス共和国（７）クック諸島（７）、クリスマス島（７）、サ

モア独立国（７）、ソロモン諸島（７）、トンガ王国（７）、ナウル共和国（７）、ニューカ

レドニア（７）、ニュージーランド（７）、バヌアツ共和国（７）、パプアニューギニア独立国

（４）、パラオ共和国（５）、フィジー共和国（７）、仏領ポリネシア（７）、△米領サモ

ア（４）ミクロネシア連邦（４） 

ヨーロッパ地方 （略） 

アフリカ地方 （略） 

 

２ 64kb/s デジタル通信モードに係るもの 

表（略） 

（注）取扱地域に△印が付されているものについては、令和元年 11 月 30 日までの間において取扱開始予定であり、それぞれ取扱い

マケドニア旧ユーゴ

スラビア共和国 

one.Vip DOOEL 

Skopje 
（略） （略） （略） （略） 

（略） 

ア
フ
リ
カ
地
方 

（略） 

（略） 

（注）通信の種類のうち△印が付されているものについては、令和元年９月 3０日までの間において提供開始予定であり、それぞれ 

提供が開始されたときにはインターネット等を利用してそのことを掲示します。 

２ （略） 

別表 9 通話モード又は 64kb/s デジタル通信モードにより国際アウトローミングに係る電気通信回線へ着信する通信に係る取扱地域 

 

１ 通話モードに係るもの 

  区  分 取   扱   地   域 

南・北アメリカ地方 （略） 

アジア地方 （略） 

オセアニア地方 オーストラリア連邦（７）、△キリバス共和国（７）クック諸島（７）、クリスマス島（７）、

サモア独立国（７）、ソロモン諸島（７）、トンガ王国（７）、ナウル共和国（７）、ニュー

カレドニア（７）、ニュージーランド（７）、バヌアツ共和国（７）、パプアニューギニア独立国

（４）、パラオ共和国（５）、フィジー共和国（７）、仏領ポリネシア（７）、△米領サモ

ア（４）ミクロネシア連邦（４） 

ヨーロッパ地方 （略） 

アフリカ地方 （略） 

 

２ 64kb/s デジタル通信モードに係るもの 

表（略） 

（注）取扱地域に△印が付されているものについては、令和元年 7 月 31 日までの間において取扱開始予定であり、それぞれ取扱いが



が開始されたときにはインターネット等を利用してそのことを掲示します。 

 

 

附 則（令和元年 9 月 24 日経企第 1605 号） 

  （実施期日） 

 １ この改正規定は令和元年 10 月 1 日から実施します。 

  （料金の支払いに関する経過措置） 

 ２ この改正規定実施前に、支払い又は支払わなければならなかったＸｉサービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとし

ます。 

  （ｉモード機能に関する経過措置） 

 ３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により提供されているｉモード機能の料金その他提供条件は、次のとおりとします。 

  (1) 付加機能使用料 

    ア ｉモード機能に関する付加機能使用料については、次表のとおりとします。 

    イ 料金表第１表（料金）第１（基本使用料）の１の(2)に規定する身体障がい者等割引の適用を受けているときは、アに規

定する額から、その額に 0.60 を乗じて得た額を差し引いて適用します。 

    ウ この機能の提供を受けている１のＸｉについて、別表２（付加機能）に規定する moperaU 機能（スタンダードプランに係るも

のに限ります。）、ビジネス mopera インターネット機能及び sp モード機能に係る付加機能使用料（基本機能に係るものに限り

ます。）のうち、２以上の付加機能使用料の適用を同時に受けているときは、イの適用を受ける場合を除き、アに規定する額から、

150 円（月額）を減額して適用します。 

エ 料金表通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定により付加機能使用料を日割するときは、ウに規定する額を日

割して適用します。 

  (2) ｉモード電子メール（ｉモード機能用に当社が割り当てたメールアドレス及び当社が別に定めるメール・プロトコルを使用して当社が

設置するメール蓄積装置によりメールの蓄積、受信又は転送等を行うことができるサービスをいいます。以下同じとします。）の提供は

次のとおりとします。 

    ア ｉモード電子メールのメールアドレスの変更は、当社が別に定める場合に限り行うことができます。 

ただし、１の暦月におけるメールアドレス累計変更回数が、当社が定める回数を超えるときは、ｉモード電子メールアドレスの変

更を行うことができない場合があります。 

    イ 蓄積できるｉモード電子メール（ⅰモード電子メールに添付された画像等の情報を含みます。以下この欄において同じとしま

す。）の情報量又は数等は、当社が別に定めるところによります。 

    ウ 契約者回線から送信できるｉモード電子メールの数は、当社が別に定める数以内とします。 

    エ 蓄積したｉモード電子メールは、当社が別に定める時間が経過したとき又は当社が別に定める回数の受信があったときは、消去さ

れます。 

  (3) 災害用伝言板サービス及び災害用音声お届けサービスは、次のとおりとします。 

    ア 災害用伝言板サービス及び災害用音声お届けサービスは、当社が定める期間に限り利用することができます。 

    イ 災害用音声お届けサービスによる音声ファイルの蓄積は、Ｘｉ（通話モードによる通信を行うことができるものであって、ｉモード

機能又は別表２（付加機能）に規定する moperaU 機能又は sp モード機能の提供を受けているものに限ります。）の契約者

回線若しくはＦＯＭＡ（ＦＯＭＡサービス契約約款に規定する通話モードによる通信を行うことができるものであって、ＦＯＭＡ

サービス契約約款に規定するｉモード機能、moperaU 機能又は sp モードの提供を受けているものに限ります。）の契約者回線

又は当社が定める協定事業者が提供する電気通信サービスの契約者回線からの音声ファイルの送信に限り、行うことができます。 

    ウ 災害用伝言板サービスを利用して登録された情報及び災害用音声お届けサービスを利用して蓄積された音声ファイルについて

は、当社が定める時間が経過した後、消去します。 

    エ 災害用伝言板サービスを利用して登録できる情報の件数等及び災害用音声お届けサービスにより蓄積できる音声ファイルの情

報量及び数は、当社が定める数以内とします。 

 （4）この機能を利用している契約者は、国際ローミング機能の提供を受けている場合において、データ通信モードによる国際アウトローミ

ングを利用して外国からこの機能を利用することができます。この場合において、この機能を利用してデータ通信モードによる国際アウ

トローミングを利用した場合の国際アウトローミング利用料は、ＩＳＰ接続通信の場合に準じて取り扱います。 

区        分 単      位 

料金額（月額） 

次 の税 抜 額 （ かっこ 内 は 税 込

額） 

ｉモード機能 １契約ごとに 300 円 ( 330 円) 

開始されたときにはインターネット等を利用してそのことを掲示します。 

   



  (5) 一般契約又は定期契約に係る名義変更（新たにその契約者になろうとする者と名義変更前の契約者との関係が親子その他当

社が別に定める基準に適合する場合の名義変更又は法人の合併若しくは分割に伴う名義変更を除きます。）があったときは、名義

変更により新たに契約者となる者へ継続して提供します。 

  (6) 電話番号保管期間が３年を経過したときは、電話番号保管期間が３年を経過した日においてこの機能は廃止されたものとしま

す。この場合において、当社は、電話番号保管期間が３年を経過する前にあらかじめそのことを契約者に通知します。 

  (7) この機能を利用しているＸｉ契約者は、特定送信元拒否設定機能（ｉモード電子メールの利用において、特定のＩＰアドレス

から送信された電子メールを蓄積しない機能をいいます。）を利用する意思表示があったものとして取り扱います。 

  (8) 当社は、契約者がインターネットサービスを利用する場合において、児童ポルノ情報を受信できないようにすることがあります。 

  (9) 当社は、１のＸｉ（電話番号保管の請求と同時にｉモード機能が廃止されたものに限ります。）について電話番号保管を取り

やめる請求があった場合であって、契約者からこの機能に係る利用の請求があったときは、改正前の規定によりこの機能を提供しま

す。 

  (10) (1)から(9)以外の提供条件はなお従前のとおりとします。 

  （その他） 

 ３ 経企第 2738 号（平成 31 年２月 12 日）の附則第４項中、「別表２（付加機能）に規定するｉモード機能」 を「ｉモード機

能」に改めます。 

 

 

 

 

 



 

 

  

 附 則（令和元年９月 27 日経企第 1635 号） 

  （実施期日） 

 １ この改正規定は、令和元年 10 月１日から実施します。 

  （料金の支払いに関する経過措置） 

 ２ この改正規定実施前に、支払い又は支払わなければならなかったＸｉサービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとし

ます。 

 （ギガホ等に係る経過措置） 

３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により提供されているギガホ、ギガライト、ケータイプラン及びデータプラス（以下この附則

において「ギガホ等」といいます。）のＸｉ（改正前の規定により契約の申込みの承諾を受けているものを含みます。）の料金その他の

提供条件は、次のとおりとします。 

  (1) 基本使用料 

    ア 基本使用料は、この改正規定実施の際現に、改正前の規定により選択している基本使用料の料金種別に応じて次表に定める

額を適用します。 

１契約ごとに 

区       分 料 金 額（月額） 

    データ量ステップ 次の税抜額（かっこ内は税込

額） 

Ｘｉ 一般契約に係るもの ギガホ － 8,180 円 (8,998 円) 

 ギガライト ステップ１ １GBまで 4,180 円 (4,598 円) 

 ステップ２ １GB超え３

GBまで 
5,180 円 (5,698 円) 

  ステップ３ ３GB超え５

GBまで 
6,180 円 (6,798 円) 

  ステップ４ ５GB超え７

GBまで 
7,180 円 (7,898 円) 

 ケータイプラン － 2,400 円 (2,640 円) 

 
データプラス － 2,200 円 (2,420 円) 

 定期契約に係るもの ギガホ － 6,680 円 (7,348 円) 

 ギガライト 
ステップ１ 

１GBまで 
2,680 円 (2,948 円) 

 
ステップ２ 

１GB超え３

GBまで 
3,680 円 (4,048 円) 

  
ステップ３ 

３GB超え５

GBまで 
4,680 円 (5,148 円) 

 



 

 

  
ステップ４ 

５GB超え７

GBまで 
5,680 円 (6,248 円) 

 ケータイプラン － 900 円 (990 円) 

 
データプラス － 700 円 (770 円) 

     イ アの規定によるほか、ギガホ等に係る基本使用料の適用については、次のとおりとします。 

     (ア) ギガホからギガホ２へ基本使用料の料金種別を変更又はギガホに係る定期契約の解除と同時に新たにギガホ２に係る一般

契約を締結したときは、その基本使用料の料金種別の変更又は一般契約の締結のあった日を含む暦月の基本使用料につい

て、継続してギガホ２の選択があったものとみなして取り扱います。 

     (イ) ギガホに係る一般契約の解除と同時に新たにギガホ２に係る定期契約を締結したときは、その定期契約の締結のあった日を

含む暦月の基本使用料について、継続してギガホの選択があったものとみなして取り扱います。 

     (ウ) ギガライトからギガライト２へ基本使用料の料金種別を変更又はギガライトに係る定期契約の解除と同時に新たにギガライト

２に係る一般契約を締結したときは、その基本使用料の料金種別の変更又は一般契約の締結のあった日を含む暦月の基本

使用料について、継続してギガライト２の選択があったものとみなして取り扱います。 

     (エ) ギガライトに係る一般契約の解除と同時に新たにギガライト２に係る定期契約を締結したときは、その定期契約の締結のあっ

た日を含む暦月の基本使用料について、継続してギガライトの選択があったものとみなして取り扱います。 

     (オ) ケータイプランからケータイプラン２へ基本使用料の料金種別を変更又はケータイプランに係る定期契約の解除と同時に新た

にケータイプラン２に係る一般契約を締結したときは、その基本使用料の料金種別の変更又は一般契約の締結のあった日を含

む暦月の基本使用料について、継続してケータイプラン２の選択があったものとみなして取り扱います。 

     (カ) ケータイプランに係る一般契約の解除と同時に新たにケータイプラン２に係る定期契約を締結したときは、その定期契約の締

結のあった日を含む暦月の基本使用料について、継続してケータイプランの選択があったものとみなして取り扱います。 

     (キ) データプラスからデータ専用プランへ基本使用料の料金種別を変更又はデータプラスに係る定期契約の解除と同時に新たにデ

ータ専用プランに係る一般契約を締結したときは、その基本使用料の料金種別の変更又は一般契約の締結のあった日を含む

暦月の基本使用料について、継続してデータ専用プランの選択があったものとみなして取り扱います。 

    ウ 当社は、指定元Ｘｉについて、その指定元Ｘｉに係る指定先Ｘｉが次のいずれかに該当することが判明したときは、当社がその

ことを確認した日において、その指定元Ｘｉに係る基本使用料の料金種別をデータ専用プランからギガライト２へ変更します。 

     (ア) 契約の解除があったとき。 

     (イ) 基本使用料の料金種別がギガホ、ギガライト、ギガホ２又はギガライト２以外となったとき。 

     (ウ) 電話番号保管があったとき。 

    エ 経企第 1251 号（平成 26 年１月 10 日）に規定するＸｉデータプラン等、経企第 702 号（平成 26 年８月８日）に規

定するタイプＸｉ等及び経企第 406 号（令和元年５月 21 日）に規定するＸｉカケホーダイプラン等との間の基本使用料の料

金種別の変更並びにギガホ等相互間の基本使用料の料金種別の変更は行うことができません。 

    オ 身体障がい者等割引（ハーティ割引）の適用は、次に定めるところによります。 

     (ア) 身体障がい者等割引を選択しているギガホ等について、次表に規定する額の割引を適用します。 

基本使用料の割引額（月額） 

1,520 円 (税込額 1,672 円) 

     (イ) (ア)以外の提供条件については、改正後の規定におけるＸｉの場合に準じて取り扱います。 

    カ アからオ以外のギガホ等に係る基本使用料の適用については、次の表の左欄に規定する基本使用料の料金種別に応じて、同

表の右欄に規定する基本使用料の料金種別に係るＸｉの場合に準じて取り扱います。  

      ただし、料金表第１表第１（基本使用料）に規定するｄカードお支払割は適用しません。 

ギガホ 

ギガライト 

ケータイプラン 

データプラス 

ギガホ２ 

ギガライト２ 

ケータイプラン２ 

データ専用プラン 



 

 

  (2) 通信料 

    ア データプラス若しくはケータイプランからギガホ２若しくはギガライト２へ基本使用料の料金種別を変更又はデータプラス若しくはケー

タイプランに係るＸｉ契約の解除と同時に新たにギガホ２若しくはギガライト２に係るＸｉ契約を締結したときは、その基本使用料

の料金種別の変更又はＸｉ契約の締結のあった日を含む料金月のそのＸｉの契約者回線との間のデータ通信モードによる通信

について、継続してギガホ２又はギガライト２の選択があったものとみなして取り扱います。この場合において、その基本使用料の料

金種別の変更又はＸｉ契約の締結があった日を含む料金月においてデータプラスを選択していた間におけるその指定元Ｘｉの契

約者回線との間のデータ通信モードによる通信については、その指定元Ｘｉに係る指定先Ｘｉに関する課金対象データ量の測定

から除外します。 

     イ アの規定によるほか、ギガホ等に係る通信料の適用については、次のとおりとします。 

     (ア) ギガホからギガホ２へ基本使用料の料金種別を変更又はギガホに係るＸｉ契約の解除と同時に新たにギガホ２に係るＸｉ

契約を締結したときは、その基本使用料の料金種別の変更又はＸｉ契約の締結のあった日を含む料金月のそのＸｉの契約

者回線との間のデータ通信モードによる通信について、継続してギガホ２の選択があったものとみなして取り扱います。 

     (イ) ギガライトからギガライト２へ基本使用料の料金種別を変更又はギガライトに係るＸｉ契約の解除と同時に新たにギガライト

２に係るＸｉ契約を締結したときは、その基本使用料の料金種別の変更又はＸｉ契約の締結のあった日を含む料金月のそ

のＸｉの契約者回線との間のデータ通信モードによる通信について、継続してギガライト２の選択があったものとみなして取り扱

います。 

     (ウ) ケータイプランからケータイプラン２へ基本使用料の料金種別を変更又はケータイプランに係るＸｉ契約の解除と同時に新たに

ケータイプラン２に係るＸｉ契約を締結したときは、その基本使用料の料金種別の変更又はＸｉ契約の締結のあった日を含む

料金月のそのＸｉの契約者回線との間のデータ通信モードによる通信について、継続してケータイプラン２の選択があったものと

みなして取り扱います。 

     (エ) データプラスからデータ専用プランへ基本使用料の料金種別を変更又はデータプラスに係る定期契約の解除と同時に新たにデ

ータ専用プランに係る一般契約を締結したときは、その基本使用料の料金種別の変更又は一般契約の締結のあった日を含む

料金月のそのＸｉの契約者回線との間のデータ通信モードによる通信について、継続してデータ専用プランの選択があったものと

みなして取り扱います。 

    ウ ア及びイ以外のギガホ等に係る通信料の適用については、次の表の左欄に規定する基本使用料の料金種別に応じて、同表の

右欄に規定する基本使用料の料金種別に係るＸｉの場合に準じて取り扱います。        

ギガホ 

ギガライト 

ケータイプラン 

データプラス 

ギガホ２ 

ギガライト２ 

ケータイプラン２ 

データ専用プラン 

  (3) 定期契約に係る解約金 

    ア 定期契約に係る解約金は、次表に規定する額を適用します。 

1 契約ごとに 

区   分 

解約金の額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

定期契約に係る解約金 9,500 円 (10,450 円) 

    イ Ｘｉ契約者は、次のいずれかに該当するときは、アの規定にかかわらず、その定期契約に係る解約金の支払いを要しません。 

     (ア) 更新期間（定期契約の更新日を含む暦月のその前暦月の初日から定期契約の更新日を含む暦月の翌暦月の末日までの

間をいいます。以下同じとします。）において、その定期契約の解除に係る申出又は電話番号保管の請求があったとき。 

     (イ) 定期契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡサービス契約約款に規定する定期契約等を締結するとき。      

     (ウ) 定期契約の解除と同時に一般契約を締結する場合であって、料金表第１表第１（基本使用料）の(2)に規定する身体

障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

     (エ) 定期契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡに係る一般契約又はＦＯＭＡユビキタス一般契約を締結する場合であって、Ｆ

ＯＭＡサービス契約約款に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

     (オ) Ｘｉ契約者又は登録利用者等（第 74 条の２（利用者登録）に規定する登録利用者及び当社が定める基準によりそ



 

 

の契約に係るＸｉサービスを主に利用する者と認められる者をいいます。以下この附則において同じとします。）の死亡に関する

届出があった場合であって、その死亡日から当社が定める期間内にその契約の解除があったとき。 

    ウ イの規定によるほか、当社は、次のいずれかに該当するとき(イの(ア)の規定に該当するときを除きます。)は、アの規定にかかわら

ず、その定期契約に係る解約金の支払いを留保し、留保解約金として登録します。 

     (ア) ギガホ等から総合利用プラン若しくはデータ専用プランへ基本使用料の料金種別を変更又は定期契約の解除と同時に新た

に一般契約を締結するとき。 

     (イ) 定期契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡサービス契約約款に規定するデータ専用プラン（定額データプランを除きます。）

又は限定利用プランに係る一般契約を締結するとき。 

     (ウ) 電話番号保管の請求があったとき。     

    エ ウの場合において、当社は、次のいずれかに該当するときは、留保解約金の登録を削除します。 

     (ア) その留保解約金に係る定期契約の満了日（定期契約のＸｉにおいて電話番号保管を行っているときは、電話番号保管を

請求する前におけるその定期契約に係る満了日とします。以下この号において同じとします。）を含む暦月の前暦月の末日を経

過したとき。 

     (イ) そのＸｉ契約又はＦＯＭＡ契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡサービス契約約款に規定する定期契約等を締結すると

き。 

     (ウ) その一般契約に係るＸｉにおいて、料金表第１表第１（基本使用料）の(2)に規定する身体障がい者等割引の適用を

受けることとなるとき、又はそのＸｉ契約の解除と同時に新たに一般契約若しくはＦＯＭＡサービス契約約款に規定する一般

契約若しくはＦＯＭＡユビキタス一般契約を締結する場合であって、この約款若しくはＦＯＭＡサービス契約約款に規定する

身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

     (エ) その一般契約に係るＦＯＭＡにおいて、ＦＯＭＡサービス契約約款に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることと

なるとき又はそのＦＯＭＡ契約の解除と同時に新たに一般契約若しくはＦＯＭＡユビキタス一般契約を締結する場合であっ

て、この約款若しくはＦＯＭＡサービス契約約款に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

     (オ) そのＸｉ契約者若しくはＦＯＭＡ契約者又はそのＸｉ契約若しくはＦＯＭＡ契約に係る登録利用者等の死亡に関する

届出があった場合であって、その死亡日から当社が定める期間内にそのＸｉ契約又はＦＯＭＡ契約の解除があったとき。 

     (カ) 定期契約のＸｉにおいて、電話番号保管の解除の請求があった場合であって、第 19 条（定期契約の満了）第６項の適

用を受けることとなるとき。 

    オ ウの場合において、Ｘｉ契約者又はＦＯＭＡ契約者は、留保解約金に係る定期契約の満了日を含む暦月の前暦月の末日

までの間に、次の(ア)又は(イ)に該当するときは、イからエのいずれかに該当する場合を除き、留保解約金の支払いを要します。

この場合において、２以上の留保解約金及び解約金がある場合は、当該留保解約金及び解約金のうち最も高額となる留保

解約金又は解約金の支払いを要します。 

     (ア) そのＸｉ契約において契約の解除があったとき（その一般契約の解除と同時に新たに定期契約を締結するとき又はそのＸｉ

契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡサービス契約約款に規定するデータ専用プラン（定額データプランを除きます。）若しくは

限定利用プランに係る一般契約を締結するときを除きます。）。 

     (イ) そのＦＯＭＡ契約において契約の解除があったとき（そのＦＯＭＡ契約の解除と同時に新たにＸｉ契約を締結するときを

除きます。）又は基本使用料の料金種別の変更があったとき（基本使用料の料金種別を定額データプランへ変更するときに

限ります。）。 

    カ Ｘｉ契約者は、Ｘｉ契約を解除した後もイからオの規定の適用を受けるものとします。 

      (4) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ手数料は、次表に規定する額を適用します。 

料 金 種 別 単 位 

料 金 額(月額) 

次の税抜額(かっこ内は税込額) 

携帯電話番号・ＰＨＳポータビリティ手数料 1契約ごとに 2,000円(2,200円) 

  (5) Ｘｉ契約者は、ユニバーサルサービス料の支払いを要するものとし、料金額及びその他の提供条件については、改定後の規定にお

けるＸｉの場合に準じるものとします。  

  (6) 定期契約者は、その契約の満了と同時に新たに一般契約を締結するときは、その定期契約を締結した日から定期契約の満了日

を含む暦月の前々暦月の末日までの間において当社に申し出ていただきます。この場合において、次の表の左欄に規定する基本使

用料の料金種別を選択している定期契約者は、一般契約の締結において同表の右欄に規定する基本使用料の料金種別を選択



 

 

したものとみなします。 

 

定期契約 

ギガホ 

ギガライト 

ケータイプラン 

データプラス 

一般契約 

ギガホ 

ギガライト 

ケータイプラン 

データプラス 

  (7) 前号の規定による場合を除き、新たにギガホ等に係るＸｉ契約を締結する申込みを行うことはできません。  

  (8) (1)から(7)以外の提供条件については、なお従前のとおりとします。 

（電話番号保管の適用に係る経過措置） 

 ４ 改正前の規定により定期契約の解除と同時に一般契約を締結及びその一般契約の締結と同時に電話番号保管の開始があったＸ

ｉ契約は、この改正規定実施の日において、Ｘｉに係る定期契約を締結したものとして取り扱います。    

   （その他） 

 ５ 経企第 1251 号（平成 26 年１月 10 日）の附則第４項を次のように改めます。 

  (1) 第３号のオを次のように改めます。 

    オ Ｘｉデータプランにねんに係る定期契約に関する解約金の適用除外の取扱いについては、経企第 1635 号（令和元年９月

27 日）に規定するギガホ等に係る定期契約の場合に準じて取り扱います。 

  (2) 第８号を次のように改めます。 

    (8) 経企第 702 号（平成 26 年８月８日）に規定するタイプＸｉ等、経企第 406 号（令和元年５月 21 日）に規定する

Ｘｉカケホーダイプラン等及び経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定するギガホ等との間の基本使用料の料金種

別の変更並びにＸｉデータプラン等に係る基本使用料の料金種別相互間の変更は行うことができません。 

  (3) 第10号を次のように改めます。 

    (10)携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ手数料、請求書等の発行に関する料金及び支払証明書等の発行手数料に関する料

金額及びその他の提供条件については、経企第 406 号（令和元年５月 21 日）に規定するＸｉカケホーダイプラン等のＸｉ

の場合に準じるものとします。 

  (4) 第 12 号中「(1)から(11)」を「(1)から(12)」に改め、同号を第 13 号とし、第 11 号の次に次の一号を加えます。 

    (12) 新たにＸｉデータプラン等に係るＸｉ契約を締結する申込みを行うことはできません。 

 ６ 経企第 702 号（平成 26 年８月８日）の附則第４項を次のように改めます。 

  (1) 第１号のウを次のように改めます。 

    ウ 経企第 1251 号（平成 26 年１月 10 日）に規定するＸｉデータプラン等、経企第 406 号（令和元年５月 21 日）に規

定するＸｉカケホーダイプラン等及び経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定するギガホ等との間の基本使用料の料

金種別の変更並びにタイプＸｉ等に係る基本使用料の料金種別相互間の変更は行うことができません。 

  (2) 第３号を次のように改めます。 

    ア ウを次のように改めます。 

     ウ タイプＸｉにねんに係る定期契約（経過期間が、120 ヶ月超であるものに限ります。）の解除と同時に新たにＸｉユビキタス

定期契約（トランシーバプランに係るものを除きます。）を締結するときは、アに規定にかかわらず、解約金の支払いを要しません。 

    イ ウの次に次のエを加えます。 

     エ ウの規定によるほか、タイプＸｉ等に係る定期契約に関する解約金の適用除外の取扱いについては、経企第 1635 号（令

和元年９月 27 日）に規定するギガホ等に係る定期契約の場合に準じて取り扱います。 

       ただし、タイプＸｉにねんに係る定期契約（経過期間が、120 ヶ月超であるものに限ります。）において留保解約金を登録し

た場合におけるその留保解約金に係る定期契約の満了日は、その定期契約に係る起算日から起算して２年が経過することと

なる日とします。 

  (3) 第６号を次のように改めます。 

    (6) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ手数料、請求書等の発行に関する料金及び支払証明書等の発行手数料に関する料

金額及びその他の提供条件については、経企第 406 号（令和元年５月 21 日）に規定するＸｉカケホーダイプラン等のＸｉ

の場合に準じるものとします。  

  (4) 第９号中、「(1)から(8)」を「(1)から(9)」に改め、同号を第 10 号とし、第８号の次に次の一号を加えます。 

    (9) 新たにタイプＸｉ等に係るＸｉ契約を締結する申込みを行うことはできません。 



 

 

 ７ 経企第 406 号（令和元年５月 21 日）の附則を次のように改めます。 

  (1) 第 4 項を次のように改めます。 

    ア 第 4 項中「この改正実施の日から令和元年９月 30 日の間」を「この改正実施の日から当社が別に定める日」に、「ギガホである

こと」を「ギガホ２であること」にそれぞれ改めます。 

    イ 次の注を加えます。 

     (注) 第 4 項に規定する当社が別に定める日は、当社がこの割引の適用開始を終了する日の 30 日前までに、当社のインターネ

ットホームぺージにおいて掲示することとします。 

  (2) 第５項中及び第７項中「ギガホ」を「ギガホ２」に改めます。 

  (3) 第８項中「ギガホ若しくはギガライト」を「ギガホ２若しくはギガライト２」に改めます。 

  (4) 第９項中及び第 10 項中「ギガホ又はギガライト」を「ギガホ２又はギガライト２」に改めます。 

  (5) 第 11 項中「ギガホ又はギガライト」を「ギガホ２又はギガライト２」に、「ギガホ若しくはギガライト」を「ギガホ２若しくはギガライト２」

にそれぞれ改めます。 

  (6) 第 20 項を次のように改めます。 

    ア 第１号を次のように改めます。 

     (ア) エを次のように改めます。 

       エ 削除 

     (イ) シを次のように改めます。 

       シ 経企第 1251 号（平成 26 年１月 10 日）に規定するＸｉデータプラン等、経企第 702 号（平成 26 年８月８日）

に規定するタイプＸｉ等及び経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定するギガホ等との間の基本使用料の料金種

別の変更は行うことができません。 

    イ 第４号のイを次のように改めます。 

     イ Ｘｉカケホーダイプラン等に係る定期契約に関する解約金の適用除外の取扱いについては、経企第 1635 号（令和元年９

月 27 日）に規定するギガホ等に係る定期契約の場合に準じて取り扱います。  

    ウ 第６号のイ及びカを次のように改めます。 

     イ 削除 

     カ 削除 

    エ 第９号を次のように改めます。 

     (9) 経企第 1251 号（平成 26 年１月 10 日）に規定するＸｉデータプラン等、経企第 702 号（平成 26 年８月８日）に

規定するタイプＸｉ等及び経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定するギガホ等との間の基本使用料の料金種別

の変更は行うことができません。 

    オ 第 11 号中「(1)から(10)」を「(1)から(12)」へ変更し、同号を第 13 号とし、第 10 号の次に次のニ号を加えます。 

     (11)携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ手数料は、次表に規定する額を適用します。 

料 金 種 別 単 位 

料 金 額(月額) 

次の税抜額(かっこ内は税込額) 

携帯電話番号・ＰＨＳポータビリティ手数料 1契約ごとに 2,000円(2,200円) 

     (12) 新たにＸｉカケホーダイプラン等に係るＸｉ契約を締結する申込みを行うことはできません。   

  (7) 第 21 項を次のように改めます。 

    ア 第 1 号のキ及びクを次のように改めます。 

     キ 削除 

     ク 削除 

    イ 第４号を次のように改めます。 

     (4) 新たにＸｉデバイスプラス等に係るＸｉユビキタス契約を締結する申込みを行うことはできません。 

 

 

 



Ｆ Ｏ Ｍ Ａ サ ー ビ ス 契 約 約 款 の 一 部 改 正 
 

[ 改 正 ] [ 現 行 ] 
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第 1 章 総則 

 

第１条～第２条 （略） 

 

（用語の定義） 

第３条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用  語 用  語  の  意  味 

１～３（略） （略） 

４ ＦＯＭＡサービス モバイルマルチメディア通信網を使用して行う電気通信サービスであって、Ｘｉサービス（Ｘ

ｉサービス契約約款に規定するものをいいます。以下同じとします。）、卸ＦＯＭＡサービ

ス及び卸Ｘｉサービス（卸携帯電話サービス契約約款に規定するものをいいます。以下同

じとします。）以外のもの 

 

 

 

５～18 (略) （略） 

  

  

19～39（略）  （略） 

 

第２章 ＦＯＭＡサービスの種類等 

 

第 4 条～第６条 （略） 

 

 

第３章 ＦＯＭＡ契約 

 

第１節 契約の種別 

（契約の種別） 

第７条 ＦＯＭＡ契約には、次の種別があります。 

(1) ～(2) （略） 

 

 

 

 

第２節 一般契約（略） 

 

第８条～第 12 条 （略） 

 

 

第 13 条 削除 

 

 

 

 

 

 

第 1 章 総則 

 

第１条～第２条 （略） 

 

（用語の定義） 

第３条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用  語 用  語  の  意  味 

１～３（略） （略） 

４ ＦＯＭＡサービス モバイルマルチメディア通信網を使用して行う電気通信サービスであって、Ｘｉサービス

（Ｘｉサービス契約約款に規定するものをいいます。以下同じとします。）、ＪＷＳＩ

Ｍサービス（Ｊａｐａｎ Ｗｅｌｃｏｍｅ ＳＩＭサービス契約約款に規定するもの

をいいます。以下同じとします。）、ＪＷＳＩＭ－０サービス（Ｊａｐａｎ Ｗｅｌｃ

ｏｍｅ ＳＩＭ－０サービス契約約款に規定するものをいいます。以下同じとしま

す。）、卸ＦＯＭＡサービス及び卸Ｘｉサービス（卸携帯電話サービス契約約款に規

定するものをいいます。以下同じとします。）以外のもの 

５～18 (略) （略） 

19 １年定期契約 契約期間が１年となる定期契約 

20 １年定期契約者 当社と１年定期契約を締結している者 

21～41（略）  （略） 

 

第２章 ＦＯＭＡサービスの種類等 

 

第 4 条～第６条 （略） 

 

 

第３章 ＦＯＭＡ契約 

 

第１節 契約の種別 

（契約の種別） 

第７条 ＦＯＭＡ契約には、次の種別があります。 

(1) ～(2) （略） 

２ 前項に規定する定期契約には、次の種別があります。 

(1) １年定期契約 

(2) ２年定期契約 

 

第２節 一般契約（略） 

 

第８条～第 12 条 （略） 

 

（2in1 利用） 

第 13 条 一般契約者は、そのＦＯＭＡ契約に係るＦＯＭＡカードを返却し、他のＦＯＭＡ契約に係るＦＯＭＡカードを共用するこ

と（以下「2in1 利用」といいます。）ができます。この場合において、その一般契約者が 2in1 利用を申し出たＦＯＭＡを共用Ｆ

ＯＭＡ、ＦＯＭＡカードの共用を受けることとなるＦＯＭＡを被共用ＦＯＭＡといいます。 

２ 契約者は、前項の規定により 2in1 利用をするときは、１の被共用ＦＯＭＡを指定し、当社に申し出ていただきます。 

３ 当社は、前項に規定する申出があったときは、次の場合を除き、その申出を承諾します。 

 

(1) 被共用ＦＯＭＡに係るＦＯＭＡ契約者の承諾がないとき。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＦＯＭＡの利用の一時中断） 

第 14 条 当社は、契約者から請求があったときは、ＦＯＭＡの利用の一時中断（その契約者識別番号を他に転用することなく一時的

に利用できないようにすることをいいます。）を行います。 

 

 

 

 

 

第 14 条の２ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 15 条～16 条 （略） 

 

（一般契約に係る名義変更） 

第 17 条 一般契約者は、一般契約に係る名義変更（氏名又は名称の変更に伴うものを除きます。以下同じとします｡)を請求すること

ができます。 

２～３ （略） 

 

 

４（略） 

５ 前４項の規定にかかわらず、相続又は法人の合併若しくは分割（以下「相続等」といいます｡)に伴う名義変更の取扱いについては、

次のとおりとします。 

 

第 18 条～第 19 条 （略）  

(2) 被共用ＦＯＭＡが次のいずれかに該当するとき。 

① 現に他のＦＯＭＡとＦＯＭＡカードを共用しているとき。 

② 基本使用料の料金種別が、料金表第１表第１（基本使用料）の１（適用）の(1)に規定するデータ専用プランであると

き。 

③ 第 98 条（料金明細内訳書の発行等）に規定する用途別集計又は別表２（付加機能）に規定する複数番号機能の

提供を受けているとき。 

(3) その共用ＦＯＭＡ及び被共用ＦＯＭＡの契約者名義が法人（法人に相当するものと当社が認めるものを含みます。）以外

である場合であって、共用ＦＯＭＡの契約者名義が被共用ＦＯＭＡの契約者名義と異なるとき。 

４ 契約者は、被共用ＦＯＭＡの変更を請求することができます。この場合において、当社は、その請求を第２項に係る申出とみなし

て、同項及び第３項の規定を適用します。 

５ 当社は、ＦＯＭＡカードを共用しているＦＯＭＡに係る契約者からの申出によるほか、次のいずれかに該当するときは、2in1 利用

を廃止します。 

(1) ＦＯＭＡカードを共用しているＦＯＭＡの電話番号保管又は契約の解除があったとき。 

(2) ＦＯＭＡカードを共用しているＦＯＭＡの名義変更により、第３項第３号の規定に該当することとなったとき。  

 

（ＦＯＭＡの利用の一時中断） 

第 14 条 当社は、一般契約者から請求があったときは、ＦＯＭＡの利用の一時中断（その契約者識別番号を他に転用することなく

一時的に利用できないようにすることをいい、第 14 条の２（ＦＯＭＡの電話番号保管）に規定する電話番号保管を除きます。

以下同じとします。）を行います。 

２ 当社は、前項の場合において、そのＦＯＭＡがＦＯＭＡカードを共用しているときは、そのＦＯＭＡとＦＯＭＡカードを共用するＦ

ＯＭＡの利用の一時中断を行います。 

 

（ＦＯＭＡの電話番号保管） 

第 14 条の 2 当社は、一般契約者から請求があったときは、総合利用プランに係るＦＯＭＡ（ＦＯＭＡカードを共用しているものを除

きます。以下この条において同じとします。）の電話番号保管（その契約者識別番号を他に転用することなく、請求があった日から

一定期間、そのＦＯＭＡを一時的に利用できないようにすることをいいます。以下同じとします。）を行います。 

２ 当社が電話番号保管を行った期間（以下「電話番号保管期間」といいます。）が３年を経過したときは、電話番号保管期間が３

年を経過した日においてそのＦＯＭＡ契約は解除されたものとします。この場合において、当社は、電話番号保管期間が３年を

経過する前にあらかじめそのことを一般契約者に通知します。 

３ 前項に規定する電話番号保管期間は、電話番号保管の請求があった日を含む暦月の翌暦月の初日から起算します。 

４ 電話番号保管を取りやめる請求があったときの基本使用料の料金種別の変更その他の提供条件は、当社が別に定めるところにより

ます。 

 

第 15 条～16 条 （略） 

 

（一般契約に係る名義変更） 

第 17 条 一般契約者は、一般契約に係る名義変更（氏名又は名称の変更に伴うものを除きます。以下同じとします｡)を請求すること

ができます。 

２～３ （略） 

４ 当社は、共用ＦＯＭＡに係る一般契約者が一般契約に係る名義変更を請求する場合において、その契約者が被共用ＦＯＭＡ

の契約者から名義変更の請求に係る承諾を得ていないときは、前項の規定にかかわらず、その請求を承諾しません。 

５（略） 

６ 前５項の規定にかかわらず、相続又は法人の合併若しくは分割（以下「相続等」といいます｡)に伴う名義変更の取扱いについては、

次のとおりとします。 

 

第 18 条～第 19 条 （略）  



 

第３節 定期契約 

 

第 20 条～第 21 条 （略） 

（定期契約の満了） 

第 22 条 定期契約は、当社がその定期契約に基づき契約者回線の提供を開始した日の属する暦月の翌暦月の初日（契約者回線

の提供を開始した日が暦月の初日となる場合はその日）から起算して 2 年が経過することとなる日をもって満了となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定によるほか、その定期契約が第 23 条（定期契約の満了に伴う契約の更新等）の規定により更新されたものであるとき

は、その更新日から起算して第１項に規定する期間が経過することとなる日をもって満了となります。 

３ 基本使用料の料金種別をデータ専用プランの料金種別相互間で変更したＦＯＭＡに係る２年定期契約は、その基本使用料の料

金種別の変更があった日を含む暦月の翌暦月の初日（その変更があった日が暦月の初日となる場合はその日）から起算して２年

が経過することとなる日をもって満了となります。この場合において、その２年定期契約が第 23 条の規定により更新されたものである

ときは、その起算日を更新日として前項の規定を適用します 

 

４ 当社は、第３項に規定する定期契約の満了について、当該定期契約の満了日の属する暦月において、当社が定める方法により、当

該定期契約者（当社が定める者を除きます。）に通知します。 

 

 

 

 

 (注１) ２年定期契約（フリーコースを選択しているものを除きます。）に係るＦＯＭＡの基本使用料の料金種別を附則に規定する

ＦＯＭＡカケホーダイプラン（スマホ／タブ）若しくはＦＯＭＡカケホーダイプラン（ケータイ）からデータ専用プランへ変更したとき、

附則に規定するＦＯＭＡデータプラン（スマホ／タブ）若しくはＦＯＭＡデータプラン（ルーター）からデータ専用プランへ変更した

とき又は附則に規定するＦＯＭＡキッズケータイプラスからデータ専用プランへ変更したときのその２年定期契約は、その基本使用

料の料金種別の変更があった日を含む暦月の翌暦月の初日（その変更があった日が暦月の初日となる場合はその日）から起算し

て２年が経過することとなる日をもって満了となります。この場合において、その２年定期契約が第 23 条の規定により更新されたも

のであるときは、その起算日を更新日として第３項の規定を適用します。 

 

(注２）２年定期契約（フリーコースを選択しているものに限ります。）に係るＦＯＭＡの基本使用料の料金種別を附則に規定するＦ

ＯＭＡカケホーダイプラン（スマホ／タブ）若しくはＦＯＭＡカケホーダイプラン（ケータイ）からデータ専用プランへ変更したとき又は

附則に規定するＦＯＭＡデータプラン（スマホ／タブ）若しくはＦＯＭＡデータプラン（ルーター）からデータ専用プランへ変更した

ときのその２年定期契約は、その基本使用料の料金種別の変更があった日を含む暦月の翌暦月の初日（その変更があった日が暦

月の初日となる場合はその日）から起算して２年が経過することとなる日をもって満了となります。この場合において、その２年定期

契約が第 23 条の規定により更新されたものであるときは、その起算日を更新日として第３項の規定を適用します。 

 

 

（定期契約の満了に伴う契約の更新等） 

第 23 条 定期契約者は、その契約の満了と同時に新たに一般契約又は定期契約を締結するときは、当社が指定する期間中に、当社

に申し出ていただきます。 

２ 当社は、定期契約の満了日までに前項に規定する申出がなかった場合は、その契約の満了日の翌日に定期契約を更新します。 

 

 

 

第３節 定期契約 

 

第 20 条～第 21 条 （略） 

（定期契約の満了） 

第 22 条 定期契約は、当社がその定期契約に基づき契約者回線の提供を開始した日の属する暦月の翌暦月の初日（契約者回線

の提供を開始した日が暦月の初日となる場合はその日）から起算して次表に規定する期間が経過することとなる日をもって満了と

なります。 

区 分 期 間 

1 年定期契約 1 年 

2 年定期契約 2 年 

２ 第１項の規定にかかわらず、Ｘｉに係る定期契約（Ｘｉサービス契約約款に規定する総合利用プランに係るものに限ります。）の

解除と同時に新たに締結したＦＯＭＡに係る２年定期契約（総合利用プランに係るものに限ります。）は、契約の解除があった

定期契約に係る起算日から起算して２年が経過することとなる日をもって満了となります。 

３ 前２項の規定によるほか、その定期契約が第 23 条（定期契約の満了に伴う契約の更新等）の規定により更新されたものであると

きは、その更新日から起算して第１項に規定する期間が経過することとなる日をもって満了となります。 

４ 基本使用料の料金種別を総合利用プランからデータ専用プラン若しくは限定利用プランへ変更、データ専用プランから総合利用プラ

ン若しくは限定利用プランへ変更、限定利用プランからデータ専用プランへ変更又はデータ専用プランの料金種別相互間間で変更

したＦＯＭＡに係る２年定期契約は、その基本使用料の料金種別の変更があった日を含む暦月の翌暦月の初日（その変更が

あった日が暦月の初日となる場合はその日）から起算して２年が経過することとなる日をもって満了となります。この場合において、そ

の２年定期契約が第 23 条の規定により更新されたものであるときは、その起算日を更新日として前項の規定を適用します。 

５ 当社は、第４項に規定する定期契約の満了について、当該定期契約の満了日の属する暦月において、当社が定める方法により、

当該定期契約者（当社が定める者を除きます。）に通知します。 

(注１)Ｘｉサービス契約約款に規定するＸｉカケホーダイプラン（スマホ／タブ）、Ｘｉカケホーダイプラン（ケータイ）、Ｘｉカケホーダ

イプラン（ＳＩＭフリー）、Ｘｉカケホーダイライトプラン、Ｘｉカケホーダイライトプラン（ケータイ）若しくはＸｉシンプルプランに係

る定期契約（フリーコースを選択しているものを除きます。）の解除と同時に新たに総合利用プランに係る２年定期契約を締結し

たときは、契約の解除があった定期契約に係る起算日から起算して２年が経過することとなる日をもって満了となります。 

(注２)２年定期契約（フリーコースを選択しているものを除きます。）に係るＦＯＭＡの基本使用料の料金種別を附則に規定するＦ

ＯＭＡカケホーダイプラン（スマホ／タブ）若しくはＦＯＭＡカケホーダイプラン（ケータイ）からデータ専用プラン若しくは限定利用

プランへ変更したとき、附則に規定するＦＯＭＡデータプラン（スマホ／タブ）若しくはＦＯＭＡデータプラン（ルーター）から総合

利用プラン、データ専用プラン若しくは限定利用プランへ変更したとき又は附則に規定するＦＯＭＡキッズケータイプラスからデータ専

用プランへ変更したときのその２年定期契約は、その基本使用料の料金種別の変更があった日を含む暦月の翌暦月の初日（その

変更があった日が暦月の初日となる場合はその日）から起算して２年が経過することとなる日をもって満了となります。この場合にお

いて、その２年定期契約が第 23 条の規定により更新されたものであるときは、その起算日を更新日として第５項の規定を適用しま

す。 

(注３）２年定期契約（フリーコースを選択しているものに限ります。）に係るＦＯＭＡの基本使用料の料金種別を附則に規定する

ＦＯＭＡカケホーダイプラン（スマホ／タブ）若しくはＦＯＭＡカケホーダイプラン（ケータイ）からデータ専用プラン若しくは限定利

用プランへ変更したとき又は附則に規定するＦＯＭＡデータプラン（スマホ／タブ）若しくはＦＯＭＡデータプラン（ルーター）から

総合利用プラン、データ専用プラン若しくは限定利用プランへ変更したときのその２年定期契約は、その基本使用料の料金種別の

変更があった日を含む暦月の翌暦月の初日（その変更があった日が暦月の初日となる場合はその日）から起算して２年が経過す

ることとなる日をもって満了となります。この場合において、その２年定期契約が第 23 条の規定により更新されたものであるときは、そ

の起算日を更新日として第５項の規定を適用します。 

 

（定期契約の満了に伴う契約の更新等） 

第 23 条 定期契約者は、その契約の満了と同時に新たに一般契約又は定期契約を締結するときは、当社が指定する期間中に、当社

に申し出ていただきます。 

２ 当社は、定期契約の満了日までに前項に規定する申出がなかった場合は、その契約の満了日の翌日に同一種別の定期契約に更

新します。 

 ただし、料金表第１表第１（基本使用料）の１（適用）の(3)に規定する複数回線複合割引を選択しているＦＯＭＡに係



 

 

３ 当社は、前２項の規定により、定期契約を更新するときは、第 21 条（定期契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱います。 

 

（その他の提供条件） 

第 24 条 契約申込の方法、契約者識別番号、請求による契約者識別番号の変更、利用の一時中断、契約者の氏名等の変更の届

出、名義変更、契約者が行う契約の解除及び当社が行う契約の解除の取扱いについては、一般契約の場合に準ずるものとしま

す。 

 

第４章 ＦＯＭＡユビキタス契約 

第 1 節 （略） 

 

第 2 節 ＦＯＭＡユビキタス一般契約 

 

第 24 条の２～第 24 条の６ （略） 

 

（その他の提供条件） 

第 24 条の７ 当社は、ＦＯＭＡユビキタス一般契約のＦＯＭＡユビキタスにおけるその他の提供条件（料金表及び別表に定めるもの

を除きます。）については、ＦＯＭＡの場合に準ずるものとします。 

 ただし、ＦＯＭＡの場合とは別に定めがあるときは、この限りでありません。 

 

 

第３節 ＦＯＭＡユビキタス定期契約 

 

第 24 条の８～第 24 条の 13 （略） 

 

（その他の提供条件） 

第 24 条の 14  その他の提供条件（料金表及び別表に定めるものを除きます。）については、ＦＯＭＡの場合に準ずるものとします。 

 ただし、ＦＯＭＡの場合とは別に定めがあるときは、この限りでありません。 

 

 

第４章の２ ＦＯＭＡ位置情報契約 

 

第 24 条の 27～第 24 条の 30 （略） 

 

（その他の提供条件） 

第 24 条の 31 当社は、ＦＯＭＡ位置情報におけるその他の提供条件（料金表及び別表に定めるものを除きます。）については、Ｆ

ＯＭＡの場合に準ずるものとします。 

 ただし、ＦＯＭＡの場合とは別に定めがあるときは、この限りでありません。 

 

第４章の３～第４章の４ （略） 

 

第５章 付加機能 

 

（付加機能の提供） 

第 45 条 当社は、ＦＯＭＡ契約者から請求があったときは、別表２（付加機能）に規定する付加機能を提供します。 

 

 

２～５ （略） 

 

 

 

る２年定期契約について、その契約に係る経過期間（料金表第１表第１（基本使用料）の１（適用）の(2)に規定するもの

をいいます。）が 120 か月超であるときは、その契約の更新の際に、１年定期契約に更新します。 

３ 当社は、前項の規定により、定期契約を更新するときは、第 21 条（定期契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱います。 

 

（その他の提供条件） 

第 24 条 契約申込の方法、契約者識別番号、請求による契約者識別番号の変更、利用の一時中断、契約者の氏名等の変更の届

出、2in1 の利用、名義変更、契約者が行う契約の解除及び当社が行う契約の解除の取扱いについては、一般契約の場合に準

ずるものとします。 

 

第４章 ＦＯＭＡユビキタス契約 

第 1 節 （略） 

 

第 2 節 ＦＯＭＡユビキタス一般契約 

 

第 24 条の２～第 24 条の６ （略） 

 

（その他の提供条件） 

第 24 条の７ 当社は、ＦＯＭＡユビキタス一般契約のＦＯＭＡユビキタスにおけるその他の提供条件（ＦＯＭＡの電話番号保管、

定期契約者が行うフリーコースの選択、料金表及び別表に定めるものを除きます。）については、ＦＯＭＡの場合に準ずるものとし

ます。 

 ただし、ＦＯＭＡの場合とは別に定めがあるときは、この限りでありません。 

 

第３節 ＦＯＭＡユビキタス定期契約 

 

第 24 条の８～第 24 条の 13 （略） 

 

（その他の提供条件） 

第 24 条の 14  その他の提供条件（ＦＯＭＡの電話番号保管、料金表及び別表に定めるものを除きます。）については、ＦＯＭＡ

の場合に準ずるものとします。 

 ただし、ＦＯＭＡの場合とは別に定めがあるときは、この限りでありません。 

 

第４章の２ ＦＯＭＡ位置情報契約 

 

第 24 条の 27～第 24 条の 30 （略） 

 

（その他の提供条件） 

第 24 条の 31 当社は、ＦＯＭＡ位置情報におけるその他の提供条件（ＦＯＭＡの電話番号保管、料金表及び別表に定めるもの

を除きます。）については、ＦＯＭＡの場合に準ずるものとします。 

 ただし、ＦＯＭＡの場合とは別に定めがあるときは、この限りでありません。 

 

第４章の３～第４章の４ （略） 

 

第５章 付加機能 

 

（付加機能の提供） 

第 45 条 当社は、ＦＯＭＡ契約者から請求があったときは、別表２（付加機能）に規定する付加機能を提供します。この場合にお

いて、共用ＦＯＭＡに係る契約者は、通話録音機能（別表２に規定するものをいいます。以下この条において同じとします。）に

限り、請求することができます。 

２～５ （略） 

６ 当社は、付加機能（通話録音機能を除きます。）を提供しているＦＯＭＡにおいて、2in1 利用の承諾をしたときは、その付加機

能を廃止します。 

７ 前項の規定にかかわらず、被共用ＦＯＭＡが提供を受けている付加機能（通話録音機能及び別表２に別段の定めがあるものを



 

 

 

６～７  （略） 

（注）（略） 

 

 

 

 

第 46 条～第 47 条 削 除 

 

第６章 ＦＯＭＡカードの貸与等 

 

第 1 節 FOMA カードの貸与等 

 

第 48 条（略） 

 

（契約者識別番号の登録等） 

第 49 条 当社は、次の場合には、ＦＯＭＡカードについて契約者識別番号その他の情報の登録、変更又は消去（以下「契約者識

別番号の登録等」といいます｡)を行います。 

(1) （略） 

 

(2) （略） 

２ （略） 

 

（ＦＯＭＡカードの返還） 

第 50 条 ＦＯＭＡカードの貸与を受けているＦＯＭＡ契約者は、次の場合には、当社が別に定める方法によりそのＦＯＭＡカードを

当社が指定するＦＯＭＡサービス取扱所へ速やかに返還していただきます。 

(1) （略） 

 

(2) （略） 

 

第２節 自営端末設備の接続等 

 

（自営端末設備の接続） 

第 50 条の２ ＦＯＭＡ契約者は、その契約者回線に、又はその契約者回線に接続されている電気通信設備を介して、自営端末設

備（移動無線装置にあっては、当社が無線局の免許を受けることができるものであって、特定無線設備の技術基準適合証明等に

関する規則（昭和 56 年郵政省令第 37 号。以下「技術基準適合証明規則」といいます。）様式第７号又は第 14 号の表示

により、当社が無線設備規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 18 号）に適合していることが確認できるもの及び当社のＦ

ＯＭＡサービスの契約者回線に接続することができるものに限ります。）を接続するときは、契約事務を行うＦＯＭＡサービス取扱

所にその接続の請求をしていただきます。この場合において、端末機器の技術基準適合認定等に関する規則（平成 16 年総務省

令第 15 号。以下「技術基準適合認定規則」といいます。）様式第７号又は様式第 14 号の表示等により当社が別表３の技術

基準及び技術的条件に適合していることが確認できる端末機器（技術基準適合認定規則第３条で定める種類の端末設備の機

器をいいます。以下この条において同じとします。）以外の自営端末設備を接続するときは、当社所定の書面によりその接続の請求

をしていただきます。 

２～６ （略） 

 

 

 

第 50 条の３～５ （略） 

 

第７章～第８章 （略） 

除きます。）については、その付加機能を共用ＦＯＭＡへ提供します。 

８ 当社は、付加機能を提供しているＦＯＭＡの電話番号保管があったときは、その付加機能を廃止します。 

 ただし、付加機能のうち当社が別に定めるものについては、この限りでありません。 

９～10  （略） 

（注１）（略） 

（注２）本条第８項に規定する当社が別に定めるものは、別表２（付加機能）に規定するｉモード機能（別表２に規定するｉモ

ード電子メールのメールアドレス保管を行っている場合であって、基本機能及びアクセス制限に係るものに限ります。）、sp モード機

能（別表２に規定する sp モード電子メールのメールアドレス保管を行っている場合に限ります。）及び遠隔管理機能とします。 

 

第 46 条～第 47 条 削 除 

 

第６章 ＦＯＭＡカードの貸与等 

 

第 1 節 FOMA カードの貸与等 

 

第 48 条（略） 

 

（契約者識別番号の登録等） 

第 49 条 当社は、次の場合には、ＦＯＭＡカードについて契約者識別番号その他の情報の登録、変更又は消去（以下「契約者識

別番号の登録等」といいます｡)を行います。 

(1) （略） 

(2) 2in1 利用を廃止するとき（そのＦＯＭＡカードが、被共用ＦＯＭＡに係るものである場合を除きます。）。 

(3) （略） 

２ （略） 

 

（ＦＯＭＡカードの返還） 

第 50 条 ＦＯＭＡカードの貸与を受けているＦＯＭＡ契約者は、次の場合には、当社が別に定める方法によりそのＦＯＭＡカードを

当社が指定するＦＯＭＡサービス取扱所へ速やかに返還していただきます。 

(1) （略） 

(2) 2in1 利用の承諾を受けたとき。 

(3) （略） 

 

第２節 自営端末設備の接続等 

 

（自営端末設備の接続） 

第 50 条の２ ＦＯＭＡ契約者は、その契約者回線に、又はその契約者回線に接続されている電気通信設備を介して、自営端末設

備（移動無線装置にあっては、当社が無線局の免許を受けることができるものであって、特定無線設備の技術基準適合証明等に

関する規則（昭和 56 年郵政省令第 37 号。以下「技術基準適合証明規則」といいます。）様式第７号又は第 14 号の表示

により、当社が無線設備規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 18 号）に適合していることが確認できるもの及び当社のＦ

ＯＭＡサービスの契約者回線に接続することができるものに限ります。）を接続するときは、契約事務を行うＦＯＭＡサービス取扱

所にその接続の請求をしていただきます。この場合において、端末機器の技術基準適合認定等に関する規則（平成 16 年総務省

令第 15 号。以下「技術基準適合認定規則」といいます。）様式第７号又は様式第 14 号の表示等により当社が別表３の技術

基準及び技術的条件に適合していることが確認できる端末機器（技術基準適合認定規則第３条で定める種類の端末設備の

機器をいいます。以下この条において同じとします。）以外の自営端末設備を接続するときは、当社所定の書面によりその接続の

請求をしていただきます。 

２～６ （略） 

７ 当社が提供する共用ＦＯＭＡの契約者回線に自営端末設備又は自営電気通信設備（以下「端末設備等」といいます。）を接

続している者は、当社の被共用ＦＯＭＡの契約者回線に端末設備等を接続していることとなります。 

 

第 50 条の３～５ （略） 

 

第７章～第８章 （略） 



 

第９章 通信 

 

第１節 通信の種類等 

（通信の種類等） 

第 54 条 通信には、次の種類があります。 

 ただし、ＦＯＭＡユビキタス（トランシーバプランを除きます。）に係る通信の種類は、パケット通信モード（128k 通信モード及び

ハイスピードモードを除きます。）及びショートメッセージ通信モードに、ＦＯＭＡユビキタス（トランシーバプランに限ります。）に係る

通信の種類は、トランシーバ通信モードに、ＦＯＭＡ位置情報に係る通信の種類は、ショートメッセージ通信モードに、ＦＯＭＡ特

定接続に係る通信の種類はパケット通信モード（128k 通信モードを除きます。）に限ります。 

 

表（略） 

２（略） 

３ 前項に規定する災害等の情報は、第 14 条（ＦＯＭＡの利用の一時中断)、第 24 条（その他の提供条件）又は第 53 条（利

用停止）の規定にかかわらず、利用の一時中断をしている場合又は利用停止されている場合であっても受信することができます。 

 

４ （略） 

（注１）（略） 

（注２）定額データプラン（料金表第１表第１の(1)に規定するものをいい、特定接続事業者の契約約款等に規定するＦＯＭＡ特

定接続に係る料金がこれに相当するものと当社が認めるものを含みます。）を選択している場合は、通信のふくそうの状況により、定

額データプランを選択していない場合と比べ、一定期間内においてその契約者回線から行ったパケット通信モードによる通信に係るデ

ータ量に応じてパケット通信モードの通信の伝送速度が低下することがあります。 

 

 

 

（契約者回線との間の通信） 

第 55 条 ＦＯＭＡの契約者回線との間の通信は、その契約者回線に接続されている移動無線装置が、営業区域内に在圏する場合

に限り、行うことができます。 

 ただし、その営業区域内であっても、屋内、地下駐車場、ビルの陰、トンネル、山間部等電波の伝わりにくいところでは、通信を行う

ことができない場合があります。 

 

 

 

第 56 条～第 58 条 （略） 

 

第 2 節 通信利用の制限 

 

（通信利用の制限） 

第 59 条 ＦＯＭＡサービス、Ｘｉサービス、回線卸ＦＯＭＡ及び回線卸Ｘｉ（卸携帯電話サービス契約約款に規定するものをいい

ます。以下同じとします。）に係る通信が著しくふくそうしたときは、通信の全部を接続することができないことがあります。この場合にお

いて、当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合の災害の予防若しくは救援、交通、通信

若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信及び公共の利益のため緊急を要する事項を内

容とする通信を優先的に取り扱うため、別表６（通信の優先的取扱いに係る機関名）に掲げる機関に提供しているＦＯＭＡ

（当社がそれらの機関との協議により定めたものに限ります｡)以外のものによる通信の利用を中止する措置（特定の地域の契約者

回線等への通信を中止する措置を含みます｡)をとることがあります。 

２～４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

第９章 通信 

 

第１節 通信の種類等 

（通信の種類等） 

第 54 条 通信には、次の種類があります。 

 ただし、共用ＦＯＭＡに係る通信の種類は、通話モード、64kb/s デジタル通信モード及びショートメッセージ通信モードに、ＦＯ

ＭＡユビキタス（トランシーバプランを除きます。）に係る通信の種類は、パケット通信モード（128k 通信モード及びハイスピードモ

ードを除きます。）及びショートメッセージ通信モードに、ＦＯＭＡユビキタス（トランシーバプランに限ります。）に係る通信の種類

は、トランシーバ通信モードに、ＦＯＭＡ位置情報に係る通信の種類は、ショートメッセージ通信モードに、ＦＯＭＡ特定接続に係

る通信の種類はパケット通信モード（128k 通信モードを除きます。）に限ります。 

  表（略） 

２（略） 

３ 前項に規定する災害等の情報は、第 14 条の２（ＦＯＭＡの電話番号保管）、第 14 条（ＦＯＭＡの利用の一時中断)、第

24 条（その他の提供条件）又は第 53 条（利用停止）の規定にかかわらず、電話番号保管がされている場合、利用の一時中

断をしている場合又は利用停止されている場合であっても受信することができます。 

４ （略） 

（注１）（略） 

（注２）定額データプラン（料金表第１表第１の(1)に規定するものをいい、特定接続事業者の契約約款等に規定するＦＯＭＡ

特定接続に係る料金がこれに相当するものと当社が認めるものを含みます。）を選択している場合又はパケット定額（料金表第１

表第３の(7)の２に規定するものをいいます。）を選択している場合は、通信のふくそうの状況により、定額データプラン及びパケット

定額を選択していない場合と比べ、一定期間内においてその契約者回線から行ったパケット通信モードによる通信に係るデータ量に

応じてパケット通信モードの通信の伝送速度が低下することがあります。 

（注３）共用ＦＯＭＡで行うことができる通信の種類は、端末設備におけるモードとは異なる場合があります。 

 

（契約者回線との間の通信） 

第 55 条 ＦＯＭＡの契約者回線との間の通信は、その契約者回線に接続されている移動無線装置が、営業区域内に在圏する場合

に限り、行うことができます。 

 ただし、その営業区域内であっても、屋内、地下駐車場、ビルの陰、トンネル、山間部等電波の伝わりにくいところでは、通信を行う

ことができない場合があります。 

２ 前項の規定にかかわらず、その移動無線装置が、OFFICEED サービスの通信中であるときは、通話モード又は 64kb/s デジタル通

信モードによる通信を行うことができません。 

 

第 56 条～第 58 条 （略） 

 

第 2 節 通信利用の制限 

 

（通信利用の制限） 

第 59 条 ＦＯＭＡサービス、Ｘｉサービス、ＪＷＳＩＭサービス、ＪＷＳＩＭ－０サービス及び回線卸ＦＯＭＡ及び回線卸Ｘｉ

（卸携帯電話サービス契約約款に規定するものをいいます。以下同じとします。）に係る通信が著しくふくそうしたときは、通信の全

部を接続することができないことがあります。この場合において、当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそ

れがある場合の災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とす

る通信及び公共の利益のため緊急を要する事項を内容とする通信を優先的に取り扱うため、別表６（通信の優先的取扱いに係

る機関名）に掲げる機関に提供しているＦＯＭＡ（当社がそれらの機関との協議により定めたものに限ります｡)以外のものによる

通信の利用を中止する措置（特定の地域の契約者回線等への通信を中止する措置を含みます｡)をとることがあります。 

２～４ （略） 

５ 当社は、前４項の規定によるほか、パケット定額（料金表第１表第３（通信料）の(7)の２に規定するものをいいます。）を選択

している場合のＦＯＭＡサービスの通信（パケット通信モードに限ります。以下この項において同じとします。）に関して、次の措置

をとることがあります。 

(1) 一定時間内に大量又は多数の通信があったと当社が認めた場合において、その契約者回線からの通信の利用を中止する措置 

(2) セッション（パケット通信モードにより通信を行うことができる契約者回線の状態をいいます。以下この条において同じとします。）の

設定が長時間継続されたと当社が認める場合において、その契約者回線からの通信の利用を中止する措置 



 

５ 

６ 当社は、前５項の規定によるほか、窃盗若しくは詐欺等の犯罪行為又はその他法令に違反する行為により取得されたと当社が判断

し又は代金債務（端末設備に係る分割支払金、割引金額及びその違約金等、ＦＯＭＡサービス取扱所における端末設備の購

入に係る債務をいいます。）の履行が為されていない又は履行が為されない恐れがあると当社が判断して取扱所交換設備に登録

した自営端末設備が、契約者回線に接続されたときは、その自営端末設備が接続された契約者回線からの通信の利用を制限す

る措置をとることがあります。 

７～８（略） 

（注１）（略） 

（注２）料金表第１表第３（通信料）の１（適用）の(13)又は(22)の規定に係る通信（通話モードによるものに限ります。）

は、通信のふくそう状況によって、その規定の適用を受けていない通信と比べ通信の利用を中止する措置が異なることがあります。 

 

（通信の切断） 

第 59 条の２ 当社は、通信中に電波状況が著しく悪化したときは、その通信を切断することがあります。 

２ 当社は、前項の規定によるほか、料金表第１表第３（通信料）の１（適用）の(13)又は (22)の規定に係る通信（通話モード

によるものに限ります。）について、その契約者回線からの通信の利用が当社が定める時間を超えたときは、その通信を切断すること

があります。 

 

第 60 条 （略） 

 

第３節 通信時間等の測定等 

 

（通信時間等の測定等） 

第 61 条 通話モード及び 64kb/s デジタル通信モードに係る通信時間は、双方の契約者回線等を接続して通信できる状態にした時

刻から起算し、発信者又は着信者による端末設備の通信終了ボタンを押す等の通信終了の信号を受けてその通信をできない状

態にした時刻（第 59 条の２（通信の切断）の規定により当社が通信を切断したときは、その時刻とします｡)までの経過時間と

し、当社の機器（相互接続通信の場合には協定事業者の機器を含みます。以下同じとします｡)により測定します。 

２ （略） 

３ パケット通信モードに係る課金対象パケット数については、前項の規定により測定した情報量をｉモードフルブラウザ（ｉモード機能等

を利用するためのプログラムであって当社が指定するものをいいます。以下同じとします｡)を使用したｉモード等通信（ｉモード機能

（附則に規定するものをいいます。以下同じとします。）の利用に係る通信及びＩＳＰ接続通信（ｉモード機能の利用に係る通

信以外の通信であって当社が別に定めるプロトコルを使用して行うものをいいます。以下同じとします｡)をいいます。以下同じとしま

す｡)、それ以外のｉモード等通信、並びにそれら以外の通信に、当社が定める方法により区分し、それぞれの１料金月（１の暦月

の起算日（当社が契約ごとに定める毎暦月の一定の日をいいます。）から次の暦月の起算日の前日までの間をいいます。以下同

じとします。）における総情報量について、128 バイトまでごとに１の課金対象パケットとして算出します。 

４～５ （略） 

 

第４節 (略) 

 

第 10 章 料金等 

 

第１節 (略) 

 

第２節 料金等の支払義務 

 

（基本使用料等の支払義務） 

第 64 条 ＦＯＭＡ契約者は、その契約に基づいて当社が契約者回線の提供を開始した日から起算して契約の解除があった日の前日

までの期間（提供を開始した日と解除があった日が同一の日である場合は、１日間とします。）について、料金表第１表第１

（基本使用料）及び第６（ユニバーサルサービス料）に規定する料金の支払いを、付加機能の提供を開始した日から起算して

付加機能の廃止があった日の前日までの期間（提供を開始した日と廃止があった日が同一の日である場合は、１日間とします。）

について、料金表第１表第２（付加機能使用料）に規定する料金の支払いを要します。 

 ただし、料金表第１表（料金）及び別表２ (付加機能) に別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

(3) 通信がふくそうする場合において、その契約者回線からの通信の利用を制限する措置 

６（略） 

７ 当社は、前６項の規定によるほか、窃盗若しくは詐欺等の犯罪行為又はその他法令に違反する行為により取得されたと当社が判断

し又は代金債務（端末設備に係る分割支払金、割引金額及びその違約金等、ＦＯＭＡサービス取扱所における端末設備の購

入に係る債務をいいます。）の履行が為されていない又は履行が為されない恐れがあると当社が判断して取扱所交換設備に登録

した自営端末設備が、契約者回線に接続されたときは、その自営端末設備が接続された契約者回線からの通信の利用を制限す

る措置をとることがあります。 

８～９（略） 

（注１）（略） 

（注２）料金表第１表第３（通信料）の１（適用）の(13)、(14)又は(22)の規定に係る通信（通話モードによるものに限りま

す。）は、通信のふくそう状況によって、その規定の適用を受けていない通信と比べ通信の利用を中止する措置が異なることがありま

す。 

（通信の切断） 

第 59 条の２ 当社は、通信中に電波状況が著しく悪化したときは、その通信を切断することがあります。 

２ 当社は、前項の規定によるほか、料金表第１表第３（通信料）の１（適用）の(13)、(14)若しくは(22)の規定に係る通信

（通話モードによるものに限ります。）について、その契約者回線からの通信の利用が当社が定める時間を超えたときは、その通信

を切断することがあります。 

 

第 60 条 （略） 

 

第３節 通信時間等の測定等 

 

（通信時間等の測定等） 

第 61 条 通話モード及び 64kb/s デジタル通信モードに係る通信時間は、双方の契約者回線等を接続して通信できる状態にした時

刻から起算し、発信者又は着信者による端末設備の通信終了ボタンを押す等の通信終了の信号を受けてその通信をできない状

態にした時刻（第 59 条の２（通信の切断）の規定により当社が通信を切断したときは、その時刻とします｡)までの経過時間と

し、当社の機器（相互接続通信の場合には協定事業者の機器を含みます。以下同じとします｡)により測定します。 

２ （略） 

３ パケット通信モードに係る課金対象パケット数については、前項の規定により測定した情報量をｉモードフルブラウザ（ｉモード機能等

を利用するためのプログラムであって当社が指定するものをいいます。以下同じとします｡)を使用したｉモード等通信（別表２（付

加機能）に規定するｉモード機能の利用に係る通信及びＩＳＰ接続通信（ｉモード機能の利用に係る通信以外の通信であっ

て当社が別に定めるプロトコルを使用して行うものをいいます。以下同じとします｡)をいいます。以下同じとします｡)、それ以外のｉモ

ード等通信、並びにそれら以外の通信に、当社が定める方法により区分し、それぞれの１料金月（１の暦月の起算日（当社が契

約ごとに定める毎暦月の一定の日をいいます。）から次の暦月の起算日の前日までの間をいいます。以下同じとします。）における

総情報量について、128 バイトまでごとに１の課金対象パケットとして算出します。 

４～５ （略） 

 

第４節 (略) 

 

第 10 章 料金等 

 

第１節 (略) 

 

第２節 料金等の支払義務 

 

（基本使用料等の支払義務） 

第 64 条 ＦＯＭＡ契約者は、その契約に基づいて当社が契約者回線の提供を開始した日から起算して契約の解除があった日の前日

までの期間（提供を開始した日と解除があった日が同一の日である場合は、１日間とします。）について、料金表第１表第１

（基本使用料）及び第６（ユニバーサルサービス料）に規定する料金の支払いを、付加機能の提供を開始した日から起算して

付加機能の廃止があった日の前日までの期間（提供を開始した日と廃止があった日が同一の日である場合は、１日間としま

す。）について、料金表第１表第２（付加機能使用料）に規定する料金の支払いを要します。 

 ただし、料金表第１表（料金）及び別表２ (付加機能) に別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 



２ 前項の期間において、利用の一時中断等によりＦＯＭＡサービスを利用することができない状態が生じたときの基本使用料、付加機

能使用料及びユニバーサルサービス料（以下「基本使用料等」といいます。）の支払いは、次によります。 

(1)～(2)（略） 

(3) 前２号の規定によるほか、契約者は、次の場合を除き、ＦＯＭＡサービスを利用できなかった期間中の基本使

用料等の支払いを要します。 

 

区     別 支払いを要しない料金 

契約者の責めによらない理由により、そのＦＯＭＡ

サービスを全く利用できない状態（その契約に係る

電気通信設備による全ての通信に著しい支障が

生じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる

場合を含みます｡)が生じた場合に、そのことを当社

が認知した時刻から起算して、24 時間以上その状

態が連続したとき。 

（略） 

 

 

 

 

 

３ （略） 

 

第 65 条～第 69 条 （略） 

 

第３節～第７節 （略） 

 

第 11 章～第 12 章 （略） 

 

第 13 章 雑則 

 

（発信者番号通知等） 

第 81 条の２ （略） 

２～７ （略）  

（注１）（略） 

 

 

（注２）（略） 

 

第 82 条～第 82 条の２ （略）  

 

（位置の測定に係るアシスト情報の受信） 

第 82 条の３ ＦＯＭＡ契約者（ＦＯＭＡユビキタス契約者（トランシーバプランに限ります。）を除きます。）は、当社が定める方法

により、位置の測定に係るアシスト情報（その契約者回線に接続されている移動無線装置の位置の測定の際に参考となる情報で

あって、当社が提供するものをいいます。以下この条において同じとします。）の受信をすることができます。 

 

２～３ （略） 

 

第 83 条～第 84 条 （略）  

 

(利用に係る契約者の義務) 

第 85 条 契約者は、次のことを守っていただきます。 

(1) ～(12) （略） 

２ 前項の期間において、利用の一時中断等によりＦＯＭＡサービスを利用することができない状態が生じたときの基本使用料、付加

機能使用料及びユニバーサルサービス料（以下「基本使用料等」といいます。）の支払いは、次によります。 

(1)～(2)（略） 

(3) 前２号の規定によるほか、契約者は、次の場合を除き、ＦＯＭＡサービスを利用できなかった期間中の基本使

用料等の支払いを要します。 

 

区     別 支払いを要しない料金 

１ 契約者の責めによらない理由により、そのＦＯ

ＭＡサービスを全く利用できない状態（その契

約に係る電気通信設備による全ての通信に著

しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程

度の状態となる場合を含みます｡)が生じた場合

に、そのことを当社が認知した時刻から起算し

て、24 時間以上その状態が連続したとき。 

（略） 

２ ＦＯＭＡの電話番号保管をしたとき。 電話番号保管をした日から起算し、再び利用できる状態

とした日の前日までの日数に対応するそのＦＯＭＡにつ

いての基本使用料及び付加機能使用料（別表２（付

加機能）に規定する遠隔管理機能に係るものを除きま

す。） 

３ （略） 

 

第 65 条～第 69 条 （略） 

 

第３節～第７節 （略） 

 

第 11 章～第 12 章 （略） 

 

第 13 章 雑則 

 

（発信者番号通知等） 

第 81 条の２ （略） 

２～７ （略）  

（注１）（略） 

（注２）2in1 利用に係るＦＯＭＡカードを利用して緊急通報を行った場合は、端末設備のモードにかかわらず、被共用ＦＯＭＡからの

通信となります。 

（注３）（略） 

 

第 82 条～第 82 条の２ （略） 

  

（位置の測定に係るアシスト情報の受信） 

第 82 条の３ ＦＯＭＡ契約者（共用ＦＯＭＡに係る契約者及びＦＯＭＡユビキタス契約者（トランシーバプランに限ります。）を

除きます。）は、当社が定める方法により、位置の測定に係るアシスト情報（その契約者回線に接続されている移動無線装置の

位置の測定の際に参考となる情報であって、当社が提供するものをいいます。以下この条において同じとします。）の受信をすること

ができます。 

２～３ （略） 

 

第 83 条～第 84 条 （略） 

  

(利用に係る契約者の義務) 

第 85 条 契約者は、次のことを守っていただきます。 

(1) ～（12）（略） 



(13) 電子メール（別表２（付加機能）に定めるものをいい、ｉモード電子メール（附則に規定するものをいいます。以下同じとしま

す。）及び別表２に規定する sp モード電子メールを含みます。以下この条において同じとします。）の送信は当社が別に定める方

法により行うこと。 

(14) ～(16) （略） 

２～６ （略） 

 

 

 

 

（注１）～（注２）（略） 

 

第 85 条の２～第 86 条 （略）  

 

（当社が提供する国際電話サービスに係る契約の締結等） 

第 87 条 ＦＯＭＡ契約（ＦＯＭＡ位置情報契約を除きます。以下この条において同じとします。）の申込みの承諾を受けた者は、

当社が定める国際電話サービス契約約款の規定に基づいて、国際電話契約を締結したこととなります。 

 ただし、次の場合は、この限りでありません。 

(1) ～(4)  （略） 

 

 

 

 

２ （略） 

（注）本条第１項第２号に規定する当社が別に定めるものは、料金表第１表第１（基本使用料）に規定するお便りフォトプランフラッ

トとします。 

 

第 88 条 （略） 

 

（国際アウトローミングの利用等） 

第 88 条の２ ＦＯＭＡ契約者は、別表２（付加機能）に規定する国際ローミング機能の提供を受けているときは、国際アウトローミ

ング（別表９に定める外国の電気通信事業者が、ＦＯＭＡカードを装着した移動無線装置との間に電気通信回線を設定して提

供する電気通信サービスをいいます。以下同じとします。）を利用することができます。 

 

 

２～14 （略） 

（注１）～（注３）（略） 

 

（無線ＩＰアクセスサービスの利用等） 

第 88 条の３ ＦＯＭＡ契約者は、別表２（付加機能）に規定する moperaU 機能（ライトプランに係るものを除きます。以下この

条において同じとします。）、ビジネス mopera インターネット機能又は sp モード機能の提供を受けているときは、無線ＩＰアクセス

サービス（当社の無線ＩＰ通信網を使用して提供する電気通信サービスであって、moperaU 機能、ビジネス mopera インターネ

ット機能又は sp モード機能を利用するためのものをいいます。以下同じとします。）を利用することができます。 

 

２～７ （略） 

 

８ （略） 

 

（利用者登録） 

第 88 条の４ ＦＯＭＡ契約者は、当社が定める方法により、その契約に係るＦＯＭＡサービスを主に利用する者の登録（以下「利

用者登録」といいます。）を行うことができます。この場合において、利用者登録により当社に登録される者（以下「登録利用者」と

いいます。）の情報は、登録利用者の氏名及び生年月日とします。 

２～８ （略）  

 (13) 電子メール（別表２（付加機能）に定めるものをいい、ｉモード電子メール及び sp モード電子メールを含みます。以下この条

において同じとします。）の送信は当社が別に定める方法により行うこと。 

 

(14) ～(16) （略） 

２～６ （略） 

（注１）本条第１項第７号に定める当社が別に定めるものは、料金表第１表第３（通信料）の(7)の２に規定するパケット定額の

適用対象となる通信（ＦＯＭＡサービスの契約者回線から、当社が定める接続先その他の接続方法により行ったパケット通信モ

ードによる通信をいい、当社が別に定めるものを除きます。）及び別表２（付加機能）に規定するｉモード機能の利用に係る通

信とします。 

（注２）～（注３）（略） 

 

第 85 条の２～第 86 条 （略）  

 

（当社が提供する国際電話サービスに係る契約の締結等） 

第 87 条 ＦＯＭＡ契約（ＦＯＭＡ位置情報契約を除きます。以下この条において同じとします。）の申込みの承諾を受けた者は、

当社が定める国際電話サービス契約約款の規定に基づいて、国際電話契約を締結したこととなります。 

 ただし、次の場合は、この限りでありません。 

(1) ～(4)  （略） 

(5) １年定期契約の解除と同時に新たに２年定期契約を締結する場合又は２年定期契約の解除と同時に新たに１年定期契約

を締結する場合であって、当社が別に定めるとき。 

(6) ２年定期契約者が総合利用プラン若しくは限定利用プランからデータ専用プランへ料金種別変更を行った場合又はデータ専用

プランから総合利用プラン若しくは限定利用プランへ料金種別変更を行った場合であって、当社が別に定めるとき。 

２ （略） 

（注）本条第１項第２号に規定する当社が別に定めるものは、ＦＯＭＡにおいては、料金表第１表第１（基本使用料）に規定す

るタイプリミット、ＦＯＭＡユビキタスにおいては、料金表第１表第１（基本使用料）に規定するお便りフォトプランフラットとしま

す。 

 

第 88 条 （略） 

 

（国際アウトローミングの利用等） 

第 88 条の２ ＦＯＭＡ契約者（共用ＦＯＭＡに係る契約者を除きます。以下この条において同じとします。）は、別表２（付加機

能）に規定する国際ローミング機能の提供を受けているときは、国際アウトローミング（別表９に定める外国の電気通信事業者

が、ＦＯＭＡカードを装着した移動無線装置との間に電気通信回線を設定して提供する電気通信サービスをいいます。以下同じ

とします。）を利用することができます。 

２～14 （略） 

（注１）～（注３）（略） 

 

（無線ＩＰアクセスサービスの利用等） 

第 88 条の３ ＦＯＭＡ契約者（共用ＦＯＭＡに係る契約者を除きます。以下この条において同じとします。）は、別表２（付加機

能）に規定する moperaU 機能（ライトプランに係るものを除きます。以下この条において同じとします。）、ビジネス mopera イン

ターネット機能又は sp モード機能の提供を受けているときは、無線ＩＰアクセスサービス（当社の無線ＩＰ通信網を使用して提

供する電気通信サービスであって、moperaU 機能、ビジネス mopera インターネット機能又は sp モード機能を利用するためのも

のをいいます。以下同じとします。）を利用することができます。 

２～７ （略） 

８ 電話番号保管があったときは、無線ＩＰアクセスサービスの提供を廃止します。 

９ （略） 

 

（利用者登録） 

第 88 条の４ ＦＯＭＡ契約者は、当社が定める方法により、その契約に係るＦＯＭＡサービスを主に利用する者の登録（以下「利

用者登録」といいます。）を行うことができます。この場合において、利用者登録により当社に登録される者（以下「登録利用者」と

いいます。）の情報は、登録利用者の氏名及び生年月日とします。 

２～８ （略）  



９ 当社は、ＦＯＭＡ契約者から登録利用者の登録を削除する申出があった場合のほか、利用者登録が行われているＦＯＭＡ、Ｆ

ＯＭＡユビキタス及びＦＯＭＡ位置情報について名義変更があったときは、登録利用者の登録を削除します。 

 

 

（注）（略） 

 

第 88 条の５～第 91 条の４ （略）  

 

（おまかせロック等） 

第 91 条の５ ＦＯＭＡ契約者 (ＦＯＭＡユビキタス契約者及びＦＯＭＡ位置情報契約者を除きます。以下この条において同じとし

ます。）は、おまかせロック（契約者からの請求により、端末設備（当社が定めるものに限ります。以下この条において同じとしま

す。）の一部の機能を停止するための信号及びＦＯＭＡカード（当社が定めるものに限ります。以下この条において同じとしま

す。）の一部の機能を停止するための信号を、その契約者に係る契約者回線に送出するサービスをいいます。以下同じとします。）

を利用することができます。 

２～８ （略） 

（注１）～（注４）（略） 

 

（ケータイお探しサービス） 

第 91 条の６ ＦＯＭＡ契約者は、ｉモード機能又は別表２（付加機能）に規定する sp モード機能の提供を受けているときは、ケー

タイお探しサービス（契約者からの申出により、その契約者に係る契約者回線に接続された端末設備（当社が別に定めるものに限

ります。）の所在に係る緯度及び経度等の情報（以下この条において「位置情報」といいます。）を、当社が通知するサービスをい

います。以下同じとします。）を利用することができます。 

２～７（略） 

 

第 91 条の７～第 93 条 （略） 

 
第 14 章 その他のサービス 

 

第 94 条～第 96 条 （略） 

 

（情報提供サービス） 

 第 97 条 当社は、次表に定める情報提供サービスを提供します。 

 

  （d カード mini） 

 第 97 条の２ 当社は、ＦＯＭＡ契約者からあらかじめ請求があったときは、d カード mini（当社が定める商品又は権利の購入若しくは

役務提供その他の取引を行う際に、その商品等を販売又は提供する者（以下この条において「加盟店」といいます。）との間の代金の

決済を行うことができるサービスをいいます。以下同じとします。）を提供します。 

 

 

第 98 条～99 条 (略) 

 

（回収代行等の承諾等） 

第 100 条 ＦＯＭＡ契約者は、有料情報サービス（ＦＯＭＡ等を利用して有料で情報等の提供を受けることができるサービスをいいま

種    類 内        容 

ｉBodymo 当社が定める機能を有する端末設備及び蓄積装置（当社が設置した電気通信設備であ

って、ＦＯＭＡ契約者又は情報提供者（第 100 条（回収代行等の承諾等）に規定す

るものをいい、当社が定める基準に適合するものに限ります。以下この条において同じとしま

す。）により登録されたデータ（以下この条において「蓄積データ」といいます。）を蓄積するも

のをいいます。）を利用して情報を受信するもの 

 

９ 当社は、ＦＯＭＡ契約者から登録利用者の登録を削除する申出があった場合のほか、次のいずれかに該当する場合には、登録利

用者の登録を削除します。 

(1) 電話番号保管があったとき。 

(2) 名義変更があったとき。 

（注）（略） 

 

第 88 条の５～第 91 条の４ （略）  

 

（おまかせロック等） 

第 91 条の５ ＦＯＭＡ契約者 (共用ＦＯＭＡに係る契約者、ＦＯＭＡユビキタス契約者及びＦＯＭＡ位置情報契約者を除きま

す。以下この条において同じとします。）は、おまかせロック（契約者からの請求により、端末設備（当社が定めるものに限ります。

以下この条において同じとします。）の一部の機能を停止するための信号及びＦＯＭＡカード（当社が定めるものに限ります。以

下この条において同じとします。）の一部の機能を停止するための信号を、その契約者に係る契約者回線に送出するサービスをいい

ます。以下同じとします。）を利用することができます。 

２～８ （略） 

（注１）～（注４）（略） 

 

（ケータイお探しサービス） 

第 91 条の６ ＦＯＭＡ契約者（共用ＦＯＭＡに係る契約者を除きます。）は、別表２（付加機能）に規定するｉモード機能又

は sp モード機能の提供を受けているときは、ケータイお探しサービス（契約者からの申出により、その契約者に係る契約者回線に接

続された端末設備（当社が別に定めるものに限ります。）の所在に係る緯度及び経度等の情報（以下この条において「位置情

報」といいます。）を、当社が通知するサービスをいいます。以下同じとします。）を利用することができます。 

２～７（略） 

 

第 91 条の７～第 93 条 （略） 

 

第 14 章 その他のサービス 

 

第 94 条～第 96 条 （略） 

 

  （情報提供サービス） 

 第 97 条 当社は、次表に定める情報提供サービスを提供します。 

 

  （d カード mini） 

 第 97 条の２ 当社は、ＦＯＭＡ契約者（共用ＦＯＭＡに係る契約者を除きます。以下この条において同じとします。）からあらかじ

め請求があったときは、d カード mini（当社が定める商品又は権利の購入若しくは役務提供その他の取引を行う際に、その商品等を

販売又は提供する者（以下この条において「加盟店」といいます。）との間の代金の決済を行うことができるサービスをいいます。以下

同じとします。）を提供します。 

 

第 98 条～99 条 (略) 

 

（回収代行等の承諾等） 

第 100 条 ＦＯＭＡ契約者（共用ＦＯＭＡに係る契約者を除きます。以下この条において同じとします。）は、有料情報サービス

種    類 内        容 

ｉBodymo 当社が定める機能を有する端末設備及び蓄積装置（当社が設置した電気通信設備であ

って、ＦＯＭＡ契約者（共用ＦＯＭＡに係る契約者を除きます。以下この条において同じ

とします。）又は情報提供者（第 100 条（回収代行等の承諾等）に規定するものをい

い、当社が定める基準に適合するものに限ります。以下この条において同じとします。）により

登録されたデータ（以下この条において「蓄積データ」といいます。）を蓄積するものをいいま

す。）を利用して情報を受信するもの 



す。以下同じとします。）を利用したときのその有料情報サービスの料金（有料情報サービスの利用の際に通知される料金をいい、

その契約者回線の契約者以外の者が利用したものを含みます。以下同じとします。）について、その有料情報等を提供する者（以

下「情報提供者」といいます。）が、当社によるその料金の回収代行について当社の承諾を得ているときは、当社がその情報提供者

の代理人としてその料金を回収することを承諾していただきます。 

 

２～８ （略） 

（注）（略） 

 

（ケータイ払い） 

第 100 条の２ ＦＯＭＡ契約者（ⅰモード機能又は別表２（付加機能）に規定する sp モード機能の提供を受けている者に限るも

のとします。以下この条において同じとします。）は、当社が別に定めるところにより、ケータイ払い（商品若しくは権利の購入をする場

合又は役務提供等を受ける場合において、ＦＯＭＡを利用してその商品等を販売又は提供する者（以下「商品提供者」といいま

す。）との間の代金の決済を行うことができるサービスをいいます。以下同じとします。）を利用することができます。 

 

２～11 （略）  

（注）（略） 

 

（協定事業者が提供する電報サービスの利用等） 

第 101 条 ＦＯＭＡ契約者（ＦＯＭＡユビキタス契約者及びＦＯＭＡ位置情報契約者を除きます。以下この条において同じとしま

す。）は、当社が別に定める協定事業者の契約約款の規定に基づく電報サービスを利用することができます。 

 

２～５ （略） 

 
  

 

（ＦＯＭＡ等を利用して有料で情報等の提供を受けることができるサービスをいいます。以下同じとします。）を利用したときのその

有料情報サービスの料金（有料情報サービスの利用の際に通知される料金をいい、その契約者回線の契約者以外の者が利用し

たものを含みます。以下同じとします。）について、その有料情報等を提供する者（以下「情報提供者」といいます。）が、当社によ

るその料金の回収代行について当社の承諾を得ているときは、当社がその情報提供者の代理人としてその料金を回収することを承

諾していただきます。 

２～８（略） 

（注）（略） 

 

（ケータイ払い） 

第 100 条の２ ＦＯＭＡ契約者（別表２（付加機能）に規定するⅰモード機能又は sp モード機能の提供を受けている者に限る

ものとし、共用ＦＯＭＡに係る契約者を除きます。以下この条において同じとします。）は、当社が別に定めるところにより、ケータイ

払い（商品若しくは権利の購入をする場合又は役務提供等を受ける場合において、ＦＯＭＡを利用してその商品等を販売又は

提供する者（以下「商品提供者」といいます。）との間の代金の決済を行うことができるサービスをいいます。以下同じとします。）を

利用することができます。 

２～11 （略）  

（注）（略） 

 

（協定事業者が提供する電報サービスの利用等） 

第 101 条 ＦＯＭＡ契約者（共用ＦＯＭＡに係る契約者、ＦＯＭＡユビキタス契約者及びＦＯＭＡ位置情報契約者を除きま

す。以下この条において同じとします。）は、当社が別に定める協定事業者の契約約款の規定に基づく電報サービスを利用すること

ができます。 

２～５ （略） 

 

  

 

 

 



 

 

  

料金表 

 

通則 

１～11 （略）  

12 当社は、１のＦＯＭＡにおいて、ｉモード機能、別表２（付加機能）に規定する moperaU 機能、ビジネス mopera インター

ネット機能若しくは sp モード機能の提供を受けていること及び料金等の支払方法が口座振替又はクレジット払いであることを確認した

とき（当社が定めるときを除きます。）は、当社がそのことを確認した日において、そのＦＯＭＡについて契約者から前項に規定する請

求があったものとみなして取り扱います。 

 ただし、次のいずれかに該当する場合はこの限りでありません。 

(1)～(3) （略） 

 

 

13～26 （略） 

   (割引額又は割引予定額の開示) 

  27 当社は、当社が別に定める方法により料金その他の債務を一括して請求（以下この項において「一括請求」といいます。）している

２以上の電気通信サービスにより構成される回線群（以下この項において「一括請求グループ」といいます。）に属するＸｉ又はＦＯ

ＭＡに係る契約者又はその一括請求グループを指定して一括請求を選択する申出をすることができる者（以下この項において「Ｘｉ

契約者等といいます。」）に対し、そのＸｉ契約者等がＸｉサービス契約約款に規定するｄカードお支払割の適用を受けることとなる

ときのその割引額又は割引予定額を確認することを目的として、その一括請求グループに関する料金その他の債務の一括請求先となる

Ｘｉ、Ｘｉユビキタス、ＦＯＭＡ、ＦＯＭＡユビキタス、ＦＯＭＡ位置情報又はワイドスター通信サービスに係る契約に関する事項を

開示することがあります。 

 （注１）～（注２）（略） 

 

 

第１表 料金（国際アウトローミング利用料、無線ＩＰアクセス定額料及びその他のサービスの料金を除きます｡) 

 第１ 基本使用料 

  １ 適用 

基本使用料の適用 

(1) ＦＯＭＡの基本

使用料の適用 

ア ＦＯＭＡの基本使用料には、次の料金種別があります。 

 

区 分 基本使用料の料金種別 

ＦＯＭＡ    

  

    

 

料金表 

 

通則 

１～11 （略）  

12 当社は、１のＦＯＭＡにおいて、別表２（付加機能）に規定するｉモード機能、moperaU 機能、ビジネス mopera インターネ

ット機能若しくは sp モード機能の提供を受けていること及び料金等の支払方法が口座振替又はクレジット払いであることを確認したと

き（当社が定めるときを除きます。）は、当社がそのことを確認した日において、そのＦＯＭＡについて契約者から前項に規定する請

求があったものとみなして取り扱います。 

 ただし、次のいずれかに該当する場合はこの限りでありません。 

(1)～(3) （略） 

(4) そのＸｉについて、当社が電話番号保管を行っているとき（別表２（付加機能）に規定するメールアドレス保管を行っているときを

除きます。）。 

13～26 （略） 

 

 

 

 

 

 

（注１）～（注２）（略） 

 

 

第１表 料金（国際アウトローミング利用料、無線ＩＰアクセス定額料及びその他のサービスの料金を除きます｡) 

 第１ 基本使用料 

  １ 適用 

基本使用料の適用 

(1) ＦＯＭＡの基本

使用料の適用 

ア ＦＯＭＡの基本使用料には、次の料金種別があります。 

（ア）(イ)以外のもの 

区 分 基本使用料の料金種別 

ＦＯＭＡ 総合利用プ

ラン 

バリュープラ

ン 

タイプＳＳ 

 タイプＳ 

   タイプＭ 



 

 

    

    

    

    

    

    

   

    

    

    

    

  

 

 

  

 限定利用プラン キッズケータイプラン２ 

 (略) (略) 

 

   タイプＬ 

   タイプＬＬ 

   タイプシンプル 

   タイプリミット 

   タイプビジネス 

  バリュープラ

ン以外のも

の 

タイプＳＳ 

  タイプＳ 

   タイプＭ 

   タイプＬ 

   タイプＬＬ 

   タイプシンプル 

   タイプリミット 

   タイプビジネス 

 限定利用プラン キッズケータイプラン 

 (略) (略) 

 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ～オ（略） 

 カ 基本使用料の料金種別の選択に関して次に該当するときは、その定めるところによります。 

 （ア）定期契約を締結しているときは、限定利用プラン又はデータ専用プラン（定額データプラン

スタンダード２及び定額データプラン128Ｋ（以下「定額データプラン」といいます。）を除

きます。）を選択できません。 

  

 （イ）ｉモード機能又は別表２（付加機能）に規定する通信中着信機能、留守番電話及

び不在案内機能、通話録音機能の提供を受けているときは、データ専用プランを選択で

きません。 

  

  

 

 

 （ウ）別表２に規定する即時接続機能の提供を受けているときは、限定利用プランを選択でき

ません。 

  

 

 （イ）共用ＦＯＭＡに係るもの 

区 分 基本使用料の料金種別 

ＦＯＭＡ 総合利用プラン タイプＳＳ 2in1 

  タイプＳ 2in1 

  タイプＭ 2in1 

  タイプＬ 2in1 

  タイプＬＬ 2in1 

  タイプビジネス 2in1 

  タイプ2in1 

 

 イ～オ（略） 

 カ ウからオの規定によるほか、基本使用料の料金種別の選択に関して次に該当するときは、そ

の定めるところによります。 

 （ア）定期契約を締結しているときは、データ専用プラン（定額データプランスタンダード２及び

定額データプラン128Ｋ（以下「定額データプラン」といいます。）を除きます。）又はタイ

プ2in1を選択できません。 

 （イ）被共用ＦＯＭＡであるときは、タイプＳＳ、タイプＳ、タイプＭ、タイプＬ、タイプＬＬ、タイ

プシンプル、タイプリミット及びタイプビジネスに限り選択することができます。 

 （ウ）別表２（付加機能）に規定する通信中着信機能、留守番電話及び不在案内機能、

ｉモード機能又は通話録音機能の提供を受けているときは、データ専用プランを選択でき

ません。 

 （エ）別表２に規定する自動着信転送機能の提供を受けているときは、タイプリミットを選択で

きません。 

 （オ）別表２に規定する国際ローミング機能の提供を受けているときは、タイプリミットを選択でき

ません。 

 （カ）別表２に規定する即時接続機能の提供を受けているときは、総合利用プラン又は限定

利用プランを選択できません。 

 （キ）別表２に規定する位置情報受信機能（タイプ１に係るものに限ります。）の提供を受け

ているときは、タイプリミットを選択できません。 



 

 

 （エ）（略） 

  

  

 

 

 （オ) （略） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

  

 キ～コ（略） 

 サ 定額データプランスタンダード若しくは定額データプランHIGH-SPEEDのＦＯＭＡに係る一

般契約者が基本使用料の料金種別を定額データプランスタンダード２に変更した場合、又は

定額データプランスタンダード若しくは定額データプランHIGH-SPEEDのＦＯＭＡに係る契約

者が、その契約の解除と同時に新たに定額データプランスタンダード２のＦＯＭＡに係る一般

契約若しくは２年定期契約を締結した場合における当該暦月のＦＯＭＡの基本使用料に

ついては、その契約者が定額データプランスタンダード２を継続して選択したものとみなして計

算した額を適用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 （ク）（略） 

 （ケ）第３（通信料）の(7)の２に規定するパケ･ ホーダイダブルを選択しているときは、タイプ

シンプルを選択することができません。 

 （コ）第３（通信料）の(7)の２に規定するパケ・ホーダイシンプルを選択しているときは、タイプ

シンプルに限り選択することができます。 

 （サ) （略） 

 キ タイプリミットを選択している契約者は、利用限度額（通信及び有料情報の利用に関する限

度となる額をいいます。以下この欄において同じとします。）をあらかじめ設定することにより、

当社が請求することとなる通信に関する料金及び有料情報サービスの料金等の概算額（当

社が別に定める方法により算定した額とします。以下この欄において同じとします。）が利用

限度額を超えたことを当社が確認した後の別に定めるときから当該料金月の末日までの間

（当該料金月の末日までの間に利用限度額の増額によってその概算額が増額後の利用限

度額を下回ったときは、そのことを当社が確認するまでの間）、そのＦＯＭＡに係る通信をで

きないようにすることができます。 

 ただし、通話モード、64kb/sデジタル通信モード若しくはショートメッセージ通信モードによる

契約者回線への通信、利用限度額の変更若しくは付加機能の利用に係る設定等に係る通

信、契約者があらかじめ指定した３以内の契約者回線への通信又は第３（通信料）の

(7)の２に規定するパケット定額、(13)のイの適用を受ける通信若しくは(14)のアの(イ)の適

用を受ける通信等については、この限りでありません。 

 ク 利用限度額に係る設定方法については、当社が別に定めるところによります。 

 ケ タイプリミットを選択している契約者は、キの規定によりあらかじめ設定した利用限度額を、当

社が別に定める方法によりその料金月において増額することができます。 

 コ タイプリミットを選択している契約者が未成年者であるときは、基本使用料の料金種別の変

更、利用限度額の増額等を行う場合において、その契約者の親権者又は後見人の同意が

必要となる場合があります。 

 サ～セ（略） 

 ソ 定額データプランスタンダード若しくは定額データプランHIGH-SPEEDのＦＯＭＡ（利用休

止となっているものを除きます。）に係る一般契約者が基本使用料の料金種別を定額データ

プランスタンダード２に変更した場合、又は定額データプランスタンダード若しくは定額データプ

ランHIGH-SPEEDのＦＯＭＡ（利用休止となっているものを除きます。）に係る契約者

が、その契約の解除と同時に新たに定額データプランスタンダード２のＦＯＭＡに係る一般契

約若しくは２年定期契約を締結した場合における当該暦月のＦＯＭＡの基本使用料につ

いては、その契約者が定額データプランスタンダード２を継続して選択したものとみなして計算

した額を適用します。 

 タ ２年定期契約者は、総合利用プラン並びに定額データプランスタンダード２若しくは定額デー

タプラン128Ｋの間の料金種別の変更は行うことができません。 

 チ 契約者が、定額データプランスタンダード又は定額データプランHIGH-SPEEDに係るＦＯＭ

Ａの再利用の請求をし、その承諾を受けた場合であって、その承諾を受けた暦月において、基

本使用料の料金種別を定額データプランスタンダード２に変更した場合、又はそのＦＯＭＡ

契約の解除と同時に新たに定額データプランスタンダード２のＦＯＭＡに係る一般契約若し



 

 

  

 

 

シ （略） 

  

 

 

 ス （略） 

 セ 契約者は、一般契約の解除と同時に新たに定期契約を締結、定期契約の解除と同時に新

たに一般契約を締結、又は基本使用料の料金種別を変更する場合であって、当該月におけ

るＦＯＭＡ契約の締結及び基本使用料の料金種別の変更の合計回数が当社が別に定め

る回数を超えるときは、第５（手続きに関する料金）に規定する手続きに関する料金の支

払いを要します。 

 ソ～タ（略） 

チ 当社は、次の全てに該当する場合に限り、限定利用プランを提供します。 

 (1)～(2)（略） 

 (3) タの規定により指定した利用者の利用者情報が登録されているとき。 

 （注）（略） 

  

 

 

(1) の ２ ～ ３ 

（略） 

（略） 

  

(2) 削除 

 

 

 

 

 

 

 

くは２年定期契約を締結した場合における当該暦月のＦＯＭＡの基本使用料については、

再び利用できる状態にした日からその契約者が定額データプランスタンダード２を継続して選

択したものとみなして計算した額を適用します。 

 ツ （略） 

 テ 2in1利用をしているＦＯＭＡにおいて2in1利用の廃止があったときは、本則第49条（契

約者識別番号の登録等）に規定する契約者識別番号の登録等が行われるまでの間に限

り、2in1利用が廃止される際に選択していた基本使用料の料金種別を継続して適用しま

す。 

 ト （略） 

 ナ 契約者は、一般契約の解除と同時に新たに定期契約を締結、定期契約の解除と同時に新

たに一般契約を締結、総合利用プランに係る定期契約の解除と同時に新たにデータ専用プ

ランに係る定期契約を締結、データ専用プランに係る定期契約の解除と同時に新たに総合

利用プランに係る定期契約を締結又は基本使用料の料金種別を変更する場合であって、当

該月におけるＦＯＭＡ契約の締結及び基本使用料の料金種別の変更の合計回数が当社

が別に定める回数を超えるときは、第５（手続きに関する料金）に規定する手続きに関する

料金の支払いを要します。 

 ニ～ヌ（略） 

ネ 当社は、次の全てに該当する場合に限り、限定利用プランを提供します。 

 (1)～(2)（略） 

 (3) ヌの規定により指定した利用者の利用者情報が登録されているとき。 

 （注１）（略） 

 （注２）キの場合において、通話モード又は64kb/sデジタル通信モードに係る通信が切断され

るまでの間は、通信の利用が継続されます。 

 （注３）クに規定する当社が別に定めるところ及びケに規定する当社が別に定める方法は、タイ

プリミットに係る操作ガイドに定めるところによります。 

(1) の ２ ～ ３ 

（略） 

（略） 

  

(2) 総合利用プラン

の基本使用料の

減額適用 

ア 当社は、総合利用プランのＦＯＭＡの基本使用料（料金種別がタイプ2in1であるものを除

きます。以下この欄において同じとします。）について、当該暦月のそのＦＯＭＡ契約に係る

経過期間に応じて、次の (ア) 又は (イ) に定める額を減額します。 

（ア）(イ)以外のもの 

 基本使用料の減額（月額） 

経 過 期 間 

２（料金額）の規定の額に次の係数を乗じ

て得た額 

 一般契約に係るもの

（継続利用割引サ

ービス） 

１年定期契約に係

るもの（いちねん割

引） 



 

 

 

 
 

 
 

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12か月まで － 0.10 

12か月超え24か月まで 0.07 0.12 

24か月超え36か月まで 0.08 0.14 

36か月超え48か月まで 0.10 0.16 

48か月超え60か月まで 0.12 0.18 

60か月超え72か月まで 0.15 0.20 

72か月超え84か月まで 0.15 0.21 

84か月超え96か月まで 0.15 0.22 

96か月超え108か月まで 0.15 0.23 

108か月超え120か月まで 0.15 0.24 

120か月超 0.15 0.25 
 

 
（イ）２年定期契約に係るもの（ひとりでも割50/ファミ割ＭＡＸ50/ビジネス割50） 

基本使用料の減額                 （月額） 

２（料金額）の規定の額に0.50を乗じて得た額 

 

 イ アに規定する経過期間は、その契約に基づき契約者回線の提供を開始した日が暦月の初

日のときはその暦月から、暦月の初日以外のときはその提供を開始した日を含む暦月の翌暦

月から起算します。 

 ウ 契約者回線の提供の開始があった日を含む暦月の基本使用料については、イの規定にかか

わらず、アに規定する12か月までの基本使用料の減額を適用します。 

 エ 定期契約の満了に伴いその契約の更新があった場合の更新後の定期契約に係る経過期間

は、イ及びウの規定にかかわらず、更新前の定期契約に係る経過期間の起算月から起算す

るものとします。 

 オ 定期契約者がその契約の解除と同時に新たに一般契約を締結したとき又は一般契約者が

その契約の解除と同時に新たに定期契約を締結したときの新たに契約を締結したＦＯＭＡ

に係る経過期間は、イ及びウの規定にかかわらず、契約の解除があったＦＯＭＡに係る経過

期間の起算月から通算するものとします。 

 カ １年定期契約者がその契約の解除と同時に新たに２年定期契約を締結したとき又は２年

定期契約者がその契約の解除と同時に新たに１年定期契約を締結したときの新たに契約を

締結したＦＯＭＡに係る経過期間は、イ及びウの規定にかかわらず、契約の解除があったＦ

ＯＭＡに係る経過期間の起算月から通算するものとします。 

 キ Ｘｉサービスに係る一般契約又は定期契約を締結している者がその契約の解除と同時に新

たにＦＯＭＡ契約を締結したときのそのＦＯＭＡに係る経過期間は、イ及びウの規定にかか

わらず、契約の解除があったＸｉサービスに係る経過期間の起算月から通算するものとしま

す。 

 ク ＦＯＭＡユビキタス契約若しくはＦＯＭＡ位置情報契約（以下「ＦＯＭＡユビキタス契約

等」といいます。）又はワイドスター通信サービスに係る契約を締結している者が、その契約の



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) の ２ ～ (2) の ３

（略） 
（略） 

(3) 複数回線複合

割引（ファミリー割

引）の適用 

ア 複数回線複合割引（以下この欄において「本割引」といいます。）とは、割引回線群（イに

規定する割引選択回線により構成される回線群をいいます。以下この欄、第３（通信料）

の(10)の２及び(13)において同じとします。）を構成するＦＯＭＡの基本使用料（基本

使用料の料金種別が定額データプラン、限定利用プランであるもの、２年定期契約を締結し

ているもの及び(7)に規定する身体障がい者等割引の適用を受けているものを除きます。）か

ら次表に規定する額の割引を行うことをいいます。 

区  分 単位 基本使用料の割引額（月額） 

複数回線複合割引 １契約

ごとに 

２（料金額）の規定の額に0.25を

乗じて得た額 
 

 イ～ウ（略） 

 エ 本割引を選択するときは、あらかじめ１の割引回線群を指定して当社に申し出ていただきま

す。この場合、その申出が新たに割引回線群を構成する申出であるときは、その割引代表回

線（割引回線群を代表する１のＦＯＭＡ若しくはＸｉをいいます。以下この欄及び第３

（通信料）の (13)において同じとします。）を合わせて申し出ていただきます。 

 オ 当社は、エに規定する申出があったときは、次のいずれかに該当する場合を除いて、これを承

諾します。 

（ア）～（イ）（略） 

（ウ） 指定した割引回線群に係る割引選択回線（その基本使用料の料金種別が定額デー

タプラン、限定利用プランであるもの、２年定期契約を締結しているもの、(7)に規定する身

体障がい者等割引の適用を受けているもの及び当該暦月においてその割引回線群に係る本

割引の適用を廃止する申出があったものを含みます。）の数が２以上20以下とならないと

解除と同時に新たにＦＯＭＡ契約を締結したときのそのＦＯＭＡに係る経過期間は、イ及

びウの規定にかかわらず、契約の解除があったその契約を締結した日（その契約を継続して

締結していると当社が認める場合は、その契約を締結した日と当社がみなす日）を含む暦月

の翌暦月（当該契約を締結した日が暦月の初日となる場合はその暦月とします。）から起

算します。 

 ケ 定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結した場合（一般契約の締結と同時に(7)

に規定する身体障がい者等割引の適用を受ける場合を除きます。）において、その新たに締

結した一般契約に係る当該暦月の基本使用料の減額については、アの規定にかかわらず、

定期契約に係る減額を適用します。 

 コ ２年定期契約の解除と同時に新たに１年定期契約を締結した場合において、その新たに締

結した１年定期契約に係る当該暦月の基本使用料の減額については、アの規定にかかわら

ず、２年定期契約に係る減額を適用します。 

 サ 通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定により基本使用料を日割するとき

は、アの規定により算定した額を日割して適用します。 

(2) の ２ ～ (2) の ３

（略） 
（略） 

(3) 複数回線複合

割引（ファミリー割

引）の適用 

ア 複数回線複合割引（以下この欄において「本割引」といいます。）とは、割引回線群（イに

規定する割引選択回線により構成される回線群をいいます。以下この欄、第３（通信料）

の(10)の２及び(13)において同じとします。）を構成するＦＯＭＡの基本使用料（基本

使用料の料金種別が定額データプラン、タイプ2in1若しくは限定利用プランであるもの、２年

定期契約を締結しているもの及び(7)に規定する身体障がい者等割引の適用を受けている

ものを除きます。）から次表に規定する額の割引を行うことをいいます。 

区  分 単位 基本使用料の割引額（月額） 

複数回線複合割引 １契約

ごとに 

２（料金額）の規定の額に0.25を

乗じて得た額 
 

 イ～ウ（略） 

 エ 本割引を選択するときは、あらかじめ１の割引回線群を指定して当社に申し出ていただきま

す。この場合、その申出が新たに割引回線群を構成する申出であるときは、その割引代表回

線（割引回線群を代表する１のＦＯＭＡ（共用ＦＯＭＡ（その契約者名義が法人

（法人に相当するものと当社が認めるものを含みます。）であるものを除きます。）に係るも

のを除きます。）若しくはＸｉをいいます。以下この欄及び第３（通信料）の (13)におい

て同じとします。）を合わせて申し出ていただきます。 

 オ 当社は、エに規定する申出があったときは、次のいずれかに該当する場合を除いて、これを承

諾します。 

(ア）～（イ）（略） 

（ウ） 指定した割引回線群に係る割引選択回線（その基本使用料の料金種別が定額デー

タプラン、タイプ2in1若しくは限定利用プランであるもの、２年定期契約を締結しているもの、

(7)に規定する身体障がい者等割引の適用を受けているもの及び当該暦月においてその割



 

 

き。 

（エ）～（カ）（略） 

 カ～シ（略） 

(4) （略）  

(5) 定期包括割引

（ビジネスセーバ

ー）の適用 

ア 定期包括割引（以下この欄において「本割引」といいます。）とは、契約者からあらかじめ申

出のあった割引選択期間及び最低利用額（次表に規定するものをいいます。以下この欄に

おいて同じとします。）に応じて、当社が別に定める方法により料金その他の債務を契約者ご

とに一括して請求（以下この欄において「一括請求」といい、その契約者以外の者（契約者

と相互に業務上緊密な関係を有することについて当社が別に定める基準に適合する者に限り

ます。）に係る料金等と合わせて請求する場合を含みます。）しているＦＯＭＡの基本使

用料（料金種別が定額データプラン、限定利用プランであるものを除きます。以下この欄にお

いて同じとします。）について、次表に規定する額の割引を行うことをいいます。 

 

表（略） 

 イ（略） 

 ウ 契約者は、その一括請求に係るＦＯＭＡ（基本使用料の料金種別が定額データプランで

あるもの又は限定利用プランに係るものを除きます。）及び国際電話サービス（当該契約約

款の規定により定期包括割引の適用を受けているものに限ります。）の当該月における基本

使用料及び通信に関する料金（ＦＯＭＡパケットパックに係る定額通信料を加算した額と

し、当社が別に定めるものを除きます。）の合計額（以下この欄において「月間利用額」とい

います。）があらかじめ申出のあった最低利用額に満たないときは、アの規定にかかわらず、そ

の月間利用額に代えて、その最低利用額からあらかじめ申出のあったアの表の区分に該当す

る係数をその最低利用額に乗じて得た額を控除した額（当該契約約款に規定する控除可

能額、控除残額、繰越額及びパケット繰越額がある場合は、その額を当社が定める方法によ

り適用した後の額とします。）を適用します（一括請求に係る契約者が２以上となる場合

は、それぞれの月間利用額に応じた額を適用します。）。 

 

 エ～ヌ（略） 

(5) の ２ ～ (6) 

（略） 
（略） 

(7) 身体障がい者等

割引（ハーティ割

引）の適用 

ア  身体障がい者等割引（以下この欄において「本割引」といいます。）とは、身体障がい者

等（身体障がい者（身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の

規定により、身体障害者手帳の交付を受けている者をいいます。以下同じとします。）、知

的障がい者（療育手帳制度について（昭和48年厚生省発児第156号厚生事務次官通

知）により定められた療育手帳制度要綱に規定する療育手帳の交付を受けている者をいい

ます。以下同じとします。）、精神障がい者（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

（昭和25年法律第123号）第45条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交

引回線群に係る本割引の適用を廃止する申出があったものを含みます。）の数が２以上20

以下とならないとき。 

（エ）～（カ）（略） 

 カ～シ（略） 

(4) （略）  

(5) 定期包括割引

（ビジネスセーバ

ー）の適用 

ア 定期包括割引（以下この欄において「本割引」といいます。）とは、契約者からあらかじめ申

出のあった割引選択期間及び最低利用額（次表に規定するものをいいます。以下この欄に

おいて同じとします。）に応じて、当社が別に定める方法により料金その他の債務を契約者ご

とに一括して請求（以下この欄において「一括請求」といい、その契約者以外の者（契約者

と相互に業務上緊密な関係を有することについて当社が別に定める基準に適合する者に限

ります。）に係る料金等と合わせて請求する場合を含みます。）しているＦＯＭＡの基本使

用料（料金種別が定額データプラン、タイプ2in1又は限定利用プランであるものを除きま

す。以下この欄において同じとします。）について、次表に規定する額の割引を行うことをいい

ます。 

表（略） 

 イ（略） 

 ウ 契約者は、その一括請求に係るＦＯＭＡ（基本使用料の料金種別が定額データプランで

あるもの又は限定利用プランに係るものを除きます。）及び国際電話サービス（当該契約約

款の規定により定期包括割引の適用を受けているものに限ります。）の当該月における基本

使用料（料金種別がタイプ2in1であるものを除きます。）及び通信に関する料金（ＦＯＭ

Ａパケットパックに係る定額通信料を加算した額とし、当社が別に定めるものを除きます。）の

合計額（以下この欄において「月間利用額」といいます。）があらかじめ申出のあった最低利

用額に満たないときは、アの規定にかかわらず、その月間利用額に代えて、その最低利用額か

らあらかじめ申出のあったアの表の区分に該当する係数をその最低利用額に乗じて得た額を

控除した額（当該契約約款に規定する控除可能額、控除残額、繰越額及びパケット繰越

額がある場合は、その額を当社が定める方法により適用した後の額とします。）を適用します

（一括請求に係る契約者が２以上となる場合は、それぞれの月間利用額に応じた額を適

用します。）。 

 エ～ヌ（略） 

(5) の ２ ～ (6) 

（略） 
（略） 

(7) 身体障がい者等

割引（ハーティ割

引）の適用 

ア  身体障がい者等割引（以下この欄において「本割引」といいます。）とは、身体障がい者等

（身体障がい者（身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定

により、身体障害者手帳の交付を受けている者をいいます。以下同じとします。）、知的障がい

者（療育手帳制度について（昭和48年厚生省発児第156号厚生事務次官通知）により

定められた療育手帳制度要綱に規定する療育手帳の交付を受けている者をいいます。以下

同じとします。）、精神障がい者（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25



 

 

付を受けている者をいいます。以下同じとします。）又は特定疾患患者（特定疾患治療研

究事業について（昭和48年厚生省衛発242号）に規定される対象の疾患であることにつ

いて各都道府県から証明書（以下特定疾患患者証明書といいます。）の交付を受けてい

る者をいいます。以下同じとします。）又は指定難病患者（難病の患者に対する医療等に

関する法律（平成26年法律第50号）第７条第４項の規定により各都道府県から医療

受給者証の交付を受けている者をいいます。以下同じとします。）をいいます。以下同じとしま

す。）が当社と締結しているＦＯＭＡ等（一般契約のＦＯＭＡ（基本使用料の料金種

別がデータ専用プランであるものに限ります。）又はＦＯＭＡユビキタス一般契約のＦＯＭ

Ａユビキタス（基本使用料の料金種別がお便りフォトプランフラットであるものに限ります。）に

限ります。以下この欄において同じとします。）又は身体障がい者等を登録利用者として利

用者登録が行われているＦＯＭＡ等の基本使用料について、契約者からの選択により次表

に規定する額の割引を行うことをいいます。 

 

 

                基 本 使 用 料 の 割 引 額        (月額) 

２（料金額）の規定の額に0.60を乗じて得た額 

 

 

 

 

イ～キ（略） 

ク 本割引の適用を廃止する場合は、その廃止日を含む暦月の末日までの基本使用料を割引

の対象とします。この場合において、ＦＯＭＡ等に係る契約者がその契約の解除と同時に新

たに当社と定期契約等を締結したときのその月の定期契約等に係る基本使用料について

は、本割引を適用するものとし、(2)の２及び(2)の３に規定する定期契約等に係るＦＯＭ

Ａの基本使用料の減額を適用しません。 

ケ（略） 

 

 

コ（略） 

(8) 損害賠償額等の

算定に係る適用 

ＦＯＭＡ（限定利用プランに係るものを除きます。）又はＦＯＭＡユビキタスにおいて、第54

条（通信の種類等）に規定する通信の種類のうち次のアからウに区分する種類の通信のみが

利用できなかった場合の第64条（基本使用料等の支払義務）第２項第３号の表の１欄に

規定する支払いを要しない料金及び第80条（責任の制限）第２項に規定する損害を賠償

する額の算定に当たっては、その基本使用料の額を利用できなかった通信の種類に応じて、次の

アからウに規定する額とみなします。 

 ただし、基本使用料の料金種別が定額データプランのＦＯＭＡについては、イの(ア)に準じて

取り扱うこととします。 

  

年法律第123号）第45条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けて

いる者をいいます。以下同じとします。）又は特定疾患患者（特定疾患治療研究事業につい

て（昭和48年厚生省衛発242号）に規定される対象の疾患であることについて各都道府県

から証明書（以下特定疾患患者証明書といいます。）の交付を受けている者をいいます。以

下同じとします。）又は指定難病患者（難病の患者に対する医療等に関する法律（平成

26年法律第50号）第７条第４項の規定により各都道府県から医療受給者証の交付を受

けている者をいいます。以下同じとします。）をいいます。以下同じとします。）が当社と締結し

ているＦＯＭＡ等（一般契約のＦＯＭＡ又はＦＯＭＡユビキタス一般契約のＦＯＭＡユ

ビキタスであって、基本使用料の料金種別がお便りフォトプランフラットであるものをいいます。以

下この欄において同じとします。）又は身体障がい者等を登録利用者として利用者登録が行

われているＦＯＭＡ等の基本使用料について、契約者からの選択により次表に規定する額の

割引を行うことをいいます。 

 

 (ア) 一般契約に係るもの 

  ① ②以外のもの 

                基 本 使 用 料 の 割 引 額        (月額) 

２（料金額）の規定の額に0.60を乗じて得た額 

② 限定利用プランに係るもの 

                基 本 使 用 料 の 割 引 額        (月額) 

税抜額 500円  (税込額 524円) 

 

イ～キ（略） 

ク 本割引の適用を廃止する場合は、その廃止日を含む暦月の末日までの基本使用料を割引

の対象とします。この場合において、ＦＯＭＡ等に係る契約者がその契約の解除と同時に新

たに当社と定期契約等を締結したときのその月の定期契約等に係る基本使用料について

は、本割引を適用するものとし、(2)、(2)の２及び(2)の３に規定する定期契約等に係るＦ

ＯＭＡの基本使用料の減額を適用しません。 

ケ（略） 

コ 本割引の適用を受けているＦＯＭＡについては、(2)に規定する一般契約に係る基本使用

料の減額は適用しません。 

サ（略） 

(8) 損害賠償額等の

算定に係る適用 

ＦＯＭＡ（限定利用プランに係るものを除きます。）又はＦＯＭＡユビキタスにおいて、第54

条（通信の種類等）に規定する通信の種類のうち次のアからウに区分する種類の通信のみが

利用できなかった場合の第64条（基本使用料等の支払義務）第２項第３号の表の１欄に

規定する支払いを要しない料金及び第80条（責任の制限）第２項に規定する損害を賠償

する額の算定に当たっては、その基本使用料の額を利用できなかった通信の種類に応じて、次の

アからウに規定する額とみなします。 

 ただし、基本使用料の料金種別が定額データプランのＦＯＭＡについては、イの(ア)に準じて

取り扱うこととします。 



 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

ア データ専用プランに係るもの 

１契約ごとに  

区      分 

基本使用料の額（月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

（略） （略） 

 

 
イ （略） 

 

 

 ア ＦＯＭＡに係るもの 

 （ア）総合利用プラン 

 ①  ②以外のもの 

 １契約ごとに 

区      分 
基本使用料の額（月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

通話モード そのＦＯＭＡの基本使用料から410円を

控除した額 

64kb/sデジタル通信モード 200円 ( 216円) 

パケット通信モード 200円 ( 216円) 

ショートメッセージ通信モード 10円 (10.8円) 
 

  

 ② 共用ＦＯＭＡに係るもの 

 １契約ごとに 

 
 

区      分 

基本使用料の額（月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

通話モード そのＦＯＭＡの基本使用料から210円を

控除した額 

64kb/sデジタル通信モード 200円 ( 216円) 

ショートメッセージ通信モード 10円 (10.8円) 

 （イ） データ専用プラン 

１契約ごとに  

区      分 

基本使用料の額（月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

（略） （略） 

 

 
イ （略） 

 

 



 

 

 

 

  ２ 料金額 

   ２－１ ＦＯＭＡに係るもの 

１契約ごとに 

区       分 

 料金額（月額） 

次の税抜額（かっ

こ内は税込額） 

ＦＯＭＡ      

   

      

      

      

      

      

      

      

 

 

  ２ 料金額 

   ２－１ ＦＯＭＡに係るもの 

１契約ごとに 

区       分 

 料金額（月額） 

次の税抜額（かっ

こ内は税込額） 

ＦＯＭＡ 総合利用プラ

ン 

共用ＦＯＭＡ以外の

もの 

バリュープラン タイプＳＳ 1,864円

(2,013.12円) 

 タイプＳ 3,000円 ( 3,240

円) 

    タイプＭ 5,000円 ( 5,400

円) 

    タイプＬ 8,000円 ( 8,640

円) 

    タイプＬＬ 13,000円 

(14,040円) 

    タイプシンプル 1,483円

(1,601.64円) 

    タイプリミット 2,600円 ( 2,808

円) 

    タイプビジネス 8,200円 ( 8,856

円) 

   バリュープラン以

外のもの 

タイプＳＳ 3,600円 ( 3,888

円) 

   タイプＳ 4,600円 ( 4,968

円) 



 

 

     

      

      

      

      

      

      

     

     

     

     

     

    タイプＭ 6,600円 ( 7,128

円) 

    タイプＬ 9,600円 (10,368

円) 

    タイプＬＬ 14,600円 

(15,768円) 

    タイプシンプル 3,083円

(3,329.64円) 

    タイプリミット 4,200円 ( 4,536

円) 

    タイプビジネス 9,800円 (10,584

円) 

  共用ＦＯＭＡに係るもの タイプＳＳ 2in1 1,864円

(2,013.12円) 

   タイプＳ 2in1 3,000円 ( 3,240

円) 

   タイプＭ 2in1 5,000円 ( 5,400

円) 

   タイプＬ 2in1 8,000円 ( 8,640

円) 

   タイプＬＬ 2in1 13,000円 

(14,040円) 

   タイプビジネス 2in1 8,200円 ( 8,856

円) 

   タイプ2in1 800円 (   864円) 



 

 

 

限定利用プ

ラン 
一般契約に係るもの キッズケータイプラン２ 500 円(550 円) 

 （略） （略） （略） 

 

 

 ２－２ー３（略） 

 

 

第２ 付加機能使用料 

  １ 適用 

 

付  加  機  能  使  用  料  の  適  用 

(1)～（4）（略）  

(4) ｉモード電子メール等

音声文字変換機能に

係る付加機能使用料

の減額適用 

ア～ウ (略) 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

(5) 付加機能使用料の減

額適用 

ア～エ（略） 

 

(6)（略） （略） 

(7) 付加機能使用料の

31日間減額適用 

ア～ウ（略）  

 

 

 

限定利用プ

ラン 

一般契約に係るもの キッズケータイプラン 

1,000 円(1,080

円) 

 定期契約に係るもの キッズケータイプラン 500 円(540 円) 

 （略） （略） （略） 

 

 

 ２－２ー３（略） 

 

 

第２ 付加機能使用料 

  １ 適用 

 

付  加  機  能  使  用  料  の  適  用 

(1)～（3）（略）  

(4) ｉモード電子メール等

音声文字変換機能に

係る付加機能使用料

の減額適用 

ア～ウ (略) 

エ  次の場合には、契約の解除があったＦＯＭＡ契約を締結した日（そのＦＯＭＡ契

約を継続して締結していると当社が認める場合は、そのＦＯＭＡ契約を締結した日と当

社がみなす日）から継続してＦＯＭＡ契約を締結しているものとみなして、アの規定を

適用します。 

(ア) そのＦＯＭＡ契約者が、定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結したとき又

は一般契約の解除と同時に新たに定期契約を締結したとき。 

(イ) そのＦＯＭＡ契約者が、１年定期契約の解除と同時に新たに２年定期契約を締

結したとき、又は２年定期契約の解除と同時に新たに１年定期契約を締結したとき。 

(ウ) そのＦＯＭＡ契約者が、総合利用プランに係る定期契約の解除と同時に新たにデー

タ専用プランに係る定期契約を締結したとき又はデータ専用プランに係る定期契約の解

除と同時に新たに総合利用プランに係る定期契約を締結したとき。 

(5) 付加機能使用料の減

額適用 

ア～エ（略） 

オ 共用ＦＯＭＡに提供する付加機能に係る付加機能使用料については、別表２に規

定する通話録音機能に係るものを除き、支払いを要しません。 

(6)（略） （略） 

(7) 付加機能使用料の

31日間減額適用 

ア～ウ（略）  

エ 次の場合には、契約の解除があったＦＯＭＡ契約を締結した日（そのＦＯＭＡ契約

を継続して締結していると当社が認める場合は、そのＦＯＭＡ契約を締結した日と当社

がみなす日）から継続してＦＯＭＡ契約を締結していたものとみなして、アの(ア)から



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) ～(14) （略） （略） 

 

２ 料金額 

区      分 単   位 

料金額（月

額） 

次の税抜額（か

っこ内は税込

額） 

（略） （略） （略） 

   

ｉモード電子メール転送機能（メアド変えても転送サービス） １契約ごとに 
（略） 

ｉモード電子メール等音声文字変換機能（音声入力メール） 1契約ごとに 
（略） 

（略） （略） （略） 

 

  

第３ 通信料 

(キ)の規定を適用します。 

(ア) そのＦＯＭＡ契約者が、定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結したと

き又は一般契約の解除と同時に新たに定期契約を締結したとき。 

(イ) そのＦＯＭＡ契約者が、１年定期契約の解除と同時に新たに２年定期契約を

締結したとき又は２年定期契約の解除と同時に新たに１年定期契約を締結したと

き。 

(ウ) そのＦＯＭＡ契約者が、総合利用プランに係る定期契約の解除と同時に新たに

データ専用プランに係る定期契約を締結したとき又はデータ専用プランに係る定期契

約の解除と同時に新たに総合利用プランに係る定期契約を締結したとき。 
  

(8) ～(14) （略） （略） 

 

２ 料金額 

区      分 単   位 

料金額（月

額） 

次の税抜額（か

っこ内は税込

額） 

（略） （略） （略） 

ｉモード機能 基本機能 基本額（１契約ごと

に） 

300円 

(   324円) 

 追
加
機
能 

ｉモード電子メール転送機能（メア

ド変えても転送サービス） 

加算額（１契約ごと

に） 

100円 

(   108円) 

  ｉモード電子メール等音声文字変換

機能（音声入力メール） 

加算額（１契約ごと

に） 

200円 

(   216円) 

（略） （略） （略） 

 

 

第３ 通信料 



 

 

  １ 適用 

 

通  信  料  の  適  用 

(1) 通信の条件 ア～カ（略） 

キ 128k 通信モードによる通信は、基本使用料の料金種別が定額データプラン 128Ｋの

ＦＯＭＡに係るものである場合に限り、行うことができます。 

 

ク～ソ（略） 

 

 

タ～ヌ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）～（注 2） （略） 

(2)～ (6) （略）  

(7) パケット通信モードに

よる通信の料金の適用 

ア～イ（略） 

 

 

 

ウ データ専用プラン、ＦＯＭＡユビキタス又はＦＯＭＡ位置情報に係る基本使用料の料

金種別の変更があった場合は、アの規定にかかわらず、それぞれの基本使用料の料金種

別を選択している期間又は選択していない期間ごとに料金を算定します。 

 

エ （略） 

オ 当社は、契約者から、第１表第１（基本使用料）の(1)に規定する定額データプランス

タンダード２への基本使用料の料金種別の変更と同時に、その料金の適用に係る申出が

あったとき（その契約者からの最初の申出であると当社が認める場合に限ります。）は、そ

の申出のあった日を含む料金月及びその前料金月（以下この欄において「当該料金月」

といいます。）におけるパケット通信モードに係る通信（当社が別に定める通信を除きま

す。）について、当社が定める方法により、パケット定額の選択があったものとみなして料金

  １ 適用 

 

通  信  料  の  適  用 

(1) 通信の条件 ア～カ（略） 

キ 128k 通信モードによる通信は、基本使用料の料金種別が定額データプラン 128Ｋの

ＦＯＭＡに係るものである場合、(7)の２に規定するパケット定額の適用を受けている場

合に限り、行うことができます。 

ク～ソ（略） 

タ 共用ＦＯＭＡに係る契約者回線からのショートメッセージ通信モードによる文字メッセー

ジ（契約者回線等から送信された文字、数字及び記号等をいいます。以下同じとしま

す。）の送信は、行うことができません。 

チ～ネ（略） 

ノ らくらくパケ・ホーダイ（(7)の２に規定するものをいいます。以下同じとします。）の適用を

受けているＦＯＭＡの契約者回線との間のパケット通信モードによる通信は、別表２に規

定する sp モード機能の利用に係る通信に限り、行うことができます。 

ハ らくらくパケ・ホーダイの適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線との間のパケット通信モ

ードによる通信の１料金月における累計の課金対象パケット量が 4,096,000 課金対象

パケットを超えたことを当社が確認したときは、当社がそのことを確認した時刻から当該料金

月の翌料金月の初日の当社が定める時刻までの間において、そのＦＯＭＡの契約者回

線との間のパケット通信モードによる通信を 128k 通信モードによる通信とする取扱い（以

下この欄において「128k 通信」といいます。）を適用します。 

ヒ 128k 通信の適用を受けているＦＯＭＡについて、らくらくパケ・ホーダイの適用を廃止し

たことを当社が確認したときは、128k 通信の適用を解除します。 

（注 1）～（注 2） （略） 

(2)～ (6) （略）  

(7) パケット通信モードに

よる通信の料金の適用 

ア～イ（略） 

ウ １年定期契約者がその契約の解除と同時に新たに２年定期契約を締結したとき又は２

年定期契約者がその契約の解除と同時に新たに１年定期契約を締結したときの累計課

金対象パケット数は、イの規定に準じて取り扱います。 

エ データ専用プラン、共用ＦＯＭＡに係る総合利用プラン、ＦＯＭＡユビキタス若しくはＦ

ＯＭＡ位置情報に係る基本使用料の料金種別の変更があった場合又はパケット定額に

係る選択等があった場合は、アの規定にかかわらず、それぞれの基本使用料の料金種別、

パケット定額を選択している期間又は選択していない期間ごとに料金を算定します。 

オ （略） 

カ 当社は、契約者から、第１表第１（基本使用料）の(1)に規定する定額データプランス

タンダード２への基本使用料の料金種別の変更又は(7)の２に規定するパケット定額の

選択と同時に、その料金の適用に係る申出があったとき（その契約者からの最初の申出で

あると当社が認める場合に限ります。）は、その申出のあった日を含む料金月及びその前

料金月（以下この欄において「当該料金月」といいます。）におけるパケット通信モードに

係る通信（当社が別に定める通信を除きます。）について、当社が定める方法により、パ



 

 

を算定します。この場合において、当該料金月におけるその通信に係る料金額がその算定

額を超える場合は、その料金額と算定額の差額の支払いを要しないものとし、その額を返

還します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）（略） 

（注２）エの規定により、基本使用料の料金種別を選択している期間若しくは選択してい

ない期間ごとに料金を算定する場合において、当社は、１のセッション（当社が通信をで

きる状態にした時刻から起算してその通信を切断した時刻までの間をいいます。）の設

定中に基本使用料の料金種別の変更等があったときは、当社が定める方法により料金

を算定するものとします。 

（注３）（略） 

 

 

 

 

 

 

  

 

ケット定額の選択があったものとみなして料金を算定します。この場合において、当該料金

月におけるその通信に係る料金額がその算定額を超える場合は、その料金額と算定額の

差額の支払いを要しないものとし、その額を返還します。 

キ カの規定によるほか、当社は、Ｘｉ契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡ契約を締結し

た契約者であって、そのＦＯＭＡ契約締結の際にパケット定額の選択を行った者から、そ

のパケット定額の選択と同時に、その料金の適用に係る申出があったとき（その契約者か

らの最初の申出であると当社が認める場合に限ります。）は、当該料金月におけるパケット

通信モードに係る通信（当社が別に定める通信を除きます。）及びデータ通信モード

（Ｘｉサービス契約約款に規定するものをいいます。以下この欄において同じとします。）

に係る通信（当社が別に定める通信を除きます。）について、当社が定める方法により、

パケット定額の選択があったものとみなして料金を算定します。この場合において、当該料

金月におけるその通信に係る料金額がその算定額を超える場合は、その料金額と算定額

の差額の支払いを要しないものとし、その額を返還します。 

（注１）（略） 

（注２）エの規定により、基本使用料の料金種別又はパケット定額を選択している期間

若しくは選択していない期間ごとに料金を算定する場合において、当社は、１のセッション

（当社が通信をできる状態にした時刻から起算してその通信を切断した時刻までの間を

いいます。）の設定中に基本使用料の料金種別の変更又はパケット定額に係る選択

等があったときは、当社が定める方法により料金を算定するものとします。 

（注３（略） 

 

 

 

 

 

 

(7)の２ パケット通信モ

ードに係る定額通信料の

適用等 

ア 基本使用料の料金種別が総合利用プランのＦＯＭＡ（共用ＦＯＭＡに係るものを除

きます。）に係る契約者は、 (ア) に規定する定額通信料を支払った場合に、パケット通信

モードによる通信の一部に関する料金について、 (イ) の規定により算定した額を適用する

取扱い（以下「パケット定額」といいます。）を選択することができます。この場合において、

パケット定額にはパケ・ホーダイダブル、パケ・ホーダイシンプル、パケ・ホーダイフラット及びらくら

くパケ・ホーダイがあり、いずれか１つを選択し、あらかじめ当社に申し出ていただきます。 

 

（ア）定額通信料 

1 契約ごとに 

区   分 定額通信料（月額） 

パケ・ホーダイダブル 税抜額 372円 (税込額 401.76円) 

パケ・ホーダイシンプル ― 

パケ・ホーダイフラット 税抜額 5,200円  (税込額 5,616円) 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

らくらくパケ・ホーダイ 税抜額 5,200円  (税込額 5,616円) 

 

(イ) パケット通信料 

① パケ・ホーダイダブル及びパケ・ホーダイシンプルに係るもの 

１課金対象パケットごとに 

料 金 種 別 料  金  額 

sp モード機能の利用に係る通

信（パケ・ホーダイダブル等を

選択している期間において、当

社が定める端末設備のみを利

用して行ったことを当社が確認

したものに限ります。）に関す

るＦＯＭＡパケット通信料 

税抜額 0.004 円 (税込額 0.00432 円) 

上記以外のもの 税抜額 0.08 円 (税込額 0.0864 円) 

 

② パケ・ホーダイフラットに係るもの 

１課金対象パケットごとに 

料 金 種 別 料  金  額 

ＦＯＭＡパケット通信料 税抜額 0.05 円 (税込額 0.054 円) 

 

③ らくらくパケ・ホーダイに係るもの 

 

１課金対象パケットごとに 

料 金 種 別 料  金  額 

ＦＯＭＡパケット通信料 ― 

イ アの規定によるほか、パケット定額の選択に関して次に該当するときは、その定めるところ

によります。 

(ア) 基本使用料の料金種別がタイプシンプルのＦＯＭＡに係る契約者は、パケット

定額（パケ・ホーダイダブルを除きます。）のうち、いずれか１つを選択していただき

ます。 

(イ) パケ・ホーダイシンプルについては、基本使用料の料金種別がタイプシンプルのＦ

ＯＭＡに係る契約者に限り選択することができます。 

(ウ) らくらくパケ・ホーダイについては、別表２に規定する sp モード機能の提供を受けて

いる場合に限り、選択することができます。 

ウ 料金月の初日以外にパケ・ホーダイダブルの選択があったときは、通則第３項（料金の

計算方法等）及び第４項の規定に準じて、定額通信料をその選択があった日から当該

料金月の末日までの日数に応じて日割します。 

エ 同一料金月内において、パケ・ホーダイダブル及びシに規定するパケ・ホーダイシンプルの

両方の選択があったときは、ア及びウの規定にかかわらず、当該料金月におけるパケ・ホー

ダイダブルに係る定額通信料の支払いを要しません。 

オ 同一料金月内において、パケ・ホーダイフラット及びらくらくパケ・ホーダイの両方の選択が



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あったときは、アの規定にかかわらず、当該料金月におけるらくらくパケ・ホーダイに係る定額

通信料の支払いを要しません。 

カ パケット定額に係る変更等があった場合は、(7)のエの規定にかかわらず、それぞれのパ

ケット定額を選択している期間又はパケット定額を選択していない期間ごとに料金を算定

します。 

キ 当社は、パケット定額を選択している契約者から、この取扱いを廃止する申出があった

場合のほか、次のいずれかに該当する場合には、パケット定額を廃止します。 

(ア) 基本使用料の料金種別が総合利用プラン（共用ＦＯＭＡに係るものを除きま

す。）以外となったとき。 

(イ) 電話番号保管があったとき。 

(ウ) 契約の解除があったとき。 

ク キの規定によるほか、当社は、らくらくパケ・ホーダイを選択している契約者が、sp モード機

能（別表２に規定するものをいいます。以下この欄において同じとします。）を廃止した場

合は、らくらくパケ・ホーダイを廃止します。 

ケ 一般契約者がその契約の解除と同時に新たに定期契約を締結した場合、又は定期契

約者がその契約の解除と同時に新たに一般契約を締結した場合は、パケット定額を継続

して選択しているものとみなして取り扱います。 

コ １年定期契約者がその契約の解除と同時に新たに２年定期契約を締結した場合、又

は２年定期契約者がその契約の解除と同時に新たに１年定期契約を締結した場合は、

ケに規定する場合に準じて取り扱います。 

サ ＦＯＭＡを利用することができない期間があった場合のパケット定額に係る定額通信料

の取扱いについては、ＦＯＭＡの基本使用料の取扱いに準ずるものとします。 

シ ウ及びサに規定する場合を除き、定額通信料については日割しません。 

ス パケ・ホーダイダブル及びパケ・ホーダイシンプル（以下「パケ・ホーダイダブル等」といいま

す。）に係る適用は次のとおりとします。 

(ア) パケ・ホーダイダブル等の適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったｉ

モード等通信（ｉモードフルブラウザを使用した通信以外のものに限ります。）及び

sp モード機能の利用に係る通信（パケ・ホーダイダブル等を選択している期間におい

て、当社が定める端末設備のみを利用して行ったことを当社が確認したものに限りま

す。）に関する料金（(8)の２に規定する料金を除きます。）については、アの規定

により算定した額を適用します。この場合において、その料金の月間累計額が

4,200 円を超える場合は、4,200 円をその月間累計額とみなして取り扱います。 

(イ) パケ・ホーダイダブル等の適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったｉモ

ード等通信（ｉモードフルブラウザを使用した通信に限ります。）、sp モード機能の

利用に係る通信（(ア)の規定が適用される通信を除きます。）、128k 通信モード

による通信及びその他パケット通信モードによる通信（ＦＯＭＡサービスの契約者

回線から、当社が定める接続先その他の接続方法により行ったパケット通信モードに

よる通信をいい、当社が別に定めるものを除きます。）に関する料金については、アの

規定により算定した額を適用します。この場合において、その料金の月間累計額と

(ア)の規定により算定した料金の月間累計額の合計額（以下この欄において「ｉモ

ード等通信月間累計額」といいます。）が 5,700 円を超える場合は、5,700 円をそ

の合計額とみなして取り扱います。 

(ウ) パケ・ホーダイダブル等の適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったパケ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ット通信モードによる通信（ｉモード等通信以外のものをいい、(イ)に規定するもの

及び当社が別に定めるものを除きます。）に関する料金については、 (イ) の規定に

より算定したｉモード等通信月間累計額に応じて、次表の規定により算定した額を

適用します。 

 ただし、ｉモード等通信月間累計額が 5,700 円未満の場合であって、そのｉモー

ド等通信月間累計額と次表の規定により算定した料金の月間累計額の合計額が

5,700 円を超えるときは、5,700 円を超える部分の料金について、次表に規定する

ｉモード等通信月間累計額が 5,700 円以上の場合に適用される料金額を適用し

ます。 

 

１課金対象パケットごとに 

区      分 料 金 額 

ＦＯＭＡ

パケット通

信料 

ｉモード等通信月間累計額が

5,700 円未満の場合 

アに規定する料金額と同額 

ｉモード等通信月間累計額が

5,700 円以上の場合 

税抜額 0.02 円 

(税込額 0.0216 円) 

(エ) パケ・ホーダイダブル等の適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったパケ

ット通信モードによる通信の一部に関する料金は、ｉモード等通信月間累計額と

(ウ)の規定により算定した料金の月間累計額の合計額（その額が 7,800 円を超え

る場合は、7,800 円をその合計額とみなして取り扱います。）から、次表に規定する

控除可能額を控除した額を適用します。 

 ただし、その合計額が次表に規定する控除可能額に満たないときは、その合計額を

控除します。 

 

１契約ごとに 

区   分 控除可能額 

パケ・ホーダイダブル 372 円 

パケ・ホーダイシンプル ― 

(オ) ウの規定により定額通信料を日割するときは、 (エ) に規定する控除可能額をウに

規定する日数に応じて日割するものとし、同表中「372 円」を「372 円を日割した

額」に読み替えて適用します。 

(カ) (ア)から(オ)の場合において、同一料金月内にパケ・ホーダイダブル及びパケ・ホーダ

イシンプルの両方の選択があったときは、オ及び(7)のエの規定にかかわらず、当該料

金月におけるパケ・ホーダイダブルを選択している期間の課金対象パケット数とパケ･ホ

ーダイシンプルを選択している期間の課金対象パケット数を合算して料金を算定しま

す。 

(キ) パケ・ホーダイダブルに係る適用について、エの適用を受けるときは、(エ)に規定する

控除は行いません。 

(ク) パケ・ホーダイシンプルの適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったパケッ

ト通信モードによる通信の料金のうち、ｉモード電子メールの送受信に関する通信の

料金については、ｉモード機能に係る付加機能使用料と合わせて定めるものとし、sp

モード電子メールの送受信に関する通信の料金については、sp モード機能に係る付

加機能使用料と合わせて定めるものとし、インターネットメール機能（別表２に規定



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

するものをいいます。以下この欄において同じとします。）に係る電子メール（以下こ

の欄において「moperaU 電子メール」といいます。）の送受信に関する通信（ＦＯ

ＭＡサービスの契約者回線から、当社が定める接続先その他の接続方法により行っ

たパケット通信モードによる通信をいい、当社が別に定めるものを除きます。）の一部

に関する料金については、moperaU 機能に係る付加機能使用料と合わせて定める

ものとし、アの(イ)の規定にかかわらず、契約者はその規定により算定した額の支払い

を要しません。 

ただし、電波状態、若しくはｉモード機能、sp モード機能若しくは moperaU 機

能の利用に係る設定等によりｉモード電子メール、sp モード電子メール若しくは

moperaU 電子メールが蓄積されなかったとき、又は当社が別に定めるところによりそ

のｉモード電子メール、sp モード電子メール若しくは moperaU 電子メールが送信さ

れたときは、この限りでありません。 

 (ケ) パケ・ホーダイダブル等の適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行った sp モ

ード機能の利用に係る通信（パケ・ホーダイダブル等を選択している期間において、

当社が定める端末設備のみを利用して行ったことを当社が確認したものに限りま

す。）に関するパケット通信モードによる通信の料金については、当該料金月におけ

るその通信に係る課金対象パケット数に百分の五を乗じて算出したものを当該料金

月における課金対象パケット数として計算（その計算結果に小数点以下の端数が

発生した場合は、その端数を切り上げます。）するものとし、アの(イ)の①に規定する

「税抜額 0.004 円 (税込額 0.00432 円）」を「税抜額 0.08 円 (税込額

0.0864 円）」に読み替えて適用します。 

セ パケ・ホーダイフラットに係る適用は次のとおりとします。 

(ア) パケ・ホーダイフラットの適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったｉモー

ド等通信（ｉモードフルブラウザを使用した通信以外のものに限ります。）に関する

料金（(8)の２に規定する料金を除きます。）、sp モード機能の利用に係る通信及

びその他パケット通信モードによる通信（ＦＯＭＡサービスの契約者回線から、当社

が定める接続先その他の接続方法により行ったパケット通信モードによる通信をいい、

当社が別に定めるものを除きます。）については、アの規定にかかわらず、支払いを要

しません。 

(イ) パケ・ホーダイフラットの適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったｉモー

ド等通信（ｉモードフルブラウザを使用した通信に限ります。）及び 128k 通信モー

ドによる通信に関する料金については、アの規定により算定した額を適用します。この

場合において、その料金の月間累計額（以下この欄において「ｉモードフルブラウザ

等通信月間累計額」といいます。が 500 円を超える場合は、500 円をその月間累

計額とみなして取り扱います。 

(ウ) パケ・ホーダイフラットの適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったパケット

通信モードによる通信（ｉモード等通信以外のものをいい、(イ)に規定するもの及び

当社が別に定めるものを除きます。）に関する料金については、(イ)の規定により算

定したｉモードフルブラウザ等通信月間累計額に応じて、次表の規定により算定した

額を適用します。 

 ただし、ｉモードフルブラウザ等通信月間累計額が 500 円未満の場合であって、そ

のｉモードフルブラウザ等通信月間累計額と次表の規定により算定した料金の月間

累計額の合計額が 500 円を超えるときは、500 円を超える部分の料金について、次



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) ショートメッセージ通

信モードによる通信の料

金の適用 

ア（略） 

イ 基本使用料の料金種別が限定利用プランのＦＯＭＡの国際ショートメッセージ通信モ

ードに係る通信の料金は､(9)､(10)及び(10)の３に規定する控除残額及び繰越残額

（当社の提供する電気通信サービスに係るその他の料金に適用される場合は、その料金

に適用された額を控除した後の額とします。以下この欄において同じとします｡)があるとき

は、アの規定により算定した額の月間累計額からその控除残額及び繰越残額の合計額

を控除した額を適用します。 

 ただし、その月間累計額が控除残額と繰越残額の合計額に満たない場合は、その月間

累計額を控除した額を適用します。 

(8)の２ （略） 
 

 

表に規定するｉモードフルブラウザ等通信月間累計額が 500 円以上の場合に適用

される料金額を適用します。 

 

１課金対象パケットごとに 

区      分 料 金 額 

ＦＯＭＡパケ

ット通信料 

ｉモードフルブラウザ等通信

月間累計額が 500 円未満

の場合 

アに規定する料金額と同額 

ｉモードフルブラウザ等通信

月間累計額が 500 円以上

の場合 

税抜額 0.02 円 

(税込額 0.0216 円) 

 

(エ) パケ・ホーダイフラットの適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったパケット

通信モードによる通信の一部に関する料金は、(イ)と(ウ)の規定により算定した料金

の月間累計額の合計額（その額が 2,600 円を超える場合は、2,600 円をその合

計額とみなして取り扱います。）を適用します。 

ソ 当該料金月において、らくらくパケ・ホーダイの適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線

から行ったパケット通信モードによる通信について、当社が定める端末設備のみを利用して

行ったことを当社が確認したときは、アの規定にかかわらず、次表に規定する定額通信料

を適用します。 

 

１契約ごとに 

区   分 定額通信料（月額） 

らくらくパケ・ホーダイ 税抜額 2,839 円 (税込額 3,066.12 円) 

（注）ｉモード電子メール、sp モード電子メール又は moperaU 電子メールの本文に記

述されたＵＲＬから接続した場合の通信（当社が定める通信を除きます。）に関す

る料金については、スの(ク)の規定を適用しません。 

(8) ショートメッセージ通

信モードによる通信の料

金の適用 

ア（略） 

イ 基本使用料の料金種別が総合利用プラン又は限定利用プランのＦＯＭＡ（共用Ｆ

ＯＭＡに係るものを除きます。）の国際ショートメッセージ通信モードに係る通信の料金

は､(9)､(10)及び(10)の３に規定する控除残額及び繰越残額（当社の提供する電気

通信サービスに係るその他の料金に適用される場合は、その料金に適用された額を控除し

た後の額とします。以下この欄において同じとします｡)があるときは、アの規定により算定し

た額の月間累計額からその控除残額及び繰越残額の合計額を控除した額を適用しま

す。 

 ただし、その月間累計額が控除残額と繰越残額の合計額に満たない場合は、その月間

累計額を控除した額を適用します。 

(8)の２ （略） 
 



 

 

(9) 削 除 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9) 総合利用プラン

等における通信料

の適用 

ア 基本使用料の料金種別が総合利用プランのＦＯＭＡの通信（当社が別に定める

通信を除きます。以下この欄、(10)及び(10)の３において同じとします。）に関する

料金（他社相互接続通信に係る料金等通信料に合算して請求するものであって、

当社が別に定めるものを含みます。以下この欄において同じとします。）については、２

（料金額）の規定により算定した額の月間累計額（料金月単位で累計した額とし

ます。以下この欄において同じとします。）から次表に規定する控除可能額（(10)に

規定する控除可能額があるときは、その控除可能額を加算した額とします。）とイに規

定する繰越額又は引継繰越額（サに規定するものをいい、当該料金月に生じたもの

に限ります。）を控除した額を適用します。 

 ただし、その月間累計額が次表に規定する控除可能額と繰越額の合計額に満たな

い場合は、その月間累計額を控除した額を適用します。 

1契約ごとに 

基本使用料の料金種別 控除可能額 

タイプＳＳ及びタイプＳＳ 2in1 1,000円 

タイプＳ及びタイプＳ 2in1 2,000円 

タイプＭ及びタイプＭ 2in1 4,000円 

タイプＬ及びタイプＬ 2in1 6,000円 

タイプＬＬ及びタイプＬＬ 2in1 11,000円 

タイプシンプル － 

タイプリミット 2,200円 

タイプビジネス及びタイプビジネス 2in1 5,500円 

タイプ2in1 － 

イ この欄において繰越額とは、アの表中のただし書の場合におけるその控除可能額

（(10)に規定する控除可能額があるときは、その控除可能額を加算した額としま

す。）及びサに規定する引継繰越額の合計額と月間累計額（当該料金月において

控除可能な繰越額がある場合は、その額を控除した後の額とします。）の差額をいい

ます。 

 ただし、エの規定によりその繰越額が国際アウトローミング利用料等から控除されたと

き又は第１（基本使用料）の(5)のエの規定の適用を受けたときは、その控除された

額を繰越額から差し引いて適用します。 

ウ イの規定にかかわらず、基本使用料の料金種別を総合利用プランからデータ専用プラ

ンへ変更したときは、その変更のあった料金月及びその前料金月において生じた繰越

額及び引継繰越額は無効とし、当該料金月の翌料金月以降における控除は行いま

せん。 

 ただし、再度基本使用料の料金種別を変更し、当社が定める日において総合利用

プランを選択している場合は、この限りでありません。 

エ 総合利用プランのＦＯＭＡの通信に関する料金の月間累計額が控除可能額と繰越

額及び引継繰越額の合計額に満たない場合は、この約款及び国際電話サービス契

約約款に定めるところにより、そのＦＯＭＡに係る国際アウトローミング利用等に係る



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

料金（国際アウトローミング利用料、国際電話サービスの通話料、国際ショートメッセ

ージ通信料又は国際ＭＭＳ通信料をいいます。以下同じとします。）から控除残額

（控除可能額と繰越額及び引継繰越額の合計額からその月間累計額を差し引いた

額をいいます。）を控除します。 

オ 定期契約の解除と同時に一般契約を締結した場合、一般契約の解除と同時に定期

契約を締結した場合又はＸｉ契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡ契約を締結した

場合のそのＦＯＭＡに係る控除可能額、繰越額及び引継繰越額の適用について

は、ＦＯＭＡに係る基本使用料の料金種別の変更の場合に準じて取り扱います。 

カ (12)に規定する特定電話番号への通信料の月極割引、(13)に規定する複数回線

複合割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る通信料の月極割引又は(15)に規定

する定期包括割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る通信料の月極割引の適用を

受けている場合は、ＦＯＭＡに係る通信に関する料金の月間累計額に代えて、その

月間累計額からそれぞれの月極割引に係る割引額を差し引いた額についてアからオの

規定を適用します。 

 ただし、第１（基本使用料）の(5)のエの規定の適用を受けるときは、この限りであ

りません。 

キ 通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に基づき基本使用料を日

割するときは、アに規定する控除可能額をその利用日数に応じて日割するものとし、同

表中「1,000円」を「1,000円を日割した額」に、「2,000円」を「2,000円を日割した

額」に、「4,000円」を「4,000円を日割した額」に、「6,000円」を「6,000円を日割し

た額」に、「11,000円」を「11,000円を日割した額」に、「2,200円」を「2,200円を

日割した額」に、「5,500円」を「5,500円を日割した額」に、それぞれ読み替えて適用

します。 

ク 基本使用料の料金種別が総合利用プランの共用ＦＯＭＡの通信（当社が別に定

める通信を除きます。以下この欄において同じとします。）に関する料金（他社相互

接続通信に係る料金等通信料に合算して請求するものであって、当社が別に定める

ものを含みます。以下この欄において同じとします。）については、その共用ＦＯＭＡに

係る基本使用料の料金種別に応じて、その通信を次表に規定するＦＯＭＡに係る

通信とみなして、アの規定により算定した額を適用します。 

 

区    分 共用ＦＯＭＡの通信 

タイプＳＳ 2in1又はタイプ2in1 タイプＳＳのＦＯＭＡに係る通信 

タイプＳ 2in1 タイプＳのＦＯＭＡに係る通信 

タイプＭ 2in1 タイプＭのＦＯＭＡに係る通信 

タイプＬ 2in1 タイプＬのＦＯＭＡに係る通信 

タイプＬＬ 2in1 タイプＬＬのＦＯＭＡに係る通信 

タイプビジネス 2in1 タイプビジネスのＦＯＭＡに係る通信 

ケ クの規定にかかわらず、被共用ＦＯＭＡに係る契約者が、その被共用ＦＯＭＡに係

る共用ＦＯＭＡの契約を締結している場合において、タイプ2in1を選択しているとき



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9)の２ データ専用

プランにおける通信

料の適用 

ア～イ （略） 

ウ イの規定にかかわらず、基本使用料の料金種別をデータ専用プラン（定額データプラン

スタンダード２及び定額データプラン128Ｋを除きます。）から定額データプランスタンダ

ード２若しくは定額データプラン128Ｋへ変更したときは、その変更のあった料金月及び

その前料金月において生じた繰越額は無効とし、当該料金月の翌料金月以降におけ

は、契約者からあらかじめ申出があった場合に限り、その共用ＦＯＭＡの通信に関す

る料金について、その通信を被共用ＦＯＭＡの契約者回線からの通信とみなして、当

社が定める方法によりこの欄及び２（料金額）の規定により算定した額を適用するこ

とができます。 

コ 総合利用プランのＦＯＭＡが、第１（基本使用料）の１（適用）の(7)に規定す

る身体障がい者等割引の適用を受けているときは、そのＦＯＭＡの契約者回線から

の64kb/sデジタル通信モードによる通信（3G-324Mの通信プロトコルにより映像等

の伝送交換を行うための通信であって、当該料金月の末日までに終了したものに限り

ます。）に関する料金（他社相互接続通信に係る料金等通信料に合算して請求す

るものであって、当社が別に定めるものを含みます。）については、２（料金額）の規

定にかかわらず、２の２－１の規定により算定した額を適用します。 

サ この欄において引継繰越額とは、ＦＯＭＡ契約（基本使用料の料金種別が総合利

用プランに係るものに限ります。）の解除と同時に新たにＸｉ契約（基本使用料の料

金種別が、Ｘｉサービス契約約款に規定する総合利用プランに係るものに限りま

す。）を締結した場合における、そのＦＯＭＡ契約に係る繰越額のことをいいます。 

シ イに規定する繰越額（(10)のイに規定する繰越額があるときは、その繰越額を加算し

た額とします。）は、当該料金月末日時点において、ＦＯＭＡ契約者が選択してい

る基本使用料の料金種別に係る控除可能額に３を乗じた額を上限とし、本欄の規

定を適用します。 

 ただし、２年定期契約等に係る通信料の月極割引（(14)に規定するものをいいま

す。以下この欄において同じとします。）の適用を受けているときはこの限りでありませ

ん。 

ス ２年定期契約等に係る通信料の月極割引の適用を受けている場合の繰越額は、翌

料金月又は翌々料金月の総合利用プランに係る月間累計額から控除するものとしま

す。この場合において、当該料金月において控除できなかった前々々料金月又は前々

料金月における繰越額があるときの当該料金月における繰越額は、イの規定により算

定した繰越額からその控除できなかった繰越額を差し引いた額とします。 

セ 総合利用プラン又は限定利用プランに係る契約者が、基本使用料の料金種別を変

更する場合及びＦＯＭＡ契約の解除と同時に新たにＸｉ契約又はＦＯＭＡ契約

を締結する場合の繰越額、引継繰越額及び控除可能額の取扱いは当社が定めると

ころによります。 

（注）アに規定する当社が別に定める通信は、ＩＳＰ料金支払いに係る通信、ｉモー

ドパケットフリー通信、国際ショートメッセージ通信、(7)の２の適用を受ける通信、

(13)のイの適用を受ける通信（通話モードによるものに限ります。）及び(22)の適用

を受ける通信等とします。 

(9)の２ データ専用

プランにおける通信

料の適用 

ア～イ （略） 

ウ イの規定にかかわらず、基本使用料の料金種別をデータ専用プラン（定額データプラン

スタンダード２及び定額データプラン128Ｋを除きます。）から総合利用プラン等、定

額データプランスタンダード２若しくは定額データプラン128Ｋへ変更したときは、その変

更のあった料金月及びその前料金月において生じた繰越額は無効とし、当該料金月



 

 

る控除は行いません。 

 ただし、再度基本使用料の料金種別を変更し、当社が定める日においてデータ専用

プラン（定額データプランスタンダード２及び定額データプラン128Ｋを除きます。）を

選択している場合は、この限りでありません。 

エ（略） 

オ (13)に規定する複数回線複合割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る通信料の

月極割引又は(15)に規定する定期包括割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る

通信料の月極割引の適用を受けている場合は、ＦＯＭＡに係る通信に関する料金

の月間累計額に代えて、その月間累計額からそれぞれの月極割引に係る割引額を差

し引いた額についてアからウの規定を適用します。 

 ただし、第１（基本使用料）の(5)のエの規定の適用を受けるときは、この限りであ

りません。 

 

カ 通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に基づき基本使用料を日割

するときは、アに規定する控除可能額をその利用日数に応じて日割するものとし、同表

中「5,000円」を「5,000円を日割した額」に、「9,000円」を「9,000円を日割した

額」に、「18,000円」を「18,000円を日割した額」に、「30,000円」を「30,000円を

日割した額」に、それぞれ読み替えて適用します。 

キ 定額データプランスタンダード若しくは定額データプランHIGHSPEEDのＦＯＭＡに係る

一般契約者が基本使用料の料金種別を定額データプランスタンダード２に変更したと

き、又は定額データプランスタンダード若しくは定額データプランHIGH-SPEEDのＦＯＭ

Ａに係る契約者が、その契約の解除と同時に新たに定額データプランスタンダード２のＦ

ＯＭＡに係る一般契約若しくは２年定期契約を締結したときの累計課金対象パケット

数は、定額データプランスタンダード又は定額データプランHIGH-SPEEDのＦＯＭＡに

係る累計課金対象パケット数と定額データプランスタンダード２のＦＯＭＡに係る累計

課金対象パケット数を合算して適用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ク～ス （略） 

の翌料金月以降における控除は行いません。 

 ただし、再度基本使用料の料金種別を変更し、当社が定める日においてデータ専用

プラン（定額データプランスタンダード２及び定額データプラン128Ｋを除きます。）を

選択している場合は、この限りでありません。 

エ（略） 

オ (12)に規定する特定電話番号への通信料の月極割引、(13)に規定する複数回線

複合割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る通信料の月極割引又は(15)に規定

する定期包括割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る通信料の月極割引の適用を

受けている場合は、ＦＯＭＡに係る通信に関する料金の月間累計額に代えて、その

月間累計額からそれぞれの月極割引に係る割引額を差し引いた額についてアからウの

規定を適用します。 

 ただし、第１（基本使用料）の(5)のエの規定の適用を受けるときは、この限りであ

りません。 

カ 通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に基づき基本使用料を日割す

るときは、アに規定する控除可能額を総合利用プランの場合に準じて日割して適用しま

す。 

 

 

キ 定額データプランスタンダード若しくは定額データプランHIGHSPEEDのＦＯＭＡ（利用

休止となっているものを除きます。）に係る一般契約者が基本使用料の料金種別を定

額データプランスタンダード２に変更したとき、又は定額データプランスタンダード若しくは定

額データプランHIGH-SPEEDのＦＯＭＡ（利用休止となっているものを除きます。）に

係る契約者が、その契約の解除と同時に新たに定額データプランスタンダード２のＦＯ

ＭＡに係る一般契約若しくは２年定期契約を締結したときの累計課金対象パケット数

は、定額データプランスタンダード又は定額データプランHIGH-SPEEDのＦＯＭＡに係

る累計課金対象パケット数と定額データプランスタンダード２のＦＯＭＡに係る累計課

金対象パケット数を合算して適用します。 

ク 契約者が、定額データプランスタンダード若しくは定額データプランHIGH-SPEEDのＦＯ

ＭＡの再利用の請求をし、その承諾を受けた場合であって、その承諾を受けた暦月にお

いて、基本使用料の料金種別を定額データプランスタンダード２に変更したとき、又はそ

の契約の解除と同時に新たに定額データプランスタンダード２のＦＯＭＡに係る一般契

約若しくは２年定期契約を締結したときの累計課金対象パケット数は、定額データプラ

ンスタンダード又は定額データプランHIGH-SPEEDのＦＯＭＡに係る累計課金対象パ

ケット数と定額データプランスタンダード２のＦＯＭＡに係る累計課金対象パケット数を

合算して適用します。 

ケ～セ （略） 



 

 

(9)の３ （略） ア～イ （略） 

ウ 通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に基づき基本使用料を日割

するときは、アに規定する控除可能額をデータ専用プランの場合に準じて日割して適用

します。 

エ （略） 

(注)  （略） 

(9)の３ （略）  

(10) 特 定 電 話 番

号への通信料の

月極割引が適用

される通信に関す

る料金の適用 

基本使用料の料金種別が限定利用プランのＦＯＭＡの通信（当社が別に定める通信

を除きます。）に関する料金（他社相互接続通信に係る料金等通信料に合算して請求

するものであって、当社が別に定めるものを含みます。以下この欄において同じとします。）

については、２（料金額）の規定により算定した額の月間累計額（料金月単位で累計

した額とします。以下この欄において同じとします。）から次表に規定する控除可能額を控

除した額を適用します。 この場合において、その月間累計額が次表に規定する控除可

能額と繰越額の合計額に満たない場合は、その月間累計額を控除した額を適用します。 

 ただし、契約の解除があったときは、この限りでありません。 

 

表(略) 

(10)の２ （略）  

(10)の３ 定期契約

等に係る通信料月

極割引の適用を受

けているＦＯＭＡに

係る繰越額の適用 

ア ＦＯＭＡ契約者が、(14)に規定する定期契約等に係る通信料月極割引の適用を

受けている場合は、その限定利用プランを選択しているＦＯＭＡの通信に関する料金

については、２（料金額）及び(14)の規定により算定した額の月間累計額（料金

月単位で累計した額とし、控除可能額及び繰越額((10)に規定するものをいいます。

以下この欄において同じとします。）を適用した後の額とします。以下この欄において同

じとします。）からイに規定する繰越共有額を控除した額を適用します。 

 ただし、その月間累計額が繰越共有額に満たない場合は、その月間累計額を控除

した額を適用します。 

 

イ～エ（略） 

(11) （略） 
 

（12）削 除 
 

(9)の３ （略） ア～イ （略） 

ウ 通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に基づき基本使用料を日割

するときは、アに規定する控除可能額をＦＯＭＡの総合利用プランの場合に準じて日

割して適用します。 

エ （略） 

(注) （略） 

(9)の４ （略）  

(10) 特 定 電 話 番

号への通信料の

月極割引が適用

される通信に関す

る料金の適用 

総合利用プラン又は限定利用プランのＦＯＭＡについて、ＦＯＭＡサービス（基本使用

料の料金種別がプラン39等（附則に規定するものをいいます。）のＦＯＭＡに限りま

す。）及びワイドスター通信サービスに関する契約約款に規定する特定電話番号への通

信料の月極割引が適用される通信（通信時間が３分を超えるものに限ります。）の着

信を受けた場合（当社が別に定める場合を除きます。）は、次表に規定する控除可能

額を(9)に規定する控除可能額に加算します。 

 ただし、契約の解除があったときは、この限りでありません。 

 

 

 

表(略) 

(10)の２ （略）  

(10)の３ 定期契約

等に係る通信料

月極割引の適用

を受けているＦＯ

ＭＡに係る繰越

額の適用 

ア ＦＯＭＡ契約者が、(14)に規定する定期契約等に係る通信料月極割引の適用を

受けている場合は、その総合利用プラン又は限定利用プランを選択しているＦＯＭＡ

の通信に関する料金については、２（料金額）及び(14)の規定により算定した額の

月間累計額（料金月単位で累計した額とし、控除可能額及び繰越額((9)及び

(10)に規定するものをいいます。以下この欄において同じとします。）を適用した後の

額とします。以下この欄において同じとします。）からイに規定する繰越共有額を控除

した額を適用します。 

 ただし、その月間累計額が繰越共有額に満たない場合は、その月間累計額を控除

した額を適用します。 

イ～エ（略） 

(11) （略）  

(12) 特定電話番号
ア 特定電話番号への通信料の月極割引（以下この欄において「本割引」といいま

す。）とは、次表に規定する定額料を支払った場合に、ＦＯＭＡ（限定利用プラン



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

への通 信 料 の月

極割引（ゆうゆう

コール）の適用 

に係るものを除きます。）の契約者回線からの特定電話番号（ＦＯＭＡ契約者が

あらかじめ指定したＦＯＭＡ、Ｘｉ若しくは回線卸携帯電話の契約者識別番号等、

当社が提供する電話サービス（国際電話サービスを除きます。以下この欄において同

じとします。）の電話番号等若しくは専用回線等接続サービスの契約者識別番号等

又は当社が別に定める協定事業者が提供する電気通信サービスの番号をいいます。

以下この欄において同じとします。）による通信（当社が別に定める通信を除きます。

以下この欄において同じとします。）に関する料金の月間累計額（他社相互接続通

信に係る料金等通信料に合算して請求するものであって、当社が別に定めるものを含

みます。）をいいます。以下この欄から(15)欄において同じとします。）について、同表

に規定する額の割引を行うことをいいます。 

１契約ごとに 

区     分 割 引 額 定額料(月額) 

(ア) ＦＯＭＡ、Ｘｉ、専用回線等

接続サービス（第９種接続装置

に係るものに限ります。）、回線

卸携帯電話及び電話サービスの

契約者回線等（当社が別に定め

るものを除きます。）への通信 

その通信に関

する料金の月

間 累 計 額 に

0.30を乗じて

得た額 

税抜額 180円

(税込額 194.4

円) 

(イ) (ア)以外の通信 その通信に関

する料金の月

間 累 計 額 に

0.10を乗じて

得た額 

 

イ 特定電話番号の数は、１の契約について５以内とします。 

ウ 特定電話番号に係る契約回線等への通信に関する料金の月間累計は、料金月単

位で行います。 

エ 本割引の適用の開始は、その申出を当社が承諾した日を含む料金月の翌料金月か

らとします。 

オ 当社は、本割引の適用を受けているＦＯＭＡについて、契約者から本割引の適用を

廃止する申出があった場合のほか、次のいずれかに該当する場合には、本割引の適用

を廃止します。 

（ア）一般契約若しくは定期契約に係る名義変更があったとき。 

（イ）電話番号保管があったとき。 

（ウ）ＦＯＭＡの契約の解除があったとき。 

カ オの規定により、本割引の適用を廃止した場合における取扱いについては、次表のとお

りとします。この場合、同一料金月内において、同表の１欄の左欄の規定により月極

割引の適用を廃止した後、２欄の左欄に該当する場合が生じたときは、２欄の規定



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

によるものとします。 

区   分 月 極 割 引 の 適 用 

１ ２以外により、本割引の

適用を廃止したとき。 

本割引の適用を廃止した日を含む料金月

の末日までの特定電話番号に係る契約者

回線等への通信に関する料金について、本

割引の適用の対象とします。 

２ 一般契約又は定期契約

に係る名義変更（新たに

その契約者になろうとする

者と名義変更前の契約者

との関係が親子その他当

社が別に定める基準に適

合する場合の名義変更又

は法人の合併若しくは分

割に伴う名義変更を除きま

す。以下この欄において同

じとします。）又はＦＯＭ

Ａの契約の解除があったと

き。 

その名義変更の承諾日又はＦＯＭＡの

契約の解除日を含む料金月の前料金月

の末日までの特定電話番号に係る契約者

回線等への通信に関する料金について、本

割引の適用の対象とします。 

キ 本割引を選択している契約者が、そのＦＯＭＡの契約の解除と同時に新たにＸｉに

係る契約を締結したときは、カの規定にかかわらず、本割引の適用を廃止した日までの

特定電話番号に係る契約者回線等への通信に関する料金について、本割引の適用

の対象とします。 

ク 本割引を選択している契約者がその特定電話番号を変更した場合には、変更前の特

定電話番号に係る契約者回線等への通信に関する料金については、その変更の申

出を当社が承諾した日を含む料金月の末日まで、変更後の特定電話番号に係る契

約者回線等への通信に関する料金については、その変更の申出を当社が承諾した日

を含む料金月の翌料金月以降、本割引の適用の対象とします。 

ケ 本割引を選択した契約者は、本割引が適用される料金月について、利用の一時中

断、利用停止等によりＦＯＭＡを利用することができなかった期間があった場合でも、

アに規定する定額料の支払いを要します。 

 ただし、契約者の責めによらない理由により、ＦＯＭＡを全く利用できない状態（そ

の契約に係る電気通信設備による全ての通信に著しい支障が生じ全く利用できない

状態と同程度の状態となる場合を含みます｡）が生じた場合に、そのことを当社が認

知した時刻以降の料金月に属する全ての日についてその状態が連続したときは、そのこ

とを当社が認知した時刻以降の利用できなかった料金月（１料金月の倍数である部



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(13) 複 数 回 線 複

合割引の適用を

受けているＦＯ

ＭＡに係る通信

料の適用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 第１（基本使用料）の(3)に規定する複数回線複合割引に係る割引回線群（以

下この欄において「指定割引回線群」といいます。）に属するＦＯＭＡ（基本使用料

の料金種別が限定利用プランに係るものに限ります。）の契約者回線から、その割引

回線群に係る契約者回線等及び特定電話番号（イの規定により割引代表回線に

係る契約者があらかじめ指定した１の電気通信番号であって当社が別に定める協定

事業者が提供する電気通信サービスに係るもの又は専用回線等接続サービスに係る

ものをいいます。以下この欄において同じとします。）に係る契約者回線等への通信

分に限ります｡）について、料金月ごとに料金月数を計算し、その料金月数に対応す

る定額料については、その支払いを要しません。 

コ 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、その料金を

返還します。 

サ 定額料については、日割は行いません。 

 ただし、本割引を選択している契約者が、料金表第１表第１（基本使用料）の

(1)（適用）のハの適用を受けるときは、定額通信料の支払いを要しません。 

（注１）アに規定する当社が別に定める通信は、64kb/sデジタル通信モードによる通信

（3G-324Mの通信プロトコルにより映像等の伝送交換を行うための通信として取り扱

うものを除きます。）、パケット通信モードによる通信及びショートメッセージ通信モードに

よる通信とします。 

（注２）アの表中に規定する当社が別に定めるものは、第97条（情報提供サービス）

に規定する情報提供サービスに係る電気通信設備等とします。 

(13) 複数回線複合

割引の適用を受け

ているＦＯＭＡに

係る通信料の適

用 

ア 第１（基本使用料）の１に規定する複数回線複合割引の適用を受けているＦＯ

ＭＡの契約者回線から、その契約者が指定した割引回線群（以下この欄及び次欄

において「指定割引回線群」といいます。）に係る契約者回線等及び特定電話番号

（ウの規定により割引代表回線に係る契約者があらかじめ指定した１の電気通信番

号であって当社が別に定める協定事業者が提供する電気通信サービスに係るもの又

は専用回線等接続サービスに係るものをいいます。以下この欄及び次欄において同じ

とします。）に係る契約者回線等への通信（当社が別に定める通信を除きます。）に

関する料金（(12)に規定する特定電話番号への通信料の月極割引の適用を受け

ている通信に関する料金を除きます。）については、その月間累計額から次表に規定

する額の割引を行います。この場合、指定割引回線群に係る契約者回線等及び特

定電話番号に係る契約者回線等への通信に関する料金の月間累計は、料金月単

位で行います。 

１契約ごとに 

区    分 割引額 

(ア) 指定割引回線群に係る

契約者回線等への通信 

その通信に関する料金の月間累計額に0.30を乗じ

て得た額 

(イ) 特定電話番号に係る契

約者回線等への通信 

その通信に関する料金の月間累計額に0.10を乗じ

て得た額 

イ アの規定にかかわらず、複数回線複合割引の適用を受けているＦＯＭＡ（総合利

用プラン又は限定利用プランに係るものに限ります。）が、１年定期契約に係るもので

あって、その契約に係る経過期間（第１（基本使用料）の１の(2)に規定するもの

をいいます。）が120ヶ月超であるとき又は基本使用料の料金種別が限定利用プラン

を選択しているときは、そのＦＯＭＡの契約者回線から指定割引回線群に係る契約

者回線への通信（当社が別に定める通信を除きます。）に関する料金について、次

表のとおり取扱います。 



 

 

（当社が別に定める通信を除きます。）に関する料金については、その月間累計額か

ら次表に規定する額の割引を行います。この場合、指定割引回線群に係る契約者回

線等及び特定電話番号に係る契約者回線等への通信に関する料金の月間累計

は、料金月単位で行います。 

区    分 割引額 

(ア) 指定割

引 回 線 群

に 係 る 契

約 者 回 線

への通信 

通話モードに係る

もの （略） 

64kb/s デ ジ タ

ル通信モードに係

るもの 
（略） 

(イ) 特定電話番号に係る契約者

回線等への通信 

その通信に関する料金の月間累計額に0.10

を乗じて得た額 

イ～エ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ （略） 

（注）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

区    分 割引額 

指 定 割

引回線

群 に 係

る 契 約

者回線

へ の 通

信 

通話モードに係る

もの （略） 

64kb/s デジタル

通信モードに係る

もの 
（略） 

 

 

ウ～オ（略） 

カ アからオの規定によるほか、複数回線複合割引の適用を受けているＦＯＭＡのパケッ

ト通信モードによる通信の料金のうち、指定割引回線群を構成する他の契約者回線

等のｉモード機能又はspモード機能に係るメールアドレスを、送信先又は送信元とす

るⅰモード電子メールの送受信に関する通信の料金については、ｉモード機能に係る

付加機能使用料と合わせて定めるものとし、２（料金額）の規定にかかわらず、契約

者はその規定により算定した額の支払いを要しません。 

 ただし、電波状態若しくは、ｉモード機能若しくはspモード機能の利用に係る設定等

によりⅰモード電子メールが蓄積されなかったとき又は当社が別に定めるところによりその

ｉモード電子メールが送信されたときは、この限りでありません。 

キ 指定割引回線群に属するＦＯＭＡ（基本使用料の料金種別がタイプ2in1であるも

の、２年定期契約を締結しているもの及び第１（基本使用料）の１の(7)に規定す

る身体障がい者等割引の適用を受けているものに限ります。）に係る通信に関する料

金については、アからカの規定（そのＦＯＭＡの基本使用料の料金種別がタイプ

2in1であるときは、イの規定を除きます。）に準じて取り扱います。 

ク （略） 

（注１）（略） 

（注２）ⅰモード電子メールの本文に記述されたＵＲＬから接続した場合の通信（当

社が定める通信を除きます。）に関する料金については、カの規定を適用しません。 

 



 

 

(14) 削 除  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(14) 定期契約等に

係る通信料月極割

引（ビジネス通話割

引）の適用 

ア 定期契約等に係る通信料月極割引（以下この欄において「本割引」といいます。）と

は、２年定期契約（ひとりでも割50及びファミ割ＭＡＸ50に係るものを除きます。ビ

ジネス割50に係るものに限ります。）を締結しているＦＯＭＡ契約者が、次表に規定

する定額料を支払うことにより、そのＦＯＭＡが属する割引回線群（以下この欄にお

いて「指定割引回線群」といいます。）に係る契約者回線又はその他の契約者回線

等への通信（当社が別に定める通信を除きます。）に関する料金について、その月間

累計額から同表に規定する額の割引を行うことをいいます。 

1契約ごとに 

区 分 定額料 

（月額） 
割  引  額 

   (ア) (イ)

以 外 の も

の 

(イ) 指定割引回線群

に係る契約者回線への

通信 

    通話モー

ドに係る

もの 

64kb/

sデジタ

ル通信

モードに

係 る も

の 

指

定

割

引

回

線

群

に

係

る

Ｆ

Ｏ

Ｍ

Ａ

の

数 

２～ 

30 

－ そ の 通 信

に 関 す る

料金の月

間累計額

に 0.10 を

乗 じ て 得

た額 

その通信

（ 料 金

月 の 末

日までに

終了した

通 信 に

限 り ま

す。）に

関する料

金につい

て、支払

いを要し

ません。 

そ の 通

信 に 関

す る 料

金の月

間累計

額 に

0.60を

乗 じ て

得た額 31 ～

100 

税抜額 

477円 

(税込

額 

515.1

6円) 

そ の 通 信

に 関 す る

料金の月

間累計額

に 0.20 を

乗 じ て 得

た額 

101 税抜額 そ の 通 信



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ 

1000 

667円 

(税込

額 

720.3

6円) 

に 関 す る

料金の月

間累計額

に 0.30 を

乗 じ て 得

た額 

イ この欄において指定割引回線群とは、本割引を選択するＦＯＭＡ及びＸｉ（同一

の契約者（契約者と相互に業務上緊密な関係を有することについて当社が別に定め

る基準に適合する者を含みます。）に係るものに限ります。以下この欄において「Ｘｉ

等」といいます。）により構成される回線群をいいます。 

ウ 本割引を選択するときは、あらかじめ１の指定割引回線群（その契約者が提供を受

けているＦＯＭＡ等により構成されるものに限ります。）を指定して当社に申し出てい

ただきます。 

エ アからウの規定によるほか、本割引の適用を受けているＦＯＭＡのパケット通信モード

による通信の料金のうち、指定割引回線群を構成する他の契約者回線のi モード機

能又はspモード機能に係るメールアドレスを、送信先又は送信元とするｉモード電子メ

ールの送受信に関する通信の料金については、ｉモード機能に係る付加機能使用料

と合わせて定めるものとし、２（料金額）の規定にかかわらず、契約者はその規定によ

り算定した額の支払を要しません。 

 ただし、電波状態若しくは、ｉモード機能若しくはspモード機能の利用に係る設定等

によりⅰモード電子メールが蓄積されなかったとき又は当社が別に定めるところによりその

ｉモード電子メールが送信されたときは、この限りでありません。 

オ 本割引は、アの規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は選択することができ

ません。 

(ア)  そのＦＯＭＡの契約者名義が、法人（法人に相当するものと当社が認めるも

のを含みます。）以外であるとき。 

(イ)  そのＦＯＭＡの基本使用料の料金種別が、第１（基本使用料）の１（適

用）の(1)に規定する総合利用プラン（タイプ2in1を除きます。以下この欄におい

て「適用対象プラン」といいます。）以外であるとき。 

(ウ) そのＦＯＭＡが、(12)に規定する特定電話番号への通信料の月極割引の適

用を受けているとき。 

(エ) 本割引を選択した場合において、指定割引回線群に係るＦＯＭＡ等の数が２

以上1,000以下とならないとき。 

(オ) 契約者以外の者の業務の用に供され、それが業として行われるものと当社が認

めるとき。 

(カ) その他当社の業務の遂行上支障があるとき。 

カ 本割引の適用の開始は、アに規定する選択があった日からとします。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ただし、次のいずれかに該当する場合は、その申出を当社が承諾した日を含む料金

月の翌料金月から本割引を適用します。 

(ア) 本割引の適用を廃止する申出があったＦＯＭＡについて、その申出があった日

を含む料金月に、ウに規定する申出があったとき。 

(イ) 定期一括通信料割引（Ｘｉサービス契約約款に規定するものをいいます。以

下この欄において同じとします。）の適用を受けているＸｉに係る契約の解除と同

時に新たにＦＯＭＡ契約を締結した場合であって、その契約の締結があった日を

含む暦月に、そのＦＯＭＡについてウに規定する申出があったとき。 

(ウ)  第１（基本使用料）の１（適用）の(3)に規定する複数回線複合割引の

適用の廃止があったＦＯＭＡについて、その廃止があった日を含む料金月に、ウに

規定する申出があったとき。 

(エ) 複数回線複合割引（Ｘｉサービス契約約款に規定するものをいいます。）の

適用を受けているＸｉに係る契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡ契約を締結し

た場合であって、その契約の締結があった日を含む料金月に、そのＦＯＭＡについ

てウに規定する申出があったとき。 

キ 当社は、本割引を選択している契約者から、この取扱いを廃止する申出があった場合

のほか、次のいずれかに該当する場合には、本割引を廃止します。 

(ア) ビジネス割50以外の２年定期契約に変更したとき。 

(イ) 基本使用料の料金種別が適用対象プラン以外となったとき。 

(ウ) 名義変更があったとき。 

(エ) 電話番号保管があったとき。 

(オ) 契約の解除があったとき。 

(カ) その他オの規定のいずれかに該当することが判明したとき。 

ク 本割引を廃止する場合は、その廃止日を含む料金月の末日までに終了した通信に関

する料金について、本割引の適用対象とします。 

 ただし、基本使用料の料金種別が適用対象プラン（総合利用プランに限ります。）

以外となったときは、本割引を適用しません。 

ケ クの規定にかかわらず、本割引の適用の廃止日を含む料金月において、そのＦＯＭ

Ａに係る契約の解除と同時に新たにＸｉ契約を締結した場合であって、その契約の

締結があった日を含む暦月に、そのＸｉについて定期一括通信料割引を選択する申

出があったときは、その廃止日を含む料金月の前料金月の末日までに終了した通信に

関する料金を割引の対象とします。 

コ ＦＯＭＡを利用することができない期間があった場合の本割引に係る定額料の取扱

いについては、ＦＯＭＡの基本使用料の取扱いに準ずるものとします。 

サ コに規定する場合を除き、定額料については日割しません。 

シ 定期契約に係る通信料月極割引（Ｘｉサービス契約約款に規定するものをいいま

す。以下この欄において同じとします。）を選択しているＸｉ契約者が、そのＸｉ契約



 

 

 

 

 ２ 料金額 

   ２－１ 通話モードに係るもの 

    ２－１－１ ２－１－２以外のもの 

     (1)ＦＯＭＡの契約者回線からの通信に係るもの 

      ア イ以外のもの 

料 金 種 別 

料  金  額 

30秒までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

  

(15) 定期包括割引

の適用を受けてい

るＦＯＭＡに係る

通信料の月極割

引の適用 

ア～エ （略） 

 

 

 

（注）アに規定する当社が別に定める通信は、ＩＳＰ料金支払いに係る通信、ⅰモー

ドパケットフリー通信、国際ショートメッセージ通信及び(22)の適用を受ける通信等とし

ます。 

(16) ～（17）削 除 

(18) ～ （ 25 ）

（略） （略） 

 

 

２ 料金額 

   ２－１ 通話モードに係るもの 

    ２－１－１ ２－１－２以外のもの 

     (1) (2)以外のもの 

      ア イ以外のもの 

料 金 種 別 
料  金  額 

30秒までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡ 

通信料 

ＦＯＭＡからの通信  

 タイプＳＳ及びタイプシンプル 20円 ( 21.6円) 

  タイプＳ 18円 (19.44円) 

の解除と同時に新たにＦＯＭＡ契約を締結する場合であって、その新たにＦＯＭＡ

契約を締結した日を含む料金月において本割引を選択するときは、アの規定にかかわ

らず、当該料金月の定額料の支払いを要しません。 

ス 当社は、本割引に係る１の指定割引回線群を構成するＦＯＭＡ等に関するＦＯ

ＭＡ契約者若しくはＸｉ契約者又はその指定割引回線群を指定して本割引を選択

する申出をすることができる者（以下この欄において「ＦＯＭＡ契約者等といいま

す。」）に対し、そのＦＯＭＡ契約者等がＸｉサービス契約約款に規定する複数回

線複合割引等の適用を受けているＸｉに係る基本使用料割引又は特定Ｘｉ等の

Ｘｉに係る基本使用料割引の適用を受けることとなるときのその割引額又は割引予

定額を確認することを目的として、その指定割引回線群を構成するＸｉ等に係る契

約に関する事項を開示することがあります。 

（注）アに規定する当社が別に定める通信は、(6)に規定する料金着信払通信、(7)の

２の適用を受ける通信、(8)に規定する国際ショートメッセージ通信、(22)の適用を受

ける通信、ＩＳＰ料金支払いに係る通信、ⅰモードパケットフリー通信等とします。 

(15) 定期包括割引

の適用を受けてい

るＦＯＭＡに係る

通信料の月極割

引の適用 

ア～エ （略） 

オ 基本使用料の料金種別がタイプ2in1である共用ＦＯＭＡに関する料金等を、定期

包括割引の適用を受けているＦＯＭＡに一括請求している場合のその共用ＦＯＭ

Ａに係る通信に関する料金については、アからエの規定に準じて取り扱います。 

（注）アに規定する当社が別に定める通信は、ＩＳＰ料金支払いに係る通信、ⅰモー

ドパケットフリー通信、国際ショートメッセージ通信、(7)の２の適用を受ける通信及び

(22)の適用を受ける通信等とします。 

(16) ～（17）削 除 

(18) ～ （ 25 ）

（略） 

 （略） 



 

 

ＦＯＭＡ通信料 20円 ( 22円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ワイドスター通信サービスの契約者回線等への通信に係るもの 

ア （略） 

      イ ア以外のもの 

        

料 金 種 別 

料  金  額 

30秒までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡ通信料 50円 ( 55円) 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

  タイプＭ 14円 (15.12円) 

  タイプＬ 10円 ( 10.8円) 

  タイプＬＬ 7.5円 (  8.1円) 

  タイプリミット 20円 ( 21.6円) 

  
（略） （略） 

 

      イ タイプビジネスのＦＯＭＡからの通信に係るもの 

料金種別 

料  金  額 

１分までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

昼   間 
 

夜間及び深夜・早朝 

土曜日・日曜日・祝日 

ＦＯＭＡ通信料 10円 (10.8円) 30円 (32.4円) 30円 (32.4円) 

 

     (2) ワイドスター通信サービスの契約者回線等への通信に係るもの 

      ア （略） 

      イ ア以外のもの 

       (ア) (イ)以外のもの 

料 金 種 別 

料  金  額 

30秒までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡ 

通信料 

ＦＯＭＡからの通信  

 タイプＳＳ及びタイプシンプル 50円 (   54円) 

  タイプＳ 45円 ( 48.6円) 

  タイプＭ 35円 ( 37.8円) 

  タイプＬ 25円 (   27円) 

  タイプＬＬ 19円 (20.52円) 

  タイプリミット 50円 (   54円) 

  （略） （略） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ２－１－２ 相互接続通信に係るもの 

     (1) (2)以外のもの 

      ア ＦＯＭＡの契約者回線からの通信に係るもの 

       表 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      イ （略） 

        

     (2) （略） 

 

   ２－２ 64kb/sデジタル通信モードに係るもの 

    ２－２－１ ２－２－２以外のもの 

 

     

       (イ) タイプビジネスのＦＯＭＡからの通信に係るもの 

 

料金種別 

料  金  額 

１分までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

昼   間 
 

夜間及び深夜・早朝 

土曜日・日曜日・祝日 

ＦＯＭＡ通信料 25円 (27円) 75円 (81円) 75円 (81円) 

 

    ２－１－２ 相互接続通信に係るもの 

     (1) (2)以外のもの 

      ア ＦＯＭＡの契約者回線からの通信に係るもの 

(ア) (イ)以外のもの 

表 (略) 

 

       (イ) タイプビジネスのＦＯＭＡからの通信に係るもの 

 

料金種別 

料  金  額 

１分までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

昼   間 
 

夜間及び深夜・早朝 

土曜日・日曜日・祝日 

ＦＯＭＡ

通信料 

ＦＯＭＡからの通

信 

15円 (16.2円) 30円 (32.4円) 30円 (32.4円) 

    イ （略） 

        

     (2) （略） 

 

   ２－２ 64kb/sデジタル通信モードに係るもの 

    ２－２－１ ２－２－２以外のもの 

     (1) (2)以外のもの 

 



 

 

料 金 種 別 

料  金  額 

30秒までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡ 

デ ジ タ ル 通 信

料 

ＦＯＭＡからの通信  

   

    

    

    

    

    

  （略） （略） 

  キッズケータイプラン２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ２－２－２ 相互接続通信に係るもの 

     (1) (2)以外のもの 

      ア ＦＯＭＡの契約者回線からの通信に係るもの 

        

表（略） 

 

 

 

料 金 種 別 

料  金  額 

30秒までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡ 

デ ジ タ ル 通 信

料 

ＦＯＭＡからの通信  

 タイプＳＳ及びタイプシンプル 36円 (38.88円) 

  タイプＳ 32円 (34.56円) 

  タイプＭ 25円 (   27円) 

  タイプＬ 18円 (19.44円) 

  タイプＬＬ 14円 (15.12円) 

  タイプリミット 36円 (38.88円) 

  （略） （略） 

  キッズケータイプラン （略） 

 

     (2) タイプビジネスのＦＯＭＡからの通信に係るもの 

 

料金種別 

料  金  額 

１分までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

昼   間 
 

夜間及び深夜・早朝 

土曜日・日曜日・祝日 

ＦＯＭＡデジタル通信料 18円 (19.44円） 54円 (58.32円) 54円 (58.32円) 

 

    ２－２－２ 相互接続通信に係るもの 

     (1) (2)以外のもの 

      ア ＦＯＭＡの契約者回線からの通信に係るもの 

       (ア) (イ)以外のもの 

表（略） 

  

 (イ) タイプビジネスのＦＯＭＡからの通信に係るもの 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

      イ （略） 

 

     (2) （略） 

 

   ２－３ パケット通信モードに係るもの 

  (1) (2)以外のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ア～ウ （略） 

    (2)  (略) 

 

   ２－４～２－５ （略） 

料金種別 

料  金  額 

１分までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

昼   間 
 

夜間及び深夜・早朝 

土曜日・日曜日・祝日 

ＦＯＭＡデジタル通信料 27円 (29.16円) 54円 (58.32円) 54円 (58.32円) 

 

      イ （略） 

   

     (2) （略） 

    

２－３ パケット通信モードに係るもの 

 (1) (2)以外のもの 

      ア イからエ以外のもの 

１課金対象パケットごとに 

料   金   種   別 

 

料 金 額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡパケット通信料  

 累計課金対象パケット数  

 150,000課金対象パケット以下の部分 0.2円  ( 0.216円) 

 150,000課金対象パケットを超え600,000課金対象パケット

以下の部分 

0.1円  ( 0.108円) 

 600,000課金対象パケットを超え2,000,000課金対象パケッ

ト以下の部分 

0.05円 ( 0.054円) 

 2,000,000課金対象パケットを超える部分 0.02円 (0.0216円) 
 

      イ～エ（略） 

    (2)  (略) 

 

 

   ２－４～２－５ （略） 



 

 

 

 第４ 定期契約等に係る解約金 

  １ 適用 

定 期 契 約 等 に 係 る 解 約 金 の 適 用 

定期契約等に係る解約

金の適用除外 

ア 契約者は、次のいずれかに該当するときは、２（料金額）の規定にかかわらずその定期契

約等に係る解約金の支払いを要しません。 

 (ア) 更新期間（定期契約の更新日を含む暦月のその前暦月の初日から定期契約の更

新日を含む暦月の翌暦月の末日までの間をいいます。以下同じとします。）において、そ

の定期契約等の解除に係る申出があったとき。 

 

 

(イ) ２年定期契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡユビキタス定期契約を締結するとき。 

 

(ウ) ＦＯＭＡユビキタス定期契約の解除と同時に新たに２年定期契約を締結するとき。 

 

(エ) (略) 

(オ) 定期契約等の解除と同時に新たに一般契約又はＦＯＭＡユビキタス一般契約を締

結し、第１（基本使用料）の(7)に規定する身体障がい者等割引の適用を受けること

となるとき。 

(カ) (略)  

 

 イ アの規定によるほか、当社は、定期契約又はＦＯＭＡユビキタス定期契約を締結している

者が、その契約の解除と同時に新たにデータ専用プラン（定額データプランを除きます。以下こ

の欄において同じとします。）若しくは限定利用プランに係る一般契約又はＸｉサービス契約

約款に規定するＸｉ契約を締結するとき(アの(ア)の規定に該当するときを除きます。)は、２

（料金額）の規定にかかわらず、その定期契約等に係る解約金の支払いを留保し、留保解

約金として登録します。 

 ウ イの場合において、当社は、次のいずれかに該当するときは、留保解約金の登録を削除しま

す。 

(ア)  その留保解約金に係る定期契約等の満了日を含む暦月の前暦月の末日を経過し

たとき。 

 

 

 

 

 

 第４ 定期契約等に係る解約金 

  １ 適用 

定 期 契 約 等 に 係 る 解 約 金 の 適 用 

定期契約等に係る解約

金の適用除外 

ア 契約者は、次の場合には２（料金額）の規定にかかわらずその定期契約等に係る解約

金の支払いを要しません。 

(ア) 更新期間において、その定期契約等の解除に係る申出があったとき。 

(イ) １年定期契約の解除と同時に新たに２年定期契約若しくはＦＯＭＡユビキタス定

期契約又はＸｉサービス契約約款に規定する定期契約若しくはＸｉユビキタス定期契

約（トランシーバプランに係るものを除きます。）を締結するとき。 

(ウ) ２年定期契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡユビキタス定期契約又はＸｉサービ

ス契約約款に規定する定期契約を締結するとき。 

(エ) ＦＯＭＡユビキタス定期契約の解除と同時に新たに２年定期契約又はＸｉサービ

ス契約約款に規定する定期契約を締結するとき。 

(オ) (略) 

(カ) 定期契約等の解除と同時に一般契約又はＦＯＭＡユビキタス一般契約を締結し、

第１（基本使用料）に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

(キ)  (略) 

(ク) 第23条（定期契約の満了に伴う契約の更新等）の規定により、当社がＦＯＭＡ

に係る２年定期契約を１年定期契約に更新した場合において、その２年定期契約の

更新日を含む暦月又はその翌暦月において、その１年定期契約の解除があったとき。 

(ケ) 契約期間が起算日（第23条（定期契約の満了に伴う契約の更新等）に規定す

るものをいいます。）から起算して２年を超えている２年定期契約（限定利用プランに

係るものに限ります。）の解除があったとき。 

(コ) タイプ2in1又はデータ専用プランに係る一般契約の解除と同時に新たにＸｉサービス

契約約款に規定するＸｉユビキタス定期契約を締結するとき。 

 

 イ アの規定によるほか、当社は、定期契約又はＦＯＭＡユビキタス定期契約を締結している

者が、その契約の解除と同時に新たにタイプ2in1又はデータ専用プラン（定額データプラン

を除きます。以下この欄において同じとします。）に係る一般契約を締結するときは、２

（料金額）の規定にかかわらず、その定期契約に係る解約金の支払いを保留し、フラット

型保留解約金として登録します。 

 ウ イの場合において、当社は、次のいずれかに該当するときは、フラット型保留解約金の登録

を削除します。 

(ア) そのフラット型保留解約金に係る定期契約の満了日を経過したとき。 

(イ) １年定期契約の解除と同時に新たにタイプ2in1又はデータ専用プランに係る一般契

約を締結したＦＯＭＡ契約者が、その一般契約の解除と同時に新たに定期契約、Ｆ

ＯＭＡユビキタス定期契約（トランシーバプランに係るものを除きます。）又はＸｉサー

ビス契約約款に規定する定期契約を締結するとき。 



 

 

(イ) その一般契約又はＸｉ契約の解除と同時に新たに２年定期契約、ＦＯＭＡユビキ

タス定期契約を締結するとき。 

 

 

(イ) その一般契約若しくはＸｉ契約を締結した者又はその一般契約若しくはＸｉ契約

に係る登録利用者等の死亡に関する届出があった場合であって、その死亡日から当

社が定める期間内にその一般契約の解除があったとき。 

 

(エ) その一般契約を締結したＦＯＭＡ契約者が、身体障がい者等割引の適用を受ける

こととなるとき、又はその一般契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡユビキタス一般契約

若しくはＸｉサービス契約約款に規定する一般契約を締結する場合であって、この約

款若しくはＸｉサービス契約約款に規定する身体障がい者等割引の適用を受けるこ

ととなるとき。 

(オ) そのＸｉ契約を締結したＸｉ契約者が、Ｘｉサービス契約約款に規定する身体障

がい者等割引の適用を受けることとなるとき又はそのＸｉ契約の解除と同時に新たに

ＦＯＭＡ契約、ＦＯＭＡユビキタス一般契約若しくはＸｉサービス契約約款に規定

する一般契約を締結する場合であって、この約款若しくはＸｉサービス契約約款に規

定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

エ イの場合において、一般契約者又はＸｉ契約者は、留保解約金に係る定期契約等の満

了日を含む暦月の前暦月の末日までの間に、次の(ア)又は(イ)に該当するときは、アからウの

いずれかに該当する場合を除き、留保解約金の支払いを要します。この場合において、２以

上の留保解約金及び解約金がある場合は、当該留保解約金及び解約金のうち最も高額と

なる留保解約金又は解約金の支払いを要します。 

 （ア）その一般契約において契約の解除があったとき（その一般契約の解除と同時に新たに

Ｘｉ契約を締結するときを除きます。）又は基本使用料の料金種別の変更があったと

き（基本使用料の料金種別を定額データプランへ変更するときに限ります。）。 

 （イ）そのＸｉ契約において契約の解除があったとき（その一般契約の解除と同時に新たに   

定期契約を締結若しくはその定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結するとき

又はそのＸｉ契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡサービス契約約款に規定するデータ

専用プラン若しくは限定利用プランに係る一般契約を締結するときを除きます。）。 

オ 契約者は、ＦＯＭＡ契約又はＦＯＭＡユビキタス契約を解除した後もイからオの規定の

適用を受けるものとします。 

 

(ウ) ２年定期契約の解除と同時に新たにタイプ2in1又はデータ専用プランに係る一般契

約を締結したＦＯＭＡ契約者が、その一般契約の解除と同時に新たに２年定期契

約、ＦＯＭＡユビキタス定期契約（トランシーバプランに係るものを除きます。）又はＸ

ｉサービス契約約款に規定する定期契約を締結するとき。 

(エ) その一般契約を締結した者又はその一般契約に係る登録利用者等の死亡に関する届

出があった場合であって、その死亡日から当社が定める期間内にその一般契約の解除があ

ったとき。 

(オ) その一般契約を締結したＦＯＭＡ契約者が、身体障がい者等割引の適用を受けるこ

ととなるとき。 

 

 

(カ) その一般契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡユビキタス一般契約又はＸｉサービス契

約約款に規定する一般契約を締結する場合であって、この約款又はＸｉサービス契約約

款に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

 

 

 

 エ イの場合において、契約者は、フラット型保留解約金に係る定期契約の満了日までの間に、

新たに契約した一般契約のＦＯＭＡの契約の解除又は基本使用料の料金種別の変更が

あったときは、ウの(イ)から(カ)のいずれかに該当する場合を除き、フラット型保留解約金を支

払っていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 オ アからエの規定によるほか、当社は、Ｘｉサービス契約約款の規定によりフラット型保留解約

金が登録されたタイプ2in1又はデータ専用プランに係る一般契約のＦＯＭＡについて、次の

いずれかに該当するときは、フラット型保留解約金の登録を削除します。 

(ア) そのフラット型保留解約金に係るＸｉの定期契約の満了日を経過したとき。 

(イ) その一般契約の解除と同時に新たにＸｉに係る定期契約、ＦＯＭＡに係る２年定

期契約又はＦＯＭＡユビキタス定期契約（トランシーバプランに係るものを除きます。）を

締結するとき。 

(ウ) その一般契約を締結した者又はその一般契約に係る登録利用者等の死亡に関する届

出があった場合であって、その死亡日から当社が定める期間内にその一般契約の解除があ

ったとき。 

(エ) その一般契約に係るＦＯＭＡにおいて、身体障がい者等割引の適用を受けることとな

るとき。 

(オ) その一般契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡユビキタス一般契約又はＸｉサービス

契約約款に規定する一般契約を締結する場合であって、この約款又はＸｉサービス契約

約款に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。  

 カ オの場合において、契約者は、フラット型保留解約金に係る定期契約の満了日までの間

に、新たに契約した一般契約のＦＯＭＡの契約の解除又は基本使用料の料金種別の変



 

 

  

 

  ２ 料金額 

１契約ごとに 

区       分 

解 約 金 の 額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

  

 (略) (略) 

 

更があったときは、オの(イ)から(オ)のいずれかに該当する場合を除き、フラット型保留解約

金を支払っていただきます。 

 キ アからカの規定によるほか、当社は、総合利用プランに係る定期契約を締結している者が、

その契約の解除と同時に新たに総合利用プランに係る一般契約を締結する場合であって、

その一般契約の締結と同時に電話番号保管を請求するときは、２（料金額）の規定にか

かわらず、その定期契約に係る解約金の支払いを保留し、フラット型保留解約金として登録

します。 

 ク キの場合において、当社は、次のいずれかに該当するときは、フラット型保留解約金の登録を

削除します。 

(ア) そのフラット型保留解約金に係る定期契約の満了日を経過したとき。 

(イ) 総合利用プランに係る２年定期契約の解除と同時に新たに総合利用プランに係る一

般契約を締結した場合であって、その一般契約の締結と同時に電話番号保管を請求し

たＦＯＭＡにおいて、その一般契約の解除と同時に新たに２年定期契約又はＸｉに係

る定期契約を締結するとき。 

(エ) その一般契約を締結した者又はその一般契約に係る登録利用者等の死亡に関する届

出があった場合であって、その死亡日から当社が定める期間内にその一般契約の解除が

あったとき。 

(オ) その一般契約に係るＦＯＭＡにおいて、身体障がい者等割引の適用を受けることとな

るとき。 

(カ) その一般契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡユビキタス一般契約又はＸｉに係る一

般契約を締結する場合であって、この約款又はＸｉサービス契約約款に規定する身体

障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

 ケ クの場合において、契約者は、フラット型保留解約金に係る定期契約の満了日までの間に、

ＦＯＭＡの契約を解除したとき又は電話番号保管を廃止したときは、クの(イ)から(カ)のいず

れかに該当する場合を除き、フラット型保留解約金を支払っていただきます。 

 コ ケの場合において、当社は、電話番号保管の廃止と同時に基本使用料の料金種別をデー

タ専用プラン又はタイプ2in1へ変更したときは、ケの規定にかかわらず、フラット型保留解約金

の支払を保留し、継続してフラット型保留解約金として登録します。この場合において、フラット

型保留解約金については、イからエの規定に準じて取り扱います 

  

 

  ２ 料金額 

１契約ごとに 

区       分 

解 約 金 の 額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

１年定期契約に係るもの 3,000円 ( 3,240円) 

 (略) (略) 

 



 

 

 第５ 手続きに関する料金 

  １ 適用 

 

手 続 き に 関 す る 料 金 の 適 用 

(1) 手続きに関する料

金の種別 

手続きに関する料金は、次のとおりとします。 

料金種別 内   容 

ア(略) (略) 

イ カード発行手数料 ＦＯＭＡカードの貸与に関する請求（ア欄若し

くはオ欄の申込みと同時に行われたものを除きま

す。）をし、その承諾を受けたときに支払いを要

する料金 

ウ～エ（略） （略） 

  

オ (略) (略) 

カ その他の手数料 契約者識別番号の変更の請求その他当社が別

に定める手続きを要する請求をし、その承諾を受

けたとき（イ欄に該当する場合を除きます。）又

は第91条の６（ケータイお探しサービス）に規

定するケータイお探しサービスを利用したときに支

払いを要する料金 
 

(2) 契約事務手数料

の適用 

ア  (略) 

 

 

 

 

イ 一般契約の締結と同時に第１（基本使用料）に規定する身体障がい者等割引の適用

を受けることとなった場合の契約事務手数料については、(1)欄及び２（料金額）の規定

にかかわらず、適用しません。 

 

 

 

第５ 手続きに関する料金 

  １ 適用 

 

手 続 き に 関 す る 料 金 の 適 用 

(1) 手続きに関する料

金の種別 

手続きに関する料金は、次のとおりとします。 

料金種別 内   容 

ア (略) (略) 

イ カード発行手数料 ＦＯＭＡカードの貸与に関する請求（ア欄若し

くはカ欄の申込み又はＦＯＭＡサービスの利用

休止に係る再利用の請求と同時に行われたもの

を除きます。）をし、その承諾を受けたときに支払

いを要する料金 

ウ～エ（略） （略） 

オ 保管手数料 第14条の２（ＦＯＭＡの電話番号保管）に

規定する電話番号保管又は別表２（付加機

能）に規定するメールアドレス保管（以下「電

話番号保管等」といいます。）を行っている期間

において支払いを要する料金 

カ  (略) (略) 

キ その他の手数料 電話番号保管の請求その他当社が別に定める

手続きを要する請求をし、その承諾を受けたとき

（イ欄に該当する場合を除きます。）又は第91

条の６（ケータイお探しサービス）に規定するケ

ータイお探しサービスを利用したときに支払いを要

する料金 

 

(2) 契約事務手数料

の適用 

ア  (略) 

イ １年定期契約を締結している者がその契約の解除と同時に新たに２年定期契約を締結

する場合及び２年定期契約を締結している者がその契約の解除と同時に新たに１年定

期契約を締結する場合の契約事務手数料については、(1)欄及び２（料金額）の規定

にかかわらず、適用しません。 

ウ 総合利用プランに係る２年定期契約を締結している者がその契約の解除と同時に新たに

データ専用プランに係る２年定期契約を締結する場合、データ専用プランに係る２年定期

契約を締結している者がその契約の解除と同時に新たに総合利用プランに係る２年定期

契約を締結する場合、定額データプランスタンダードに係る２年定期契約を締結している

者がその契約の解除と同時に新たに定額データプランスタンダード２、定額データプランフラッ

ト若しくは定額データプラン128Ｋに係る２年定期契約を締結する場合、定額データプラン



 

 

 

 

 

 

 ウ  (略) 

  

 

 

(3)  (略) （略） 

(4) 携帯電話番号・Ｐ

ＨＳポータビリティ手

数料の適用 除外 

ア 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティが行われなかった場合の携帯 電話・ＰＨＳ番号ポ

ータビリティ手数料は、(1)欄及び２（料金額） の規定にかかわらず、適用しません。 

 

(5)  (略) (略) 

 
 

(６) ～(７) (略) （略） 

 

 ２ 料金額 

      

   区        分 

料 金 額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

(1)～(3)（略） （略） （略） 

スタンダード２及び定額データプランフラット若しくは定額データプラン128Ｋに係る２年定

期契約を締結している者がその契約の解除と同時に新たに定額データプランスタンダードに

係る２年定期契約を締結する場合の契約事務手数料については、(1)欄及び２（料金

額）の規定にかかわらず、適用しません。 

 エ  (略) 

 オ ＦＯＭＡ契約の申込みの承諾を受けた者が、その承諾と同時に2in1利用の申出の承諾

を受けた場合の契約事務手数料については、２（料金額）の規定にかかわらず、１の契

約ごとに税抜額 1,000円（税込額 1,080円)とします。 

 ただし、当社が別に定める場合は適用しません。 

(3)  (略) （略） 

(4) 携帯電話番号・Ｐ

ＨＳポータビリティ手

数料の適用 除外 

ア 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティが行われなかった場合の携帯 電話・ＰＨＳ番号ポ

ータビリティ手数料は、(1)欄及び２（料金額） の規定にかかわらず、適用しません。 

イ ＦＯＭＡサービスに係る契約（その契約の締結と同時に2in1利用の申出の承諾を受け

たもの又はその契約の締結と同時に契約者が端末設備を購入したことを当社が確認でき

なかったものに限ります。）について、その契約を締結した日又はその契約を締結したと当社

が認める日から起算して90日以内に携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティが行われた場合

の携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ手数料は、２（料金額）の規定にかかわらず、１

の契約ごとに税抜額5,000円 (税込額 5,400円)とします。 

(5)  (略) (略) 

(6) 保管手数料の適

用 

ア ＦＯＭＡ契約者は、当社が電話番号保管等を開始した日から起算して電話番号保管

等を取りやめる請求があった日までの期間について、２－２に規定する料金の支払いを要

します。 

イ 当社は次のいずれかに該当するときは、２－２に規定する料金を電話番号保管等の日数

に応じて日割します。 

(ア) 暦月の初日以外の日に電話番号保管等の開始があったとき。 

(イ) 暦月の初日以外の日に電話番号保管等を取りやめる請求があったとき。 

(7) ～(8) (略) （略） 

 

２ 料金額 

   ２－１ ２－２以外のもの 

   区        分 

料 金 額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

(1)～(3)（略） （略） （略） 



 

 

(4) 携帯電話・ 

 ＰＨＳ番号ポ 

ータビリティ手 

数料 

ア イ以外のもの １契約ごとに 2,000 円 (2,200 円) 

イ キッズケータイプ 

 ラン２に係るもの 
１契約ごとに 3,000円 (3,300円) 

(5)～(6)（略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第６～第７ (略)  

  

第２～３表 (略) 

 

第４表 国際アウトローミング利用料 

１ 適用 

国際アウトローミング利用料の適用 

(1)～(2) (略) (略) 

(3) 国際アウトローミング

利用料の適用等 

ア (略) 

イ 料金表第１表第３(通信料）の１(適用) の(10)の３に規定する控除残額及び繰越残

額があるときは、アの規定により算定した額の月間累計額（料金月単位で累計（請求の際

に確認できなかった料金については確認ができた料金月に累計）した額とし、(5)又は(7)の

適用を受ける通信に係るものを除きます。）からその控除残額及び繰越残額を控除した額を

適用します。 

ただし、その月間累計額が控除残額と繰越残額の合計額に満たない場合は、その月間累

計額を控除した額を適用します。 

ウ (略) 

（注） (略) 

(4) （略） （略） 

(4) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリテ 

ィ手数料 
１契約ごとに 2,000 円 (2,160 円) 

(5)～(6)（略） （略） （略） 

 

 

 

   ２－２ 保管手数料に係るもの 

 

料 金 種 別 単  位 

料 金 額 (月額) 

次の税抜額（かっこ内は税込

額） 

保管手数料 電話番号保管に係るもの １契約ごとに 400円 (432円) 

 メールアドレス保管に係るもの １契約ごとに 100円 (108円) 

 

 第６～第７ (略) 

   

第２～３表 (略) 

 

第４表 国際アウトローミング利用料 

１ 適用 

国際アウトローミング利用料の適用 

(1)～(2) (略) (略) 

(3) 国際アウトローミング

利用料の適用等 

ア (略) 

イ 料金表第１表第３(通信料）の１(適用) の(9)及び(10)の３に規定する控除残額及び

繰越残額があるときは、アの規定により算定した額の月間累計額（料金月単位で累計（請

求の際に確認できなかった料金については確認ができた料金月に累計）した額とし、(5)又は

(7)の適用を受ける通信に係るものを除きます。）からその控除残額及び繰越残額を控除し

た額を適用します。 

ただし、その月間累計額が控除残額と繰越残額の合計額に満たない場合は、その月間累

計額を控除した額を適用します。 

ウ (略) 

（注） (略) 

(4) （略） （略） 



 

 

(5) パケット通信モード

に係る国際アウトロー

ミング利用料の適用 

ア 当社は、ＦＯＭＡ契約者が定額データプランを選択しているとき又は当社が別に定めるパ

ケット定額の適用を受けているときは、別表９（国際アウトローミング又は国際ショートメッ

セージ通信に係る外国の電気通信事業者）において事業者名に●が付された外国の電

気通信事業者（以下「定額対象事業者」といいます。）が提供する国際アウトローミング

を利用して行ったパケット通信モードによる通信（以下この欄において「対象通信」といいま

す。）に関する料金について、２（料金額）の規定にかかわらず、(ア)及び(イ)の規定に

より算定した額を適用する取扱い（以下「海外パケ・ホーダイ」といいます。）を適用しま

す。 

 表 (略) 

 イ～キ (略) 

 （注１）(略) 

（注２）１のセッション（当社が通信をできる状態にした時刻から起算してその通信を切断し

た時刻までの間をいいます。）の設定中に基本使用料の料金種別の変更があったとき

は、当社が定める方法により料金額を計算します。 

 

  

(6)～（7）（略） （略） 

 

２ 料金額（略） 

 

第５表～第６表  (略) 

 

第７表 その他のサービスに関する料金等 

 第１～第２ (略) 

 第３ 情報料 

  １ 適用 

 

情  報  料  の  適  用 

(1)～(2)  (略) (略) 

(3) 情報料の減額適用 ア ＦＯＭＡ契約締結後、そのＦＯＭＡにおいて最初にi Bodymo及びｉモード機能

の提供を同時に受けることとなったとき（別表２（付加機能）に規定するspモード

機能の提供を受けている場合を除きます。）は、そのｉBodymoに係る情報料につ

いて、その日から起算して31日間は支払いを要しないものとし、２（料金額）に規

定する額から減額して適用します。 

 ただし、spモード機能の提供を受けることとなった場合又はｉBodymo若しくはｉモ

ード機能の提供を廃止することとなった場合は、この限りでありません。 

(5) パケット通信モード

に係る国際アウトロー

ミング利用料の適用 

ア 当社は、ＦＯＭＡ契約者が定額データプランを選択しているとき又はパケット定額の適用

を受けているときは、別表９（国際アウトローミング又は国際ショートメッセージ通信に係る

外国の電気通信事業者）において事業者名に●が付された外国の電気通信事業者

（以下「定額対象事業者」といいます。）が提供する国際アウトローミングを利用して行っ

たパケット通信モードによる通信（以下この欄において「対象通信」といいます。）に関する

料金について、２（料金額）の規定にかかわらず、(ア)及び(イ)の規定により算定した額

を適用する取扱い（以下「海外パケ・ホーダイ」といいます。）を適用します。 

 表 (略) 

 イ～キ (略) 

 （注１）(略) 

（注２）１のセッション（当社が通信をできる状態にした時刻から起算してその通信を切断し

た時刻までの間をいいます。）の設定中に基本使用料の料金種別の変更又はパケット

定額に係る選択等があったときは、当社が定める方法により料金額を計算します。 

（注３）契約者は、当社がオに規定する料金の算定をするまでの間、当該料金月における

パケット通信モード又はデータ通信モードに係る通信に関する料金の支払いを要しま

す。 

  

(6)～（7）（略） （略） 

 

２ 料金額（略） 

 

第５表～第６表  (略) 

 

第７表 その他のサービスに関する料金等 

 第１～第２ (略) 

 第３ 情報料 

  １ 適用 

 

情  報  料  の  適  用 

(1)～(2) (略) (略) 

(3) 情報料の減額適用 ア ＦＯＭＡ契約締結後、そのＦＯＭＡにおいて最初にi Bodymo及び別表２（付

加機能）に規定するｉモード機能の提供を同時に受けることとなったとき（別表２

（付加機能）に規定するspモード機能の提供を受けている場合を除きます。）は、

そのｉBodymoに係る情報料について、その日から起算して31日間は支払いを要し

ないものとし、２（料金額）に規定する額から減額して適用します。 

 ただし、spモード機能の提供を受けることとなった場合又はｉBodymo若しくはｉモ

ード機能の提供を廃止することとなった場合は、この限りでありません。 



 

 

イ～カ (略) 

キ ＦＯＭＡ契約者が、定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結したとき又は

一般契約の解除と同時に新たに定期契約を締結したときは、契約の解除があったＦ

ＯＭＡ契約を締結した日（そのＦＯＭＡ契約を継続して締結していると当社が認

める場合は、そのＦＯＭＡ契約を締結した日と当社がみなす日）から継続してＦＯ

ＭＡ契約を締結していたものとみなして、アからエの規定を適用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ (略) 

 

 第４～第５ (略) 

 

別表１ (略) 

 

別表２ 付加機能 

種       類 提供条件 

１～３ (略)  (略) 

  

４ 着信短縮ダイヤル機能（クイックナンバー） 

(略) 

(1) ＦＯＭＡに限り提供します。 

 

(2)～(8)  (略) 

  

５ (略)  (略) 

  

６ （略）  

  

７ 削 除  

  

 

 

 

 

 

イ～カ (略) 

キ 次の場合には、契約の解除があったＦＯＭＡ契約を締結した日（そのＦＯＭＡ契

約を継続して締結していると当社が認める場合は、そのＦＯＭＡ契約を締結した日

と当社がみなす日）から継続してＦＯＭＡ契約を締結していたものとみなして、アか

らエの規定を適用します。 

(ア) そのＦＯＭＡ契約者が、定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結し

たとき又は一般契約の解除と同時に新たに定期契約を締結したとき。 

(イ) そのＦＯＭＡ契約者が、１年定期契約の解除と同時に新たに２定期契約を

締結したとき又は２年定期契約の解除と同時に新た１年定期契約を締結したと

き。 

(ウ) そのＦＯＭＡ契約者が、総合利用プランに係る定期契約の解除と同時に新た

にデータ専用プランに係る定期契約を締結したとき又はデータ専用プランに係る定

期契約の解除と同時に新たに総合利用プランに係る定期契約を締結したとき。 

 

 ２ (略) 

 

 第４～第５ (略) 

 

別表１ (略) 

 

別表２ 付加機能 

種       類 提供条件 

１～３ (略)  (略) 

  

４ 着信短縮ダイヤル機能（クイックナンバー） 

(略) 

(1) ＦＯＭＡ（共用ＦＯＭＡに係るものを除きます。）

に限り提供します。 

(2)～(8)  (略) 

  

５ (略)  (略) 

  

６ （略）  

  

７ ｉモード機能 

(1) 端末設備のボタン操作により、あらかじめ指定した

情報又は選択した情報をｉモードセンタを経由して

受信（パケット通信モード又は64kb/sデジタル通信

モードによるものに限ります｡)することができるようにす

る機能（基本機能）をいいます。 

(2) この機能を利用しているＦＯＭＡ契約者は、当社

(1) ＦＯＭＡ（共用ＦＯＭＡに係るもの及び限定利用

プランに係るものを除きます。）に限り提供します。 

(2) この機能により受けられる情報は、当社が別に定める

者により作成されます。 

(3) 当社は、ｉモード電子メールを利用するためのメールア

ドレスを当社が別に定めるところにより契約者識別番号

１番号ごとに割り当てます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が別に定めるところにより、インターネットサービスをパケ

ット通信モードにより利用することができます。 

(3) この機能を利用しているＦＯＭＡ契約者は、ｉモ

ード電子メール（ｉモード機能用に当社が割り当て

たメールアドレス及び当社が別に定めるメール・プロト

コルを使用して当社が設置するメール蓄積装置により

メールの蓄積、受信又は転送等を行うことができるサ

ービスをいいます。以下同じとします｡)をパケット通信

モードにより利用することができます。 

(4) この機能を利用しているＦＯＭＡ契約者は、災害

用伝言板サービス（災害が発生した場合であって当

社が必要と認めたときに、安否に関する情報の登録

等を行うことができるサービスをいいます。以下同じとし

ます｡)を利用することができます。 

(5) この機能を利用しているＦＯＭＡ契約者は、音声

文字変換機能（当社が定める機能を有する端末

設備を利用して、パケット通信モードにより、音声

（当社が定める言語等に限ります。以下この欄にお

いて同じとします｡)に係る情報を送信し、その情報を

文字、数字及び記号等（以下この欄において「音声

文字列」といいます｡)に変換して受信する機能をいい

ます。以下同じとします。)を利用することができます。 

(6) この機能を利用しているＦＯＭＡ契約者は、災害

用音声お届けサービス（災害が発生した場合であっ

て当社が必要と認めたときに、当社が設置する蓄積

装置により、音声ファイル（当社が定める機能を有す

る端末設備を利用してパケット通信モードにより送信

された音声に係る情報をいいます。以下この欄、15

欄及び33欄において同じとします。）の蓄積及び蓄

積された音声ファイルの受信を行うことができるサービ

スをいいます。以下同じとします。）を利用することが

できます。 

(7) この機能を利用しているＦＯＭＡ契約者は、次の

①から③に定める機能を追加機能として利用すること

ができます。 

① ｉモード電子メール転送機能 

 ｉモード電子メールのメールアドレスを変更した

場合において、変更前のメールアドレスへ送信さ

れたｉモード電子メールを変更後のメールアドレス

へ転送できるようにする機能をいいます。 

 ただし、被共用ＦＯＭＡについては、２のメールアドレ

スを割り当てます。 

(4) メールアドレスの変更は、当社が別に定める場合に限り

行うことができます。 

 ただし、１の暦月におけるメールアドレス累計変更回数

が、当社が定める回数を超えるときは、ｉモード電子メー

ルアドレスの変更を行うことができない場合があります。 

(5) 蓄積できるｉモード電子メール（ⅰモード電子メール

に添付された画像等の情報を含みます。以下７欄にお

いて同じとします｡)の情報量又は数等は、当社が別に

定めるところによります。 

(6) 契約者回線から送信できるｉモード電子メールの数

は、当社が別に定める数以内とします。 

(7) 蓄積したｉモード電子メールは、当社が別に定める時

間が経過したとき又は当社が別に定める回数の受信が

あったときは、消去されます。 

(8) (7)の規定によるほか、この機能の利用の中止又はこの

機能の提供を受けている被共用ＦＯＭＡに係る共用

ＦＯＭＡの契約の解除等があったときは、既に蓄積され

ているｉモード電子メールが消去されることがあります。こ

の場合、消去されたメールの復元はできません。 

(9) 当社が別に定める方法により指定した電子メールの蓄

積を行わないようにすることができます。 

(10) (9)の規定によるほか、１の契約者回線から当社が

別に定める数を超えるｉモード電子メールの送信があっ

た場合に、その数を超える部分のｉモード電子メールの

蓄積を行わないようにすることができます。 

(11) この機能を利用して、契約者回線（当社が定める

外国の電気通信事業者が提供する国際アウトローミン

グに係る電気通信回線を含みます。）に接続されている

移動無線装置の所在に係る情報から特定された区域

に関する情報を、当社が別に定める方法により送出する

ことができます。 

(12) 当社は、この機能の利用に関して相互接続点を介し

て接続している電気通信設備に係る通信の品質を保

証しません。 

(13) 電波状態等により、この機能を利用して送受信され

た情報等が破損又は滅失することがあります。この場合

において、当社は一切の責任を負わないものとします。 

(14) この機能を利用している契約者は、当社が指定する



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ｉモード電子メール等音声文字変換機能 

 ｉモード電子メール及びショートメッセージ通信

モードに係る文字メッセージの作成において、当

社が定める機能を有する端末設備を利用して、

パケット通信モードにより、音声に係る情報を送

信し、その情報を音声文字列に変換して受信す

る機能をいいます。 

(8) この機能を利用しているＦＯＭＡ契約者は、特定

送信元拒否設定機能（ｉモード電子メールの利用

において、特定のＩＰアドレス（インターネットサービ

スに接続された通信機器を識別するための番号をい

います。以下同じとします。）から送信された電子メ

ールを蓄積しない機能をいいます。）を利用する意

思表示があったものとして取り扱います。 

方法に限り情報（当社が別に定めるものに限ります｡)を

受信できるようにすること、又は当社が指定する方法によ

り分類された区分の属性を有する文字及び記号等を含

む情報であると当社が認定したもの（以下「指定属性

情報」といいます。）を受信できないようにすること、並び

に当社が別に定める時間帯において情報を受信すること

ができないようにすること（以下この欄において「アクセス

制限」といいます｡)ができます。 

(15) アクセス制限（当社が別に定めるものに限ります。）

を利用している契約者は、当社が別に定める方法によ

り、受信できる情報、受信できない情報又は受信できな

い時間帯を、その契約者が指定すること（以下この欄に

おいて「アクセス制限カスタマイズ」といいます。）ができま

す。 

(16) 当社は、この機能を利用している契約者（満18歳

に満たない者（法律により成年に達したものとみなされ

る者を除きます。以下「青少年」といいます。）が利用す

ると申告した者に限ります。）がそのＦＯＭＡにおいてア

クセス制限を利用しない場合は、その青少年の親権者

又は後見人から、当社所定の書面によりその旨を申出

ていただきます。 

(17) 契約者（未成年者である場合に限ります。）がアク

セス制限の廃止又はアクセス制限カスタマイズの利用に

関する請求を行うときは、その契約者の親権者又は後

見人の同意を得ていただきす。 

(18) 災害用伝言板サービスは、当社が定める期間に限り

利用することができます。 

(19) 災害用伝言板サービスを利用して登録された情報に

ついては、当社が定める時間が経過した後、消去しま

す。 

(20) 災害用伝言板サービスを利用して登録できる情報の

件数等については、当社が別に定めるところによります。 

(21) 当社は、他の契約者回線から災害用伝言板サービ

スに係る情報の登録の希望があった旨をｉモード電子メ

ールを利用して送信します。 

(22) 当社は、災害伝言板サービスを利用して登録された

情報について、その情報を登録した契約者回線に係る

指定割引回線群（料金表第１表第３（通信料）に

規定するものをいいます。）を構成する他の契約者回線

及び(21)に規定する情報の登録の希望があった契約者回



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

線へｉモード電子メールを利用して送信します。 

 ただし、情報を登録した者が送信を希望しない場合は

この限りでありません。 

(23) 当社は、音声文字変換機能を利用して行う音声文

字列への変換の精度について、保証しません。 

(24) 災害用音声お届けサービスは、当社が定める期間に

限り利用することができます。 

(25) 災害用音声お届けサービスによる音声ファイルの蓄積

は、ＦＯＭＡ（総合利用プランに係るものであって、ｉ

モード機能、15欄に規定するmoperaU機能又は33

欄に規定するspモード機能の提供を受けているものに限

ります。）の契約者回線若しくはＸｉ（Ｘｉサービス契

約約款に規定する総合利用プランに係るものであって、

Ｘｉサービス契約約款に規定するmoperaU機能、sp

モード機能又はｉモード機能の提供を受けているものに

限ります。）の契約者回線又は当社が定める協定事

業者が提供する電気通信サービスの契約者回線からの

音声ファイルの送信に限り、行うことができます 

(26) 災害用音声お届けサービスにより蓄積できる音声ファ

イルの情報量及び数は、当社が定める数以内とします。 

(27) (26)に規定する数を超えて音声ファイルを蓄積しよう

とするときは、蓄積されている音声ファイルのうち、最初に

蓄積したものから順に消去して蓄積します。 

(28) (27)の規定によるほか、災害用音声お届けサービス

を利用して蓄積された音声ファイルについては、当社が定

める時間が経過した後、消去します。 

(29) 当社は、災害用音声お届けサービスにより音声ファイ

ルが蓄積されたときは、ショートメッセージ通信モードによ

り、その契約者回線へその旨を通知します。 

(30) 当社は、災害用音声お届けサービスにより蓄積され

た音声ファイルを受信したときは、ショートメッセージ通信

モードにより、音声ファイルの送信元となる契約者回線へ

その旨を通知します。 

(31) 契約者は、ｉモード電子メール転送機能を利用する

ときは、当社が定める方法により、その機能の利用に係

る請求をしていただきます。 

(32) 当社は、(31)に規定する請求があったときは、その請

求を当社が承諾した日から起算して60日間（以下この

欄において「転送期間」といいます。）に限り、ｉモード

電子メール転送機能を提供します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(33) ｉモード電子メール転送機能は、転送期間が経過し

た場合又は契約者識別番号の変更があった場合、廃

止されます。 

(34) 契約者は、ｉモード電子メール等音声文字変換機

能を利用する場合は、あらかじめ当社に申し出ていただ

きます。 

(35) 当社は、ｉモード電子メール等音声文字変換機能

を利用して行う音声文字列への変換の精度について、

保証しません。 

(36) 当社が一定時間内に大量又は多数の通信があった

と認めた場合には、この機能の一部又は全部の利用を

中止することがあります。 

(37) この機能を利用している契約者は、国際ローミング機

能の提供を受けている場合において、パケット通信モード

による国際アウトローミングを利用して外国からこの機能

を利用することができます。 

 ただし、一部の情報の受信又は送出ができない等、利

用できる機能が制限されることがあります。 

(38) この機能を利用している契約者は、64kb /sデジタル

通信モードによりmopera機能を利用して特定された情

報を受信するための番号の通知を受けることができます。 

(39) 一般契約又は定期契約に係る名義変更（新たに

その契約者になろうとする者と名義変更前の契約者との

関係が親子その他当社が別に定める基準に適合する

場合の名義変更又は法人の合併若しくは分割に伴う

名義変更を除きます。）があったときはこの機能は廃止

されます。 

(40) 契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を含

む暦月におけるこの機能、15欄に規定する moperaU

機能、23欄に規定するビジネスmoperaインターネット

機能及び33欄に規定するspモード機能の利用に係る

請求を行った回数の累計（当社が定める方法により累

計します。以下「ｉモード機能等累計請求回数」といい

ます。）が当社が定める回数を超えるときは、この機能

の利用に係る請求を行うことができない場合があります。 

(41) 当社は、契約者から第14条の２（ＦＯＭＡの電

話番号保管）に規定する電話番号保管の請求と同時

に請求があった場合に限り、ｉモード電子メールのメール

アドレス保管（そのメールアドレスを、他に転用することな

く、請求があった日から一定期間、この機能を利用でき



 

 

  

８ 接続先限定機能  

(略) 

 

(1) ＦＯＭＡ及びＦＯＭＡユビキタスに限り提供しま

す。 

(2)  (略) 

９ （略）  

10 グループ機能 

 (略) 

(1) ＦＯＭＡ及びＦＯＭＡユビキタス（当社が別に定

めるものに限ります。）に限り提供します。 

 

 

 

(2)～ (3) （略） 

 

ないようにすることをいいます。以下この欄において同じと

します。）を行います。 

(42) 当社は、電話番号保管の請求と同時にｉモード電

子メールのメールアドレス保管の請求がなかったときは、こ

の機能を廃止します。 

(43) 電話番号保管期間が３年を経過したときは、電話

番号保管期間が３年を経過した日においてこの機能は

廃止されたものとします。この場合において、当社は、電

話番号保管期間が３年を経過する前にあらかじめその

ことを契約者に通知します。 

(44) 当社は、契約者がインターネットサービスを利用する

場合において、当社が指定する児童ポルノ掲載アドレス

リスト作成管理団体により児童の権利等を著しく侵害す

るものであることが明白な画像等を含むと判定された情

報 (以下「児童ポルノ情報」といいます。）を受信できな

いようにすることがあります。 

(45) この機能の利用中止その他の提供条件については、

当社が別に定めるところによります。 

(46) ＦＯＭＡ契約者は、当社が別に定める方法により、

特定送信元拒否設定機能を利用できないようにするこ

とができます。 

 （注１）(14)に規定する当社が別に定めるもの、(15)に

規定する当社が別に定めるもの並びに当社が別に定

める方法及び(45)に規定する当社が別に定めるとこ

ろは、「ｉモードご利用規則」に定めるところによります。 

（注２）(46)に規定する当社が別に定める方法は、当社

のインターネットホームページに定めるところによりま

す。 

８ 接続先限定機能  

(略) 

 

(1) ＦＯＭＡ（共用ＦＯＭＡに係るものを除きます。）

及びＦＯＭＡユビキタスに限り提供します。 

(2)  (略) 

９ （略）  

10 グループ機能 

 (略) 

(1) ＦＯＭＡ（共用ＦＯＭＡに係るもの及び料金表第

１表第３（通信料）の１（適用）の(7)の２に規定

するらくらくパケ・ホーダイを選択しているものを除きま

す。）及びＦＯＭＡユビキタス（当社が別に定めるもの

に限ります。）に限り提供します。 

(2)～ (3) （略） 



 

 

11 ｉモード電子メール転送機能 

 ｉモード電子メールのメールアドレスを変更した場合におい

て、変更前のメールアドレスへ送信されたｉモード電子メ

ールを変更後のメールアドレスへ転送できるようにする機

能をいいます。 

(1) ｉモード機能の提供を受けているＦＯＭＡに限り提供し

ます。 

(2) ＦＯＭＡ契約者は、ｉモード電子メール転送機能を利

用するときは、当社が定める方法により、その機能の利用に係

る請求をしていただきます。 

(3) 当社は、(2)に規定する請求があったときは、その請求を

当社が承諾した日から起算して 60 日間（以下この欄におい

て「転送期間」といいます。）に限り、ｉモード電子メール転

送機能を提供します。 

(4) ｉモード電子メール転送機能は、転送期間が経過した場

合又は契約者識別番号の変更があった場合、廃止されま

す。 

(5) この機能の利用中止その他の提供条件については、当社

が別に定めるところによります。 

（注） (5)に規定する当社が別に定めるところは、「ｉモード

ご利用規則」に定めるところによります。 

 

12 ｉモード電子メール等音声文字変換機能 

 ｉモード電子メール及びショートメッセージ通信モードに

係る文字メッセージの作成において、当社が定める機能

を有する端末設備を利用して、パケット通信モードによ

り、音声に係る情報を送信し、その情報を音声文字列

に変換して受信する機能をいいます。 

(1) ｉモード機能の提供を受けているＦＯＭＡに限り提供し

ます。 

(2) ＦＯＭＡ契約者は、ｉモード電子メール等音声文字変

換機能を利用する場合は、あらかじめ当社に申し出ていただ

きます。 

(3) 当社は、ｉモード電子メール等音声文字変換機能を利

用して行う音声文字列への変換の精度について、保証しませ

ん。 

(4) この機能の利用中止その他の提供条件については、当社

が別に定めるところによります。 

（注） (4)に規定する当社が別に定めるところは、「ｉモード

ご利用規則」に定めるところによります。 

 

13  (略)  (略) 

14 呼出音選択機能（メロディコール） 

 (略) 

 

(1) spモード機能の提供を受けているＦＯＭＡに限り提供

します。 

(2) ～(8) （略） 

 （注１）～（注２） （略） 

15 moperaU機能 

(1) ～(5) （略） 

 

(1) ～(9)  （略） 

(10) 災害用音声お届けサービスによる音声ファイルの蓄積

は、Ｘｉ（Ｘｉサービス契約約款に規定する総合利

11 削 除  

12 削 除  

13  (略) (略) 

14 呼出音選択機能（メロディコール） 

 (略) 

 

(1) ｉモード機能又はspモード機能の提供を受けているＦ

ＯＭＡに限り提供します。 

(2) ～(8) （略） 

 （注１）～（注２） （略） 

15 moperaU機能 

(1) ～(5) （略） 

 

(1) ～(9)  （略） 

(10) 災害用音声お届けサービスによる音声ファイルの蓄積

は、ＦＯＭＡ（総合利用プランに係るものであって、



 

 

用プランに係るものであって、Ｘｉサービス契約約款に規

定するmoperaU機能又はspモード機能の提供を受け

ているものに限ります。）の契約者回線又は当社が定め

る協定事業者が提供する電気通信サービスの契約者

回線からの音声ファイルの送信に限り、行うことができま

す。 

 

 

 

(11) ～(28) （略） 

(29) 当社は、契約者がインターネットサービスを利用する

場合において、当社が指定する児童ポルノ掲載アドレス

リスト作成管理団体により児童の権利等を著しく侵害す

るものであることが明白な画像等を含むと判定された情

報 (以下「児童ポルノ情報」といいます。) を受信でき

ないようにすることがあります。 

 

(30) 契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を含

む暦月におけるこの機能、23欄に規定するビジネス

moperaインターネット機能及び33欄に規定するspモー

ド機能の利用に係る請求を行った回数の累計（当社が

定める方法により累計します。以下「spモード機能等累

計請求回数」といいます。）が当社が定める回数を超え

るときは、この機能の利用に係る請求を行うことができな

い場合があります。 

(31)～ (32) （略） 

（注１）～（注２）（略） 

16～19 （略） （略） 

  

20 位置情報受信機能 

(略) 

(1) ｉモード機能又はspモード機能の提供を受けている

ＦＯＭＡに限り提供します。 

 

(2) ～(18) （略） 

（注）（略） 

21～22 （略） （略） 

  

23 ビジネスmoperaインターネット機能 

  (1) ～(2) （略） 

(1) ～(8) （略） 

(9) 契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を含

む暦月におけるspモード機能等累計請求回数が当社

が定める回数を超えるときは、この機能の利用に係る請

moperaU機能、７欄に規定するｉモード機能又は33

欄に規定するspモード機能の提供を受けているものに限

ります。）の契約者回線若しくはＸｉ（Ｘｉサービス契

約約款に規定する総合利用プランに係るものであって、

Ｘｉサービス契約約款に規定するmoperaU機能、sp

モード機能又はｉモード機能の提供を受けているものに

限ります。）の契約者回線又は当社が定める協定事

業者が提供する電気通信サービスの契約者回線からの

音声ファイルの送信に限り、行うことができます。 

(11) ～(28) （略） 

(29) 当社は、契約者がインターネット接続サービスを利用

する場合において、児童ポルノ情報を受信できないように

することがあります。 

 

 

 

(30) 契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を含

む暦月におけるｉモード機能等累計請求回数が当社が

定める回数を超えるときは、この機能の利用に係る請求

を行うことができない場合があります。 

 

 

 

 

 

(31)～ (32) （略） 

（注１）～（注２）（略） 

16～19 （略） （略） 

  

20 位置情報受信機能 

(略) 

(1) ｉモード機能又はspモード機能の提供を受けているＦ

ＯＭＡ（共用ＦＯＭＡに係るものを除きます。）に限

り提供します。 

(2) ～(18) （略） 

（注）（略） 

21～22 （略）  

  

23 ビジネスmoperaインターネット機能 

  (1) ～(2) （略） 

(1) ～(8) （略） 

(9) 契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を含

む暦月におけるｉモード機能等累計請求回数が当社が

定める回数を超えるときは、この機能の利用に係る請求



 

 

求を行うことができない場合があります。 

(10) （略） 

（注１）～（注２）（略） 

24～27 （略） 

 

（略） 

28  情報自動受信機能（ｉコンシェル） (1) ｉモード機能及びｉモードケータイデータお預かり機能

の提供を受けているＦＯＭＡ又は sp モード機能の提

供を受けているＦＯＭＡ又はＦＯＭＡユビキタス

（sp モードケータイデータお預かり機能を利用している

ものに限ります。）に限り提供します。 

 

 

(2) ～(9) (略) 

31 番号変換機能（ＦＯＭＡオフィスリンク） 

(略) 

(1) ＦＯＭＡに限り提供します。 

 

(2) ～(11) （略） 

32 （略）  

  

33 spモード機能 

(1) ～(3) （略） 

(4) この機能を利用しているＦＯＭＡ契約者は、契約

者回線に接続されている端末設備（この機能を利

用するために必要な機能を有するものに限ります。以

下この欄において同じとします。）等に記録されたデ

ータの一部を、当社が設置した電気通信設備（以

下この欄において「spモードケータイデータ蓄積装置」

といいます。）において保存、編集若しくは削除等の

管理又はその蓄積装置に保存されたデータを受信で

きる機能（以下この欄において「spモードケータイデ

ータお預かり機能」といいます。）を利用することがで

きます。 

(5) この機能を利用しているＦＯＭＡ契約者は、災害

用伝言板サービスを利用することができます。（災害

用伝言板サービス（災害が発生した場合であって当

社が必要と認めたときに、安否に関する情報の登録

等を行うことができるサービスをいいます。以下同じとし

ます｡) 

(6)  (略) 

(7) この機能を利用しているＦＯＭＡ契約者は、特定

送信元／ウイルスメール拒否設定機能（spモード

(1) ～(5)  (略) 

(6) メールアドレスの変更は、当社が別に定める場合に限り

行うことができます。 

 ただし、１の暦月におけるspモード電子メールアドレス

の変更を行った回数及びｉモード電子メールアドレスの

変更を行った回数の累計（当社が定める方法により累

計します。以下「メールアドレス累計変更回数」といいま

す。）が、当社が定める回数を超えるときは、spモード

電子メールアドレスの変更を行うことができない場合があ

ります。 

(7) ～(23) (略)  

(24) 災害用音声お届けサービスによる音声ファイルの蓄積

は、ＦＯＭＡ（通話モードによる通信を行うことができ

るものであって、spモード機能又は15欄に規定する

moperaU機能の提供を受けているものに限ります。）

の契約者回線若しくはＸｉ（Ｘｉサービス契約約款に

規定する総合利用プランに係るものであって、Ｘｉサー

ビス契約約款に規定するmoperaU機能又はspモード

機能の提供を受けているものに限ります。）の契約者回

線又は当社が定める協定事業者が提供する電気通信

サービスの契約者回線からの音声ファイルの送信に限り、

行うことができます。 

を行うことができない場合があります。 

(10) （略） 

（注１）～（注２）（略） 

24～27 （略） 

 

（略） 

28  情報自動受信機能（ｉコンシェル） (1) ｉモード機能及びｉモードケータイデータお預かり機

能の提供を受けているＦＯＭＡ（共用ＦＯＭＡに

係るものを除きます。以下この欄において同じとしま

す。）又はspモード機能の提供を受けているＦＯＭ

Ａ又はＦＯＭＡユビキタス（spモードケータイデータ

お預かり機能を利用しているものに限ります。）に限

り提供します。 

(2) ～(9)  (略) 

31 番号変換機能（ＦＯＭＡオフィスリンク） 

(略) 

 

(1) ＦＯＭＡ（共用ＦＯＭＡに係るものを除きます。）

に限り提供します。 

(2) ～(11) （略） 

32 （略）  

  

33 spモード機能 

(1) ～(3) （略） 

(4) この機能を利用しているＦＯＭＡ契約者（ｉモー

ド機能の提供を受けている者を除きます。）は、契

約者回線に接続されている端末設備（この機能を

利用するために必要な機能を有するものに限ります。

以下この欄において同じとします。）等に記録された

データの一部を、当社が設置した電気通信設備

（以下この欄において「spモードケータイデータ蓄積

装置」といいます。）において保存、編集若しくは削

除等の管理又はその蓄積装置に保存されたデータを

受信できる機能（以下この欄において「spモードケー

タイデータお預かり機能」といいます。）を利用すること

ができます。 

(5) この機能を利用しているＦＯＭＡ契約者は、災害

用伝言板サービスを利用することができます。 

 

 

 

(6) （略） 

（7） この機能を利用しているＦＯＭＡ契約者は、特

定送信元／ウイルスメール拒否設定機能（spモード

(1) ～(5)  (略) 

(6) メールアドレスの変更は、当社が別に定める場合に限り

行うことができます。 

 ただし、１の暦月におけるspモード電子メールアドレス

の変更を行った回数及び14欄に規定するｉモード電子

メールアドレスの変更を行った回数の累計（当社が定め

る方法により累計します。以下「メールアドレス累計変更

回数」といいます。）が、当社が定める回数を超えるとき

は、spモード電子メールアドレスの変更を行うことができ

ない場合があります。 

(7) ～(23) (略)  

(24) 災害用音声お届けサービスによる音声ファイルの蓄積

は、ＦＯＭＡ（総合利用プランに係るものであって、sp

モード機能、７欄に規定するｉモード機能又は15欄に

規定するmoperaU機能の提供を受けているものに限り

ます。）の契約者回線若しくはＸｉ（Ｘｉサービス契

約約款に規定する総合利用プランに係るものであって、

Ｘｉサービス契約約款に規定するmoperaU機能、sp

モード機能又はｉモード機能の提供を受けているものに

限ります。）の契約者回線又は当社が定める協定事

業者が提供する電気通信サービスの契約者回線からの

音声ファイルの送信に限り、行うことができます。 



 

 

電子メールの送受信時において、コンピュータウイルス

について当社が認定したものを検知し、それを消去若

しくはそのコンピュータウイルスを含む電子メールの一

部若しくは全部を消去する又はspモード電子メール

の利用において、特定のＩＰアドレス（インターネット

サービスに接続された通信機器を識別するための番

号をいいます。）から送信された電子メールを蓄積し

ない機能をいいます。）を利用する意思表示があった

ものとして取り扱います。 

 (8)～(9) (略)  

(25) ～(32)  (略) 

(33) 当社は、この機能を利用している契約者（満18歳

に満たない者（法律により成年に達したものとみなされ

る者を除きます。以下「青少年」といいます。)が利用する

と申告した者に限ります。）がそのＦＯＭＡにおいてsp

モードフィルタを利用しない場合は、その青少年の親権

者又は後見人から、当社所定の書面によりその旨を申

出ていただきます。 

(34) ～(40)  (略) 

(41) 当社は、電話番号保管の請求と同時にspモード電

子メールアドレス保管の請求がなかったときは、この機能

を廃止します。 

(42) ～(44)  (略) 

(45) 契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を含

む暦月におけるspモード機能等累計請求回数が当社

が定める回数を超えるときは、この機能の利用に係る請

求を行うことができない場合があります。 

(46) ～(49)  (略) 

（注１）～（注３）(略) 

34～39  (略)  

40 はなして翻訳機能 

(1) moperaU機能又はspモード機能の提供を受けてい

るＦＯＭＡに限り提供します。 

(2)  

(3) ～(5) (略) 

(注) (略) 

45 遠隔管理機能（あんしんマネージャー） 

(1) 基本機能 

 当社のインターネットホームページ等から、次のア又

はイに定める機能のうち、契約者が選択した機能に

係る操作を行うことができる機能をいいます。 

ア～エ (略) 

 

(1) ＦＯＭＡに限り提供します。 

(2) 遠隔管理機能には、タイプＡ（ｉモード機能の提供

を受けているものに限ります。）に接続されている端末設

備（当社が定めるもの（タイプＢに係るものを除きま

す。）に限り利用することができます。）、タイプＢ（sp

モード機能（33欄に規定するものをいいます。以下、こ

の欄において同じとします。）の提供を受けているものに

限ります。）、（moperaU機能（15欄に規定するも

のをいいます。以下、この欄において同じとします。）又

は（ビジネスmoperaインターネット機能（23欄に規定

するものをいいます。以下、この欄において同じとしま

す。）の提供を受けているものに限ります。）に接続され

ている端末設備（当社が定めるもの（タイプＡに係るも

のを除きます。）に限り利用することができます。）、タイ

電子メールの送受信時において、コンピュータウイルスに

ついて当社が認定したものを検知し、それを消去若しく

はそのコンピュータウイルスを含む電子メールの一部若し

くは全部を消去する又はspモード電子メールの利用に

おいて、特定のＩＰアドレスから送信された電子メール

を蓄積しない機能をいいます。）を利用する意思表示

があったものとして取り扱います。 

 

 

(8)～(9)  (略)  

(25) ～(32)  (略) 

(33) 当社は、この機能を利用している契約者（青少年

が利用すると申告した者に限ります。）がそのＦＯＭＡ

においてspモードフィルタを利用しない場合は、その青少

年の親権者又は後見人から、当社所定の書面によりそ

の旨を申出ていただきます。 

 

 

(34) ～(40)  (略) 

(41) 当社は、電話番号保管の請求と同時にspモード電

子メールのメールアドレス保管の請求がなかったときは、こ

の機能を廃止します。 

(42) ～(44)  (略) 

(45) 契約者は、この機能の利用に係る請求を行う日を含

む暦月におけるｉモード機能等累計請求回数が当社が

定める回数を超えるときは、この機能の利用に係る請求

を行うことができない場合があります。 

(46) ～(49)  (略) 

（注１）～（注３）(略) 

34～39 (略)  

40 はなして翻訳機能 

(4) moperaU機能又はspモード機能の提供を受けてい

るＦＯＭＡ（共用ＦＯＭＡに係るものを除きま

す。）に限り提供します。 

(5) ～(5) (略) 

(注) (略) 

45 遠隔管理機能（あんしんマネージャー） 

(1) 基本機能 

 当社のインターネットホームページ等から、次のア又

はイに定める機能のうち、契約者が選択した機能に

係る操作を行うことができる機能をいいます。 

ア～エ (略) 

 

(1) ＦＯＭＡ（共用ＦＯＭＡに係るものを除きます。以

下この欄において同じとします。）に限り提供します。 

(2) 遠隔管理機能には、タイプＡ（ｉモード機能（７欄

に規定するものをいいます。以下、この欄において同じと

します。）の提供を受けているものに限ります。）に接続

されている端末設備（当社が定めるもの（タイプＢに係

るものを除きます。）に限り利用することができます。）、

タイプＢ（spモード機能（33欄に規定するものをいいま

す。以下、この欄において同じとします。）の提供を受け

ているものに限ります。）、（moperaU機能（15欄に

規定するものをいいます。以下、この欄において同じとし

ます。）又は（ビジネスmoperaインターネット機能

（23欄に規定するものをいいます。以下、この欄におい

て同じとします。）の提供を受けているものに限りま



 

 

プＣ（ｉモード機能、spモード機能、moperaU機能

又はビジネスmoperaインターネット機能の提供を受けて

いるものに限ります。）に接続されている端末設備（当

社が定めるもの（タイプＡ又はタイプＢに係るものを除き

ます。）の提供を受けているものに限ります。）及びタイ

プＤ（spモード機能の提供を受けているものに限りま

す。）に接続されている端末設備（当社が定めるもの

（タイプＡ、タイプＢ又はタイプＣに係るものを除きま

す。）に限り利用することができます。）があります。 

 

 

 

(3)～(16) (略) 

（注）(略) 

  

 

別表１～別表 8 （略） 

 

別表 9 国際アウトローミングに係る外国の電気通信事業者 

 

１ ２以外のもの 

 

地域 事業者名  

 

（略） 

通話モード 
64kb/s デジタル

通信モード 

パケット通信モー

ド 

ショートメッセージ通信

モード 

南
・
北
ア
メ
リ
カ
地
方 

（略） 

ア
ジ
ア
地

方 

（略） 

す。）に接続されている端末設備（当社が定めるもの

（タイプＡに係るものを除きます。）に限り利用すること

ができます。）、タイプＣ（ｉモード機能、spモード機

能、moperaU機能又はビジネスmoperaインターネット

機能の提供を受けているものに限ります。）に接続され

ている端末設備（当社が定めるもの（タイプＡ又はタイ

プＢに係るものを除きます。）の提供を受けているものに

限ります。）及びタイプＤ（spモード機能の提供を受け

ているものに限ります。）に接続されている端末設備

（当社が定めるもの（タイプＡ、タイプＢ又はタイプＣに

係るものを除きます。）に限り利用することができま

す。）があります。 

(3)～(16) (略) 

（注）(略) 

  

 

別表１～別表 8 （略） 

 

別表 9 国際アウトローミングに係る外国の電気通信事業者 

 

１ ２以外のもの 

 

地域 事業者名  

 

（略） 

通話モード 
64kb/s デジタル

通信モード 

パケット通信モー

ド 

ショートメッセージ通信

モード 

南
・
北
ア
メ
リ
カ
地
方 

（略） 

ア
ジ
ア
地

方 

（略） 



 

 

大韓民国 

（略） （略） 

LG Uplus Corp △１ － 

△Ａ 

△● 

△☆ 

△ 

（略） 

オ
セ
ア
ニ
ア
地
方 

（略） 

キリバス共和国 

Amalgamated 

Telecom Holdings 

Kiribati Limited 

５ － Ａ 〇 

（略） 

ソロモン諸島 

Solomon Telekom 

Company Ltd 
（略） （略） 

Ａ 

● 

★ 

（略） 

（略） （略） 

（略） 

大韓民国 

（略） （略） 

     

（略） 

オ
セ
ア
ニ
ア
地
方 

（略） 

キリバス共和国 

Amalgamated 

Telecom Holdings 

Kiribati Limited 

△５ － △Ａ △ 

（略） 

ソロモン諸島 

Solomon Telekom 

Company Ltd 
（略） （略） 

△Ａ 

△● 

△★ 

（略） 

（略） （略） 

（略） 



 

 

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
地
方 

（略） 

ベラルーシ共和国 

Unitary enterprise A1 （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） 

（略） 

マケドニア旧ユーゴ

スラビア共和国 

Company for 

communication 

services A1 

Makedonija DOOEL 

Skopje 

（略） （略） （略） （略） 

（略） 

ア
フ
リ
カ
地
方 

（略） 

（略） 

（注）通信の種類のうち△印が付されているものについては、令和元年 11 月 30 日までの間において提供開始予定であり、それぞれ 

提供が開始されたときにはインターネット等を利用してそのことを掲示します。 

２ （略） 

別表 10 通話モード又は 64kb/s デジタル通信モードにより国際アウトローミングに係る電気通信回線へ着信する通信に係る取扱地域 

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
地
方 

（略） 

ベラルーシ共和国 

Unitary enterprise 

velcom 
（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） 

（略） 

マケドニア旧ユーゴ

スラビア共和国 

one.Vip DOOEL 

Skopje 
（略） （略） （略） （略） 

（略） 

ア
フ
リ
カ
地
方 

（略） 

（略） 

（注）通信の種類のうち△印が付されているものについては、令和元年９月 3０日までの間において提供開始予定であり、それぞれ 

提供が開始されたときにはインターネット等を利用してそのことを掲示します。 

２ （略） 

別表 10 通話モード又は 64kb/s デジタル通信モードにより国際アウトローミングに係る電気通信回線へ着信する通信に係る取扱地域 



 

 

 

１ 通話モードに係るもの 

  区  分 取   扱   地   域 

南・北アメリカ地方 （略） 

アジア地方 （略） 

オセアニア地方 オーストラリア連邦（７）、キリバス共和国（７）クック諸島（７）、クリスマス島（７）、サ

モア独立国（７）、ソロモン諸島（７）、トンガ王国（７）、ナウル共和国（７）、ニューカ

レドニア（７）、ニュージーランド（７）、バヌアツ共和国（７）、パプアニューギニア独立国

（４）、パラオ共和国（５）、フィジー共和国（７）、仏領ポリネシア（７）、△米領サモ

ア（４）ミクロネシア連邦（４） 

ヨーロッパ地方 （略） 

アフリカ地方 （略） 

 

２ （略） 

 

（注）取扱地域に△印が付されているものについては、令和元年 11 月 30 日までの間において取扱開始予定であり、それぞれ取扱いが

開始されたときにはインターネット等を利用してそのことを掲示します。 

 

 

 

 

 

１ 通話モードに係るもの 

  区  分 取   扱   地   域 

南・北アメリカ地方 （略） 

アジア地方 （略） 

オセアニア地方 オーストラリア連邦（７）、△キリバス共和国（７）クック諸島（７）、クリスマス島（７）、

サモア独立国（７）、ソロモン諸島（７）、トンガ王国（７）、ナウル共和国（７）、ニュー

カレドニア（７）、ニュージーランド（７）、バヌアツ共和国（７）、パプアニューギニア独立国

（４）、パラオ共和国（５）、フィジー共和国（７）、仏領ポリネシア（７）、△米領サモ

ア（４）ミクロネシア連邦（４） 

ヨーロッパ地方 （略） 

アフリカ地方 （略） 

 

２ （略） 

 

（注）取扱地域に△印が付されているものについては、令和元年 7 月 31 日までの間において取扱開始予定であり、それぞれ取扱いが開

始されたときにはインターネット等を利用してそのことを掲示します。 

 

 



 

 

    附 則（令和元年９月 24 日経企第 1605 号） 

 （実施期日） 

１ この附則は、令和元年 10 月１日から実施します。 

 （料金の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に、支払い又は支払わなければならなかったＦＯＭＡサービスの料金その他の債務については、なお従前のとお

りとします。 

 （タイプＳＳ等に係る経過措置） 

３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により提供されているタイプＳＳ、タイプＳ、タイプＭ、タイプＬ、タイプＬＬ、タイプシンプ

ル、タイプリミット及びタイプビジネス（以下この附則において「タイプＳＳ等」といいます。）のＦＯＭＡ並びにタイプＳＳ 2in1、タイプＳ 

2in1、タイプＭ 2in1、タイプＬ 2in1、タイプＬＬ 2in1、タイプビジネス 2in1 及びタイプ 2in1（以下この附則において「タイプＳＳ 

2in1 等」といいます。）のＦＯＭＡ（改正前の規定により契約の申込みの承諾を受けているものを含みます。の料金その他の提供条

件は、次のとおりとします。 

 (1) 定期契約の満了 

   ア タイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等に係る定期契約は、当社がその定期契約に基づき契約者回線の提供を開始した日の属

する暦月の翌暦月の初日（契約者回線の提供を開始した日が暦月の初日となる場合はその日）から起算して次表に規定する

期間が経過することとなる日をもって満了となります。 

区       分 期間 

１年定期契約 １年 

２年定期契約 ２年 

   イ 当社は、定期契約について、その契約の満了日の翌日に同一種別の定期契約に更新します。 

       ただし、(2)のエに規定する複数回線複合割引を選択しているＦＯＭＡに係る２年定期契約について、その契約に係る経過期

間（(2)のウに規定するものをいいます。以下この附則において同じとします。）が 120 か月超であるときは、その契約の更新の際

に、１年定期契約に更新します。 

   ウ イの規定により更新された定期契約は、その更新日から起算してアに規定する期間が経過することとなる日をもって満了となりま 

    す。 

   エ 当社は、アからウに規定する定期契約の満了について、当該定期契約の満了日の属する暦月において、当社が定める方法によ 

り、当該定期契約者（当社が定める者を除きます。）に通知します。 

 (2) 基本使用料 

   ア 基本使用料は、この改正規定実施の際現に、改正前の規定により選択している基本使用料の料金種別に応じて次表に定める

額を適用します。 

１契約ごとに 

区   分 

料  金  額 （月額) 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡ 共用ＦＯＭＡ以外の

もの 

バリュープラン タイプＳＳ 1,864 円(2,050.4 円) 

タイプＳ 3,000 円 ( 3,300 円) 

タイプＭ 5,000 円 ( 5,500 円) 

タイプＬ 8,000 円 ( 8,800 円) 

タイプＬＬ 13,000 円 (14,300 円) 

タイプシンプル 1,483 円(1,631.3 円) 

タイプリミット 2,600 円 ( 2,860 円) 

 



   イ アに規定する基本使用料の料金種別の選択については、次に定めるところによります。 

    (ア) バリュープランの選択については、ＦＯＭＡサービス取扱所において当社が定める端末設備をＦＯＭＡ契約者又はその関係者

が購入した際に限り、その購入者から指定のあった１のＦＯＭＡにおいて、選択することができます。 

      ただし、バリュープランに係る料金種別相互間の変更を行うときは、この限りでありません。 

    (イ) (ア)の規定によるほか、ＦＯＭＡ契約者から当社が定める端末設備（移動無線装置にあっては、当社が無線局の免許を受

けることができるものであって、技術基準適合証明規則様式第７号又は第 14 号の表示により、当社が無線設備規則に適合

していることが確認できるもの及び当社のＦＯＭＡサービスの契約者回線に接続することができるものに限ります。）の提示があ

ったときは、そのＦＯＭＡ契約者から指定のあった１のＦＯＭＡにおいてバリュープランを選択することができます。 

    (ウ) 定期契約を締結しているときは、タイプ 2in1 を選択できません。 

    (エ) 被共用ＦＯＭＡであるときは、タイプＳＳ等に限り選択することができます。 

    (オ) タイプリミットを選択している契約者は、利用限度額（通信及び有料情報の利用に関する限度となる額をいいます。以下この

附則において同じとします。）をあらかじめ設定することにより、当社が請求することとなる通信に関する料金及び有料情報サー

ビスの料金等の概算額（当社が別に定める方法により算定した額とします。以下この附則において同じとします。）が利用限

度額を超えたことを当社が確認した後の別に定めるときから当該料金月の末日までの間（当該料金月の末日までの間に利用

限度額の増額によってその概算額が増額後の利用限度額を下回ったときは、そのことを当社が確認するまでの間）、そのＦＯ

ＭＡに係る通信をできないようにすることができます。 

       ただし、通話モード、64kb/s デジタル通信モード若しくはショートメッセージ通信モードによる契約者回線への通信、利用限度

額の変更若しくは付加機能の利用に係る設定等に係る通信、契約者があらかじめ指定した３以内の契約者回線への通信又

は第４項に規定するパケ・ホーダイダブル等、(3)のエの(イ)の適用を受ける通信若しくは(3)のオの(ア)の①の適用を受ける通

信等については、この限りでありません。 

    (カ) タイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等に係るＦＯＭＡ契約の解除と同時に新たにＸｉサービス契約約款に規定する総合利

用プランに係るＸｉ契約を締結したときは、そのＸｉ契約の締結のあった日を含む暦月の基本使用料について、継続して総合

利用プランの選択があったものとみなして取り扱います。 

   ウ アに規定する基本使用料の減額適用及び割引の適用については次の(ア)から(オ)に定めるところによるほか、なお従前のとおりとし

タイプビジネス 8,200 円 ( 9,020 円) 

バリュープラン

以外のもの 

タイプＳＳ 3,600 円 ( 3,960 円) 

タイプＳ 4,600 円 ( 5,060 円) 

タイプＭ 6,600 円 ( 7,260 円) 

タイプＬ 9,600 円 (10,560 円) 

タイプＬＬ 14,600 円 (16,060 円) 

タイプシンプル 3,083 円(3,391.3 円) 

タイプリミット 4,200 円 ( 4,620 円) 

タイプビジネス 9,800 円 (10,780 円) 

共用ＦＯＭＡに係るもの タイプＳＳ 2in1 1,864 円(2,050.4 円) 

タイプＳ 2in1 3,000 円 ( 3,300 円) 

タイプＭ 2in1 5,000 円 ( 5,400 円) 

タイプＬ 2in1 8,000 円 ( 8,640 円) 

タイプＬＬ 2in1 13,000 円 (14,300 円) 

タイプビジネス 2in1 8,200 円 ( 9,020 円) 

タイプ 2in1 800 円 (   880 円) 



ます。 

    (ア) タイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等のＦＯＭＡの基本使用料については、当該暦月のそのＦＯＭＡ契約に係る経過期間

に応じて次表に定める額を減額します。 

     ① ②以外のもの      

１契約ごとに   

 
基本使用料の減額（月額） 

経 過 期 間 アに規定する額に次の係数を乗じて得た額 

 一般契約に係るもの（継続利用割引サ

ービス） 

１年定期契約に係るもの（いちねん割

引） 

12か月まで － 0.10 

12か月超え24か月まで 0.07 0.12 

24か月超え36か月まで 0.08 0.14 

36か月超え48か月まで 0.10 0.16 

48か月超え60か月まで 0.12 0.18 

60か月超え72か月まで 0.15 0.20 

72か月超え84か月まで 0.15 0.21 

84か月超え96か月まで 0.15 0.22 

96か月超え108か月まで 0.15 0.23 

108か月超え120か月まで 0.15 0.24 

120か月超 0.15 0.25 

     ② ２年定期契約に係るもの（ひとりでも割 50/ファミ割ＭＡＸ50/ビジネス割 50） 

１契約ごとに 

                            基本使用料の減額                      （月額） 

アに規定する額に0.50を乗じて得た額 

    (イ) (ア)に規定する経過期間は、その契約に基づき契約者回線の提供を開始した日が暦月の初日のときはその暦月から、暦月の

初日以外のときはその提供を開始した日を含む暦月の翌暦月から起算します。 

    (ウ) 契約者回線の提供の開始があった日を含む暦月の基本使用料については、(イ)の規定にかかわらず、(ア)に規定する12か月

までの基本使用料の減額を適用します。 

    (エ) 定期契約の満了に伴いその契約の更新があった場合の更新後の定期契約に係る経過期間は、(イ)及び(ウ)の規定にかかわ

らず、更新前の定期契約に係る経過期間の起算月から起算するものとします。 

    (オ) 料金表通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定により基本使用料を日割するときは、(ア)の規定により算定し

た額を日割して適用します。 

   エ 複数回線複合割引（ファミリー割引）の適用は次に定めるところによります。 

    (ア) 割引回線群（複数回線複合割引を選択するＦＯＭＡ及びＸｉ（以下この附則において「割引選択回線」といいます。）に

より構成される回線群をいいます。以下このエにおいて同じとします。）を構成するタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等のＦＯ

ＭＡの基本使用料（基本使用料の料金種別がタイプ 2in1 であるもの、２年定期契約を締結しているもの及びカに規定する

身体障がい者等割引の適用を受けているものを除きます。）から次表に規定する額の割引を適用します。 

１契約ごとに 

                            基本使用料の減額                      （月額） 



アに規定する額に0.25を乗じて得た額 

   (イ) 料金表通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定により基本使用料を日割するときは、(ア)の規定により算定

した額を日割して適用します。 

    (ウ) 当社は、複数回線複合割引に係る１の割引回線群を構成する割引選択回線に関するＦＯＭＡ契約者若しくはＸｉ契約

者又はその割引回線群を指定して複数回線複合割引を選択する申出をすることができる者（以下このエにおいて「ＦＯＭＡ

契約者等といいます。」）に対し、そのＦＯＭＡ契約者等がＸｉサービス契約約款に規定する複数回線複合割引等の適用

を受けているＸｉに係る基本使用料割引又は特定Ｘｉ等のＸｉに係る基本使用料割引の適用を受けることとなるときのその

割引額又は割引予定額を確認することを目的として、その割引回線群を構成する割引選択回線に係る契約に関する事項を

開示することがあります。 

   オ 定期包括割引（ビジネスセーバー）の適用は、次に定めるとおりとします。 

    (ア) 当社が別に定める方法により料金その他の債務を契約者ごとに一括して請求（以下この附則において「一括請求」といい、そ

の契約者以外の者（契約者と相互に業務上緊密な関係を有することについて当社が別に定める基準に適合する者に限りま

す。）に係る料金等と合わせて請求する場合を含みます。）しているタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等のＦＯＭＡに係る

基本使用料（料金種別がタイプ 2in1 プランであるものを除きます。以下このオにおいて同じとします。）について、次表に規定

する額の割引を適用します。 

一括請求ごとに 

区         分 基本使用料の割引額（月額） 

割引選択期間 最低利用額 
一括請求に係る各々のＦＯＭＡの基本使用料に

次の係数を乗じて得た額の合計額 

1 年 100 万円 0.35 

500 万円 0.36 

1,000 万円  0.37 

3,000 万円 0.38 

5,000 万円 0.39 

2 年 10 万円 0.32 

50 万円 0.35 

100 万円 0.38 

500 万円 0.39 

1,000 万円 0.40 

3,000 万円 0.41 

5,000 万円 0.42 

3 年 10 万円 0.35 

50 万円 0.38 

100 万円 0.41 

500 万円 0.42 

1,000 万円 0.43 



    (イ) 契約者は、定期包括割引（以下このオにおいて「本割引」といいます。）を選択しているときは、一括請求ごとに月額で税抜額

3,000 円（税込額 3,300 円）を支払っていただきます。 

ただし、その一括請求に係る料金その他の債務がＸｉに係る料金等に一括して請求されている場合は、その支払いを要しま

せん｡ 

    (ウ) 本割引は、次のいずれかに該当する場合は、選択することができません。 

     ① そのＦＯＭＡの契約者名義が法人（法人に相当するものと当社が認めるものを含みます｡)以外であるとき。 

     ② その契約者が、一括請求に係る料金その他の債務について、一括して支払うことを現に怠り又は怠るおそれがあるとき。 

     ③ そのＦＯＭＡが契約者以外の者（契約者と相互に業務上緊密な関係を有することについて当社が別に定める基準に適合す

るものを除きます。以下この附則において同じとします｡)の業務の用に供され、それが業として行われるものと当社が認めるもので

あるとき。 

     ④ その他当社の業務の遂行上支障があるとき。 

    (エ) 本割引を選択している契約者は、(ア)に規定する区分の変更（割引選択期間を短縮する変更又は最低利用額を 100 万

円以上から 10 万円若しくは 50 万円とする変更を除きます。）を行うことができます。この場合において、変更後の区分は、その

申出があった日を含む暦月の翌暦月から適用します。 

    (オ) 契約者は、その一括請求に係る全てのＦＯＭＡについて､ 約款の規定により本割引の適用が開始された暦月から起算して、

あらかじめ申出のあった割引選択期間が経過する前に、その全てについて本割引が廃止された場合は、その割引選択期間に応

じて、当社が別に定める方法により次表に規定する額を支払っていただきます。 

一括請求ごとに 

    (カ) 本割引の適用を受けているＦＯＭＡについては、ウに規定する基本使用料の減額は適用しません。 

    (キ) (イ)に規定する定額料については、日割は行いません。 

(ク) 料金表通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定により基本使用料を日割するときは、(ア)の規定により算定

した額を日割して適用します。 

    カ 身体障がい者等割引（ハーティ割引）の適用は次に定めるところによります。 

    (ア) 身体障がい者等（身体障がい者（身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 15 条第４項の規定により、身

体障害者手帳の交付を受けている者をいいます。以下同じとします。）、知的障がい者（療育手帳制度について（昭和 48

年厚生省発児第 156 号厚生事務次官通知）により定められた療育手帳制度要綱に規定する療育手帳の交付を受けてい

る者をいいます。以下同じとします。）、精神障がい者（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第

123 号）第 45 条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者をいいます。以下同じとします。）又

は特定疾患患者（特定疾患治療研究事業について（昭和 48 年厚生省衛発 242 号）に規定される対象の疾患であるこ

とについて各都道府県から証明書（以下特定疾患患者証明書といいます。）の交付を受けている者をいいます。以下同じとし

ます。）又は指定難病患者（難病の患者に対する医療等に関する法律（平成 26 年法律第 50 号）第７条第４項の規

定により各都道府県から医療受給者証の交付を受けている者をいいます。以下同じとします。）をいいます。以下同じとしま

す。）が当社と締結しているＦＯＭＡ又は身体障がい者等を登録利用者として利用者登録が行われているＦＯＭＡの基本

使用料について、契約者からの選択により次表に規定する額の割引を適用します。 

１契約ごとに 

                            基本使用料の減額                      （月額） 

アに規定する額に0.60を乗じて得た額 

3,000 万円 0.44 

5,000 万円 0.45 

割引選択期間 

支 払 い を 要 す る 額 

本割引の適用を開始した暦月から起算してその廃止のあった暦月までの本割引に係る

基本使用料の割引額を合計した額に次の係数を乗じて得た額 

１年 0.75 

２年 0.73 

３年 0.71 



    (イ) 身体障がい者等割引（以下このカにおいて「本割引」といいます。）を選択している契約者は、次のことを守っていただきます。 

     ①契約者（そのＦＯＭＡ等において身体障がい者等を登録利用者として利用者登録が行われているときは、その登録利用 

       者）が、障害者手帳等を返還した場合その他身体障がい者等に該当しなくなった場合は、遅滞なくその旨を当社に届け出るこ

と。 

     ②その他本割引の適用に関する取扱いを適正に運用するために必要な限りにおいて当社がとる措置に従っていただくこと。  

    (イ) 本割引の適用を受けているＦＯＭＡについては、アに規定する一般契約に係る基本使用料の減額は適用しません。 

    (ウ) 料金表通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定により基本使用料を日割するときは、ウの規定により算定した

額を日割して適用します。 

   キ 損害賠償額等の算定に係る適用は次のとおりとします。 

    (ア) タイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等のＦＯＭＡにおいて、第 54 条（通信の種類等）に規定する通信の種類のうち次の

①及び②に区分する種類の通信のみが利用できなかった場合の第 64 条（基本使用料等の支払義務）第２項第３号の表

の１欄に規定する支払いを要しない料金及び第 80 条（責任の制限）第２項に規定する損害を賠償する額の算定に当たっ

ては、その基本使用料の額を利用できなかった通信の種類に応じて、次の①及び②に規定する額とみなします。 

     ① タイプＳＳ等のＦＯＭＡに係るもの 

１契約ごとに  

区        分 
基本使用料の額（月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

通話モード そのＦＯＭＡの基本使用料から410円を控除した額 

64kb/sデジタル通信モード 200円 ( 220円) 

パケット通信モード 200円 ( 220円) 

ショートメッセージ通信モード 10円 (11円) 

     ② タイプＳＳ 2in1 等のＦＯＭＡに係るもの 

１契約ごとに 

区        分 

基本使用料の額（月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

通話モード そのＦＯＭＡの基本使用料から210円を控除した額 

64kb/sデジタル通信モード 200円 ( 220円) 

ショートメッセージ通信モード 10円 (11円) 

 (3) 通信料 

   ア 通信料の額は、次の(ア)から(エ)に定めるところによります。 

    (ア) 通話モードに係るもの 

     ① ②以外のもの 

      Ａ Ｂ以外のもの 

       ａ ｂ以外のもの 

料 金 種 別 

料  金  額 

30秒までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡ 

通信料 

ＦＯＭＡからの通信  

 タイプＳＳ及びタイプシンプル 20円 (22円) 



  タイプＳ 18円 (19.8円) 

  タイプＭ 14円 (15.4円) 

  タイプＬ 10円 ( 11円) 

  タイプＬＬ 7.5円 (  8.25円) 

  タイプリミット 20円 ( 22円) 

       ｂ タイプビジネスのＦＯＭＡからの通信に係るもの 

料金種別 

料  金  額 

１分までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

昼   間  夜間及び深夜・早朝 

土曜日・日曜日・祝日 

ＦＯＭＡ通信料 10円 (11円) 30円 (33円) 30円 (33円) 

      Ｂ ワイドスター通信サービスの契約者回線等への通信に係るもの 

       ａ ワイドスター通信サービス契約約款に規定する第１種ワイドスターの契約者回線等への通信に係るもの 

料 金 種 別 料金額 

ＦＯＭＡ通信料 ＦＯＭＡからの通信 Ａに規定する料金額と同額 

       ｂ ａ以外のもの 

        (a)  (b)以外のもの 

料 金 種 別 

料  金  額 

30秒までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡ 

通信料 

ＦＯＭＡからの通信  

 タイプＳＳ及びタイプシンプル 50円 (   55円) 

  タイプＳ 45円 ( 49.5円) 

  タイプＭ 35円 ( 38.5円) 

  タイプＬ 25円 (   27.5円) 

  タイプＬＬ 19円 (20.9円) 

  タイプリミット 50円 (   55円) 

        (b) タイプビジネスのＦＯＭＡからの通信に係るもの 

料金種別 

料  金  額 

１分までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

昼   間  夜間及び深夜・早朝 

土曜日・日曜日・祝日 

ＦＯＭＡ通信料 25円 (27.5円) 75円 (82.5円) 75円 (82.5円) 

     ② 相互接続通信に係るもの 

      Ａ Ｂ以外のもの 



       ａ ＦＯＭＡの契約者回線からの通信に係るもの 

        (a) (b)以外のもの 

料 金 種 別 料金額 

ＦＯＭＡ通信料 ＦＯＭＡからの通信 ①のＡのａに規定する料金額と同額 

        (b) タイプビジネスのＦＯＭＡからの通信に係るもの 

料金種別 

料  金  額 

１分までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

昼   間  夜間及び深夜・ 

早朝 土曜日・日曜日・祝日 

ＦＯＭＡ通信料 ＦＯＭＡからの通信 15円 (16.5円) 30円 (33円) 30円 (33円) 

       ｂ ＦＯＭＡサービスの契約者回線等への通信に係るもの  

        (a) (b)以外のもの 

料 金 種 別 

料金額 

次の秒数までごとに税抜額10円 (税込額11円) 

ＦＯＭＡ通信料 ＦＯＭＡへの通信 30秒 

        (b) 東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社が提供する公衆電話の電話機等からの通信に係るもの 

料 金 種 別 

料金額 

次の秒数までごとに税込額10円 

ＦＯＭＡ通信料 ＦＯＭＡへの通信 15.5秒 

       Ｂ ＫＤＤＩ株式会社との間に設置した相互接続点（当社が別に定める電気通信サービスに係るものに限ります｡)への通信

に係るもの 

         その相互接続通信に伴うＫＤＤＩ株式会社の他社相互接続通信と合わせて次表により算定した額から、ＫＤＤＩ株式

会社の契約約款の規定により算定したその他社相互接続通信の料金額を控除した額 

料 金 種 別 料金額 

ＦＯＭＡ通信料 ＦＯＭＡからの通信 Ａのａに規定する料金額と同額 

    (イ) 64kb/sデジタル通信モードに係るもの 

     ① ②以外のもの 

      Ａ Ｂ以外のもの 

料 金 種 別 

料  金  額 

30秒までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡ 

デジタル通信料 
ＦＯＭＡからの通信  

 
タイプＳＳ及びタイプシンプル 36円 (39.6円) 

  
タイプＳ 32円 (35.2円) 

  
タイプＭ 25円 (27.5円) 



  
タイプＬ 18円 (19.8円) 

  
タイプＬＬ 14円 (15.4円) 

  
タイプリミット 36円 (39.6円) 

      Ｂ タイプビジネスのＦＯＭＡからの通信に係るもの 

料金種別 

料  金  額 

１分までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

昼   間  夜間及び深夜・早朝 

土曜日・日曜日・祝日 

ＦＯＭＡデジタル通信料 18円 (19.8円） 54円 (59.4円) 54円 (59.4円) 

     ② 相互接続通信に係るもの 

      Ａ Ｂ以外のもの 

       ａ ＦＯＭＡの契約者回線からの通信に係るもの 

        (a) (b)以外のもの 

料 金 種 別 料金額 

ＦＯＭＡデジタル通信料 ＦＯＭＡからの通信 ①のＡのａに規定する料金額と同額 

        (b) タイプビジネスのＦＯＭＡからの通信に係るもの 

料金種別 

料  金  額 

１分までごとに次の税抜額（かっこ内は税込額） 

昼   間  夜間及び深夜・早朝 

土曜日・日曜日・祝日 

ＦＯＭＡデジタル通信料 27円 (29.7円) 54円 (59.4円) 54円 (59.4円) 

       ｂ ＦＯＭＡサービスの契約者回線等への通信に係るもの  

        (a) (b)以外のもの 

料 金 種 別 

料金額 

次の秒数までごとに税抜額10円 (税込額11円) 

ＦＯＭＡデジタル通信料 ＦＯＭＡへの通信 16.5秒 

        (b) 東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社が提供する公衆電話の電話機等からの通信に係るもの 

料 金 種 別 

料金額 

次の秒数までごとに税込額10円 

ＦＯＭＡデジタル通信料 ＦＯＭＡへの通信 8.5秒 

       Ｂ ＫＤＤＩ株式会社との間に設置した相互接続点（当社が別に定める電気通信サービスに係るものに限ります｡)への通信

に係るもの 

         その相互接続通信に伴うＫＤＤＩ株式会社の他社相互接続通信と合わせて次表により算定した額から、ＫＤＤＩ株式

会社の契約約款の規定により算定したその他社相互接続通信の料金額を控除した額 



料 金 種 別 料金額 

ＦＯＭＡデジタル通信料 ＦＯＭＡからの通信 Ａのａに規定する料金額と同額 

    (ウ) パケット通信モードに係るもの 

     ① ②以外のもの 

  １課金対象パケットごとに 

料   金   種   別 

 

料 金 額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡパケット通信料  

 
累計課金対象パケット数 

 

 
150,000課金対象パケット以下の部分 0.2円  ( 0.22円) 

 150,000課金対象パケットを超え600,000課金対象パケット

以下の部分 
0.1円  ( 0.11円) 

 600,000課金対象パケットを超え2,000,000課金対象パケ

ット以下の部分 
0.05円 ( 0.055円) 

 
2,000,000課金対象パケットを超える部分 0.02円 (0.022円) 

     ② ＩＳＰ料金支払いに係る通信又はⅰモードパケットフリー通信に関するもの 

 １課金対象パケットごとに 

料 金 種 別 区     分 

料金額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡパケット通信料 下欄以外の場合 0.12円 ( 0.132円) 

その通信の相手先となるＩＳ

Ｐ接続通信に係る協定事業

者又はⅰモードパケット・フリー

サービスの利用者が、当社が

別に定める料金の支払いを要

する者である場合 

0.012円 (0.0132円) 

    (エ) ショートメッセージ通信モードに係るもの 

     ① ②以外のもの 

送信１回ごとに 

料 金 種 別 

料金額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

Ｆ 

Ｏ 

Ｍ 

Ａ 

シ 

ョ 

ー 

ト 

１～70文字 

（半角英数字のみの場合１～160文字） 
３円 ( 3.3円) 

71～134文字 

（半角英数字のみの場合161～306文字） 
６円 ( 6.6円) 

135～201文字 

（半角英数字のみの場合307～459文字） 
９円 ( 9.9円) 

202～268文字 

（半角英数字のみの場合460～612文字） 
12円 (13.2円) 



メ 

ッ 

セ 

ー 

ジ 

通 

信 

料 

269～335文字 

（半角英数字のみの場合613～765文字） 
15円 ( 16.5円) 

336～402文字 

（半角英数字のみの場合766～918文字） 
18円 (19.8円) 

403～469文字 

（半角英数字のみの場合919～1071文字） 
21円 (23.1円) 

470～536文字 

（半角英数字のみの場合1072～1224文字） 
24円 (26.4円) 

537～603文字 

（半角英数字のみの場合1225～1377文字） 
27円 (29.7円) 

604～670文字 

（半角英数字のみの場合1378～1530文字） 
30円 ( 33円) 

 

     ② 国際ショートメッセージ通信に係るもの 

送信１回ごとに 

料 金 種 別 料金額 

Ｆ 

Ｏ 

Ｍ 

Ａ 

国 

際 

シ 

ョ 

ー 

ト 

メ 

ッ 

セ 

ー 

ジ 

通 

信 

料 

１～70文字 

（半角英数字のみの場合１～160文字） 
50円 

71～134文字 

（半角英数字のみの場合161～306文字） 
100円 

135～201文字 

（半角英数字のみの場合307～459文字） 
150円 

202～268文字 

（半角英数字のみの場合460～612文字） 
200円 

269～335文字 

（半角英数字のみの場合613～765文字） 
250円 

336～402文字 

（半角英数字のみの場合766～918文字） 
300円 

403～469文字 

（半角英数字のみの場合919～1071文字） 
350円 

470～536文字 

（半角英数字のみの場合1072～1224文字） 
400円 

537～603文字 

（半角英数字のみの場合1225～1377文字） 
450円 

604～670文字 

（半角英数字のみの場合1378～1530文字） 
500円 

   イ 通信料に係る控除可能額の適用は次のとおりとします。 

    (ア) タイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等のＦＯＭＡの通信（当社が別に定める通信を除きます。）に関する料金（他社相互

接続通信に係る料金等通信料に合算して請求するものであって、当社が別に定めるものを含みます。以下この欄において同じと

します。）については、アの規定により算定した額の月間累計額（料金月単位で累計した額とします。以下このイにおいて同じと

します。）から次表に規定する控除可能額（ウに規定する控除可能額があるときは、その控除可能額を加算した額とします。）

と(イ)に規定する繰越額を控除した額を適用します。 

       ただし、その月間累計額が次表に規定する控除可能額と繰越額の合計額に満たない場合は、その月間累計額を控除した額

を適用します。 

1契約ごとに 

基本使用料の料金種別 控除可能額 

タイプＳＳ及びタイプＳＳ 2in1 1,000円 

タイプＳ及びタイプＳ 2in1 2,000円 



タイプＭ及びタイプＭ 2in1 4,000円 

タイプＬ及びタイプＬ 2in1 6,000円 

タイプＬＬ及びタイプＬＬ 2in1 11,000円 

タイプシンプル － 

タイプリミット 2,200円 

タイプビジネス及びタイプビジネス 2in1 5,500円 

タイプ2in1 － 

    (イ) この欄において繰越額とは、(ア)の表中のただし書の場合におけるその控除可能額（ウに規定する控除可能額があるときは、

その控除可能額を加算した額とします。）と月間累計額（当該料金月において控除可能な繰越額がある場合は、その額を控

除した後の額とします。）の差額をいいます。 

        ただし、(エ)の規定によりその繰越額が国際アウトローミング利用料等から控除されたとき又は(2)のオの規定の適用を受けたと

きは、その控除された額を繰越額から差し引いて適用します。 

    (ウ) (イ)の規定にかかわらず、基本使用料の料金種別をタイプＳＳ等又はタイプＳＳ 2in1等からデータ専用プランへ変更したと

きは、その変更のあった料金月及びその前料金月において生じた繰越額は無効とし、当該料金月の翌料金月以降における控

除は行いません。 

        ただし、再度基本使用料の料金種別を変更し、当社が定める日において総合利用プランを選択している場合は、この限りで

ありません。 

    (エ) タイプＳＳ等又はタイプＳＳ 2in1等のＦＯＭＡの通信に関する料金の月間累計額が控除可能額と繰越額の合計額に満

たない場合は、この約款及び国際電話サービス契約約款に定めるところにより、そのＦＯＭＡに係る国際アウトローミング利用

等に係る料金（国際アウトローミング利用料、国際電話サービスの通話料、国際ショートメッセージ通信料をいいます。）から控

除残額（控除可能額と繰越額の合計額からその月間累計額を差し引いた額をいいます。）を控除します。 

 (オ) 料金表通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に基づき基本使用料を日割するときは、(ア)に規定する控

除可能額をその利用日数に応じて日割するものとし、同表中「1,000円」を「1,000円を日割した額」に、「2,000円」を

「2,000円を日割した額」に、「4,000円」を「4,000円を日割した額」に、「6,000円」を「6,000円を日割した額」に、

「11,000円」を「11,000円を日割した額」に、「2,200円」を「2,200円を日割した額」に、「5,500円」を「5,500円を日割し

た額」に、それぞれ読み替えて適用します。 

    (カ) 基本使用料の料金種別がタイプＳＳ 2in1等の共用ＦＯＭＡの通信（当社が別に定める通信を除きます。以下この欄に

おいて同じとします。）に関する料金（他社相互接続通信に係る料金等通信料に合算して請求するものであって、当社が別

に定めるものを含みます。以下この欄において同じとします。）については、その共用ＦＯＭＡに係る基本使用料の料金種別に

応じて、その通信を次表に規定するＦＯＭＡに係る通信とみなして、(ア)の規定により算定した額を適用します。 

区    分 共用ＦＯＭＡの通信 

タイプＳＳ 2in1又はタイプ2in1 タイプＳＳのＦＯＭＡに係る通信 

タイプＳ 2in1 タイプＳのＦＯＭＡに係る通信 

タイプＭ 2in1 タイプＭのＦＯＭＡに係る通信 

タイプＬ 2in1 タイプＬのＦＯＭＡに係る通信 

タイプＬＬ 2in1 タイプＬＬのＦＯＭＡに係る通信 

タイプビジネス 2in1 タイプビジネスのＦＯＭＡに係る通信 

    (キ) (イ)に規定する繰越額（ウに規定する控除可能額があるときは、その控除可能額を加算した額とします。）は、当該料金月

末日時点において、ＦＯＭＡ契約者が選択している基本使用料の料金種別に係る控除可能額に３を乗じた額を上限とし、

このイの規定を適用します。 

    (ク) (キ)の規定にかかわらず、オに規定する定期契約等に係る通信料月極割引の適用を受けている場合の繰越額は、翌料金月



又は翌々料金月のタイプＳＳ等又はタイプＳＳ 2in1等に係る月間累計額から控除するものとします。この場合において、当該

料金月において控除できなかった前々々料金月又は前々料金月における繰越額があるときの当該料金月における繰越額は、

(イ)の規定により算定した繰越額からその控除できなかった繰越額を差し引いた額とします。 

   ウ 特定電話番号への通信料の月極割引（ゆうゆうコール）の適用は、次のとおりとします。 

    (ア) 次表に規定する定額料を支払った場合に、ＦＯＭＡの契約者回線からの特定電話番号（ＦＯＭＡ契約者があらかじめ指

定したＦＯＭＡ、Ｘｉ若しくは回線卸携帯電話の契約者識別番号等、当社が提供する電話サービス（国際電話サービスを

除きます。以下この欄において同じとします。）の電話番号等若しくは専用回線等接続サービスの契約者識別番号等又は当

社が別に定める協定事業者が提供する電気通信サービスの番号をいいます。以下この欄において同じとします。）による通信

（当社が別に定める通信を除きます。以下この欄において同じとします。）に関する料金の月間累計額（他社相互接続通信

に係る料金等通信料に合算して請求するものであって、当社が別に定めるものを含みます。）をいいます。以下このウからカにお

いて同じとします。）について、同表に規定する額の割引を適用します。 

１契約ごとに 

区       分 割引額 
定額料（月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

① ＦＯＭＡ、Ｘｉ、専用回線等接続サービス（第

９種接続装置に係るものに限ります。）、回線卸

携帯電話及び電話サービスの契約者回線等（当

社が別に定めるものを除きます。）への通信 

その通信に関する料金の

月間累計額に0.30を乗

じて得た額 

180円(198円) 

② ①以外の通信 その通信に関する料金の

月間累計額に0.10を乗

じて得た額 

    (イ) 特定電話番号の数は、１の契約について５以内とします。 

    (ウ) 特定電話番号に係る契約回線等への通信に関する料金の月間累計は、料金月単位で行います。 

    (エ) 特定電話番号への通信料の月極割引（以下このウにおいて「本割引」といいます。）の適用の開始は、その申出を当社が承

諾した日を含む料金月の翌料金月からとします。 

    (オ) 当社は、本割引の適用を受けているＦＯＭＡについて、契約者から本割引の適用を廃止する申出があった場合のほか、次の

いずれかに該当する場合には、本割引の適用を廃止します。 

     ①一般契約若しくは定期契約に係る名義変更があったとき。 

     ②ＦＯＭＡの契約の解除があったとき。 

    (カ) (オ)の規定により、本割引の適用を廃止した場合における取扱いについては、次表のとおりとします。この場合において、同一料

金月内において同表の①欄の左欄の規定により本割引の適用を廃止した後、②欄の左欄に該当する場合が生じたときは、②

欄の規定によるものとします。 

区       分 月 極 割 引 の 適 用 

① ②以外により、本割引の適用を廃止したとき。 本割引の適用を廃止した日を含む料金月の末日までの特定電話

番号に係る契約者回線等への通信に関する料金について、本割

引の適用の対象とします。 

② 一般契約又は定期契約に係る名義変更（新た

にその契約者になろうとする者と名義変更前の契約

者との関係が親子その他当社が別に定める基準に

適合する場合の名義変更又は法人の合併若しくは

分割に伴う名義変更を除きます。以下この欄におい

て同じとします。）又はＦＯＭＡの契約の解除があ

ったとき。 

その名義変更の承諾日又はＦＯＭＡの契約の解除日を含む料

金月の前料金月の末日までの特定電話番号に係る契約者回線

等への通信に関する料金について、本割引の適用の対象としま

す。 

    (キ) 本割引を選択している契約者が、そのＦＯＭＡの契約の解除と同時に新たにＸｉに係る契約を締結したときは、カの規定に

かかわらず、本割引の適用を廃止した日までの特定電話番号に係る契約者回線等への通信に関する料金について、本割引の

適用の対象とします。 

    (ク) 本割引を選択している契約者がその特定電話番号を変更した場合には、変更前の特定電話番号に係る契約者回線等への



通信に関する料金については、その変更の申出を当社が承諾した日を含む料金月の末日まで、変更後の特定電話番号に係る

契約者回線等への通信に関する料金については、その変更の申出を当社が承諾した日を含む料金月の翌料金月以降、本割

引の適用の対象とします。 

    (ケ) 本割引を選択した契約者は、本割引が適用される料金月について、利用の一時中断、利用停止等によりＦＯＭＡを利用す

ることができなかった期間があった場合でも、(ア)に規定する定額料の支払いを要します。 

       ただし、契約者の責めによらない理由により、ＦＯＭＡを全く利用できない状態（その契約に係る電気通信設備による全ての

通信に著しい支障が生じ全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含みます｡）が生じた場合に、そのことを当社が認

知した時刻以降の料金月に属する全ての日についてその状態が連続したときは、そのことを当社が認知した時刻以降の利用で

きなかった料金月（１料金月の倍数である部分に限ります｡）について、料金月ごとに料金月数を計算し、その料金月数に対

応する定額料については、その支払いを要しません。 

    (コ) 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、その料金を返還します。 

    (サ) (ア)に規定する定額料については、日割は行いません。 

    (シ) ＦＯＭＡプラン 39 等のＦＯＭＡ及びワイドスター通信サービス契約約款に関する契約約款に規定する特定電話番号への

通信料の月極割引が適用される通信（通信時間が３分を超えるものに限ります。）の着信を受けたとき（当社が別に定める

ときを除きます。）は、次表に規定する控除可能額をイに規定する控除可能額に加算します。 

        ただし、契約の解除があったときは、この限りでありません。 

     （注）(ア)の表中に規定する当社が別に定めるものは、第97条（情報提供サービス）に規定する情報提供サービスに係る電気

通信設備等とします。 

   エ 複数回線複合割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る通信料の適用は、次のとおりとします。 

    (ア) (2)のエに規定する複数回線複合割引の適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から、その契約者が指定した割引回線群

（以下このエ及びオにおいて「指定割引回線群」といいます。）に係る契約者回線等及び特定電話番号（(ウ)の規定により

割引代表回線に係る契約者があらかじめ指定した１の電気通信番号であって、当社が別に定める協定事業者が提供する電

気通信サービスに係るもの又は専用回線等接続サービスに係るものをいいます。以下この欄及び次欄において同じとします。）

に係る契約者回線等への通信（当社が別に定める通信を除きます。）に関する料金（ウに規定する特定電話番号への通信

料の月極割引の適用を受けている通信に関する料金を除きます。）については、その月間累計額から次表に規定する額の割

引を行います。この場合において、指定割引回線群に係る契約者回線等及び特定電話番号に係る契約者回線等への通信

に関する料金の月間累計は、料金月単位で行います。 

１契約ごとに 

    (イ) (ア)の規定にかかわらず、複数回線複合割引の適用を受けているＦＯＭＡ（総合利用プラン又は限定利用プランに係るもの

に限ります。）が、１年定期契約に係るものであって、その契約に係る経過期間が120ヶ月超であるときは、そのＦＯＭＡの契

約者回線から指定割引回線群に係る契約者回線への通信（当社が別に定める通信を除きます。）に関する料金について、

次表のとおり取扱います。 

１契約ごとに 

   (ウ) 特定電話番号を指定又は変更するときは、割引代表回線に係る契約者から申し出ていただきます。 

    (エ) 特定電話番号に係る契約者回線等への通信に係る割引の適用の開始は、その特定電話番号の指定の申出があった日からと

控 除 可 能 額 

１通信につき３分を超える３分までごとに10円として算定した額を料金月単位で累計した額 

ただし、月間累計額がその額と繰越額の合計額に満たない場合はその月間累計額 

区       分 割 引 額 

① 指定割引回線群に係る契約者回線等への通信 その通信に関する料金の月間累計額に0.30を乗じて得た額 

② 特定電話番号に係る契約者回線等への通信 その通信に関する料金の月間累計額に0.10を乗じて得た額 

区       分 割 引 額 

指定割引回線

群に係る契約者

回線への通信 

通話モードに係るもの 
その通信（料金月の末日までに終了した通信に限ります。）に

関する料金について、支払いを要しません。 

64kb/s デジタル通信モードに係る

もの 

その通信に関する料金の月間累計額に0.60を乗じて得た額を

その月間累計額から差し引いた額を適用します。 



します。 

 (オ) (エ)の規定にかかわらず、特定電話番号を変更する場合は、変更前の特定電話番号に係る契約者回線等への通信に関する

料金にあってはその変更の申出があった日を含む料金月の末日まで、変更後の特定電話番号に係る契約者回線等への通信

に関する料金にあってはその変更の申出があった日を含む料金月の翌料金月から、(ア)に規定する割引を適用します。 

 (カ) (ア)から(オ)の規定によるほか、複数回線複合割引の適用を受けているＦＯＭＡのパケット通信モードによる通信の料金のう

ち、指定割引回線群を構成する他の契約者回線等のｉモード機能又はspモード機能に係るメールアドレスを、送信先又は送

信元とするⅰモード電子メールの送受信に関する通信の料金については、ｉモード機能に係る付加機能使用料と合わせて定め

るものとし、アの規定にかかわらず、契約者はその規定により算定した額の支払いを要しません。 

        ただし、電波状態若しくは、ｉモード機能若しくはspモード機能の利用に係る設定等によりⅰモード電子メールが蓄積されなか

ったとき又は当社が別に定めるところによりそのｉモード電子メールが送信されたときは、この限りでありません。 

    (キ) 指定割引回線群に属するＦＯＭＡ（基本使用料の料金種別がタイプ2in1であるもの、２年定期契約を締結しているもの及

び(2)のカに規定する身体障がい者等割引の適用を受けているものに限ります。）に係る通信に関する料金については、(ア)か

ら(カ)の規定（２年定期契約を締結しているもの及び(2)のカに規定する身体障がい者等割引の適用を受けているものについ

ては(ア)の①の規定、基本使用料の料金種別がタイプ2in1であるものについては(イ)の規定を除きます。）に準じて取り扱いま

す。 

   オ 定期契約等に係る通信料月極割引（ビジネス通話割引）の適用は、次のとおりとします。 

    (ア) ２年定期契約（ビジネス割50に係るものに限ります。）を締結しているＦＯＭＡ契約者が、次表に規定する定額料を支払

うことにより、そのＦＯＭＡが属する割引回線群（以下この欄において「指定割引回線群」といいます。）に係る契約者回線又

はその他の契約者回線等への通信（当社が別に定める通信を除きます。）に関する料金について、その月間累計額から同表

に規定する額の割引を適用します。 

１契約ごとに 

    (イ) このオにおいて指定割引回線群とは、定期契約等に係る通信料月極割引（以下このオにおいて「本割引」といいます。）を選

択するＦＯＭＡ及びＸｉ（同一の契約者（契約者と相互に業務上緊密な関係を有することについて当社が別に定める基準

に適合する者を含みます。）に係るものに限ります。以下このオにおいて「ＦＯＭＡ等」といいます。）により構成される回線群を

いいます。     

    (ウ) 本割引を選択するときは、あらかじめ１の指定割引回線群（その契約者が提供を受けているＦＯＭＡ等により構成されるも

のに限ります。）を指定して当社に申し出ていただきます。 

    (エ) (ア)から(ウ)の規定によるほか、本割引の適用を受けているＦＯＭＡのパケット通信モードによる通信の料金のうち、指定割引

回線群を構成する他の契約者回線のi モード機能又はspモード機能に係るメールアドレスを、送信先又は送信元とするｉモード

区    分 

定額料（月額） 

割  引  額 

① ②以外のもの ② 指定割引回線群に係る契約者回線へ

の通信 

次の税抜額 

（かっこ内は税込額） 

通話モードに係る

もの 

64kb/sデジタル通

信モードに係るもの 

指 

定 

割 

引 

回 

線 

群 

に 

係 

る 

Ｆ 

Ｏ 

Ｍ 

Ａ 

の 

数 

２～30 － その通信に関する料

金の月間累計額に

0.10を乗じて得た額 

その通 信 （料 金

月の末日までに終

了した通信に限り

ます。）に関する

料金について、支

払いを要しません。 

その通信に関する料

金の月間累計額に

0.60を 乗 じて 得た

額 

31 ～100 477円（524.7円) その通信に関する料

金の月間累計額に

0.20を乗じて得た額 

101～1000 667円（733.7円) その通信に関する料

金の月間累計額に

0.30を乗じて得た額 



電子メールの送受信に関する通信の料金については、ｉモード機能に係る付加機能使用料と合わせて定めるものとし、アの規定

にかかわらず、契約者はその規定により算定した額の支払を要しません。 

       ただし、電波状態若しくは、ｉモード機能若しくはspモード機能の利用に係る設定等によりⅰモード電子メールが蓄積されなかっ

たとき又は当社が別に定めるところによりそのｉモード電子メールが送信されたときは、この限りでありません。 

    (オ) 本割引は、(ア)の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は選択することができません。 

     ①そのＦＯＭＡの契約者名義が、法人（法人に相当するものと当社が認めるものを含みます。）以外であるとき。 

②そのＦＯＭＡの基本使用料の料金種別が、タイプＳＳ等又はタイプＳＳ 2in1等（タイプ2in1を除きます。）以外であると

き。 

     ③そのＦＯＭＡが、ウに規定する特定電話番号への通信料の月極割引の適用を受けているとき。 

     ④本割引を選択した場合において、指定割引回線群に係るＦＯＭＡ等の数が２以上1,000以下とならないとき。 

     ⑤契約者以外の者の業務の用に供され、それが業として行われるものと当社が認めるとき。 

     ⑥その他当社の業務の遂行上支障があるとき。 

    (カ) 本割引の適用の開始は、(ウ)に規定する選択があった日からとします。 

       ただし、次のいずれかに該当する場合は、その申出を当社が承諾した日を含む料金月の翌料金月から割引を適用します。 

     ①本割引の適用を廃止する申出があったＦＯＭＡについて、その申出があった日を含む料金月に、(ウ)に規定する申出があったと

き。 

     ②(2)のウに規定する複数回線複合割引の適用の廃止があったＦＯＭＡについて、その廃止があった日を含む料金月に、(ウ)に

規定する申出があったとき。 

    (キ) 当社は、本割引を選択している契約者から、この取扱いを廃止する申出があった場合のほか、次のいずれかに該当する場合に

は、本割引を廃止します。 

     ①ビジネス割50以外の２年定期契約に変更したとき。 

     ②基本使用料の料金種別が適用対象プラン以外となったとき。 

     ③名義変更があったとき。 

     ④契約の解除があったとき。 

     ⑤その他(オ)の規定のいずれかに該当することが判明したとき。 

(ク) 本割引を廃止する場合は、その廃止日を含む料金月の末日までに終了した通信に関する料金について、本割引の適用対象

とします。       

(ケ) ＦＯＭＡを利用することができない期間があった場合の本割引に係る定額料の取扱いについては、ＦＯＭＡの基本使用料

の取扱いに準ずるものとします。 

(コ) (ケ)に規定する場合を除き、定額料については日割しません。 

(サ) 当社は、本割引に係る１の指定割引回線群を構成するＦＯＭＡ等に関するＦＯＭＡ契約者若しくはＸｉ契約者又はそ

の指定割引回線群を指定して本割引を選択する申出をすることができる者（以下このオにおいて「ＦＯＭＡ契約者等といいま

す。」）に対し、そのＦＯＭＡ契約者等がＸｉサービス契約約款に規定する複数回線複合割引等の適用を受けているＸｉ

に係る基本使用料割引又は特定Ｘｉ等のＸｉに係る基本使用料割引の適用を受けることとなるときのその割引額又は割引

予定額を確認することを目的として、その指定割引回線群を構成するＸｉ等に係る契約に関する事項を開示することがありま

す。 

(シ) 本割引の適用を受けている場合は、適用対象プランのＦＯＭＡの通信に関する料金の月間累計額（料金月単位で累計し

た額とし、控除可能額及び繰越額を適用した後の額とします。以下この欄において同じとします。）から(ス)に規定する繰越共

有額を控除した額を適用します。 

    ただし、その月間累計額が繰越共有額に満たない場合は、その月間累計額を控除した額を適用します。 

(ス) 繰越共有額とは、そのＦＯＭＡに係る指定割引回線群を構成する他のＦＯＭＡ又はＸｉ（当社が別に定める方法によ

り、そのＦＯＭＡと料金その他債務を一括して請求しているものに限ります。以下この附則において「共有対象ＦＯＭＡ等」と

いいます。）において、当該料金月において控除できなかった前々料金月に新たに生じた繰越額が生じたときに、その合計額を

そのＦＯＭＡ及び共有対象ＦＯＭＡ等に係る月間累計額及び国際アウトローミング利用等に係る料金の月間累計額の合

計額に応じて当社が分配する額をいい、その料金月の月間累計額から控除します。 

(セ) (シ)及び(ス)の規定にかかわらず、ＦＯＭＡに係る契約の解除又は名義変更があった場合は、そのＦＯＭＡに係る繰越共

有額が適用されないことがあります。 

(ソ) (シ)のただし書の場合においては、この約款および国際電話サービス契約約款に定めるところにより、そのＦＯＭＡに係る国際

アウトローミング利用料、国際電話サービスの通話料、国際ショートメッセージ通信料から繰越残額（繰越共有額からその月間

累計額を控除した額をいいます。）を控除します。 

   カ 定期包括割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る通信料の月極割引の適用は、次のとおりとします。 

    (ア) (2)のオに規定する定期包括割引の適用を受けているＦＯＭＡの通信（当社が別に定める通信を除きます。)に関する料金



の月間累計額について、その月間累計額に当該月の定期包括割引に係る割引額の算定に用いた係数を乗じて得た額（以下

この欄において「本割引に係る割引額」といいます｡）の割引を適用します。 

    (イ) (ア)の規定にかかわらず、料金等が一括して請求（以下このカにおいて「一括請求」といいます。）されているＦＯＭＡ及び国

際電話サービス（当該契約約款の規定により定期包括割引の適用を受けているものに限ります。）の基本使用料及び通信に

関する料金（ＦＯＭＡパケットパックに係る定額通信料を加算した額とし、当社が別に定めるものを除きます。）の合計額（以

下この欄において「月間利用額」といいます。）が、(2)のオの規定によりあらかじめ申出のあった最低利用額に満たない場合の通

信料の取扱いについては、(2)のオに定めるところによります。 

    (ウ) 契約者は、その一括請求に係るＦＯＭＡについて、約款の規定により定期包括割引の適用が開始された暦月から起算して、

(2)のオの規定によりあらかじめ申出のあった割引選択期間が経過する前に、その全てについて定期包括割引が廃止された場合

は、その割引選択期間に応じて、当社が別に定める方法により次表に規定する額を支払っていただきます。 

一括請求ごとに 

割引選択期間 

支 払 い を 要 す る 額 

定期包括割引の適用を開始した暦月から起算してその廃止のあった暦月

までの本割引に係る割引額を一括請求に係るＦＯＭＡについて合計し

た額に次の係数を乗じて得た額 

１年 0.75  

２年 0.73 

３年 0.71 

    (エ) 定期包括割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る通信料の月極割引（以下このカにおいて「本割引」といいます。）の適用

を受けているＦＯＭＡについては、ウに規定する特定電話番号への通信料の月極割引は適用しません。 

    (オ) 基本使用料の料金種別がタイプ2in1である共用ＦＯＭＡに関する料金等を、定期包括割引の適用を受けているＦＯＭＡ

に一括請求している場合のその共用ＦＯＭＡに係る通信に関する料金については、(ア)から(エ)の規定に準じて取り扱いま

す。 

   キ 付加機能の利用等に係る通信の料金の適用は、次のとおりとします。 

    (ア) 別表２（付加機能）に規定する留守番電話及び不在案内機能に係るメッセージの再生等のためにその機能の提供を受け

ているＦＯＭＡの契約者回線以外の電気通信サービスの契約者回線等から行った通信の料金は、その電気通信サービスに

係る契約約款の規定により算定した額（当社が別に定める基本使用料の料金種別に係る額とします｡)を適用します。 

    (イ) 契約者回線からの通信であって次に該当する通信に関する料金は、当社が別に定める協定事業者が提供する電気通信サー

ビスの契約者回線への通信に関する料金と同額とします。 

     ①当社が提供する電気通信サービスの契約約款に規定する留守番電話及び不在案内機能に係るメッセージの蓄積のために行っ

た通信 

     ②当社が提供する電気通信サービスの契約約款に規定する迷惑電話おことわり機能の利用により着信を拒否する旨の通知を受

けた通信 

     ③当社が提供する電気通信サービスの契約約款の規定により着信者の設定に基づき発信者番号を通知してかけ直してほしい旨

の通知を受けた通信 

    (ウ) 別表２（付加機能）に規定するはなして翻訳機能を利用して行われるＦＯＭＡの契約者回線からの通話モードに係る通信

の料金は、その通信の着信者の契約者回線等への通話モードに係る通信に関する料金と同額とします。 

    （注）(ア)に規定する当社が別に定める基本使用料の料金種別は、ＦＯＭＡサービス又はＸｉサービスにあってはプラン１５０、

ワイドスター通信サービスにあってはプランＬとします。 

   ク 付加機能の利用に係る定額通信料の適用は、次のとおりとします。 

    (ア) 別表２（付加機能）に規定する番号変換機能の請求を行ったときは、その機能（基本機能に係るものに限ります。）の利用

に係る通信について、次表に規定する定額通信料を適用する取扱い（以下このクにおいて「ＦＯＭＡオフィスリンク定額」といいま

す。）を選択したこととなります。 

１契約ごとに 

 

区       分 定額通信料（月額） 



次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡオフィスリンク定額 900円 ( 990円) 

    (イ) 当社は、番号変換機能の廃止があった場合には、そのＦＯＭＡに係るＦＯＭＡオフィスリンク定額を廃止します。 

    (ウ) ＦＯＭＡを利用することができない期間があった場合のＦＯＭＡオフィスリンク定額に係る定額通信料の取扱いについては、 

ＦＯＭＡの基本使用料の取扱いに準ずるものとします。 

    (エ) 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、その料金を返還します。 

    (オ) (エ)に規定する場合を除き、定額通信料については日割しません。 

   コ ＦＯＭＡ（当社以外の携帯電話事業者が指定を受けた契約者認識番号に係るものを除きます。）の契約者回線とエヌ・ティ・

ティ・コミュニケーションズ株式会社が提供する列車公衆電話の電話機等との間の通信に係る相互接続点から契約者回線等への

通信に関する料金は、アの規定にかかわらず、次表に規定する料金額を適用します。 

   サ 当社の機器の故障等により正しく算定することができなかった場合の通信の料金については、次のとおり取り扱います。 

    (ア) 過去１年間の実績を把握することができる場合 

         機器の故障等により正しく算定することができなかった日の初日（初日が確定できないときにあっては、種々の事情を総合的

に判断して機器の故障等があったと認められる日）の属する料金月の前 12 料金月の各料金月における１日平均の通信料

が最低となる値に、算定できなかった期間の日数を乗じて得た額 

    (イ) (ア)以外 

         把握可能な実績に基づいて当社が別に定める方法により算出した１日平均の通信料が最低となる値に、算定できなかった

期間の日数を乗じて得た額 

    （注）(イ)に規定する当社が別に定める方法は、原則として、次のとおりとします。 

       ①過去２か月以上の実績を把握することができる場合 

          機器の故障等により正しく算定することができなかった日前の実績が把握できる各料金月における１日平均の通信の料金

が最低となる値に、算定できなかった期間の日数を乗じて得た額 

       ②過去２か月間の実績を把握することができない場合 

          機器の故障等により正しく算定することができなかった日前の実績が把握できる期間における１日平均の通信の料金又は

故障等の回復後の７日間における１日平均の通信の料金のうち低い方の値に、算定できなかった期間の日数を乗じて得

た額 

   シ タイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等に係るＦＯＭＡ契約の解除と同時に新たにＸｉサービス契約約款に規定する総合利用

プランに係るＸｉ契約の締結があったときは、そのＸｉ契約の締結のあった日を含む料金月のそのＦＯＭＡの契約者回線との間

のパケット通信モードによる通信について、継続して総合利用プランの選択があったものとみなして取り扱います。 

 (4) 定期契約に係る解約金 

   ア 定期契約に係る解約金は、次表に規定する額を適用します。 

１契約ごとに 

区       分 
解 約 金 の 額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

１年定期契約に係るもの 3,000円 ( 3,300円) 

２年定期契約に係るもの 9,500円 (10,450円) 

    イ 契約者は、次の場合にはアの規定にかかわらずその定期契約に係る解約金の支払いを要しません。 

     (ア) 更新期間（定期契約の更新日を含む暦月のその前暦月の初日から定期契約の更新日を含む暦月の翌暦月の末日まで

料金種別 料    金    額 

次の秒数までごとに税抜額 10 円（税込額 11 円) 

昼 間  夜 間 

 

深夜・早朝 

土曜日・日曜日・

祝日 

 14 秒 26 秒 14 秒 14 秒 



の間をいいます。以下同じとします。）において、その定期契約の解除に係る申出があったとき。 

     (イ) １年定期契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡユビキタス定期契約又はＸｉサービス契約約款に規定するＸｉユビキタス

定期契約（トランシーバプランに係るものを除きます。）を締結するとき。 

     (ウ) ２年定期契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡユビキタス定期契約を締結するとき。 

     (エ) 契約者又は登録利用者等（第 88 条の４（利用者登録）に規定する登録利用者及び当社が定める基準によりその契

約に係るＦＯＭＡサービスを主に利用する者と認められる者をいいます。以下この欄において同じとします。）の死亡に関す

る届出があった場合であって、その死亡日から当社が定める期間内にその契約の解除があったとき。 

     (オ) 定期契約の解除と同時に一般契約又はＦＯＭＡユビキタス一般契約を締結し、料金表第 1 表第１（基本使用料）の

(7)に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

     (カ) 定期契約の解除と同時に新たにＸｉサービス契約約款に規定する一般契約を締結し、Ｘｉサービス契約約款に規定する

身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

    ウ イの規定によるほか、当社は、定期契約を締結している者が、その契約の解除と同時に新たにデータ専用プラン（定額データプ

ランを除きます。以下この号において同じとします。）若しくは限定利用プランに係る一般契約又はＸｉサービス契約約款に規

定するＸｉ契約を締結するとき(イの(ア)の規定に該当するときを除きます。)は、アの規定にかかわらず、その定期契約に係る解

約金の支払いを留保し、留保解約金として登録します。 

    エ ウの場合において、当社は、次のいずれかに該当するときは、留保解約金の登録を削除します。 

     (ア) その留保解約金に係る定期契約の満了日（その定期契約が１年定期契約である場合であって、その１年定期契約の解

除と同時に新たにＸｉ契約を締結しウの規定の適用を受けているときは、その１年定期契約に係る起算日から起算して２年

が経過することとなる日とします。）を含む暦月の前暦月の末日を経過したとき。 

     (イ) その一般契約又はＸｉ契約の解除と同時に新たに２年定期契約、ＦＯＭＡユビキタス定期契約を締結するとき。 

     (ウ) その一般契約若しくはＸｉ契約を締結した者又はその一般契約若しくはＸｉ契約に係る登録利用者等の死亡に関する届

出があった場合であって、その死亡日から当社が定める期間内にその一般契約の解除があったとき。 

     (エ) その一般契約を締結したＦＯＭＡ契約者が、身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき又はその一般契約の解除

と同時に新たにＦＯＭＡユビキタス一般契約又はＸｉサービス契約約款に規定する一般契約を締結する場合であって、この

約款又はＸｉサービス契約約款に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなるとき。 

     (オ) そのＸｉ契約を締結したＸｉ契約者が、Ｘｉサービス契約約款に規定する身体障がい者等割引の適用を受けることとなる

とき又はそのＸｉ契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡ契約、ＦＯＭＡユビキタス一般契約又はＸｉサービス契約約款に規

定する一般契約を締結する場合であって、この約款又はＸｉサービス契約約款に規定する身体障がい者等割引の適  用を

受けることとなるとき。 

   オ ウの場合において、一般契約者又はＸｉ契約者は、留保解約金に係る定期契約等の満了日を含む暦月の前暦月の末日まで

の間に、次の(ア)又は(イ)に該当するときは、イからエのいずれかに該当する場合を除き、留保解約金の支払いを要します。この場

合において、２以上の留保解約金及び解約金がある場合は、当該留保解約金及び解約金のうち最も高額となる留保解約金

又は解約金の支払いを要します。 

      (ア）その一般契約において契約の解除があったとき（その一般契約の解除と同時に新たにＸｉ契約を締結するときを除きま 

す。）又は基本使用料の料金種別の変更があったとき（基本使用料の料金種別を定額データプランへ変更するときに限り

ます。）。 

    （イ）そのＸｉ契約において契約の解除があったとき（その定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結若しくはその一般契

約の解除と同時に新たに定期契約を締結するとき又はそのＸｉ契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡサービス契約約款に

規定するデータ専用プラン若しくは限定利用プランに係る一般契約を締結するときを除きます。）。 

   カ 契約者は、ＦＯＭＡ契約を解除した後もイからオの規定の適用を受けるものとします。 

 (5) 携帯電話・ＰＨＳ番号番号ポータビリティ手数料は、次表に規定する額を適用します。 

１契約ごとに 

 (6) 請求書等の発行に関する料金 

   ア 請求書等の発行に関する料金は、次表に規定する額を適用します。 

１契約について１通ごとに  

料 金 種 別 

料 金 額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ手数料 2,000 円 (2,200 円) 

区         分 手数料の額 



   イ 請求書等の発行に関する料金の適用については、なお従前のとおりとします。 

 (7) 電子媒体による請求額情報の通知の取扱い（ｅビリング）を受けている場合の提供条件は次のとおりとします。 

   ア 電子媒体による請求額情報の通知の取扱いを受けているＦＯＭＡに係る料金等が、当社が別に定める支払方法により当社が

定める期日までに支払われたことを当社が確認したときは、そのＦＯＭＡに係る料金等から 20 円を減額します。この場合におい

て、(2)及び(3)の適用による場合は、適用した後の料金の額から減額します。 

      ただし、この約款の規定により口座振替案内書又はクレジットカード利用案内書の発行を受けたときはこの限りでありません。 

   イ ア以外の提供条件は、改正後の規定におけるＦＯＭＡの場合に準じて取扱います。 

 (8) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25 日）

に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、経企第 294 号（平成 21 年６月 24 日）に規定する定額データプラン HIGH-SPEED、経

企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、経企第 1251 号（平成 26 年１月 10 日）に規定す

る定額データプランスタンダード及び定額データプランフラット並びに経企第 406 号（令和元年５月 21 日）に規定するＦＯＭＡカ

ケホーダイプラン等との間の基本使用料の料金種別の変更及びタイプＳＳ 2in1 等に係る基本使用料の料金種別相互間の変更

は行うことができません。 

 (9) ＦＯＭＡ契約者は、ユニバーサルサービス料の支払いを要するものとし、料金額及びその他の提供条件については、改定後の規定

におけるＦＯＭＡの場合に準じるものとします。 

 (10) (1)から(9)以外の提供条件については、なお従前のとおりとします。 

（パケ・ホーダイダブル等に係る経過措置） 

４ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により提供されているパケ・ホーダイダブル、パケ・ホーダイシンプル、パケ・ホーダイフラット及

びらくらくパケ・ホーダイ（改正前の規定により契約の申込みの承諾を受けているものを含みます。以下この附則において「パケ・ホーダイダ

ブル等」といいます。）の料金その他の提供条件は次のとおりとします。 

 (1) 基本使用料の料金種別が総合利用プランのＦＯＭＡ（共用ＦＯＭＡに係るものを除きます。）に係る契約者は、アに規定する

定額通信料を支払った場合に、パケット通信モードによる通信の一部に関する料金について、 イの規定により算定した額を適用しま

す。 

   ア 定額通信料 

１契約ごとに 

区       分 
定額通信料（月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

パケ・ホーダイダブル 372円( 409.2円) 

パケ・ホーダイシンプル － 

パケ・ホーダイフラット 5,200円( 5,720円) 

らくらくパケ・ホーダイ 5,200円( 5,720円) 

   イ パケット通信料 

    (ア) (イ)及び(ウ)以外のもの 

１課金対象パケットごとに 

料 金 種 別 
料  金  額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

請求書等発行手数料 請求書の発行に係るもの 100 円 (110 円) 

口座振替案内書又はクレジットカード 

利用案内書の発行に係るもの 

50 円 ( 55 円) 



ＦＯＭＡパケッ

ト通信料 

spモード機能の利用に係る通信（パケ・

ホーダイダブル等を選択している期間にお

いて、当社が定める端末設備のみを利用

して行ったことを当社が確認したものに限り

ます。）に関するＦＯＭＡパケット通信

料 

0.004円 (0.0044円) 

上記以外のもの 0.08円 ( 0.088円) 

    (イ) パケ・ホーダイフラットに係るもの   

１課金対象パケットごとに 

料 金 種 別 
料  金  額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡパケット通信料 0.05円 ( 0.055円) 

 

    (ウ) らくらくパケ・ホーダイに係るもの   

１課金対象パケットごとに 

料 金 種 別 
料  金  額 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡパケット通信料 － 

 (2) パケ・ホーダイダブル等相互間における変更は、次のア及びイの場合を除き行うことができません。 

   ア パケ・ホーダイダブルを選択している契約者が、基本使用料の料金種別をタイプシンプルへ変更したときは、その変更があった日にお

いて、パケ・ホーダイダブルをパケ・ホーダイシンプルへ変更します。 

   イ  パケ・ホーダイシンプルを選択している契約者が、基本使用料の料金種別をタイプＳＳ等（タイプシンプルを除きます。）へ変更し

たときは、その変更があった日において、パケ・ホーダイシンプルをパケ・ホーダイダブルへ変更します。 

 (3) 料金月の初日以外にパケ・ホーダイダブルの選択があったときは、料金表通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に

準じて、定額通信料をその選択があった日から当該料金月の末日までの日数に応じて日割します。 

 (4) 同一料金月内において、パケ・ホーダイダブル及びパケ・ホーダイシンプルの両方の選択があったときは、(1)及び(3)の規定にかかわら

ず、当該料金月におけるパケ・ホーダイダブルに係る定額通信料の支払いを要しません。 

 (5) 当社は、パケ・ホーダイダブル等を選択している契約者から、この取扱いを廃止する申出があった場合のほか、次のいずれかに該当す

る場合には、そのパケ・ホーダイダブル等を廃止します。 

   ア 基本使用料の料金種別がタイプＳＳ等以外となったとき。 

   イ 契約の解除があったとき。 

 (6) (5)の規定によるほか、当社は、らくらくパケ・ホーダイを選択している契約者が、sp モード機能（別表２（付加機能）に規定するも

のをいいます。以下この欄において同じとします。）を廃止した場合は、らくらくパケ・ホーダイを廃止します。 

 (7) パケ・ホーダイダブル等の廃止があったときは、パケ・ホーダイダブル等を選択している期間又はパケ・ホーダイダブル等を選択していない

期間ごとにパケット通信モードによる通信の一部に関する料金を算定します。 

 (8) ＦＯＭＡを利用することができない期間があった場合のパケット定額に係る定額通信料の取扱いについては、ＦＯＭＡの基本使用

料の取扱いに準ずるものとします。 

 (9) (3)又は(8)に規定する場合を除き、定額通信料については日割しません。 

 (10) パケ・ホーダイシンプル及びパケ・ホーダイダブル（以下この附則において「パケ・ホーダイシンプル等」といいます。）に係る適用は次の

とおりとします。 

   ア パケ・ホーダイシンプル等の適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったｉモード等通信（ｉモードフルブラウザを使用した

通信以外のものに限ります。）及び sp モード機能の利用に係る通信（パケ・ホーダイシンプル等を選択している期間において、当社

が定める端末設備のみを利用して行ったことを当社が確認したものに限ります。）に関する料金については、(1)のイの規定により算

定した額を適用します。この場合において、その料金の月間累計額が 4,200 円を超える場合は、4,200 円をその月間累計額とみ

なして取り扱います。 

   イ パケ・ホーダイシンプル等の適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったｉモード等通信（ｉモードフルブラウザを使用した

通信に限ります。）、sp モード機能の利用に係る通信（アの規定が適用される通信を除きます。）、128k 通信モードによる通信



及びその他パケット通信モードによる通信（ＦＯＭＡサービスの契約者回線から、当社が定める接続先その他の接続方法により行

ったパケット通信モードによる通信をいい、当社が別に定めるものを除きます。）に関する料金については、(1)のイの規定により算定

した額を適用します。この場合において、その料金の月間累計額とアの規定により算定した料金の月間累計額の合計額（以下この

欄において「ｉモード等通信月間累計額」といいます。）が 5,700 円を超える場合は、5,700 円をその合計額とみなして取り扱い

ます。 

   ウ パケ・ホーダイシンプル等の適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったパケット通信モードによる通信（ｉモード等通信以

外のものをいい、イに規定するもの及び当社が別に定めるものを除きます。）に関する料金については、イの規定により算定したｉモ

ード等通信月間累計額に応じて、次表の規定により算定した額を適用します。 

     ただし、ｉモード等通信月間累計額が 5,700 円未満の場合であって、そのｉモード等通信月間累計額と次表の規定により算定

した料金の月間累計額の合計額が 5,700 円を超えるときは、5,700 円を超える部分の料金について、次表に規定するｉモード等

通信月間累計額が 5,700 円以上の場合に適用される料金額を適用します。 

１課金対象パケットごとに 

区          分 料  金  額 

ＦＯＭＡパケッ

ト通信料 
ｉモード等通信月間累計額が5,700円未満の場合 (1)のイに規定する料金額と同額 

ｉモード等通信月間累計額が5,700円以上の場合 税抜額 0.02円(税込額 0.022円) 

   エ パケ・ホーダイシンプル等の適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったパケット通信モードによる通信の一部に関する料金

は、ｉモード等通信月間累計額とウの規定により算定した料金の月間累計額の合計額（その額が 7,800 円を超える場合は、

7,800 円をその合計額とみなして取り扱います。）から、次表に規定する控除可能額を控除した額を適用します。 

     ただし、その合計額が次表に規定する控除可能額に満たないときは、その合計額を控除します。 

１課金対象パケットごとに 

区          分 控除可能額 

パケ・ホーダイダブル 372円 

パケ・ホーダイシンプル － 

   オ (3)の規定により定額通信料を日割するときは、 エに規定する控除可能額を(3)に規定する日数に応じて日割するものとし、同表

中「372 円」を「372 円を日割した額」に読み替えて適用します。 

   カ アからオの場合において、同一料金月内にパケ・ホーダイシンプル等の両方の選択があったときは、当該料金月におけるパケ・ホーダ

イダブルを選択している期間の課金対象パケット数とパケ･ホーダイシンプルを選択している期間の課金対象パケット数を合算して料

金を算定します。 

   キ パケ・ホーダイダブルに係る適用について、(4)の適用を受けるときは、エに規定する控除は行いません。 

   ク パケ・ホーダイシンプルの適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったパケット通信モードによる通信の料金のうち、ｉモード

電子メールの送受信に関する通信の料金については、ｉモード機能に係る付加機能使用料と合わせて定めるものとし、sp モード電

子メールの送受信に関する通信の料金については、sp モード機能に係る付加機能使用料と合わせて定めるものとし、インターネット

メール機能（別表２に規定するものをいいます。）に係る電子メール（以下この附則において「moperaU 電子メール」といいま

す。）の送受信に関する通信（ＦＯＭＡサービスの契約者回線から、当社が定める接続先その他の接続方法により行ったパケッ

ト通信モードによる通信をいい、当社が別に定めるものを除きます。）の一部に関する料金については、moperaU機能に係る付加

機能使用料と合わせて定めるものとし、(1)のイの規定にかかわらず、契約者はその規定により算定した額の支払いを要しません。 

     ただし、電波状態、若しくはｉモード機能、sp モード機能若しくは moperaU 機能の利用に係る設定等によりｉモード電子メー

ル、sp モード電子メール若しくは moperaU 電子メールが蓄積されなかったとき、又は当社が別に定めるところによりそのｉモード電

子メール、sp モード電子メール若しくは moperaU 電子メールが送信されたときは、この限りでありません。 

   ケ パケ・ホーダイシンプル等の適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行った sp モード機能の利用に係る通信（パケ・ホーダイ

シンプル等を選択している期間において、当社が定める端末設備のみを利用して行ったことを当社が確認したものに限ります。）に

関するパケット通信モードによる通信の料金については、当該料金月におけるその通信に係る課金対象パケット数に百分の五を乗じ

て算出したものを当該料金月における課金対象パケット数として計算（その計算結果に小数点以下の端数が発生した場合は、そ

の端数を切り上げます。）するものとし、(1)のイの(ア)に規定する「税抜額 0.004 円 (税込額 0.00432 円）」を「税抜額 0.08

円 (税込額 0.0864 円）」に読み替えて適用します。 

 (11)パケ・ホーダイフラットに係る適用は次のとおりとします。 

   ア パケ・ホーダイフラットの適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったｉモード等通信（ｉモードフルブラウザを使用した通信



以外のものに限ります。）、spモード機能の利用に係る通信及びその他パケット通信モードによる通信（ＦＯＭＡサービスの契約者

回線から、当社が定める接続先その他の接続方法により行ったパケット通信モードによる通信をいい、当社が別に定めるものを除きま

す。）については、アの規定にかかわらず、支払いを要しません。 

   イ パケ・ホーダイフラットの適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったｉモード等通信（ｉモードフルブラウザを使用した通信

に限ります。）及び 128k 通信モードによる通信に関する料金については、(1)のイの規定により算定した額を適用します。この場合

において、その料金の月間累計額（以下この欄において「ｉモードフルブラウザ等通信月間累計額」といいます。が 500 円を超える

場合は、500 円をその月間累計額とみなして取り扱います。 

   ウ パケ・ホーダイフラットの適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったパケット通信モードによる通信（ｉモード等通信以外

のものをいい、イに規定するもの及び当社が別に定めるものを除きます。）に関する料金については、イの規定により算定したｉモード

フルブラウザ等通信月間累計額に応じて、次表の規定により算定した額を適用します。 

     ただし、ｉモードフルブラウザ等通信月間累計額が 500 円未満の場合であって、そのｉモードフルブラウザ等通信月間累計額と次

表の規定により算定した料金の月間累計額の合計額が 500 円を超えるときは、500 円を超える部分の料金について、次表に規定

するｉモードフルブラウザ等通信月間累計額が 500 円以上の場合に適用される料金額を適用します。 

１課金対象パケットごとに 

区          分 料  金  額 

ＦＯＭＡパケッ

ト通信料 
ｉモード等通信月間累計額が500円未満の場合 (1)のイに規定する料金額と同額 

ｉモード等通信月間累計額が500円以上の場合 税抜額 0.02円(税込額 0.022円) 

   エ パケ・ホーダイフラットの適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったパケット通信モードによる通信の一部に関する料金は、

イとウの規定により算定した料金の月間累計額の合計額（その額が 2,600 円を超える場合は、2,600 円をその合計額とみなして

取り扱います。）を適用します。 

 (12)当該料金月において、らくらくパケ・ホーダイの適用を受けているＦＯＭＡの契約者回線から行ったパケット通信モードによる通信に

ついて、当社が定める端末設備のみを利用して行ったことを当社が確認したときは、(1)の規定にかかわらず、次表に規定する定額通

信料を適用します。 

１契約ごとに 

区       分 
定額通信料（月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

らくらくパケ・ホーダイ 2,839円( 3,122.9円) 

 (13) (1)から(12)以外の提供条件については、なお従前のとおりとします。 

 （2in1 利用に係る経過措置） 

５ この改正規定実施の際限に、改正前の規定により適用を受けている 2in1 利用の提供条件は、次のとおりとします。 

 (1) 共用ＦＯＭＡに係る契約者は、被共用ＦＯＭＡの変更を請求することができます。 

 (2) 当社は、前号に規定する申出があったときは、次の場合を除き、その申出を承諾します。 

   ア 被共用ＦＯＭＡに係るＦＯＭＡ契約者の承諾がないとき。 

   イ 被共用ＦＯＭＡが次のいずれかに該当するとき。 

    (ア) 現に他のＦＯＭＡとＦＯＭＡカードを共用しているとき。 

    (イ) 基本使用料の料金種別がタイプＳＳ等以外であるとき。 

    (ウ) 第 98 条（料金明細内訳書の発行等）に規定する用途別集計又は別表２（付加機能）に規定する複数番号機能の提 

供を受けているとき。 

   ウ その共用ＦＯＭＡ及び被共用ＦＯＭＡの契約者名義が法人（法人に相当するものと当社が認めるものを含みます。）以外で

ある場合であって、共用ＦＯＭＡの契約者名義が被共用ＦＯＭＡの契約者名義と異なるとき。 

 (3) 当社は、共用ＦＯＭＡに係る一般契約者が一般契約に係る名義変更を請求する場合において、その契約者が被共用ＦＯＭＡ

の契約者から名義変更の請求に係る承諾を得ていないときは、前項の規定にかかわらず、その請求を承諾しません。 

 (4) 被共用ＦＯＭＡが提供を受けている付加機能（当社が別に定めるものを除きます。）については、その付加機能を共用ＦＯＭＡ

へ提供するものとし、共用ＦＯＭＡに係る契約者は、通話録音機能に限り、請求することができます。この場合において、共用ＦＯ

ＭＡに提供する付加機能に係る付加機能使用料については、別表２に規定する通話録音機能に係るものを除き、支払いを要しま

せん。 

 (5) 当社は、ＦＯＭＡカードを共用しているＦＯＭＡに係る契約者からの申出によるほか、次のいずれかに該当するときは、2in1 利用



を廃止します。 

   ア ＦＯＭＡカードを共用しているＦＯＭＡの契約の解除があったとき。 

   イ 前号の規定に該当することとなったとき。 

 (6) 2in1 利用をしているＦＯＭＡにおいて 2in1 利用の廃止があったときは、本則第 49 条（契約者識別番号の登録等）に規定す

る契約者識別番号の登録等が行われるまでの間に限り、2in1 利用が廃止される際に選択していた基本使用料の料金種別を継続

して適用します。 

 (7) (1)から(6)以外の提供条件については、なお従前のとおりとします。 

 （ＦＯＭＡの電話番号保管に係る経過措置） 

６ この改正規定実施の際限に、改正前の規定により適用を受けている電話番号保管の提供条件は、次のとおりとします。 

 (1) タイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等に係る定期契約の解除と同時に新たに一般契約を締結した場合であって、その一般契約の

締結と同時に電話番号保管を申し込んだＦＯＭＡについては、この改正規定実施の日においてタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1

等に係る定期契約を締結したものとして取り扱います。 

 (2) 当社が電話番号保管を行った期間（以下この附則において「電話番号保管期間」といいます。）が３年を経過したときは、電話番

号保管期間が３年を経過した日においてそのＦＯＭＡ契約は解除されたものとします。この場合において、当社は、電話番号保管

期間が３年を経過する前にあらかじめそのことをＦＯＭＡ契約者に通知します。 

 (3) 前号に規定する電話番号保管期間は、電話番号保管の請求があった日を含む暦月の翌暦月の初日から起算します。 

 (4) ＦＯＭＡ契約者は、当社が電話番号保管を開始した日から起算して電話番号保管又はメールアドレス保管を取りやめる請求があ

った日までの期間について、次表に規定する料金の支払いを要します。 

料 金 種 別 単  位 

料 金 額(月額) 

次の税抜額（かっこ内は税込

額） 

保管手数料 
電話番号保管に係るもの １契約ごとに 400円 (440円) 

 
メールアドレス保管に係るもの １契約ごとに 100円 (110円) 

 (5) 当社は、 暦月の初日以外の日に電話番号保管又はメールアドレス保管を取りやめる請求があったときは、(4)に規定する料金を電

話番号保管等の日数に応じて日割します。 

 (6) (1)から(5)以外の提供条件については、なお従前のとおりとします。 

 （その他） 

７ 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）の附則第５項を次のように改めます。 

 (1) 第８号を次のように改めます。 

   (8) 経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25 日）に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、経企第 294 号（平成 21 年６月 24 

     日）に規定する定額データプラン HIGH-SPEED、経企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、

経企第 1251 号（平成 26 年１月 10 日）に規定する定額データプランスタンダード及び定額データプランフラット、経企第 406

号（令和元年５月 21 日）に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン等並びに経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）に規

定するタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等及びキッズケータイプランとの間の基本使用料の料金種別の変更は行うことができま

せん。  

 (2) 第 10 号中「、携帯電話番号ポータビリティに関する提供条件」を削除します。 

 (3) 第 14 号を第 15 号とし、第 13 号の次に次の一号を加えます。 

   (14) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティに関する提供条件は、改正後の規定におけるタイプＳＳ等のＦＯＭＡの場合に準じるも

のとします。 

８ 経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25 日）の附則第３項を次のように改めます。  

 (1) 第８号中「携帯電話番号ポータビリティに関する提供条件、」を削除します。 

 (2) 第 13 号を次のように改めます。 

   (13) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 294 号（平成 21 年６月 24

日）に規定する定額データプラン HIGH-SPEED、経企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、

経企第 1251 号（平成 26 年１月 10 日）に規定する定額データプランスタンダード及び定額データプランフラット、経企第

406 号（令和元年５月 21 日）に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン等並びに経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）

に規定するタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等及びキッズケータイプランとの間の基本使用料の料金種別の変更並びにＦＯ

ＭＡプラン 39 等に係る基本使用料の料金種別相互間の変更は行うことができません。は行うことができません。 

９ 経企第 294 号（平成 21 年６月 24 日）の附則第５項を次のように改めます。  



 (5) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25 日）

に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、経企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、経企第 1251 号

（平成 26 年１月 10 日）に規定する定額データプランスタンダード及び定額データプランフラット、経企第 406 号（令和元年５月

21 日）に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン等並びに経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）に規定するタイプＳＳ等及び

タイプＳＳ 2in1 等及びキッズケータイプランとの間の基本使用料の料金種別の変更は行うことができません。 

10 経企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）の附則第３項を次のように改めます。 

 (1) 第６号中「携帯電話番号ポータビリティに関する提供条件、」を削除します。 

 (2) 第９号を次のように改めます。 

   (9) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25

日）に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、経企第 294 号（平成 21 年６月 24 日）に規定する定額データプラン HIGH-

SPEED、経企第 1251 号（平成 26 年１月 10 日）に規定する定額データプランスタンダード及び定額データプランフラット、経

企第 406 号（令和元年５月 21 日）に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン等並びに経企第 1605 号（令和元年９月 24

日）に規定するタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等及びキッズケータイプランとの間の基本使用料の料金種別の変更並びにフ

ァミリーワイド等に係る基本使用料の料金種別相互間の変更は行うことができません。 

 (3) 第 12 号中「(1)から(11)」を「(1)から(12)」に改め、同号を第 13 号とし、第 11 号の次に次の一号を加えます。 

   (12) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティに関する提供条件は、改正後の規定におけるタイプＳＳ等のＦＯＭＡの場合に準じるも

のとします。 

11 経企第 1251 号（平成 26 年 1 月 10 日）の附則第５項第４号を次のように改めます。 

 (4) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25 日）

に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、経企第 294 号（平成 21 年６月 24 日）に規定する定額データプラン HIGH-SPEED、経企

第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、第６項に規定する定額データプランフラット、経企第 406 号

（令和元年５月 21 日）に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン等並びに経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）に規定する

タイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等及びキッズケータイプランとの間の基本使用料の料金種別の変更は行うことができません。 

12 経企第 1251 号（平成 26 年 1 月 10 日）の附則第６項第４号を次のように改めます。  

 (4) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25 日）

に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、経企第 294 号（平成 21 年６月 24 日）に規定する定額データプラン HIGH-SPEED、経企

第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、前項に規定する定額データプランスタンダード、経企第 406

号（令和元年５月 21 日）に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン等並びに経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）に規定す

るタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等及びキッズケータイプランとの間の基本使用料の料金種別の変更は行うことができません。 

13 経企第 406 号（令和元年５月 21 日）の附則第４項を次のように改めます。  

 (1) 第７号を次のように改めます。 

   (7) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25

日）に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、経企第 294 号（平成 21 年６月 24 日）に規定する定額データプラン HIGH-

SPEED、経企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、経企第 1251 号（平成 26 年１月 10

日）に規定する定額データプランスタンダード及び定額データプランフラット並びに経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）に規

定するタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等及びキッズケータイプランとの間の基本使用料の料金種別の変更は行うことができま

せん。 

 (2) 第９号中「(1)から(8)」を「(1)から(9)」に改め、同号を第 10 号とし、第 8 号の次に次の一号を加えます。 

   (9) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティに関する提供条件は、改正後の規定におけるタイプＳＳ等のＦＯＭＡの場合に準じるもの

とします。 

 

 附 則（令和元年９月 27 日経企第 1635 号） 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、令和元年 10 月１日から実施します。 

 （料金の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に、支払い又は支払わなければならなかったＦＯＭＡサービスの料金その他の債務については、なお従前のとおり

とします。 

 （キッズケータイプランに係る経過措置） 

３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により提供されているキッズケータイプランのＦＯＭＡ（改正前の規定により契約の申込

みの承諾を受けているものを含みます。）の料金その他の提供条件は、次のとおりとします。 

 (1) 基本使用料 

   ア 基本使用料については、次表に定める額を適用します。 



１契約ごとに 

区       分 

料金額（月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ＦＯＭＡ 
一般契約に係るもの キッズケータイプラン 1,000 円(1,100 円) 

定期契約に係るもの キッズケータイプラン 500 円(550 円) 

   イ アに規定する基本使用料については、料金表通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定にかかわらず、日割しませ

ん。 

   ウ 身体障がい者等割引（ハーティ割引）の適用は、次に定めるところによります。 

基本使用料の割引額（月額） 

500 円 (税込額 550 円) 

   エ キッズケータイプランから限定利用プランへ基本使用料の料金種別を変更又はキッズケータイプランに係る定期契約の解除と同時

に新たに限定利用プランに係る一般契約を締結したときは、その基本使用料の料金種別の変更又は一般契約の締結のあった日

を含む暦月の基本使用料について、継続して限定利用プランの選択があったものとみなして取り扱います。 

   オ キッズケータイプランに係るＦＯＭＡ契約の解除と同時に新たに総合利用プランに係るＸｉ契約を締結したときは、そのＸｉ契

約の締結のあった日を含む暦月の基本使用料について、継続して総合利用プランの選択があったものとみなして取り扱います。 

   カ 経企第204号（平成17年５月24日）に規定するＦＯＭＡデータプラン22、経企第848号（平成17年10月25日）に規

定するＦＯＭＡプラン39等、経企第294号（平成21年６月24日）に規定する定額データプランHIGH-SPEED、経企第

1200号（平成22年２月22日）に規定するファミリーワイド等、経企第1251号（平成26年１月10日）に規定する定額デ

ータプランスタンダード及び定額データプランフラット、経企第406号（令和元年５月21日）に規定するＦＯＭＡカケホーダイプ

ラン等並びに経企第1605号（令和元年９月24日）に規定するタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1等との間の基本使用料の

料金種別の変更は行うことができません。 

 (2) 通信料については、料金表第１表第３（通信料）に規定する限定利用プランのＦＯＭＡに係る通信とみなしてその規定により

算定した額を適用します。  

 (3) 定期契約に係る解約金 

   ア 定期契約に係る解約金は、次表に規定する額を規定します。 

1契約ごとに 

区 分 
解約金の額 

次の税抜き額（かっこ内は税込み） 

定期契約に係る解約金 
9,500円（10,450円） 

   イ 契約期間が起算日（第 23 条（定期契約の満了に伴う契約の更新等）に規定するものをいいます。）から起算して２年を超

えているキッズケータイプランに係る定期契約に関する定期契約の解除があったときは、アの規定にかかわらず、その定期契約に係る

解約金の支払いを要しません。 

   ウ イの規定によるほか、キッズケータイプランに係る定期契約に関する解約金の適用除外の取扱いについては、経企第 1605 号（令

和元年９月 24 日）に規定するタイプＳＳ等に係る定期契約の場合に準じて取り扱います。 

 (4) 携帯電話番号・ＰＨＳポータビリティ手数料は次表に規定する額を適用します。 

料 金 種 別 単 位 

料 金 額(月額) 

次の税抜額(かっこ内は税込額) 

携帯電話番号・ＰＨＳポータビリティ手数料 1契約ごとに 2,000円(2,200円) 

 (5) ＦＯＭＡ契約者は、ユニバーサルサービス料の支払いを要するものとし、料金額及びその他の提供条件については、改定後の規定

におけるＦＯＭＡの場合に準じるものとします。 

 (6) 新たにキッズケータイプランに係るＦＯＭＡ契約を締結する申込みを行うことはできません。 

 (7) (1)から(6)以外の提供条件については、なお従前のとおりとします。 

（その他） 



４ 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）の附則第５項を次のように改めます。 

 (1) 第１号のウ中「総合利用プラン（第１種契約に係るものに限ります。以下この附則において同じとします。）のＦＯＭＡ」を「経企

第 1605 号（令和元年９月 24 日）に規定するタイプＳＳ等のＦＯＭＡ」に改めます。 

 (2) 第５号を次のように改めます。 

   (5) 削除 

 (3) 第８号を次のように改めます。 

  (8) 経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25 日）に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、経企第 294 号（平成 21 年６月 24

日）に規定する定額データプラン HIGH-SPEED、経企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、

経企第 1251 号（平成 26 年１月 10 日）に規定する定額データプランスタンダード及び定額データプランフラット、経企第 406

号（令和元年５月 21 日）に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン等、経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定す

るタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等並びに経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定するキッズケータイプランとの間

の基本使用料の料金種別の変更は行うことができません。 

 (4) 第 10 号中「携帯電話番号ポータビリティに関する提供条件、」を削除します。 

 (5) 第 12 号を次のように改めます。 

   (12) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ手数料、請求書等の発行に関する料金及び支払証明書等の発行手数料に関する料金

額及びその他の提供条件については、経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）に規定するタイプＳＳ等のＦＯＭＡの場合

に準じるものとします 

 (6) 第 15 号を第 16 号とし、第 14 号の次に次の一号を加えます。 

   (15) 新たにＦＯＭＡデータプラン２２に係るＦＯＭＡ契約を締結する申込みを行うことはできません。  

５ 経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25 日）の附則第３項を次のように改めます。 

 (1) 第 3 項中「総合利用プランのＦＯＭＡ」を「経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）に規定するタイプＳＳ等のＦＯＭＡ」に

改めます。 

 (2) 第２号のウの(ウ)を次のように改めます。 

   (ウ) (ア)に規定する控除可能額の適用、特定電話番号への通信料の月額割引（ゆうゆうコール）の適用、複数回線複合割引の

適用を受けているＦＯＭＡに係る通信料の適用、特定電話番号に係る契約者回線等からの通信料の適用、回線群を単位と

する通信料の月極割引の適用、定期包括割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る通信料の月極割引の適用、付加機能の

利用に係る定額通信料の適用については、経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）に規定するタイプＳＳ等のＦＯＭＡの

場合に準ずるものとします。 

      ただし、複数回線複合割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る通信料の適用については、経企第 1605 号（令和元年９月

24 日）第３項(3)のエの(イ)の規定を適用しません  

 (3) 第３号を次のように改めます。 

   (3) 削除 

 (4) 第８号中「携帯電話番号ポータビリティに関する提供条件、」を削除します。 

 (5) 第 10 号を次のように改めます。 

   (10) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ手数料、請求書等の発行に関する料金及び支払証明書等の発行手数料に関する料金

額及びその他の提供条件については、経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）に規定するタイプＳＳ等のＦＯＭＡの場合

に準じるものとします 

 (6) 第 13 号を次のように改めます。 

   (13) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 294 号（平成 21 年６月 24

日）に規定する定額データプラン HIGH-SPEED、経企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、

経企第 1251 号（平成 26 年１月 10 日）に規定する定額データプランスタンダード及び定額データプランフラット、経企第

406 号（令和元年５月 21 日）に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン等、経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に

規定するタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等並びに経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定するキッズケータイプ

ランとの間の基本使用料の料金種別の変更は行うことができません。 

 (7) 第 16 号中「(1)から(15)」を「(1)から(16)」に改め、同号を第 17 号とし、第 15 号の次に次の一号を加えます。 

    (16) 新たにＦＯＭＡプラン３９等に係るＦＯＭＡ契約を締結する申込みを行うことはできません。 

６ 経企第 294 号（平成 21 年６月 24 日）の附則第５項を次のように改めます。  

 (1) 第３号のイを次のように改めます。 

   イ 定額データプラン HIGH-SPEED に係る定期契約に関する解約金の適用除外の取扱いについては、経企第 1605 号（令和元

年９月 24 日）に規定するタイプＳＳ等に係る定期契約の場合に準じて取り扱います。  

 (2) 第５号を次のように改めます。 

   (5) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25



日）に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、経企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、経企第

1251 号（平成 26 年１月 10 日）に規定する定額データプランスタンダード及び定額データプランフラット、経企第 406 号（令

和元年５月 21 日）に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン等、経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定するタイプ

ＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等並びに経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定するキッズケータイプランとの間の基本

使用料の料金種別の変更は行うことができません。 

 (3) 第７号中「携帯電話番号ポータビリティに関する提供条件、」を削除します。 

 (4) 第 13 号中「(1)から(12)」を「(1)から(13)」に改め、同号を第 14 号とし、第 12 号の次に次の一号を加えます。 

    (13) 新たに定額データプラン HIGH-SPEED に係るＦＯＭＡ契約を締結する申込みを行うことはできません。 

７ 経企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）の附則第３項を次のように改めます。 

 (1) 第３項中「総合利用プランのＦＯＭＡ」を「経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）に規定するタイプＳＳ等のＦＯＭＡ」に

改めます。 

 (2) 第２号のイを次のように改めます。 

   イ 特定電話番号への通信料の月額割引（ゆうゆうコール）の適用、複数回線複合割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る通信

料の適用、特定電話番号に係る契約者回線等からの通信料の適用、回線群を単位とする通信料の月極割引の適用、定期包

括割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る通信料の月極割引の適用、付加機能の利用に係る定額通信料の適用については、

経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）に規定するタイプＳＳ等のＦＯＭＡの場合に準ずるものとします。 

     ただし、複数回線複合割引の適用を受けているＦＯＭＡに係る通信料の適用については、経企第 1605 号（令和元年９月

24 日）第３項(3)のエの(イ)の規定を適用しません 

 (3) 第３号のイを次のように改めます。 

   イ ファミリーワイド等に係る定期契約に関する解約金の適用除外の取扱いについては、経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）

に規定するタイプＳＳ等に係る定期契約の場合に準じて取り扱います。 

 (4) 第４号を次のように改めます。 

   (4) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティ手数料、請求書等の発行に関する料金及び支払証明書等の発行手数料に関する料金

額及びその他の提供条件については、経企第 1605 号（令和元年９月 24 日）に規定するタイプＳＳ等のＦＯＭＡの場合

に準じるものとします。 

   (5) 第６号中「携帯電話番号ポータビリティに関する提供条件、」を削除します。 

 (6) 第９号を次のように改めます。 

   (9) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25

日）に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、経企第 294 号（平成 21 年６月 24 日）に規定する定額データプラン HIGH-

SPEED、経企第 1251 号（平成 26 年１月 10 日）に規定する定額データプランスタンダード及び定額データプランフラット、経

企第 406 号（令和元年５月 21 日）に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン等、経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）

に規定するタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等並びに経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定するキッズケータイプ

ランとの間の基本使用料の料金種別の変更並びにファミリーワイド等に係る基本使用料の料金種別相互間の変更は行うことがで

きません。 

 (7) 第 13 号中「(1)から(12)」を「(1)から(13)」に改め、同号を第 14 号とし、第 12 号の次に次の一号を加えます。 

    (13) 新たにファミリーワイド等に係るＦＯＭＡ契約を締結する申込みを行うことはできません。 

８ 経企第 1251 号（平成 26 年 1 月 10 日）の附則第５項を次のように改めます。 

 (1) 第３号のエを次のように改めます。 

   エ 定額データプランスタンダードに係る定期契約に関する解約金の適用除外の取扱いについては、経企第 1605 号（令和元年９

月 24 日）に規定するタイプＳＳ等に係る定期契約の場合に準じて取り扱います。 

 (2) 第４号を次のように改めます。 

   (4) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25

日）に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、経企第 294 号（平成 21 年６月 24 日）に規定する定額データプラン HIGH-

SPEED、経企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、第６項に規定する定額データプランフラッ

ト、経企第 406 号（令和元年５月 21 日）に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン等、経企第 1635 号（令和元年９月

27 日）に規定するタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等並びに経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定するキッズ

ケータイプランとの間の基本使用料の料金種別の変更は行うことができません。 

 (3) 第 10 号中「(1)から(9)」を「(1)から(10)」に改め、同号を第 11 号とし、第９号の次に次の一号を加えます。 

    (10)新たに定額データプランスタンダードに係るＦＯＭＡ契約を締結する申込みを行うことはできません。 

９ 経企第 1251 号（平成 26 年 1 月 10 日）の附則第６項を次のように改めます。  

 (1) 第３号のイを次のように改めます。 

   イ 定額データプランフラットに係る定期契約に関する解約金の適用除外の取扱いについては経企第 1605 号（令和元年９月 24



日）に規定するタイプＳＳ等に係る定期契約の場合に準じて取り扱います。 

 (2) 第４号を次のように改めます。 

   (4) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25

日）に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、経企第 294 号（平成 21 年６月 24 日）に規定する定額データプラン HIGH-

SPEED、経企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、前項に規定する定額データプランスタンダー

ド、経企第 406 号（令和元年５月 21 日）に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン等、経企第 1635 号（令和元年９月

27 日）に規定するタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等並びに経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定するキッズ

ケータイプランとの間の基本使用料の料金種別の変更は行うことができません。 

 (3) 第 10 号中「(1)から(9)」を「(1)から(10)」に改め、同号を第 11 号とし、第９号の次に次の一号を加えます。 

    (10)新たに定額データプランフラットに係るＦＯＭＡ契約を締結する申込みを行うことはできません。 

10 経企第 406 号（令和元年５月 21 日）の附則第４項を次のように改めます。 

 (1) 第１号のエ及びオ並びにケからサを次のように改めます。 

   エ 削除 

   オ 削除 

   ケ 削除 

   コ 削除 

   サ 削除 

 (2) 第２号のケを次のように改めます。 

   ケ 削除 

 (3) 第３号を次のように改めます。 

   ア イを次のように改めます。 

    イ 契約期間が起算日（第 23 条（定期契約の満了に伴う契約の更新等）に規定するものをいいます。）から起算して２年

を超えているＦＯＭＡキッズケータイプラスに係る定期契約に関する定期契約の解除があったときは、アの規定にかかわらず、

その定期契約に係る解約金の支払いを要しません。 

   イ イの次に次のウを加えます。 

ウ イの規定によるほか、ＦＯＭＡカケホーダイプラン等に係る定期契約に関する解約金の適用除外の取扱いについては、経企第

1605 号（令和元年９月 24 日）に規定するタイプＳＳ等に係る定期契約の場合に準じて取り扱います。 

 (4) 第６号のイ、カ及びキを次のように改めます。 

   イ 削除 

   カ 削除 

   キ 削除 

 (5) 第７号を次のように改めます。 

   (7) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25

日）に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、経企第 294 号（平成 21 年６月 24 日）に規定する定額データプラン HIGH-

SPEED、経企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、経企第 1251 号（平成 26 年１月 10

日）に規定する定額データプランスタンダード及び定額データプランフラット、経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定

するタイプＳＳ等及びタイプＳＳ 2in1 等並びに経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定するキッズケータイプランとの

間の基本使用料の料金種別の変更並びにＦＯＭＡカケホーダイプラン等からＦＯＭＡキッズケータイプラスへの基本使用料の

料金種別の変更は行うことができません。 

 (6) 第９号中「(1)から(8)」を「(1)から(9)」に改め、同号を第 10 号とし、第 8 号の次に次のニ号を加えます。 

   (9) 携帯電話・ＰＨＳ番号ポータビリティに関する提供条件は、改正後の規定におけるタイプＳＳ等のＦＯＭＡの場合に準じるもの

とします。 

   (10) 新たにＦＯＭＡカケホーダイプラン等に係るＦＯＭＡ契約を締結する申込みを行うことはできません。 

 11 経企第 406 号（令和元年５月 21 日）の附則第５項を次のように改めます。 

  (1) 第１号のキ及びク次のように改めます。 

   キ 削除 

   ク 削除 

  (2) 第４号を次のように改めます。 

    (4) 新たにＦＯＭＡデバイスプラス等に係るＦＯＭＡユビキタス契約を締結する申込みを行うことはできません。 

 12 企第 1605 号（令和元年９月 24 日）の附則第４項第８号を次のように改めます。 

  (8) 経企第 204 号（平成 17 年５月 24 日）に規定するＦＯＭＡデータプラン 22、経企第 848 号（平成 17 年 10 月 25

日）に規定するＦＯＭＡプラン39等、経企第294号（平成21年６月24日）に規定する定額データプランHIGH-SPEED、



経企第 1200 号（平成 22 年２月 22 日）に規定するファミリーワイド等、経企第 1251 号（平成 26 年１月 10 日）に規

定する定額データプランスタンダード及び定額データプランフラット、経企第 406 号（令和元年５月 21 日）に規定するＦＯＭＡ

カケホーダイプラン等並びに経企第 1635 号（令和元年９月 27 日）に規定するキッズケータイプランとの間の基本使用料の料金

種別の変更及びタイプＳＳ2in1 等に係る基本使用料の料金種別相互間の変更は行うことができません。 

 

 



 

 

国 際 電 話 サ ー ビ ス 契 約 約 款 の 一 部 改 正 
 

[ 改 正 ] [ 現 行 ] 

 

（目次） 

 第１章～第３章 （略） 

 第４章 通話 

     第 19 条～第 20 条 （略） 

     第 21 条 Ｘｉ等が利用できない場合の取扱い 

     第 22 条～第 24 条 （略） 

 第５章～第８章 （略） 

 料金表 （略） 

 別表 （略） 

 附則 

 

 

 

      第 1 章 総則 

 

 第１条～第２条 （略） 

 

  （用語の定義） 

 第３条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用    語 用  語  の  意  味 

１～９ （略） （略） 

10 Ｘｉ等 （略） 

11 （略） （略） 

 

  （国際電話サービスの提供） 

 第４条 国際電話サービスは、Ｘｉ等の契約者回線 (専用回線等接続サービスにおける専用回線等を含みます。）からの利用に限り

提供します。 

  

 第５条～第６条 （略） 

 

      第２章 契約 

 

 第７条 （略） 

 

  （契約の単位） 

 第８条 当社は、Ｘｉ等の電話番号又は契約者識別番号１番号ごとに１の国際電話契約を締結します。この場合、契約者は、１の

国際電話契約につき１人に限ります。 

 

  （国際電話契約の締結） 

 第９条 Ｘｉ等（卸携帯電話サービスを除きます。以下この項において同じとします。）に係る契約を締結したときは、そのＸｉ等の契

 

（目次） 

 第１章～第３章 （略） 

 第４章 通話 

     第 19 条～第 20 条 （略） 

     第 21 条 ＦＯＭＡ等が利用できない場合の取扱い 

     第 22 条～第 24 条 （略） 

 第５章～第８章 （略） 

 料金表 （略） 

 別表 （略） 

 附則 

 

 

 

      第 1 章 総則 

 

 第１条～第２条 （略） 

 

  （用語の定義） 

 第３条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用    語 用  語  の  意  味 

１～９ （略） （略） 

10 ＦＯＭＡ等 （略） 

11 （略） （略） 

 

  （国際電話サービスの提供） 

 第４条 国際電話サービスは、ＦＯＭＡ等の契約者回線 (専用回線等接続サービスにおける専用回線等を含みます。）からの利用に

限り提供します。 

  

 第５条～第６条 （略） 

 

      第２章 契約 

 

 第７条 （略） 

 

  （契約の単位） 

 第８条 当社は、ＦＯＭＡ等の電話番号又は契約者識別番号１番号ごとに１の国際電話契約を締結します。この場合、契約者は、

１の国際電話契約につき１人に限ります。 

 

  （国際電話契約の締結） 

 第９条 ＦＯＭＡ等（卸携帯電話サービスを除きます。以下この項において同じとします。）に係る契約を締結したときは、そのＦＯＭ



 

 

約者は、当社と国際電話契約を締結したこととなります。 

    ただし、次の場合は、この限りでありません。 

  (1) Ｘｉ等に係る契約申込の承諾を受けた際、当社に対して国際電話契約を締結しない旨の意思表示があったとき。 

  (2) その契約申込の請求に係るＸｉ等の種類等が、当社が別に定めるものであるとき。 

  (3) そのＸｉ等の基本使用料の料金種別又は接続装置の種類が当社が別に定めるものであるとき。 

  (4) そのＸｉ等が当該契約約款に規定する度数表示機能又は発信制限機能の提供を受けることとなるとき。 

  (5) Ｘｉ等に係る契約の解除と同時に新たにＸｉ等に係る契約を締結した場合であって、当社が別に定めるとき。 

 ２ 前項の規定により国際電話契約を締結したこととされた者以外のＸｉ等の契約者が国際電話契約を締結しようとするときは、あらか

じめ書面により契約事務を行う国際電話サービス取扱所に国際電話契約の申込みをしていただきます。 

    ただし、当社は、次のいずれかに該当する場合は、その申込みを承諾しないことがあります。 

  (1) その申込みに係るＸｉ等の種類等が、当社が別に定めるものであるとき。 

  (2) そのＸｉ等の基本使用料の料金種別又は接続装置の種類等が当社が別に定めるものであるとき。 

  (3) そのＸｉ等が当該契約約款に規定する度数表示機能の提供を受けることとなるとき。 

  (4)～(5)（略） 

 

 

 第 10 条 （略） 

 

  （国際電話契約に係る名義変更） 

 第 11 条 契約者は、Ｘｉ等に係る契約の名義変更（新たにその契約者になろうとする者と名義変更前の契約者との関係が親子その

他当社が別に定める基準に適合する場合の名義変更又は法人の合併若しくは分割に伴う名義変更に限ります。）があった場合に限

り、国際電話契約に係る名義変更（氏名又は名称の変更に伴うものを除きます。以下同じとします。）を請求することができます。 

 

 ２～５ （略） 

 

 第 12 条 （略） 

 

  （当社が行う国際電話契約の解除） 

 第 13 条 当社は、第 17 条（利用停止）第１項の規定により国際電話サービスの利用を停止された契約者が、なおその事実を解消

しない場合は、その国際電話契約を解除することがあります。 

 ２ （略） 

 ３ 当社は前２項の規定によるほか、次のいずれかに該当するときは、その国際電話契約を解除することがあります。 

  (1) その国際電話サービスに係るＸｉ等について、名義変更又は契約の解除があったとき（当社が別に定める場合を除きます。）。 

 

  (2) その国際電話サービスに係るＸｉ等が第９条（国際電話契約の締結）第３項第１号から第３号の規定に該当することとなった

とき。 

４ (略) 

 

 第 14 条～第 15 条 （略） 

 

      第３章 （略） 

 

      第４章 通話 

 

 第 19 条～第 20 条 （略） 

 

  （Ｘｉ等が利用できない場合の取扱い） 

 第 21 条 国際電話サービスに係るＸｉ等が当該契約約款に規定する利用の一時中断、通話利用の制限等により利用できないとき

Ａ等の契約者は、当社と国際電話契約を締結したこととなります。 

    ただし、次の場合は、この限りでありません。 

  (1) ＦＯＭＡ等に係る契約申込の承諾を受けた際、当社に対して国際電話契約を締結しない旨の意思表示があったとき。 

  (2) その契約申込の請求に係るＦＯＭＡ等の種類等が、当社が別に定めるものであるとき。 

  (3) そのＦＯＭＡ等の基本使用料の料金種別又は接続装置の種類が当社が別に定めるものであるとき。 

  (4) そのＦＯＭＡ等が当該契約約款に規定する度数表示機能又は発信制限機能の提供を受けることとなるとき。 

  (5) ＦＯＭＡ等に係る契約の解除と同時に新たにＦＯＭＡ等に係る契約を締結した場合であって、当社が別に定めるとき。 

 ２ 前項の規定により国際電話契約を締結したこととされた者以外のＦＯＭＡ等の契約者が国際電話契約を締結しようとするときは、あ

らかじめ書面により契約事務を行う国際電話サービス取扱所に国際電話契約の申込みをしていただきます。 

    ただし、当社は、次のいずれかに該当する場合は、その申込みを承諾しないことがあります。 

  (1) その申込みに係るＦＯＭＡ等の種類等が、当社が別に定めるものであるとき。 

  (2) そのＦＯＭＡ等の基本使用料の料金種別又は接続装置の種類等が当社が別に定めるものであるとき。 

  (3) そのＦＯＭＡ等が当該契約約款に規定する度数表示機能の提供を受けることとなるとき。 

  (4)～(5)（略） 

 

 

 第 10 条 （略） 

 

  （国際電話契約に係る名義変更） 

 第 11 条 契約者は、ＦＯＭＡ等に係る契約の名義変更（新たにその契約者になろうとする者と名義変更前の契約者との関係が親子

その他当社が別に定める基準に適合する場合の名義変更又は法人の合併若しくは分割に伴う名義変更に限ります。）があった場合

に限り、国際電話契約に係る名義変更（氏名又は名称の変更に伴うものを除きます。以下同じとします。）を請求することができま

す。 

 ２～５ （略） 

 

 第 12 条 （略） 

 

  （当社が行う国際電話契約の解除） 

 第 13 条 当社は、第 17 条（利用停止）第１項の規定により国際電話サービスの利用を停止された契約者が、なおその事実を解消

しない場合は、その国際電話契約を解除することがあります。 

 ２ （略） 

 ３ 当社は前２項の規定によるほか、次のいずれかに該当するときは、その国際電話契約を解除することがあります。 

  (1) その国際電話サービスに係るＦＯＭＡ等について、名義変更又は契約の解除があったとき（当社が別に定める場合を除きま

す。）。 

  (2) その国際電話サービスに係るＦＯＭＡ等が第９条（国際電話契約の締結）第３項第１号から第３号の規定に該当することと

なったとき。 

４ (略) 

 

 第 14 条～第 15 条 （略） 

 

      第３章 （略） 

 

      第４章 通話 

 

 第 19 条～第 20 条 （略） 

 

  （ＦＯＭＡ等が利用できない場合の取扱い） 

 第 21 条 国際電話サービスに係るＦＯＭＡ等が当該契約約款に規定する利用の一時中断、通話利用の制限等により利用できないと



 

 

は、国際電話サービスは利用できません。 

 ２ （略） 

 

 第 22 条 （略） 

 

  （通話の切断） 

 第 23 条 当社は、通話中にＸｉ等に係る電波状況が著しく悪化したとき又は専用回線等接続サービスにおける専用回線等に係る接

続点との間において一定時間データが伝送されていないとき若しくは一定時間以上通話が継続したときは、その通話を切断することがあ

ります。 

 

 第 24 条 （略） 

 

      第５章  料金等 

 

 第 25 条 （略） 

 

  （通話料の支払義務） 

 第 26 条 契約者は、国際電話サービスに係る通話（契約者以外の者が行った通話を含みます。以下この条において同じとします｡)につ

いて、第 24 条（通話時間の測定等）の規定により測定した通話時間と料金表第１表第１（通話料）の規定とに基づいて算定し

た料金（Ｘｉ等に係る通話の料金と合わせて定めるものとします｡)の支払いを要します。 

 ２ （略） 

 

 第 27 条～第 33 条 （略） 

 

      第６章～第７章 （略） 

 

      第８章 その他のサービス 

 

  （料金明細内訳書の発行等） 

 第 43 条 当社は、国際電話サービスに係るＸｉ等（卸携帯電話サービスを除きます。以下この条において同じとします。）の料金明細

内訳書を発行するとき又は料金明細内訳をインターネットホームページにおいて閲覧に供するときは、その料金明細内訳に国際電話サ

ービスに係る通話（国際ローミング機能に係るものを除きます。）の料金明細内訳を合わせて記載します。 

 ２ （略） 

 ３ 前２項の場合において、料金明細内訳の表示方法、その他の発行及び閲覧に関する条件は、Ｘｉ等の契約約款の規定に準じる

ものとします。 

 

  （請求書の分割送付） 

 第 44 条 契約者は、国際電話サービスに係るＸｉ等（専用回線等接続サービス及び卸携帯電話サービスを除きます。以下この条にお

いて同じとします。）について、当該契約約款に規定する用途別集計による請求書の分割送付の取扱いを受けているときは、国際電

話サービスに係る通話（国際ローミング機能に係る通話を除きます。）に関する料金の請求書を、そのＸｉ等に関する請求書と同様

に分割して送付することができます。 

 ２ （略） 

 ３ 請求書の分割送付の適用開始日その他の取扱いについては、Ｘｉ等に係る当該契約約款の規定に準ずるものとします。 

       

 

 第 45 条 （略） 

 

 料金表 

きは、国際電話サービスは利用できません。 

 ２ （略） 

 

 第 22 条 （略） 

 

  （通話の切断） 

 第 23 条 当社は、通話中にＦＯＭＡ等に係る電波状況が著しく悪化したとき又は専用回線等接続サービスにおける専用回線等に係

る接続点との間において一定時間データが伝送されていないとき若しくは一定時間以上通話が継続したときは、その通話を切断すること

があります。 

 

 第 24 条 （略） 

 

      第５章  料金等 

 

 第 25 条 （略） 

 

  （通話料の支払義務） 

 第 26 条 契約者は、国際電話サービスに係る通話（契約者以外の者が行った通話を含みます。以下この条において同じとします｡)につ

いて、第 24 条（通話時間の測定等）の規定により測定した通話時間と料金表第１表第１（通話料）の規定とに基づいて算定し

た料金（ＦＯＭＡ等に係る通話の料金と合わせて定めるものとします｡)の支払いを要します。 

 ２ （略） 

 

 第 27 条～第 33 条 （略） 

 

      第６章～第７章 （略） 

 

      第８章 その他のサービス 

 

  （料金明細内訳書の発行等） 

 第 43 条 当社は、国際電話サービスに係るＦＯＭＡ等（卸携帯電話サービスを除きます。以下この条において同じとします。）の料金

明細内訳書を発行するとき又は料金明細内訳をインターネットホームページにおいて閲覧に供するときは、その料金明細内訳に国際電

話サービスに係る通話（国際ローミング機能に係るものを除きます。）の料金明細内訳を合わせて記載します。 

 ２ （略） 

 ３ 前２項の場合において、料金明細内訳の表示方法、その他の発行及び閲覧に関する条件は、ＦＯＭＡ等の契約約款の規定に準

じるものとします。 

 

  （請求書の分割送付） 

 第 44 条 契約者は、国際電話サービスに係るＦＯＭＡ等（専用回線等接続サービス及び卸携帯電話サービスを除きます。以下この

条において同じとします。）について、当該契約約款に規定する用途別集計による請求書の分割送付の取扱いを受けているときは、国

際電話サービスに係る通話（国際ローミング機能に係る通話を除きます。）に関する料金の請求書を、そのＦＯＭＡ等に関する請求

書と同様に分割して送付することができます。 

 ２ （略） 

 ３ 請求書の分割送付の適用開始日その他の取扱いについては、ＦＯＭＡ等に係る当該契約約款の規定に準ずるものとします。 

       

 

 第 45 条 （略） 

 

 料金表 



 

 

 

 通則 

 １～３ （略） 

  （電子媒体による請求額情報の通知） 

 ４ 当社は、Ｘｉ等（卸携帯電話サービスを除きます。以下別段の定めがある場合を除き同じとします。）が当該契約約款の規定に基

づき、電子媒体による請求額情報の通知の取扱い（当社又は請求事業者が行う料金等の請求に係る情報（当該契約者に係る料

金等の請求額及びそのダイヤル通話の料金明細内訳等の料金内訳をいいます。以下同じとします。）の送付に代えて、請求データ蓄

積装置（請求額情報（料金等の請求に係る情報のうち、請求事業者が適用する延滞利息等の情報を除いたものをいいます。以下

同じとします。）を蓄積するための電気通信設備をいいます。以下同じとします。）に登録した電子データにより、請求額情報を通知す

る取扱いをいいます。以下同じとします。）を受けているときは、国際電話サービスについてもこの取扱いを行います。 

 ５ （略） 

 ６ 当社は、第４項に規定するＸｉ等について、電子媒体による請求額情報の通知の取扱いが廃止されたときは、国際電話サービスに

ついてもこの取扱いを廃止します。 

 ７～19 （略） 

 （注１）～（注２）（略） 

 

 第１表 料金（その他のサービスの料金を除きます。） 

   第１ 通話料 

    １ 適用 

通  話  料  の  適  用 

(1)～(3)（略） （略） 

(4) 控除残額及び繰越残額

に関する通話料の適用 

 

ア 国際電話サービスの利用に係るＸｉ等において、当該契約約款に定めるところにより控

除残額及び繰越残額（当社の提供する他の電気通信サービスの料金に適用される場

合は、その料金に適用された額を控除した後の額とします。以下この欄において同じとしま

す。）があるときは、２（料金額）の規定により算定した額の月間累計額（料金月単

位で累計した額とします。以下同じとします。）からその控除残額及び繰越残額の合計

額を控除した額を適用します。 

 ただし、その月間累計額が控除残額と繰越残額の合計額に満たない場合は、その月間

累計額を控除した額を適用します。 

イ （略） 

(5) 削除  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 通則 

 １～３ （略） 

  （電子媒体による請求額情報の通知） 

 ４ 当社は、ＦＯＭＡ等（卸携帯電話サービスを除きます。以下別段の定めがある場合を除き同じとします。）が当該契約約款の規定

に基づき、電子媒体による請求額情報の通知の取扱い（当社又は請求事業者が行う料金等の請求に係る情報（当該契約者に係

る料金等の請求額及びそのダイヤル通話の料金明細内訳等の料金内訳をいいます。以下同じとします。）の送付に代えて、請求デー

タ蓄積装置（請求額情報（料金等の請求に係る情報のうち、請求事業者が適用する延滞利息等の情報を除いたものをいいます。

以下同じとします。）を蓄積するための電気通信設備をいいます。以下同じとします。）に登録した電子データにより、請求額情報を通

知する取扱いをいいます。以下同じとします。）を受けているときは、国際電話サービスについてもこの取扱いを行います。 

 ５ （略） 

 ６ 当社は、第４項に規定するＦＯＭＡ等について、電子媒体による請求額情報の通知の取扱いが廃止されたときは、国際電話サービ

スについてもこの取扱いを廃止します。 

 ７～19 （略） 

 （注１）～（注２）（略） 

 

 第１表 料金（その他のサービスの料金を除きます。） 

   第１ 通話料 

    １ 適用 

通  話  料  の  適  用 

(1)～(3)（略） （略） 

(4) 控除残額及び繰越残額

に関する通話料の適用 

 

ア 国際電話サービスの利用に係るＦＯＭＡ等において、当該契約約款に定めるところに

より控除残額及び繰越残額（当社の提供する他の電気通信サービスの料金に適用され

る場合は、その料金に適用された額を控除した後の額とします。以下この欄において同じと

します。）があるときは、２（料金額）の規定により算定した額の月間累計額（料金月

単位で累計した額とします。以下同じとします。）からその控除残額及び繰越残額の合

計額を控除した額を適用します。 

 ただし、その月間累計額が控除残額と繰越残額の合計額に満たない場合は、その月間

累計額を控除した額を適用します。 

イ （略） 

(5) 特定電話番号への通話

料の月極割引（ゆうゆう

コール）の適用 

ア 国際電話サービスの利用に係るＦＯＭＡ等（ワイドスター通信サービスに係るものを除

きます。以下この欄において同じとします。）において、当該契約約款に定めるところにより

特定電話番号への通信料又は特定電話番号への通話料の月極割引の適用を受けて

いる場合は、特定電話番号（契約者があらかじめ指定した国際電話サービスに係る通

話の相手先となる電話番号等をいいます。以下この欄において同じとします。）に係る通

話（当社が別に定める通話を除きます。）に関する料金（特定電話番号に係る通話の

料金に合算して請求するものを含みます。以下この欄において同じとします。）の月間累

計額について、次表に規定する額の割引を行います。 

イ 特定電話番号の数は、１の契約について２以内とし、あらかじめ当社に申し出ていただ

きます。 

区分 割引額 

特定電話番号に係る通話 
その通話に関する料金の月間累計額に

0.30 を乗じて得た額 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 定期包括割引（ビジネス

セーバー）の適用 

ア 国際電話サービスの利用に係るＸｉ等（Ｘｉサービス及び卸携帯電話サービスに係る

ものを除きます。）において、当該契約約款に定めるところにより定期包括割引の適用を

受けている場合は、国際電話サービスに係る通話（国際ローミング機能に係る通話を除

きます｡ 以下この欄において同じとします。）に関する料金（通話の料金に合算して請

求するものを含みます。以下この欄において同じとします。）の月間累計額について、その

定期包括割引に係る割引選択期間及び最低利用額（Ｘｉ等の契約約款の規定に基

づき契約者からあらかじめ申出のあったものをいいます。）に応じて、次表に規定する額の

割引を行います。 

表（略） 

イ Ｘｉ等の契約約款に定める定期包括割引が廃止された場合及び定期包括割引に係

る月間利用額の合計額が最低利用額に満たない場合の国際電話サービスに係る通話

に関する料金の取扱いについては、Ｘｉ等の契約約款に定める定期包括割引の場合に

準ずるものとします。 

(7) 回線群を単位とする通話

料の月極割引（ＷＯＲ

ＬＤ ＣＡＬＬ いっかつ

割引）の適用 

ア （略） 

イ 本割引を選択する契約者は、あらかじめ当社に申し出ていただきます。この場合におい

て、その申出が新たに一括請求グループを構成する申出であるときは、申出のあったその契

約者に係るＸｉ等のうち、一括請求グループに係る料金その他の債務の一括請求先とな

る１のＦＯＭＡサービス又はＸｉサービス（以下この欄において「一括代表回線」といい

ます。）を指定していただきます。 

ウ～キ （略） 

ク 当社は、本割引を選択している契約者からその割引の適用を廃止する申出があった場

合のほか、本割引の適用を受けているＸｉ等が次に該当する場合には、本割引の適用

を廃止します。この場合において、その廃止のあったＸｉ等が一括代表回線であるとき

は、新たに一括代表回線を指定していただきます。 

 (ア)～(ウ)（略） 

ケ～コ （略） 

サ 一括代表回線に係る契約者は、その割引が適用される料金月について、第 21 条

（Ｘｉ等が利用できない場合の取扱い）の規定その他の理由により国際電話サービス

を利用することができなかった期間があった場合でも、アに規定する定額料の支払いを要し

ます。 

ただし、その一括請求グループを構成する全てのＸｉ等について、契約者の責めによら

ない理由により、１料金月の全ての日にわたって、国際電話サービスを全く利用できない

状態（その契約に係る電気通信設備による全ての通信に著しい支障が生じ、全く利用

できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。）が生じたときは、この限りでありま

せん。 

シ （略） 

ウ 当社が定める桁数を超える電話番号等は、特定電話番号として指定することができま

せん。 

エ 国際電話契約に係る名義変更（新たにその契約者になろうとする者と名義変更前の

契約者との関係が親子その他当社が別に定める基準に適合する場合の名義変更又は

法人の合併若しくは分割に伴う名義変更を除きます。）があった場合については、新たに

特定電話番号を指定していただきます。 

オ 特定電話番号の変更に関する適用については、ＦＯＭＡ等の契約約款に定める特定

電話番号への通信料又は特定電話番号への通話料の月極割引の場合に準ずるものと

します。 

（注）アに規定する当社が別に定める通話は、国際ローミング機能に係る通話及びデジタ

ル通信モードによる通話（3G-324M の通信プロトコルにより映像等の伝送交換を行

うための通話として取り扱うものを除きます。）とします。 

(6) 定期包括割引（ビジネス

セーバー）の適用 

ア 国際電話サービスの利用に係るＦＯＭＡ等（Ｘｉサービス及び卸携帯電話サービス

に係るものを除きます。）において、当該契約約款に定めるところにより定期包括割引の

適用を受けている場合は、国際電話サービスに係る通話（国際ローミング機能に係る通

話を除きます｡ 以下この欄において同じとします。）に関する料金（通話の料金に合算

して請求するものを含みます。以下この欄において同じとします。）の月間累計額につい

て、その定期包括割引に係る割引選択期間及び最低利用額（ＦＯＭＡ等の契約約

款の規定に基づき契約者からあらかじめ申出のあったものをいいます。）に応じて、次表に

規定する額の割引を行います。 

表（略） 

イ ＦＯＭＡ等の契約約款に定める定期包括割引が廃止された場合及び定期包括割引

に係る月間利用額の合計額が最低利用額に満たない場合の国際電話サービスに係る

通話に関する料金の取扱いについては、ＦＯＭＡ等の契約約款に定める定期包括割

引の場合に準ずるものとします。 

(7) 回線群を単位とする通話

料の月極割引（ＷＯＲ

ＬＤ ＣＡＬＬ いっかつ

割引）の適用 

ア （略） 

イ 本割引を選択する契約者は、あらかじめ当社に申し出ていただきます。この場合におい

て、その申出が新たに一括請求グループを構成する申出であるときは、申出のあったその契

約者に係るＦＯＭＡ等のうち、一括請求グループに係る料金その他の債務の一括請求

先となる１のＦＯＭＡサービス又はＸｉサービス（以下この欄において「一括代表回

線」といいます。）を指定していただきます。 

ウ～キ （略） 

ク 当社は、本割引を選択している契約者からその割引の適用を廃止する申出があった場

合のほか、本割引の適用を受けているＦＯＭＡ等が次に該当する場合には、本割引の

適用を廃止します。この場合において、その廃止のあったＦＯＭＡ等が一括代表回線で

あるときは、新たに一括代表回線を指定していただきます。 

 (ア)～(ウ)（略） 

ケ～コ （略） 

サ 一括代表回線に係る契約者は、その割引が適用される料金月について、第 21 条

（ＦＯＭＡ等が利用できない場合の取扱い）の規定その他の理由により国際電話サー

ビスを利用することができなかった期間があった場合でも、アに規定する定額料の支払いを

要します。 

ただし、その一括請求グループを構成する全てのＦＯＭＡ等について、契約者の責め

によらない理由により、１料金月の全ての日にわたって、国際電話サービスを全く利用でき

ない状態（その契約に係る電気通信設備による全ての通信に著しい支障が生じ、全く利

用できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。）が生じたときは、この限りであり

ません。 

シ （略） 



 

 

ス 当社は、次に該当する場合は、一括請求グループを構成する全てのＸｉ等について本

割引の適用を廃止することがあります。 

 (ア)（略） 

 (イ) 一括請求グループを構成するＸｉ等がウの(イ)の規定に該当することが判明したと

き又は該当することとなったとき。 

 (ウ)（略） 

セ （略） 

（注）アに規定する当社が別に定めるものは、ＦＯＭＡサービス契約約款に規定するキッ

ズケータイプラン 2、キッズケータイプラン、タイプＳＳ等（タイプリミットを除きます。）、

ＦＯＭＡキッズケータイプラス、ファミリーワイド及びＦＯＭＡプラン 39 等（リミットプラ

スを除きます。）とします。 

(8) ２年定期契約に係る通

信料月極割引又は定期

契約に係る通信料月極

割引（ビジネス通話割

引）の適用 

ア～イ （略） 

（注）アに規定する当社が別に定めるものは、Ｘｉサービス契約約款に規定する総合利

用プラン、ギガホ、ギガライト、ケータイプラン、Ｘｉカケホーダイプラン（スマホ／タブ）、

Ｘｉカケホーダイプラン（ケータイ）及びＸｉカケホーダイプラン（ＳＩＭフリー）並び

にＦＯＭＡサービス契約約款に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン（スマホ／タ

ブ）及びＦＯＭＡカケホーダイプラン（ケータイ）とします。 

(9)～(10)（略） （略） 

 

    ２ （略） 

 

 第２表 その他のサービスに関する料金 

   第１ 支払証明書等の発行手数料 

    １ 適用 

支払証明書等の発行手数料の適用 

支払証明書等の発行手数料

の適用除外 

国際電話サービスに係るＸｉ等に関する支払証明書等に合算して発行する場合は、２

（料金額）の規定にかかわらず、支払証明書等の発行手数料の支払いを要しません。 

 

    ２ （略） 

 

 別表 （略） 

 

 

 

     附 則（令和元年 9 月 24 日経企第 1605 号）」 

  （実施期日） 

 １ この改正規定は、令和元年 10 月１日から実施します。 

  （料金の支払いに関する経過措置） 

 ２ この改正規定実施前に、改正前の規定により支払い又は支払わなければならなかった国際電話サービスの料金その他の債務につい

ては、なお従前のとおりとします。 

  （特定電話番号への通話料の月極割引に関する経過措置） 

 ３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により適用を受けている特定電話番号への通話料の月極割引（改正前の規定により

割引の選択の申出に係る承諾を受けているものを含みます。）の適用は、次のとおりとします。 

  (1) 国際電話サービスの利用に係るＦＯＭＡサービスにおいて、当該契約約款に定めるところにより特定電話番号への通信料の月極

割引の適用を受けている場合は、特定電話番号（契約者があらかじめ指定した国際電話サービスに係る通話の相手先となる電話

ス 当社は、次に該当する場合は、一括請求グループを構成する全てのＦＯＭＡ等につい

て本割引の適用を廃止することがあります。 

 (ア)（略） 

 (イ) 一括請求グループを構成するＦＯＭＡ等がウの(イ)の規定に該当することが判明し

たとき又は該当することとなったとき。 

 (ウ)（略） 

セ （略） 

（注）アに規定する当社が別に定めるものは、ＦＯＭＡサービス契約約款に規定する総

合利用プラン（タイプリミット及び共用ＦＯＭＡに係るものを除きます。）、ＦＯＭＡ

キッズケータイプラス、ファミリーワイド及びプラン 39 等（リミットプラスを除きます。）とし

ます。 

(8) ２年定期契約に係る通

信料月極割引又は定期

契約に係る通信料月極

割引（ビジネス通話割

引）の適用 

ア～イ （略） 

（注）アに規定する当社が別に定めるものは、Ｘｉサービス契約約款に規定する総合利

用プラン、Ｘｉカケホーダイプラン（スマホ／タブ）、Ｘｉカケホーダイプラン（ケータ

イ）及びＸｉカケホーダイプラン（ＳＩＭフリー）並びにＦＯＭＡサービス契約約款

に規定するＦＯＭＡカケホーダイプラン（スマホ／タブ）及びＦＯＭＡカケホーダイプ

ラン（ケータイ）とします。 

(9)～(10)（略） （略） 

 

    ２ （略） 

 

 第２表 その他のサービスに関する料金 

   第１ 支払証明書等の発行手数料 

    １ 適用 

支払証明書等の発行手数料の適用 

支払証明書等の発行手数料

の適用除外 

国際電話サービスに係るＦＯＭＡ等に関する支払証明書等に合算して発行する場合は、

２（料金額）の規定にかかわらず、支払証明書等の発行手数料の支払いを要しません。 

 

    ２ （略） 

 

 別表 （略） 

 

 

 

 

   

 

 



 

 

番号等をいいます。以下この附則において同じとします。）に係る通話（当社が別に定める通話を除きます。）に関する料金（特定

電話番号に係る通話の料金に合算して請求するものを含みます。以下この附則において同じとします。）の月間累計額について、次

表に規定する額の割引を行います。 

  (2) 特定電話番号の数は、１の契約について２以内とし、あらかじめ当社に申し出ていただきます。 

  (3) 当社が定める桁数を超える電話番号等は、特定電話番号として指定することができません。 

  (4) 国際電話契約に係る名義変更（新たにその契約者になろうとする者と名義変更前の契約者との関係が親子その他当社が別に

定める基準に適合する場合の名義変更又は法人の合併若しくは分割に伴う名義変更を除きます。）があった場合については、新た

に特定電話番号を指定していただきます。 

  (5) 特定電話番号の変更に関する適用については、ＦＯＭＡサービス契約約款に定める特定電話番号への通信料の月極割引の場

合に準ずるものとします。 

  （注）アに規定する当社が別に定める通話は、国際ローミング機能に係る通話及びデジタル通信モードによる通話（3G-324M の通

信プロトコルにより映像等の伝送交換を行うための通話として取り扱うものを除きます。）とします。 

 

 

   

区分 割引額 

特定電話番号に係る通話 その通話に関する料金の月間累計額に 0.30 を乗じて得た額 

 



 

 

専 用 回 線 等 接 続 サ ー ビ ス 契 約 約 款 の 一 部 改 正 
 

[ 改 正 ] [ 現 行 ] 

 

 

      第 1 章～第 13 章 （略） 

 

 料金表 

 

 通則 （略） 

 

 第１表 料金（その他のサービスの料金を除きます。） 

 

   第１ （略） 

 

   第２ 付加機能使用料 

    １ 適用 

付 加 機 能 使 用 料 の 適 用 

(1)～(2)（略） （略） 

(3) アシスト情報送信機能に

係る付加機能使用料の適

用 

 

ア アシスト情報送信機能に係る付加機能使用料については、第 11 種接続装置に係る

契約者があらかじめ指定したＦＯＭＡサービス、Ｘｉサービス、卸ＦＯＭＡサービス又は

卸Ｘｉサービス（以下「指定対象Ｘｉ等」といいます。）ごとに適用します。この場合に

おいて、ＦＯＭＡサービス及び卸ＦＯＭＡサービスの契約者回線については、タイプ２に

係る第 11 種接続装置の提供を受けている契約者に限り、指定することができます。 

イ 別表２（付加機能）に規定する代表機能の提供を受けているときは、アの規定にかか

わらず、その代表機能に係る２以上の第 11 種接続装置に関する専用回線等接続契

約のうち、契約者が指定した１の専用回線等接続契約における指定対象Ｘｉ等に係る

アシスト情報送信機能に関する付加機能使用料のみ適用します。 

 

    ２ 料金額 

区     分 単   位 

        料 金 額    （月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

（略） （略） （略） 

アシスト情報送信機能 
タイプＡ １指定対象Ｘｉ等ごとに （略） 

タイプＢ １指定対象Ｘｉ等ごとに （略） 

（略） （略） （略） 

 

 

 

 

  

 

      第 1 章～第 13 章 （略） 

 

 料金表 

 

 通則 （略） 

 

 第１表 料金（その他のサービスの料金を除きます。） 

 

   第１ （略） 

 

   第２ 付加機能使用料 

    １ 適用 

付 加 機 能 使 用 料 の 適 用 

(1)～(2)（略） （略） 

(3) アシスト情報送信機能に

係る付加機能使用料の適

用 

 

ア アシスト情報送信機能に係る付加機能使用料については、第 11 種接続装置に係る

契約者があらかじめ指定したＦＯＭＡサービス、Ｘｉサービス、卸ＦＯＭＡサービス又は

卸Ｘｉサービス（以下「指定ＦＯＭＡ等」といいます。）ごとに適用します。この場合に

おいて、ＦＯＭＡサービス及び卸ＦＯＭＡサービスの契約者回線については、タイプ２に

係る第 11 種接続装置の提供を受けている契約者に限り、指定することができます。 

イ 別表２（付加機能）に規定する代表機能の提供を受けているときは、アの規定にかか

わらず、その代表機能に係る２以上の第 11 種接続装置に関する専用回線等接続契

約のうち、契約者が指定した１の専用回線等接続契約における指定ＦＯＭＡ等に係る

アシスト情報送信機能に関する付加機能使用料のみ適用します。 

 

    ２ 料金額 

区     分 単   位 

        料 金 額    （月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

（略） （略） （略） 

アシスト情報送信機能 
タイプＡ １指定ＦＯＭＡ等ごとに （略） 

タイプＢ １指定ＦＯＭＡ等ごとに （略） 

（略） （略） （略） 

 

 

 

 



 

 

 

   第３ 通信料 

    １ 適用 

通  信  料  の  適  用 

(1)～(1)の３（略） （略） 

(1)の４ 第 10 種接続装置

に係る定額通信料の適用 

ア 第 10 種接続装置に係るビジネス mopera 契約者は、第 10 種接続装置に係る接

続点から定額対象Ｘｉ等（第 10 種接続装置に係るビジネス mopera 契約者があら

かじめ指定したＦＯＭＡ及びＸｉのことをいいます。以下同じとします｡)に係る契約者回

線への通話モードによる通信に関する料金について、その月間累計額に代えて、次表に規

定する定額通信料を適用する取扱い（以下「一斉同報定額」といいます。）を選択する

ことができます。 

１定額対象Ｘｉ等ごとに 

 表（略） 

イ～ウ （略） 

エ 当社は、一斉同報定額を選択している契約者から、この取扱いを廃止する申出があっ

た場合のほか、アの規定により指定した定額対象Ｘｉ等の契約の解除があった場合に

は、当該定額対象Ｘｉ等に係る一斉同報定額を廃止します。 

オ～キ （略） 

(2)～(6)（略） （略） 

 

    ２ （略） 

 

   第４～第５ （略） 

 

 第２表～第３表 （略） 

 

 別表１ （略） 

 

 別表２ 付加機能 

種      類 提 供 条 件 

１～６ （略） （略） 

７ 代表機能（ＦＯＭＡパケットアクセスセレクト／

Ｘｉデータアクセスセレクト） 

 （略） 

(1)～(2)（略） 

(3) 当社は、アシスト情報送信機能（23 欄に規定

するものをいいます。以下この欄において同じとしま

す。）の提供を受けているビジネス mopera 契

約者からこの機能の利用の請求を受けたときは、

この機能に係る２以上の第 11 種接続装置に関

する専用回線等接続契約における指定対象Ｘ

ｉ等が同一である場合に限り、この機能を提供し

ます。 

(4) 当社は、ビジネス mopera 契約者からこの機

能を廃止する申出があった場合のほか、次のいず

 

   第３ 通信料 

    １ 適用 

通  信  料  の  適  用 

(1)～(1)の３（略） （略） 

(1)の４ 第 10 種接続装置

に係る定額通信料の適用 

ア 第 10 種接続装置に係るビジネス mopera 契約者は、第 10 種接続装置に係る接

続点から定額対象ＦＯＭＡ等（第 10 種接続装置に係るビジネス mopera 契約者

があらかじめ指定したＦＯＭＡ及びＸｉのことをいいます。以下同じとします｡)に係る契

約者回線への通話モードによる通信に関する料金について、その月間累計額に代えて、

次表に規定する定額通信料を適用する取扱い（以下「一斉同報定額」といいます。）

を選択することができます。 

１定額対象ＦＯＭＡ等ごとに 

 表（略） 

イ～ウ （略） 

エ 当社は、一斉同報定額を選択している契約者から、この取扱いを廃止する申出があっ

た場合のほか、アの規定により指定した定額対象ＦＯＭＡ等の契約の解除があった場

合には、当該定額対象ＦＯＭＡ等に係る一斉同報定額を廃止します。 

オ～キ （略） 

(2)～(6)（略） （略） 

 

    ２ （略） 

 

   第４～第５ （略） 

 

 第２表～第３表 （略） 

 

 別表１ （略） 

 

 別表２ 付加機能 

種      類 提 供 条 件 

１～６ （略） （略） 

７ 代表機能（ＦＯＭＡパケットアクセスセレクト／

Ｘｉデータアクセスセレクト） 

 （略） 

(1)～(2)（略） 

(3) 当社は、アシスト情報送信機能（23 欄に規定

するものをいいます。以下この欄において同じとしま

す。）の提供を受けているビジネス mopera 契

約者からこの機能の利用の請求を受けたときは、

この機能に係る２以上の第 11 種接続装置に関

する専用回線等接続契約における指定ＦＯＭ

Ａ等が同一である場合に限り、この機能を提供し

ます。 

(4) 当社は、ビジネス mopera 契約者からこの機

能を廃止する申出があった場合のほか、次のいず



 

 

れかに該当する場合には、この機能を廃止しま

す。 

  ① （略） 

  ② この機能と同時にアシスト情報送信機能の提

供を受けている場合であって、この機能に係る２

以上の第 11 種接続装置に関する専用回線

等接続契約における指定対象Ｘｉ等が同一

でないと当社が認めたとき。 

8～22 （略） （略） 

23  アシスト情報送信機能 

   当社が定める方法により、位置の測定に係るア

シスト情報（指定対象Ｘｉ等の契約者回線に

接続されている移動無線装置の位置の測定の際

に参考となる情報であって、当社が提供するものを

いいます。）を送信又は受信する機能をいいま

す。 

(1) アシスト情報送信機能には、タイプＡ（指定対

象Ｘｉ等が、第 11 種接続装置（接続装置の

区分がイーサネット接続用のものに限ります。）に

係る接続点との間の通信を行う間、アシスト情報

の送信を行うもの）とタイプＢ（指定対象Ｘｉ等

と当社が定める接続点との間にアクセス回線を設

定してアシスト情報の受信を行うもの）があり、ビ

ジネス mopera 契約者はあらかじめいずれかを選

択し、当社に申し出ていただきます。この場合にお

いて、タイプＡについては、第 11 種接続装置

（接続装置の区分がＩＰ網接続用のものを除き

ます。）に係るビジネス mopera サービス（６欄

に規定する接続先識別機能又は 14 欄に規定す

る接続迂回機能の提供を受けているものを除きま

す。）に限り、タイプＢについては、第 11 種接続

装置（接続装置の区分がイーサネット接続用又

はＩＰ接続用のものに限ります。）に係るビジネス

mopera サービスに限り提供します。 

(2) 当社は、この機能と同時に代表機能（７欄に

規定するものをいいます。以下この欄において同じ

とします。）の提供を受けているビジネス mopera

契約者からこの機能の利用の請求を受けたとき

は、その代表機能に係る２以上の第 11 種接続

装置に関する専用回線等接続契約における指定

対象Ｘｉ等が同一である場合に限りこの機能を

提供します。 

(3) 当社は、ビジネス mopera 契約者からこの機

能を廃止する申出があった場合のほか、この機能

と同時に代表機能の提供を受けている場合であっ

て、代表機能における２以上の第 11 種接続装

置に関する専用回線等接続契約における指定対

象Ｘｉ等が同一でないと当社が認めたときは、こ

の機能を廃止します。 

(4)～(5)（略） 

(6) タイプＢを利用して指定対象Ｘｉ等に係るアシ

スト情報を受信するときは、その指定対象Ｘｉ等

と第 11 種接続装置に係る接続点との間に設定

されているセッションが切断されることがあります。 

れかに該当する場合には、この機能を廃止しま

す。 

  ① （略） 

  ② この機能と同時にアシスト情報送信機能の提

供を受けている場合であって、この機能に係る２

以上の第 11 種接続装置に関する専用回線

等接続契約における指定ＦＯＭＡ等が同一

でないと当社が認めたとき。 

8～22 （略） （略） 

23  アシスト情報送信機能 

   当社が定める方法により、位置の測定に係るア

シスト情報（指定ＦＯＭＡ等の契約者回線に

接続されている移動無線装置の位置の測定の際

に参考となる情報であって、当社が提供するものを

いいます。）を送信又は受信する機能をいいま

す。 

(1) アシスト情報送信機能には、タイプＡ（指定Ｆ

ＯＭＡ等が、第 11 種接続装置（接続装置の

区分がイーサネット接続用のものに限ります。）に

係る接続点との間の通信を行う間、アシスト情報

の送信を行うもの）とタイプＢ（指定ＦＯＭＡ等

と当社が定める接続点との間にアクセス回線を設

定してアシスト情報の受信を行うもの）があり、ビ

ジネス mopera 契約者はあらかじめいずれかを選

択し、当社に申し出ていただきます。この場合にお

いて、タイプＡについては、第 11 種接続装置

（接続装置の区分がＩＰ網接続用のものを除き

ます。）に係るビジネス mopera サービス（６欄

に規定する接続先識別機能又は 14 欄に規定す

る接続迂回機能の提供を受けているものを除きま

す。）に限り、タイプＢについては、第 11 種接続

装置（接続装置の区分がイーサネット接続用又

はＩＰ接続用のものに限ります。）に係るビジネス

mopera サービスに限り提供します。 

(2) 当社は、この機能と同時に代表機能（７欄に

規定するものをいいます。以下この欄において同じ

とします。）の提供を受けているビジネス mopera

契約者からこの機能の利用の請求を受けたとき

は、その代表機能に係る２以上の第 11 種接続

装置に関する専用回線等接続契約における指定

ＦＯＭＡ等が同一である場合に限りこの機能を

提供します。 

(3) 当社は、ビジネス mopera 契約者からこの機

能を廃止する申出があった場合のほか、この機能

と同時に代表機能の提供を受けている場合であっ

て、代表機能における２以上の第 11 種接続装

置に関する専用回線等接続契約における指定Ｆ

ＯＭＡ等が同一でないと当社が認めたときは、こ

の機能を廃止します。 

(4)～(5)（略） 

(6) タイプＢを利用して指定ＦＯＭＡ等に係るアシ

スト情報を受信するときは、その指定ＦＯＭＡ等

と第 11 種接続装置に係る接続点との間に設定

されているセッションが切断されることがあります。 



 

 

(7)（略） 

24 （略） （略） 

 

 別表３～別表４ （略） 

 

 

 

 

附 則（令和元年 9 月 24 日経企第 1605 号） 

   （改正期日） 

 １ この改正規定は令和元年 10 月 1 日から実施します。 

   （経過措置） 

 ２ この改正規定実施前に、支払い又は支払わなければならなかった専用回線等接続サービスの料金その他の債務については、なお従

前のとおりとします。 

   （その他） 

 ３ 経企第 1592 号（平成 26 年３月 25 日）の附則第３項中「定額対象ＦＯＭＡ等」を「定額対象Ｘｉ等」に改めます。 

 

 

 

(7)（略） 

24 （略） （略） 

 

 別表３～別表４ （略） 

 

   

 

 

 



 

 

ワ イ ド ス タ ー 通 信 サ ー ビ ス 契 約 約 款 の 一 部 改 正 
 

[ 改 正 ] [ 現 行 ] 

 

 

      第 1 章～第 11 章 （略） 

 

      第 12 章 雑則 

 

 第 55 条～第 64 条 （略） 

 

 （無線ＩＰアクセスサービスの利用） 

 第 65 条 契約者は、別表１（付加機能）に規定する moperaU 機能の提供を受けているときは、無線ＩＰアクセスサービス（当社

の無線ＩＰ通信網を使用して提供する電気通信サービスであって、moperaU 機能を利用するためのものをいいます。以下同じとしま

す。）を利用することができます。 

 ２～３ （略） 

 ４ 前３項の規定によるほか、無線ＩＰアクセスサービスの利用に係るその他の提供条件については、Ｘｉサービス契約約款に規定する

無線ＩＰアクセスサービスの利用に係る提供条件に準ずるものとします。 

 

 第 66 条～第 68 条 （略） 

 

      第 13 章 （略） 

 

 料金表 

 

通則 

 1～17 (略) 

 18 ＦＯＭＡ等に係る契約を締結している者又はＸi に係る契約を締結している者が、その契約の解除と同時に新たにワイドスター契

約を締結した場合は、継続してワイドスター契約を締結していたものとみなして取り扱います。 

    ただし、契約の解除のあったＦＯＭＡ等又はＸi に係る料金等において、ＦＯＭＡサービス契約約款又はＸi サービス契約約款に

規定する電子媒体による請求額情報の通知を受けている場合の料金等の減額が適用される暦月については、この減額を適用しませ

ん。 

19～24 （略） 

   (割引額又は割引予定額の開示) 

 25 当社は、当社が別に定める方法により料金その他の債務を一括して請求（以下この項において「一括請求」といいます。）している

２以上の電気通信サービスにより構成される回線群（以下この項において「一括請求グループ」といいます。）に属するＸｉ又はＦＯ

ＭＡに係る契約者又はその一括請求グループを指定して一括請求を選択する申出をすることができる者（以下この項において「Ｘｉ

契約者等といいます。」）に対し、そのＸｉ契約者等がＸｉサービス契約約款に規定するｄカードお支払割の適用を受けることとなる

ときのその割引額又は割引予定額を確認することを目的として、その一括請求グループに関する料金その他の債務の一括請求先となる

Ｘｉ、Ｘｉユビキタス、ＦＯＭＡ、ＦＯＭＡユビキタス、ＦＯＭＡ位置情報又はワイドスター通信サービスに係る契約に関する事項を

開示することがあります。 

 （注１）～（注２）（略） 

 

 第１表 料金（無線ＩＰアクセス定額料及びその他のサービスの料金を除きます。） 

   第１～第２ （略） 

 

   第３ 通信料 

  

 

      第 1 章～第 11 章 （略） 

 

      第 12 章 雑則 

 

 第 55 条～第 64 条 （略） 

 

 （無線ＩＰアクセスサービスの利用） 

 第 65 条 契約者は、別表１（付加機能）に規定する moperaU 機能の提供を受けているときは、無線ＩＰアクセスサービス（当社

の無線ＩＰ通信網を使用して提供する電気通信サービスであって、moperaU 機能を利用するためのものをいいます。以下同じとしま

す。）を利用することができます。 

 ２～３ （略） 

 ４ 前３項の規定によるほか、無線ＩＰアクセスサービスの利用に係るその他の提供条件については、ＦＯＭＡサービス契約約款に規定

する無線ＩＰアクセスサービスの利用に係る提供条件に準ずるものとします。 

 

 第 66 条～第 68 条 （略） 

 

      第 13 章 （略） 

 

 料金表 

 

 通則 

 1～17 (略) 

 18 ＦＯＭＡ等に係る契約を締結している者又はＸi に係る契約を締結している者が、その契約の解除と同時に新たにワイドスター契

約を締結した場合は、継続してワイドスター契約を締結していたものとみなして取り扱います。 

   ただし、契約の解除のあったＦＯＭＡ等又はＸi 係る料金等において、ＦＯＭＡサービス契約約款又はＸi サービス契約約款に

規定する電子媒体による請求額情報の通知を受けている場合の料金等の減額が適用される暦月については、この減額を適用しませ

ん。 

19～24 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）～（注２）（略） 

 

 第１表 料金（無線ＩＰアクセス定額料及びその他のサービスの料金を除きます。） 

   第１～第２ （略） 

 

   第３ 通信料 



 

 

    １ 適用   

通  信  料  の  適  用 

(1)～(3)（略） （略） 

(4) 削除  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    １ 適用   

通  信  料  の  適  用 

(1)～(3)（略） （略） 

(4) 特定電話番号への通信料

の月極割引（ゆうゆうコー

ル）の適用 

ア 特定電話番号への通信料の月極割引（以下この欄において「本割引」といいます。）

とは、次表に規定する定額料を支払った場合に、ワイドスター通信サービスに係る契約者

回線からの特定電話番号（契約者があらかじめ指定した当社が提供するワイドスター通

信サービス、ＦＯＭＡサービス、Ｘｉサービス若しくは卸携帯電話サービスの契約者識別

番号等、電話サービス（国際電話サービスを除きます。以下この欄において同じとしま

す。）の電話番号等若しくは専用回線等接続サービスの契約者識別番号等又は当社

が別に定める協定事業者が提供する電気通信サービスの番号をいいます。以下この欄に

おいて同じとします。）による通信（当社が別に定める通信を除きます。以下この欄にお

いて同じとします。）に関する料金の月間累計額（他社相互接続通信に係る料金等通

信料に合算して請求するものであって、当社が別に定めるものを含みます。以下この欄に

おいて同じとします。）について、同表に規定する額の割引を行うことをいいます。 

１契約ごとに 

区   分 割引額 

定額料（月額） 

次の税抜額（かっこ 

内は税込額） 

(ア) 当社が提供するワイドスタ

ー通信サービス、ＦＯＭＡ、

電話サービス（国際電話サ

ービスを除きます。）、専用

回線等接続サービス（第８

種接続装置及び第９種接

続装置に係るものに限りま

す。）、Ｘｉサービス又は回

線卸携帯電話（卸携帯電

話サービス契約約款に規定

するものをいいます。以下同じ

とします。）の契約者回線等

（当社が別に定めるものを除

きます。）への通信 

その通信に関する料

金の月間累計額に

0.30 を乗じて得た額 

180 円(194.4 円) 

(イ) (ア)以外の通信 その通信に関する料

金の月間累計額に

0.10 を乗じて得た額 

イ 特定電話番号の数は、１の契約について５以内とします。 

ウ 本割引は、基本使用料の料金種別がタイプＬのものに限り、選択することができます。 

エ 特定電話番号に係る契約回線等への通信に関する料金の月間累計は、料金月単位

で行います。 

オ 本割引の適用の開始は、その申出を当社が承諾した日を含む料金月の翌料金月から

とします。 

カ 当社は、本割引の適用を受けているワイドスター通信サービスについて、契約者から本

割引の適用を廃止する申出があった場合のほか、次のいずれかに該当する場合には、本



 

 

 

    ２ （略） 

 

   第４～第６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)～(12)（略） （略） 

 

    ２ （略） 

 

   第４～第６ （略） 

割引の適用を廃止します。 

 (ア)ワイドスター契約に係る名義変更があったとき。 

 (イ)利用休止があったとき。 

 (ウ)ワイドスター契約の解除があったとき。 

キ カの規定により、本割引の適用を廃止した場合における取扱いについては、次表のとお

りとします。この場合、同一料金月内において、同表の１欄の左欄の規定により本割引の

適用を廃止した後、２欄の左欄に該当する場合が生じたときは、２欄の規定によるものと

します。 

区   分 月極割引の適用 

１ ２以外により、本割引

の適用を廃止したとき 

本割引の適用を廃止した日を含む料金月の末日まで

の特定電話番号に係る契約者回線等への通信に関

する料金について、本割引の適用の対象とします。 

２ ワイドスター契約に係る

名義変更、利用休止又

はワイドスター契約の解

除があったとき。 

その名義変更の承諾日、利用休止日又はワイドスタ

ー契約の解除日を含む料金月の前料金月の末日ま

での特定電話番号に係る契約者回線等への通信に

関する料金について、本割引の適用の対象とします。 

ク 本割引を選択している契約者がその特定電話番号を変更した場合には、変更前の特

定電話番号に係る契約者回線等への通信に関する料金については、その変更の申出を

当社が承諾した日を含む料金月の末日まで、変更後の特定電話番号に係る契約者回

線等への通信に関する料金については、その変更の申出を当社が承諾した日を含む料金

月の翌料金月以降、本割引の適用の対象とします。 

ケ 本割引を選択した契約者は、本割引が適用される料金月について、利用の一時中

断、利用停止等によりワイドスター通信サービスを利用することができなかった期間があった

場合でも、アに規定する定額料の支払いを要します。 

 ただし、契約者の責めによらない理由により、ワイドスター通信サービスを全く利用できない

状態（その契約に係る電気通信設備による全ての通信に著しい支障が生じ全く利用で

きない状態と同程度の状態となる場合を含みます。）が生じた場合に、そのことを当社が

認知した時刻以降の料金月に属する全ての日についてその状態が連続したときは、そのこ

とを当社が認知した時刻以降の利用できなかった料金月（１料金月の倍数である部分

に限ります。）について、料金月ごとに料金月数を計算し、その料金月数に対応する定額

料については、その支払いを要しません。 

コ 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、その料金を返

還します。 

サ 定額料については、日割は行いません。 

（注）アに規定する当社が別に定める通信は、パケット通信モードによる通信及び

64kb/s 通信モードによる通信とします。 

(5)～(12)（略） （略） 



 

 

 

 第２表～第５表 （略） 

 

 別表１～別表８ （略） 

 

 

附 則（令和元年 9 月 24 日経企第 1605 号） 

  （実施期日） 

 １ この改正規定は、令和元年 10 月 1 日から実施します。 

  （料金等の支払いに関する経過措置） 

 ２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかったワイドスター通信サービスの料金その他の債務については、なお従前の

とおりとします。  

  （特定電話番号への通信料の月極割引に関する経過措置） 

 ３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により適用を受けている特定電話番号への通信料の月極割引の適用は、次のとおりとし

ます。 

  (1) 次表に規定する定額料を支払った場合に、ワイドスター通信サービスに係る契約者回線からの特定電話番号（契約者があらかじ

め指定した当社が提供するワイドスター通信サービス、ＦＯＭＡサービス、Ｘｉサービス若しくは卸携帯電話サービスの契約者識別

番号等、電話サービス（国際電話サービスを除きます。以下この附則において同じとします。）の電話番号等若しくは専用回線等接

続サービスの契約者識別番号等又は当社が別に定める協定事業者が提供する電気通信サービスの番号をいいます。以下この欄に

おいて同じとします。）による通信（当社が別に定める通信を除きます。以下この附則において同じとします。）に関する料金の月間

累計額（他社相互接続通信に係る料金等通信料に合算して請求するものであって、当社が別に定めるものを含みます。以下この

附則において同じとします。）について、同表に規定する額の割引を適用します。 

１契約ごとに 

  (2) 特定電話番号の数は、１の契約について５以内とします。 

  (3) 特定電話番号に係る契約回線等への通信に関する料金の月間累計は、料金月単位で行います。 

  (4) 当社は、特定電話番号への通信料の月極割引（以下この附則において「本割引」といいます。）の適用を受けているワイドスター

通信サービスについて、契約者から本割引の適用を廃止する申出があった場合のほか、次のいずれかに該当する場合には、本割引

の適用を廃止します。 

    ア ワイドスター契約に係る名義変更があったとき。 

    イ 利用休止があったとき。 

    ウ ワイドスター契約の解除があったとき。 

区   分 割引額 

定額料（月額） 

次の税抜額（かっこ内は税込額） 

ア  当社が提供するワイドスター通信サービス、Ｆ

ＯＭＡ、電話サービス（国際電話サービスを

除きます。）、専用回線等接続サービス（第

８種接続装置及び第９種接続装置に係るも

のに限ります。）、Ｘｉサービス又は回線卸携

帯電話（卸携帯電話サービス契約約款に規

定するものをいいます。以下同じとします。）の

契約者回線等（当社が別に定めるものを除き

ます。）への通信 

その通信に関する料金の月間累

計額に 0.30 を乗じて得た額 

180 円(198 円) 

イ ア以外の通信 その通信に関する料金の月間累

計額に 0.10 を乗じて得た額 

 

 第２表～第５表 （略） 

 

 別表１～別表８ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 



 

 

  (5) (4)の規定により、本割引の適用を廃止した場合における取扱いについては、次表のとおりとします。この場合、同一料金月内におい

て、同表のア欄の左欄の規定により本割引の適用を廃止した後、イ欄の左欄に該当する場合が生じたときは、イ欄の規定によるもの

とします。 

  (6) 本割引を選択している契約者がその特定電話番号を変更した場合には、変更前の特定電話番号に係る契約者回線等への通信

に関する料金については、その変更の申出を当社が承諾した日を含む料金月の末日まで、変更後の特定電話番号に係る契約者回

線等への通信に関する料金については、その変更の申出を当社が承諾した日を含む料金月の翌料金月以降、本割引の適用の対

象とします。 

  (7) 本割引を選択した契約者は、本割引が適用される料金月について、利用の一時中断、利用停止等によりワイドスター通信サービ

スを利用することができなかった期間があった場合でも、(1)に規定する定額料の支払いを要します。  

      ただし、契約者の責めによらない理由により、ワイドスター通信サービスを全く利用できない状態（その契約に係る電気通信設備に

よる全ての通信に著しい支障が生じ全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。）が生じた場合に、そのことを当

社が認知した時刻以降の料金月に属する全ての日についてその状態が連続したときは、そのことを当社が認知した時刻以降の利用

できなかった料金月（１料金月の倍数である部分に限ります。）について、料金月ごとに料金月数を計算し、その料金月数に対応

する定額料については、その支払いを要しません。 

  (8) 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、その料金を返還します。 

  (9) 定額料については、日割は行いません。 

（注）(1)に規定する当社が別に定める通信は、パケット通信モードによる通信及び 64kb/s 通信モードによる通信とします。 

 

附 則（令和元年 9 月 27 日経企第 1635 号）  

 この改正規定は、令和元年 10 月 1 日から実施します。 

 

 

 

 

 

  

区   分 月極割引の適用 

ア イ以外により、本割引の適用を廃止したとき 本割引の適用を廃止した日を含む料金月の末日までの特定電話番号に

係る契約者回線等への通信に関する料金について、本割引の適用の対象

とします。 

イ ワイドスター契約に係る名義変更、利用休止

又はワイドスター契約の解除があったとき。 

その名義変更の承諾日、利用休止日又はワイドスター契約の解除日を含

む料金月の前料金月の末日までの特定電話番号に係る契約者回線等へ

の通信に関する料金について、本割引の適用の対象とします。 

 



 

 I P 通 信 網 サ ー ビ ス 契 約 約 款 の 一 部 改 正 
 

[ 改 正 ] [ 現 行 ] 

 

      第１章～第２章 （略） 

 

      第３章 ＩＰ通信網契約 

        第１節 （略） 

 

        第２節 一般契約 

 

 第８条～第 12 条 （略） 

 

  （特定Ｘｉ等の指定） 

 第 12 条の２ 契約者は、特定Ｘｉ等（１のＩＰ通信網契約について、契約者が指定する１のＦＯＭＡ又はＸｉ（当該

契約約款に規定するものをいい、次のいずれかに該当するもの又は共用ＦＯＭＡに係るものを除きます。）をいいます。以

下同じとします。）を指定することができます。 

   (1)～(2)（略） 

   (3) 基本使用料の料金種別がＦＯＭＡサービス契約約款に規定するＦＯＭＡプラン 39 等、ＦＯＭＡデータプラン 22

であるもの。 

   (4)～(5)（略） 

 

 第 12 条の３～第 17 条 （略） 

 

        第３節 （略） 

 

      第４章～第 15 章 （略） 

 

 料金表 （略） 

 

 別表１～別表３ （略） 

 
 
 

    附 則（令和元年９月 24 日経企第 1605 号） 

 この改正規定は、令和元年 10 月１日から実施します。 

   

 

      第１章～第２章 （略） 

 

      第３章 ＩＰ通信網契約 

        第１節 （略） 

 

        第２節 一般契約 

 

 第８条～第 12 条 （略） 

 

  （特定Ｘｉ等の指定） 

 第 12 条の２ 契約者は、特定Ｘｉ等（１のＩＰ通信網契約について、契約者が指定する１のＦＯＭＡ又はＸｉ（当該

契約約款に規定するものをいい、次のいずれかに該当するもの又は共用ＦＯＭＡに係るものを除きます。）をいいます。以

下同じとします。）を指定することができます。 

   (1)～(2)（略） 

   (3) 基本使用料の料金種別がＦＯＭＡサービス契約約款に規定する旧プランＦＯＭＡ、ＦＯＭＡデータプラン２２であ

るもの。 

   (4)～(5)（略） 

 

 第 12 条の３～第 17 条 （略） 

 

        第３節 （略） 

 

      第４章～第 15 章 （略） 

 

 料金表 （略） 

 

 別表１～別表３ （略） 

 
 
 

 



 

 

 Ｊ ａ ｐ ａ ｎ  Ｗ ｅ ｌ ｃ ｏ ｍ ｅ  Ｓ Ｉ Ｍ サ ー ビ ス 契 約 約 款 

[ 改 正 後 ] [ 現 行 ] 

 

 

Ｊａｐａｎ Ｗｅｌｃｏｍｅ ＳＩＭサービス契約約款（平成 29 年７月 経企第 469 号）は、廃止します。 

 

 

 

  附 則（令和元年９月 24 日経企第 1605 号） 

（実施期日） 

 １ この約款は、令和元年 10 年１から実施します。 

  （経過措置） 

 ２ この約款の実施前に支払い又は支払わなければならなかったＪａｐａｎ Ｗｅｌｃｏｍｅ ＳＩＭサービスの料金その他債務に

ついては、なお従前のとおりとします。 

  

 

 



 

 

 Ｊ ａ ｐ ａ ｎ  Ｗ ｅ ｌ ｃ ｏ ｍ ｅ  Ｓ Ｉ Ｍ － ０ サ ー ビ ス 契 約 約 款 

[ 改 正 後 ] [ 現 行 ] 

 

 

Ｊａｐａｎ Ｗｅｌｃｏｍｅ ＳＩＭ－０サービス契約約款（平成 29 年 12 月 経企第 2159 号）は、廃止します。 

 

 

 

  附 則（令和元年９月 24 日経企第 1605 号） 

（実施期日） 

 １ この約款は、令和元年 10 年１から実施します。 

  （経過措置） 

 ２ この約款の実施前に支払い又は支払わなければならなかったＪａｐａｎ Ｗｅｌｃｏｍｅ ＳＩＭ－０サービスの料金その他債

務については、なお従前のとおりとします。 
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